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本論文の目的は、韓国のホームレスという概念が、保護対象とされた人々を様々なカテ
ゴリーに分け、規定する過程から形成されてきたことを明らかにすることである。ホーム
レス概念は単に家のない人々を指示するのではなく、貧困層、そして他の社会福祉対象者
との関係性のなかで形成される政策カテゴリーとして作用する点に注目した。研究方法は
文献研究である。そこで明らかにされたのは大きく次の 3 点である。 
1．1960 年代から 1974 年までは「浮浪児」という政策カテゴリーの生成の時期であった。
当時の「働ける児童」という概念の影響を受け、路上で生活しながらも労働可能であるた
めに、保護の必要性や根拠が相対的に低いと判断された児童が「浮浪児」と識別された。
彼らに対する政策は、「矯正」「労働」「社会事業」が一体化した形を取り、国家による統制
のもとで行われた。 
2．1980 年代には産業化に伴う労働者化と中等教育の普及による「浮浪児」の消滅とと
もに「浮浪人」という政策カテゴリーが登場した。1980 年代初頭の「浮浪人」は、非常に
曖昧で被差別的な概念であった。しかし 1987 年に発生した浮浪人人権侵害事件である「兄
弟福祉院事件」によって強制労役が問題となり、働けないとされた人々こそが「浮浪人」
施設に収容される対象となった。 
3．1997 年直後のホームレスは、経済危機の犠牲者であるという意味でかつての「浮浪
人」から区分され、「（失業）露宿者」という名称で失業対策の対象者とされた。しかし次
第に「露宿者」から労働可能な者が減少していくと改めて「浮浪人」との区分が問われ、
劣悪な住居で暮らす者などを包摂する概念の必要性が広がり、現在では「露宿人等」とい
う包括的概念となっている。 
このように、ホームレスを指示するカテゴリーは、「児童」政策から排除された「浮浪児」、
働けない人々を指示する「浮浪人」、そして既存の社会福祉対象者から零れ落ちる人々を意
味する包括的な「露宿人等」に移行してきた。また政策の変遷について、統制的収容から
社会福祉の対象者に変化したことを明らかにした。以上から、ホームレスというカテゴリ
ーがもつ、貧困層への韓国社会の認識、そしてその変化を掘り下げたことに本論の意義が
ある。 
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In this paper, I analyzed a historical change in terms of the ‘homeless’ and associated policy 
categories in Korea. Aim to achieve this, I focused on the general perspective that the homeless are 
not just people who do not own their house but also those considered poor. Also, discussed the fact 
that homeless is considered a specific category which classified as a distinct area of social welfare 
within history. The main findings were as follows: 
The policy category of 'juvenile vagrant(Buranga)' was established throughout the 1960's until 
1974. A child who was judged to be relatively low in necessity or basis of protection was identified 
as a 'Buranga' due to being influenced by the 'child who can work' concept in those days. The policy 
for them was made under the control of the nation in the form of unifying 'correction', 'labor', and 
'social welfare.'  
In the 1980's 'vagrant(Burangin)' appeared, not only disabled people but non-disabled people as 
well. However, with the ‘Hyungjae Welfare House’, violation of human rights case occurred in 1987, 
the disabled and mentally ill became an object of facilities for Burangin. 
Just after the financial crisis in 1997, 'the homeless' was prescribed as an object of the 
unemployment policy, but it is questionable because there has been a significant decrease in the 
number of homeless people who are capable of working. The idea that the term 'the homeless, etc.' 
needed to be expanded became very persuasive. 
Therefore, it is important to clarify public opinion against the category of the homeless, a 
change in Korean society through the concept of homeless and the history of policy, which are 
separate from the poor and other social welfare objects. 
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凡例 
 
1．韓国の人名・地名については、原則として漢字表記とした。漢字表記は、日本語におけ
る常用漢字を使用し、初出に限ってルビをふることを基本方針とした。漢字が不明な場合
はカタカナ表記とし、［ ］内にハングルを併記した。 
2．現代では差別用語として使用が控えられている用語が資料中随所に記されているが、当
時の社会背景を明示するという歴史的研究の意義を踏まえ、修正せずそのまま使用し（マ
マ）のルビをつけた。 
3．参考文献リストの韓国語文献には書籍情報に関する日本語訳を加えた。 
4．新聞記事や一部雑誌記事については、脚注に書誌情報を記した。 
5．論述の文脈のなかで欠かすことのできない資料については本文中に示し、参考すべき資
料は「参考資料」としてまとめた。 
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序章 
 
1．研究背景と目的 
 
本稿の主題は、韓国における「貧困」である。具体的には、ホームレスをめぐる政策に
用いられた様々なカテゴリーを取り上げ、その名称・概念・政策の変遷を、他の貧困層と
の区分から捉える。このことによって、ホームレスに対する国家施策は、韓国の歴史的背
景のもとで保護すべきである人々を多様なカテゴリーで規定し続ける過程から形成されて
きたことを明らかにする。 
一般的に、ホームレスは家のない人々であると言われてきた。それゆえ、ホームレス概
念については「家」の範囲を巡る議論が中心的であった。例えば、日本のホームレス概念
は「路上生活者」に限定されていると批判される。それに対してヨーロッパのホームレス
擁護団体である FEANSTA が提示する 4 つの基準（中村 2003）や「広義のホームレス」（岡
部 1997）といった居住不安定な状況をも含んだ、より広いホームレス概念が提示されてき
た。 
しかし、家のない人々としてホームレスを捉えることは、ホームレスという概念が、歴
史的に構築されてきたこと、さらにその構築の過程にはそれぞれの社会の規範の変遷から
の影響があったことを看過する恐れがある。 
先行研究によれば、西洋諸国における封建制から資本制への移行期では、多数の「浮浪
者」がみられた。これらの「浮浪者」は土地から流出した旧農民で、資本主義体制に組み
入れられなかったため浮浪するしかなかった（Marx [1859]1962=1982)。さらに、これら
の「浮浪者」は治安の対象として犯罪者として扱われる。土地から離脱を犯罪とする封建
主義的残滓の影響や、体制変化による社会不安に対する国家の対処という性格から不可避
的であるといわれる(Chambliss 1964)1。土地から排除された「浮浪者」は、資本主義初期
には労働能力の有無により「保護」に値するものとそうではないものへの区分がなされ、
保護の対象と判断された人々は保護の対象になった。その後、保護の対象とされた人々は
多様な分類カテゴリー化しそれに応じる施設が設立された（朴 光 駿
パク・グヮンジュン
 2004）2。日本にお
いては、資本主義の初期時期における「下層社会」の研究は主に労働者階級の形成と関連
して行われる（隅谷 1967; 兵藤 1971）が、その時期に「浮浪者」は主に「流動性の高い」
「日雇労働者」という概念に基づいた対象に限られたという特徴を持つ（佐藤 1997: 314）。
また、労働できない人々の混合収容が分化するプロセスは、社会福祉事業史の観点から現
                                                  
1 Chmabliss は、イギリスにおける「浮浪罪」起源に関する研究を行いはじめた研究者で
ある（Ocobock 2014: 6）が、最初「浮浪罪」が制定した 14 世紀のイングランドは、ペス
トによる労働供給の減少と労働需要の増加により抑圧的な法律が制定されたと主張した
（Chambliss 1964）。 
2 特に救貧法の起源や展開については田代不二男（1969）が詳しい。 
2 
 
在の社会福祉サービスの源流をなすものとして位置づけられている（井村, 藤原編 2007）。 
また、初期資本主義の以降におけるホームレスは、国によって実態は異なるものの、独
特な歴史的背景をもつ概念として論じられてきた。例えば、1960 年代～70 年代にはアメリ
カのアンダークラス論（Wilson 1996=1999）やスキッド・ロウとホームレスの関係（トム・
ギル 1999）から、1980 年代に「新しい貧困層」の一形態としてホームレス議論（Rossi 1990）
が、そして日本の寄せ場労働者からホームレスの系譜に関する議論がある（中根 1999）。
ホームレスは居住が不安的であるために、その政策には一般的な貧困対策としての機能が
求められる。にもかかわらず、定住を前提とする公的扶助からこぼれ落ちる一方、労働能
力を持つために「施設」保護の対象者になりにくいという点から、従来の貧困対策のはざ
まにおかれてきた「新しい貧困層」として現われたといえる。 
つまりホームレスは、資本主義の発達段階により、また各国の歴史・社会的背景により、
単に家のない人々ではなく、公的扶助や従来の施設との関係、そして以前からある「労働
能力」という基準との緊張関係から形成された概念である。さらに普遍化可能だが具体的
な社会的な脈絡を踏まえてはいない「貧困線」によって確定される貧困層であるだけでは
なく、各国それぞれの歴史を背景に様々なほかの政策カテゴリーとの区分の上に確立され
てきた概念である。例えば、日本においては、岩田正美は、戦後様々な対象を含んでいた
「不定住者」が主に「稼働能力」を基準に分類され、「浮浪者」概念とその対策が形成・構
築されていく過程を分析した（岩田 1995）。また岩田は別の論考で、「稼働年齢男性」とし
ての「浮浪者」・「寄せ場労働者」から「ホームレス」までの系譜と、「母子」と「特殊婦人」
を事例として、生活保護法が「一般救済」政策として存在しながらも、日本の貧困対策で
は「特殊救護」として多様なカテゴリーが並行してきたことを、「特殊カテゴリー」という
概念を用いて明らかにしている（岩田 2005）。この対策には「治安対策」なども織り込ま
れており、独特な目的をももつ「特殊対策」という性格になっていたと指摘する。また丸
山里美は、ジェンダーの視点から女性が野宿者になりにくい理由について、女性が労働市
場や社会保障政策において不利益な立場に立っている代わりに、厚い福祉施設政策の対象
になっていると指摘し、女性野宿者はホームレスの領域から外れ不可視化されてきたと分
析している（丸山 2013）。またアメリカのホームレス政策を分析した野田博也は、「ホーム
レス状態」に対する政策のみではなく、別の政策カテゴリーとして「若年ホームレス」「退
役ホームレス」が存在し、それぞれ非行化など治安問題の予防や保護、国家への軍事貢献
に対する補償や補償を行っていると分析する。さらに、利用できる事業においても、労働
能力や軍事貢献から利用できる事業に格差のあることを指摘している（野田 2008）。これ
らの議論は、ホームレスは、多様な規範的判断に基づき、独特なカテゴリーとして生成さ
れてきたことを示唆している。 
韓国は1997年冬に深刻な経済危機を迎え、失業問題が深刻になり路上生活者が増加した。
それ以前に設けられていた「浮浪児」「浮浪人」というカテゴリーは差別的なものであり、
施設収容中心の政策が行われていた。それらに対して新たに登場したホームレスは、以前
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の「浮浪人・児」と違い「失業」していることが強調された。「失業露宿者」という名称を
与えられ社会福祉の対象になった。しかし、就労の斡旋や臨時宿泊の提供という対策も期
待された効果を発揮できなかった。シェルター生活者は減少せず、すぐ就労ができないと
される人々が増えるという状況が続いた。そこで、「失業路宿者」とされた人々についてさ
らなる区分が試みられ、過去の「浮浪人」との比較、そして他の社会福祉サービスとの区
分の問題が議論された。その結果、2011 年に新しい法律3が制定され、既存の「浮浪人」施
設の生活者、そして劣悪な居住状態の居住民を含んだ「露宿人等」という概念が形成され
るに至った。 
こうした変遷を見せた韓国のホームレス概念に対してナム・ギチョル［남기철］は、経
済危機以前からの「浮浪人」と危機以降の「露宿人」には多少の差異はあるものの、適切
なサービスを構築する観点から区分することには意味がないと捉えた。その上で、ホーム
レスと、女性・児童・青少年・障害者といった既存の社会福祉サービス対象者との区分を
試みた。ナムは、ホームレスの特徴は「貧困」「無住居」「社会的機能遂行水準の低下」に
あるとしながらも、女性・児童・青少年・障害者などがホームレスの状態になった場合、
ホームレスの支援に優先して「既存の社会福祉」のサービスの対象にしなければならない
と主張する。例えば、精神疾患を抱えるホームレスは、ホームレス支援の対象より精神保
健サービスの対象にしなければならない、ということである。その根拠となるのが、精神
保健サービスの方がホームレスの支援より多くの資源と努力が必要とされること、つまり
「最大奉仕の原則」を社会福祉サービスの観点から挙げている（ナム・ギチョル 2009: 32）。
したがって、ホームレスは「他の社会福祉サービスが保護しない人々」であり、言い換え
れば「社会復帰の可能性が相対的に高い人々」になる（ナム・ギチョル 2009: 33）。ナム・
ギチョルの研究は、現在のホームレスのあり様を明確に示していると評価される。 
しかし、ナム・ギチョルは社会サービスの改善を目的としたため、その区分の社会的意
味を相対化できていない。そのために、ホームレスという状態より精神疾患の状態を優先
する社会的価値、そしてそこに内在化されているホームレスに関する規範の分析に取り組
むことはなかった。「浮浪人・児」や「露宿人等」の差異を、同じカテゴリーに関する名称
の問題に置き換え、その名称に含まれている含意の時代的変遷、つまりホームレス概念の
歴史性を見逃している。さらに時代ごとの規範のもとでホームレスとほかの家のない人々
を異なる社会的カテゴリーに位置づける装置として、ホームレス向けのシェルターが存在
してきたことの歴史性が問われていない。 
そこで本研究は、韓国におけるホームレスの概念について社会的カテゴリー変遷から考
察する。具体的には政府の政策によってかたちづくられるホームレスに関連するカテゴリ
ー（以下：政策カテゴリー）の系譜を記述する。「浮浪人・児」から「露宿人等」へと移行
していった、それぞれのカテゴリーの歴史性を確認し、貧困層の分類の変遷を分析する。
とりわけ、家のない人々が「施設」に収容される際に分類されてきたことに注目し、次の 3
                                                  
3 「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」であるが、その詳細は第 5 章で論じる。 
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点を議論する。①朝鮮戦争後から現在まで、韓国のホームレスをめぐる「浮浪児」「浮浪人」
「失業露宿者」「露宿者」「露宿人」「露宿人等」といった多様な政策カテゴリーを取り上げ、
その概念・政策の変容を、政治社会的変動と関連づけ解明すること。②ホームレスが「児
童」「精神疾患者」「障害者」「失業者」といった隣接する他の政策カテゴリーとどのように
区分され変遷してきたかを、関連法令・政策、そして「施設」における実践を中心に捉え
ること。③これらを踏まえ、韓国の現代史における「稼働能力」「保護の優先」といった貧
困層を取り巻く規範の変遷を分析し、現在のホームレス概念・政策の社会的意味について
考察すること。 
これらを通じて、ホームレスとその政策の歴史は、矯正から支援へとその目的を変えて
いく過程であり、過去には治安対策・隔離収容の対象であった「浮浪人」が、貧困を対策
である社会福祉の対象である「露宿人等」へと至る経路であることが浮き彫りになる。さ
らに、貧困層、そして他の福祉対象者と区分され形成されてきたホームレスをめぐる政策
カテゴリーとそれぞれのカテゴリーを構築していった政策の歴史を明らかにすることによ
り、ホームレスに関連する諸カテゴリーの背景にある貧困層への韓国社会の認識、そして
その変化を掘り下げることができる。 
 
2．韓国における貧困層の先行研究 
 
ホームレスの歴史研究にあたって、貧困層を対象とする先行研究を考察する必要がある。
なぜなら、ホームレスは貧困層の一部として捉えることができるからである。しかし、1997
年以前までの貧困層研究はホームレスを対象にしてこなかった。本節では、「貧民」という
概念を中心に行われた貧困層の歴史研究を振り返り、1997 年の経済危機以前の貧困層研究
がホームレスを対象にしなかった背景と、その意味について考察する。 
韓国で貧困層に関する歴史研究は多岐にわたって行われてきたが、これらを理解するた
めには 1980 年代から学術的注目を集め、貧困層研究に大きな影響を与えた「貧民」研究を
考察する必要がある。ここでいう「貧民」とは「貧しい人々」であるのに違いはないが、
より具体的には 1960 年代後半から大都市を中心に広がった「サンドンネ4［산동네］」「ダ
ルドンネ5［달동네］」「板子村・バラック村［판자촌］」などと呼ばれていた町の住民を意味
する。その住民の殆どは農村から移住してきた元農民で、露天商や日雇い労働、お使いな
どで生計を立て、独特な共同生活を営んでいたと言われる。また、1970 年代までは一人で
上京した若者が多く、流動性が非常に高かったが、徐々に上京した若者も家族を構成して
いき、家族単位の離農も増え、定着していく人々が増加した。「貧民」は、1980 年代から本
                                                  
4 「サンドンネ」のサン［산］は山を、ドンネ［동네］は町を意味し、「サンドンネ」は山
にある町という意味である。1960～80 年代にソウル近郊の山で許可なしに家を建てて生活
する貧民が多かったことから「サンドンネ」は貧民層の地域を意味する。 
5 「ダルドンネ」のダルは月［달］、ドンネ［동네］は町で、サンドンネとほぼ同じ意味で
あるが、山のような高いところ、つまり月の近いところで居住する人々を意味する。 
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格的に行われた都心地開発に反対運動が活発となり、その担い手として注目を集めた6。そ
れらの運動に刺激をうけ、1980 年代半ばから「貧民」は社会学、経済学、社会福祉学、地
理学などの研究対象になり、膨大な研究が蓄積されてきた。この「貧民」に関する研究を
通じて、韓国における貧困層の形成が議論された。 
また、「貧民」の概念をめぐる論争もあった。それらの議論には、「貧民」を文化的観点
から把握しようとした「貧困文化論」や貧民個人の心理的要素から捉えていた「心理主義
的理論」に対する批判であることが共通していた（キル・テグン［길태근］ 1991）。論争
は二つの潮流の違いに起因していた。ひとつは、主に従属理論から影響をうけ、「貧民」を
労働者階級ではなく独自の階級として把握し、韓国における第三世界という性格を強調し
ようとした、「非公式部分論」として総称された研究群7である。もうひとつは、マルクスの
古典的な理論に基づき、「貧民」を「相対的過剰人口」の一形態と捉えた研究群であった8。
この議論は、「貧民」に対する認識調査や都心開発政策、住民組織の特徴など、「貧民」と
直接的な関係をもつ諸問題のみならず、古典的なマルクス主義の観点から資本家階級と労
働者階級への分離過程である「資本の原始的蓄積」の韓国的な特殊性や、韓国の資本主義
発達と「貧民」の形成との関係といった、韓国資本主義の総体を視野に入れた韓国社会全
体の歴史的変化の認識論にかかわる大きな枠組みのもとでの論争でもあった。 
様々な議論があるものの、植民地時代（1910 年～45 年）において、日本帝国主義によっ
て鉄道や重化学工業が部分的に発展したことによって「土幕民
ト マ ク ミ ン
」9「火田民
ァジョンミン
」10「春窮民
チュングンミン
」11
                                                  
6 特に同じ時期に盛り上がった民衆運動の一翼を担いながら、貧民運動は一方的な撤去に反
対する「撤去民運動」、露天の取締に反対する「露天商運動」、そして住民の自治的に行わ
れた「託児所」「生活協同組合」「夜学校」運動などが行われる。その活動の展開・分裂の
歴史について紹介した日本での研究は五石敬路（2001）を参照。また、1980 年代の貧民運
動を原点とし最近まで活動を続けている運動団体の紹介は全 泓 奎
チョン・ホンギュ
（2012a）などがある。 
7 それらの議論について、日本語で書かれた文献では、尹 健 次
ユン・グォンチャ
（2000、特に第 1 章）リス
トなしが詳しい。 
8 従属・周辺部資本主義論にもとづいた「貧民」研究としては、キム・ヨンソク［김영석］
（1985）、ユン・ジンホ［윤진호］（1984）、チョ・ヒョン［조형］（1984）などが、「相対
的過剰人口」論から議論している研究は韓国キリスト教社会問題研究院編（1985）、鄭 建 和
チョン・ゴンファ
（1987）などがある。 
9 「土幕民」とは土小屋に住む人を意味する。昭和 13 年当時に京城では 3,316 戸 16,644
人の「土幕民」がいると調査された（京城帝国大学衛生調査部編 1944: 62）「土幕民」に関
する研究はイム・ギョンイル［임경일］（1986），姜萬吉カン・マンギル（1986）などがある。日本では京
城帝国大学衛生調査部編による『土幕民の生活・衛生』（1944）があり、その調査の背景に
ついては田中正四（1985）の解説がある。また、この本は韓国ではパク・ヒョンスク［박현숙］
によって『1940 年京城の風景、土幕民の生活と衛生』（民俗院）というタイトルで 2010 年
に出版された。 
10 「火田民」とは山地に火入れ開墾する貧窮民を意味する。植民地時代の 1928 年の調査で
は 121 万 7698 人に達していた。「火田民」に関する韓国の研究は姜萬吉（1987）が最も詳
しく、その他にチェ・ヒョンスク（2012）、日本での研究としては植民地時代から朴正熙時
代までの政策をまとめた高秉雲
コ・ビョンウン
（2001）、1970 年代に火田民村を訪問して現地調査結果を
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といった貧民が発生する。しかし、その近代的資本-労働関係は、全面的発展を見せず、そ
れらの貧民は、後に到来する近代的貧困層の「起源」として位置づけるほうが適切である。
近代的貧困層を意味する「貧民」は、1960 年代以後、特に 1962 年登場した軍事政権以後、
国家中心の開発計画による急速な経済発展とともに形成されたということが明らかになっ
た。 
つまり、1960 年代から形成されはじまった貧困層としての「貧民」は、マルクスの論じ
る「資本の原始的蓄積」過程から創出された階層であり、バラックが密集することで可視
化された地域の人々であるといえる。1960 年代当時も、この「貧民」と区分され異なるカ
テゴリーで取り扱われていた人々、「浮浪児・人」は存在した。しかし、その事実について、
多くの「貧民」研究は簡単な言及に留まるか、彼らを「貧民」と明確に区分した上で、否
定的に評価を下すなどした。その理由は次のように考えられる。 
第一に学術用語としての「貧民」は都心において自らの共同体を形成した集団を意味し
ていた。そのため、「密集」し可視化された貧民層こそが研究対象になっていたのである。
そこからこぼれ落ちた人々、つまり、当時「浮浪人」と呼ばれた人々は、流動性がより高
いためその研究の対象に含まれなかった。第二に、「貧民」には運動の主体性という意味あ
いも含まれていたため、運動から遠ざかった人々や、組織的な運動に参加していなかった
人々は「貧民」のカテゴリーに含まれなかった。当時「貧民」は抑圧的な政府の政策に反
対する運動の主体であると把握されていたので、多くの階層が分析の対象から排除された。
例えば、周辺部資本主義論に基づき議論を展開していたキム・ヨンソクは、「ルンペンは物
乞い、チンピラ、ヤクザ、泥棒、浮浪児、売春婦、巫女などを指している概念である。こ
れまで都市貧民というと直ちにルンペンを連想する傾向が強かったが、ルンペンと都市貧
民は、絶対に同一視されてはいけない」と言っている（キム・ヨンソク 1985: 47）。それに
対して、「浮浪児」や「浮浪人」は一定の居住を持たず、組織的運動を行わなかった。「貧
民」には含まれない人々には関心が注がれなかったために、結果的に「浮浪児・人」から
「露宿人等」までの系譜は、「貧民」とは明確に区分され、「貧民」研究から排除されてき
たといえる。 
「貧民」研究は 1990 年代半ばから衰退していった。その理由として、多くの研究は「貧
民層の可視化された共同体の解体」を挙げている。つまり、都心地の開発によって従来の
「貧民共同体」が急速に解体され、また従来の「貧民」運動も弱まるか、住民運動または
社会的企業や共同組合運動などの「制度化」の方向に向かうことになった12。 
この急速な変化とともに、2000 年に制定された韓国の公的扶助法である「国民基礎生活
保障法」に基づき、政府の定める「貧困線」が貧困の判断基準となっていった。その結果、
                                                                                                                                                  
報告した徳井賢（2013）などがある。 
11 春窮とは、前年度に収穫した穀物はすべて無くなったが、初穂はまだ熟れないため発生
する春の貧困状態を意味し、春窮民とはその状態に置かれている人々を指す。 
12 ソウル開発の政策と住民運動の変化に関する研究としては加藤光ほか（2005）が参考に
なる。 
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貧困研究の対象は、以前のような運動や階級の観点からではなく、公的扶助の対象者また
はそこからこぼれ落ちる人のように「制度」的概念によって選ばれるようになった。 
「貧民」の解体とともに、新しく可視化された貧困層として、1997 年経済危機をきっか
けに登場したのが「露宿人」であり、彼らが新しい貧困研究の対象になった。その先行研
究について次の 3 節で詳細に考察する。 
 
3 ．韓国のホームレス歴史に関する先行研究 
 
以上のように、韓国におけるホームレス研究は、貧困層の密集地域の解体と運動の分化
による「貧民」の消滅から開始された。これ以前にも小規模の一部調査や政策の問題点を
指摘するホームレス研究がわずかに行われはいたが、より活発になったのは先に述べた、
1997 年冬に起きた経済危機以降のことである。新しいホームレスに対する研究はホームレ
スの生活実態を調査した研究（チョン・ウォンオ［정원오］ほか 1998）、効率的な福祉サ
ービス実現のための政策研究（イ・テジン［이태진］ほか 2007）、インタビューを活用し
た生活史及び文化に関する研究（イ・ジンスク［이진숙］ 2004）などがある。そのうち主
流となっている研究は、全国的な実態調査を通じたホームレスの現状把握とそれに基づく
政策提案を目指す研究である。特に、経済危機直後に政府機関や自治体またはこれらの依
頼によって行われた研究報告書は、他のホームレス研究に資料を提供し、国家の政策にも
大きな影響を及ばした13。日本に紹介されている韓国のホームレス研究も、その研究報告書
を執筆した研究者や研究報告書が参考にされることが多い。 
それらの研究は、現在の野宿問題の解決を主な課題としてきたため、過去の「浮浪人」「浮
浪児」カテゴリーやその政策の歴史について関心を払ってこなかったと言えるが、下記の
ように現在のホームレスに対する制度を紹介する箇所でホームレス制度の歴史について取
り上げている。 
まず、韓国のホームレスの歴史を通史的に把握した代表的な研究である 2007 年に韓国保
健社会研究院から発行された報告書『露宿人政策の評価と改善方案』では、発行当時まで
の政策がまとめられている（イ・テジンほか 2007）。この報告書は、「露宿人」政策が本格
化して 10 年を迎え、それまで行われた「露宿人」政策の総合的評価と改善案を提示するこ
とを目的としていた。この報告書は「露宿人」と「浮浪人」政策を区分し各々歴史的概観
                                                  
13 総理の傘下機関である韓国保健社会研究院と保健福祉部からは、1998 年からキム・ミス
ク［김미숙］（2001）、イ・テジンほか（2002）、イ・テジンほか（2003）、イ・テジンほか
（2004）、イ・テジンほか（2007）、チョン・ウォンオほか（2011）、ソ・ジョンギュン［서종균］
ほか（2011）、ナム・ギチョルほか（2013a）チョン・ウォンオほか（2013）などがあり、
ソウル市からは、金秀顯ほか（1999）、金秀顯ほか（2002）、ナム・ギチョルほか（2013）、
国家人権委員会からはシン・ミョンホ［신명호］ほか（2002）、チョン・ウォンオほか（2005）、
ソ・ジョンギュンほか（2009）、国家人権委員会編（2011）、チョン・ウォンオほか（2013）
などがある。その他にも、民間団体から発行した数多くの報告書もある。 
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をしながら、政策の特徴を基準に時期区分を行っている。その時期区分は以下のようであ
る。 
 
表 1「浮浪人」政策の変遷過程 
時期 政策 
問題認識期 1975.12 
○内務部訓令第 410 号「浮浪人申告、取締、収容保護と帰郷
及び事後管理に関する業務指針」下達 
・常設「浮浪人」申告センター運営 
積極的介入 1981.10. 
○「『浮浪人』保護対策」発表 
・政府介入による実態調査 
・内務部以外に保健社会部による 2 次元保護体系の運営 
量的拡大期 1982-1986 
○「浮浪人」福祉施設の新・増築 
・収容規模の増加：施設当たり人員 487 名 
質的拡大期 
1987.2 ○保健社会部「『浮浪人』福祉施設運営改善総合対策」実施 
1987.3 ○内務部訓令第 410 号廃止 
1987.4 
○保健社会部訓令第 523 号「『浮浪人』先導施設運営規程」下
達 
・入・退所手続きの改善 
・施設収容人員規模の適正化 
・職業教育の強化 
・施設運営において公益法人化 
施設に対す
る制度確立
期 
1997. 8. ○社会福祉事業法の改正：施設評価制度の法制化 
1999. 4. 
○社会福祉事業法第 34 条第 4 項に「浮浪人福祉施設設置運営
規則」制定のための法的根拠を設ける。（訓令→部令） 
2000. 8. 
○保健福祉部・部令第 163 号「浮浪人福祉施設設置及び運営
規則」制定 
出典：イ・テジンほか（2007: 90） 
 
表 2「露宿人」政策の変遷過程 
時期 政策 
応急保護期 1998.4. ○保健福祉部、「庶民生計安定対策」発表 
・「露宿者」のためのシェルター60 ヶ所（ソウル 36 ヶ所）開
設 
・帰郷時に一定額の旅費支援 
・大韓赤十字を中心に 60 ヶ所シェルターで食事提供 
・Food Bank を設置 
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・「露宿者」のための循環診療所（医師 3 名、看護師 4 名）構
成 
・「露宿者」のための相談心理相談実施 
・「露宿者」及び低所得失業者のための特別就労事業の実施 
支援体制の導
入 
1998.6. ○保健福祉部、「都市露宿者総合支援対策」発表 
・「露宿者」に対する集中相談の実施（ソウル 7 ヶ所・27 チ
ーム・661 名相談員で運営） 
・「露宿者」を分類（仕事希望者、帰家希望者、常習「浮浪人」、
老衰病弱者）しニーズ及び特性に根拠したサービスを提供 
・公共勤労事業、就労事業、3D 業種仕事の斡旋 
・社会福祉施設の有料ボランティア示範事業を実施し保健福
祉部傘下の 500 ヶ所の社会福祉施設に一時的に露宿者就業（6
ヶ月間月 90 万ウォン） 
・労働部と連携し就業情報、森の草刈りなど仕事の提供 
支援体系の確
立 
1998 
1999 
○ソウル地域 105 ヶ所のシェルター確保、3,000 人入所 
○中間シェルターの「自由の家」を新設し 1,000 人入所 
○全国的に 160 ヶ所のシェルターの設置 
自活支援推進
期 
2000 ○露宿者シェルターの類型化事業の推進 
○露宿者再活プログラムの公募（対人関係、禁酒プログラム）
○自活プログラムの選定（50 プログラム）及び実施 
○露宿者シェルター106 ヶ所に対する類型化作業の実施 
支援事業の定
着期 
2001 ○路上相談→「自由の家」→「希望の家」→「自活の家」の
構図体制の定着 
○再活及び自活プログラム実施 
シェルター停
滞路上支援の
開始 
2002 ○シェルター露宿者及び露宿者シェルターの減少 
○路上診療の常設化 
○ドロップイン・センター3 ヶ所開所（西大門
ソ デ ム ン
、永登浦
ヨンドゥンポ
、釜山
プ サ ン
）
制度化推進期 2003 ○社会福祉事業法の改正令案第 2 条の社会福祉事業の範囲に
露宿者に関する条項の挿入 
出典：イ・テジンほか（2007: 91） 
 
ヒョン・シウン［현시웅］（2009）やナム・ギチョル（2009）はこの資料を引用しながら、
ホームレス政策の変遷を説明している。また、その他にも「浮浪人」の歴史についてキム・
ドンイン［김동인］（2008）は、「浮浪人」福祉政策の前史（1960~1974）、消極的介入期（1975
～1987）、積極的介入期（1988～1998）、制度的確立期（2000～2006）と時期を分けて各々
の時期における政策と特徴を分析している。これらの研究は各々の時期に行われた代表的
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な政策が簡潔に記されているが、つぎのような限界があると思われる。 
第一に、法律や行政の指針などを中心に当時の政策を解説しているが、1975 年以前の法
律が存在しなかった時代に関しては具体的な解説がない。第二に、ホームレスの法律や措
置と、社会的背景に関する分析が欠如しており、実際にこの法律や措置がどのように現実
に適用されてきたのかについての説明は、1997 年経済危機以降のみに集中している。第三
に、これらの研究はホームレスを家のない人と前提しており、他の家のない人々向けの政
策、そしてその区分について注目していない。第四に、従ってこれらの研究は、韓国にお
ける「ホームレス」の政策と法律の変化について簡潔に理解できる情報を提供するが、多
様な変化を見せてきたホームレスが韓国社会の歴史的変動のなかでどのように位置づけら
れてきたかについては十分な分析を行ってはいない。 
そこで本論文では、これらの研究が弱点とする歴史的な記述については別途資料を参照
するが、1997 年以降における制度の内容については参考にしながら、家のない様々な人々
をどのようにカテゴリー化してきたか、その背景にはなにがあったのか、そして制度に反
映された内容はどのようなことだったのかについて考察を行う。 
一方、通史ではなく、特定の時期や事件に関するホームレス史研究も、2000 年半ばから
行われている。その研究は対象にしている時代によって 1960～70 年代、1980 年代の二つ
に区分できる。 
まず 1960-70 年代までを対象としたものには、林徳栄
イム・ドクヨン
（2008）、キム・アラム［김아람］
（2011）、チョン・ギュチャン［전규찬］（2012）がある。林徳栄（2008）は、1960 年代
に「浮浪児」が増加することに注目し、当時の児童の社会的環境から「離農」した若者か
ら「浮浪児」が注目を集め、強制収容された上に厳しい労働に強いられたと論じた。キム・
アラム（2011）は、児童福祉についての歴史の観点から国家の政策が 1961 年のクーデター
によって執権した軍事政権によって大きく変化したことに注目し、児童を「産業戦士」と
して育成しようとした国家の「浮浪児」政策を述べている。そしてチョン・ギュチャン（2012）
は、「兄弟福祉院事件」の前史として 1960 年代～70 年代に実施された「浮浪児」に対する
国家の暴力的収容について、当時の新聞報道を中心に明らかにしている。これらの研究は
互いに一部の資料を引用しているほか、1960 年代～70 年代に「浮浪児」に集中的に行われ
た国家の政策を「産業の担い手」「初期資本主義発展」「暴力性」といった観点から捉える
点も共通している。本論文では、これら先行研究に見られる資料の不足を補いながら、1960
年代～70 年代のホームレス対策が家のない「成人」より「児童」に集中されることになっ
た時代的背景や他のカテゴリーとの関係について分析を行う。 
次に、1980 年代に関する研究は 1987 年に「浮浪人」施設で発生した人権侵害事件であ
る「兄弟福祉院事件」に関して集中的に行われてきた。特に 2012 年に被害当事者であるハ
ン・ゾンソン［한종선］の当時の経験を詳細に記録した著作（チョン・ギュチャンほか 2012）
の出版を契機に、真相究明を要求する動きが活発となり、様々な研究成果が公表された。
二回にわたって学術討論会が行われ、1980 年代における「浮浪人」政策の暴力性の告発や
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当時の法律の問題性の指摘がなされたほか、被害者の賠償や医療的支援を定める特別立法
の必要性も提案された。また、新聞報道や行政の公文書などの収集も行われている。それ
らの研究は、「兄弟福祉院事件」を手がかりにして 1980 年代の歴史を分析する際に重要な
資料を提供している。本論文では、この研究を参考しながら、事件当時に行われた「浮浪
人とは誰か」という議論に関する言説を分析し、当時の「浮浪人」の社会的位置づけを明
らかにすると同時に、近年の研究に見られる言説と比較することで国家の「浮浪人」への
観点とその政策の変化を考察する。 
そのほか、ホームレスの下位カテゴリーとしてノンマジュイと呼ばれた「ゴミ拾い」の
歴史研究（ユン・スジョン［윤수종］ 2013）、新聞配達員の研究（ユン・サンギル［윤상길］ 
2014）などがある。これらの研究は、ホームレス概念を直接取り扱わないが、それらの職
業群は、1960 年代から「浮浪児」政策の一環をなしていた。そこでこれらの議論を、1960
～70 年代の「浮浪児」の下位カテゴリーを考察する際に、参考にする。 
 
4．用語の解説 
 
本節では、本論文における「浮浪児」などの用語を説明する。本論文の対象になるホー
ムレスは様々な用語で呼ばれてきた。さらに、これらの用語には、法律で定められている
用語がある一方、法律では定められていないが行政上に使用されている行政用語、運動団
体やメディアが使う用語も混在している。本論文では「浮浪人」「浮浪児」「失業露宿者」「露
宿者」「露宿人」「露宿人等」などの行政・法律用語を主に用いる。以下では、よく使用さ
れていた時期も含めて、それぞれの用語について説明する。 
  
①「浮浪児」：1960 年代～70 年代 
韓国語で「浮浪」［부랑：ブラン］とは、『標準国語大辞典』によると「一定の住むとこ
ろや仕事がなくあちこちさまよい歩く」ことを意味し14、その言葉には「怠け者」「不良」
といった否定的な共示もある。「浮浪児」［부랑아：ブランア］はその状態に置かれている
児童を意味するが、「浮浪児」について法律上の定義が存在したことはない。主に 1960-70
年代に行政用語として要保護児童の一つを意味し、「浮浪児施設」も存在していた。本論文
では第 1～3 章にて 1960 年代～70 年代の政策を論じる際に主に使用する。 
 
②「浮浪人」：1980 年代～2011 年 
「浮浪人」［부랑인：ブランイン］は「浮浪」する成人を意味し、植民地時代から用いら
れていた15。朝鮮戦争後、「浮浪人」は一時期法律用語、行政用語としては使用されなくな
                                                  
14 国立国語院ホームページ（www.korean.go.kr）の標準国語大辞典ページから引用。 
15 植民地時代も当時の新聞などで「浮浪人」「浮浪者」という言葉が散見しているが、2 つ
の意味があったと思われる。一つは路上をうろうろしながら乞食・物乞いする者（ハン・
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るが、1975 年に制定された「内務部訓令第 410 号」によって法律用語として正式に定義さ
れた16。その後、1981 年に行われた「浮浪人」一斉取締により「浮浪人」は行政用語とし
て定着し、路上で生活する人々を表す一般的な呼称になっていった。しかし、1997 年の経
済危機以降に現れた路上生活者は「露宿者」と呼ばれ、その結果「露宿者」と「浮浪人」
の二極化した対策が行われるようになった。本論文では、主に 1980 年代、そして経済危機
以降を考察する際に「浮浪人」について論じる。 
 
③「失業露宿者」「露宿者」「露宿人」：1998 年～2011 年 
「露宿」［노숙：ノスク］は露に漏れながら宿る、または屋外で寝る状態を意味する。上
記のように「露宿者」［노숙자：ノスクジャ］は 1997 年冬の経済危機以降に現われた路上
で生活する人々を指す言葉である。路上生活の原因が失業にあるとの観点から「失業露宿
者」［실직노숙자：シルジクノスクジャ］という呼称が使用されることもあった17。また韓
国語では「者」は相手を卑下する意味を持つことから、2005 年に制定された「浮浪人及び
露宿人保護施設設置運営規則（保健福祉部令第 307 号）」では「露宿人」［노숙인：ノスギ
ン］が用いられた。経済危機以降、従来の「浮浪人」施設と「露宿人」施設が並行して運
営される状態になった。しかし「露宿人」施設にいる人々が「露宿人」、「浮浪人」施設に
いる人々は「浮浪人」とされたように、両者の特徴は次第に薄くなっていた。また施設に
居住せず路上で生活する人々の立場は曖昧になったが、多くの場合「露宿人」の下位カテ
ゴリーの「路上露宿人」として数えられる場合が多かった。本論文では、経済危機以降の
時期を取り扱う際に、「露宿人」という用語を使う。 
 
④「露宿人等」：2011 年から 
2011 年に制定された新しい法律である「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」で
は従来の「浮浪人」施設で生活をしている人々、経済危機以降の「露宿人」施設で生活す
                                                                                                                                                  
グィヨン［한귀영］ 1997）、もう一つは、仕事をせずに親のお金でお酒や賭博にはまり、
遊蕩な生活をする者の意味である。後者について、朝鮮総督府が従来の旧支配層の反発を
抑圧する目的で彼らを倫理的に問題がある階層として印象づけるため使用したとの主張
（ユ・ソンヨン［유선영］ 2011）もある。 
16 訓令では「浮浪人」を 2 つで定義している。第一に、訓令第 410 号第 1 章第 2 節で「浮
浪人」は「一定の住居がなく、観光業所、接客業所、駅、バス停など多くの人々が集まっ
たり通行する場所や住宅街を徘徊あるいは着座し物乞いや物品を押し売りし、通行人を困
らせる乞食、ガム売り、物乞いなど健全な社会および都市の秩序を乱す、すべての浮浪人
をいう」という形で定義している。また、第 1 章第 3 節第 6 号では「乞食、ガム売りなど
浮浪人以外に路辺行商、カツギヤ、成人のガム売りなど社会に悪影響を及ぼす者」を「浮
浪人に準じる者」で定義している。この内容については第 4 章で詳しく分析を行う。 
17 1998 年から露宿者支援団体の名前で「失業露宿者」が使用される場合も多かった。例え
ば官民協力によって組織された全国規模の支援団体協議会の名前は「全国失業露宿者対策
宗教・市民団体協議会」で、他に「失業露宿者問題研究所」など「失業露宿者」は 2000 年
まで頻繁に使われていた言葉であった。 
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る人々、路上で生活をする人々、そして「一定期間住居として適切性がきわめて低いとこ
ろで生活する者」までを含んだ「露宿人等」という新しい法律用語が登場した。その法律
によって「浮浪人」という言葉は正式に法律用語ではなくなり、従来の「浮浪人」施設は
「露宿人」施設に名前を変えた。現在は「露宿人」が路上で生活する人々を表わす言葉に
なっている。ここで新たな問題は「一定期住居として適切性がきわめて低いところで生活
する者」とは誰なのかということである。その点についてはまだ制度的に確立されていな
いが、保健福祉部の『2014 年露宿人等の福祉事業案内』の「年度別露宿人等の現況」では、
路上生活者及び「露宿人」施設での生活者以外に「チョッパン住民」も含めている（保健
福祉部 2014）。現在は、「チョッパン住民」が実質的に「露宿人等」の「等」を意味してい
るといえる。 
 
⑤「チョッパン」：2000 年から 
「チョック」［쪽］は「ある物を割った時のある部分、または物が割れた部分を数える単
位」である。また「バン」［방］は、部屋を意味する18。その意味で「チョッパン」は、既
存の部屋を分割してさらに小さくした部屋を指す。保証金が殆どなく利用料も 7,000 ウォ
ン～8,000 ウォン（約 700 円から 800 円）、月 15～20 万ウォン（約 1 万 5 千円から 2 万円）
程度で貧困層が居住している。チェ・ジフン［최지훈］／イ・ジュンホ［이준호］（1999）
は詳細に 0.5 坪～1 坪の広さで縦・横は 1.2～2ｍでほぼ同一の形態をもち、高さは 1.7～2
ｍ程度と規定する。さらに、この形態の部屋が 300 世帯以上密集したら「チョッパン地域」
であると規定した。そのチョッパンの住民は現在に「露宿人等」に含まれる。 
 
⑥「ホームレス」：2009 年から 
「ホームレス」［홈리스：ホムリス］という用語は、第 5 章で詳しく説明するが、外来語
で国語辞書に収録されていない。さらに法律・行政的用語としても採択されていないが、
一部の「露宿人」支援団体や研究者は、「ホームレス」という言葉を使う場合がある。④「露
宿人等」と同一の意味をもち、全泓奎（2012b）は、「露宿人等」に関する法律の改正を紹
介する際に、「ホームレス」という言葉を「露宿人等」に代わりに使用した。 
 
⑦本論文でのホームレス 
以上のように、本研究の対象についての呼称や意味合いは複雑な変化を見せてきた。本
研究では、研究対象である「浮浪児」から現在の「露宿人等」までの系譜を呼ぶ際にホー
ムレスという言葉を用いることにする。その系譜以外の、社会的に適切な居住ではないと
ころで生活しているが不可視化されている人々、そして政策の対象から排除された人々も
いるだろう。そのため、韓国における政策カテゴリーとして「浮浪児・人」から「露宿人
等」までをホームレスと呼ぶことについての批判も可能かもしれない。しかし第 1 節の研
                                                  
18 国立国語院ホームページ（www.korean.go.kr）の標準国語大辞典ページから引用。 
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究背景と目的ですでに明らかにした通り、本研究ではホームレス状態に置かれているすべ
ての人々やそのカテゴリーを対象にしていない。先行研究からわかるように、ホームレス
の概念は歴史的な変遷をみせ、独特な系譜をなす概念である。そのことを強調するために、
本研究ではホームレスという言葉を使用する。例えば、岩田正美（1995）は、「慣習的住居
や職業をもたない人々」を指して「不定住的貧困」という呼称を用いているが、本研究で
は「家のない」人々の一部が韓国においてホームレスと認識されてきたその歴史的背景を
追及することを目的とするため、家を中心と把握した「不定住」という言葉を採用しない。
ただ、上の⑥「露宿者等」と同一意味をもつ市民団体や研究者等が用いる「ホームレス」
との混同を避けるために、⑥の意味で使う際には「 」をつけた「ホームレス」として表
記する。 
 
5．本研究の概要 
 
本節では、本研究の章立てとその内容を概観する。 
研究対象の時期は、朝鮮戦争（1950～53 年）後から現在までである。その理由は、植民
地時代も家のない人々への取締は不定期に行われ、「乞食」・「細民」の統計も存在したもの
の、家のない人々に対する政策が本格的に始まったのは朝鮮戦争後、特に 1961 年にクーデ
ターで政権をとった軍事政権時代だからである。研究方法は政府の行政指針や文献、法律、
新聞記事、そして先行研究を主な資料とする、文献研究である。 
本稿は序論・結論を含め 7 章で構成される。 
第 1 章では、1960 年代の「浮浪児」・「浮浪人」カテゴリーの生成と実態を明らかにする。
朝鮮戦争が勃発し、その影響で戦争孤児が生み出される。しかし、「浮浪児」と呼ばれた児
童はむしろ戦争後 10 年が経った 1960 年代から増加する。1950 年代に施行された土地改革
による小農民層が疲弊した土地を捨て上京する「離農」という現象および当時の「児童」
というカテゴリーの状況を背景とし、当時の「浮浪児」の実態分析を通じて、成人の「浮
浪人」ではなく「浮浪児」が注目を集めた理由を分析する。 
第 2 章では、1960 年代～70 年代における「浮浪児」に対する国家の行政的規定と政策の
内容を詳細に分析し、当時の「浮浪児」政策の性格と、「浮浪児」概念の内容とその背景を
浮き彫りにする。当時は「浮浪児」を対象とする独立的法律や定義などが存在しなかった。
それにもかかわらず、国家は取締・強制収容を基本とし、労働・生活全般に関する統制策
を行なわれていたのである。 
第 3 章では、1962 年から 1 年にかけて行われた「国土建設団」という事例を扱う。「国
土建設団」とは、もともと 1960 年の「4.19 民主革命」によって政権についた民主党政府が
実施した「国土建設事業」である。しかし、1961 年クーデターで権力を握った「軍事政権」
は、その事業の名称を「国土建設団」と変え、強制動員による準軍隊へと再編成し、産業
道路やダムなどのインフラ建設に従事させた。そこで動員される労働者は、最初は取り締
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まられた「浮浪人」「やくざ者」であったが、「軍隊未了者」「失業者」へと対象が広がり、
基本的に食料の現物支給のみで過酷な労働を強いられた。この事例を通して、「浮浪児」の
収容政策が国家の経済政策と軍隊式組織化にどのように結び付けられたかを明らかにする
とともに、事業終了後の「浮浪児」政策に及ぼした影響を分析する。 
第 4 章では、1980 年代における「浮浪人」政策の性格を「兄弟福祉院事件」を通して問
う。そのため、1970 年代の半ばから「児童」をめぐる社会的変化による「浮浪児」の消滅
と、新しい政策の対象として軽度障害者や精神疾患者といった、働けない人々が「浮浪人」
として意味づけられたこと、そして 1980 年代の「浮浪人」政策の始まりである 1981 年の
大規模な「浮浪人」政策を背景として「兄弟福祉院事件」で行われた様々な「浮浪人」の
規定をめぐる言説分析を行い、「浮浪人」に関する当時の社会的認識を明らかにする。また、
最近の「兄弟福祉院事件」の再究明活動において論点になっている事項の分析を通じて、
1987 年以降の「浮浪人」に関する観点の変化も明らかにする。 
第 5 章では 1997 年の冬に起きた経済危機以降における「露宿人」及び「浮浪人」政策の
変化を考察する。経済危機による「失業露宿人」がかつての「労働できないような浮浪人」
との対比によって形成されていくが、その後「露宿人」「浮浪人」の概念をめぐる議論、そ
して内部的分類や広義のホームレスのような外部的包摂をも含む概念の変遷を経て 2011年
には「露宿人等」という新しい概念が誕生することになる。「露宿人等」という概念が構築
していく過程の分析を通じて、その意味と将来の変化可能性に関する示唆点を提示する。 
最後に終章では、韓国における「浮浪児・人」から「露宿人等」までの系譜について、
政策のカテゴリーとしてどのような歴史的変遷を見せてきたかを総括したうえで、本研究
の成果と今後の課題について述べる。 
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第 1 章 1960 年代韓国における「浮浪児」の生成と実態 
 
はじめに 
 
第 1 章では 1960 年代韓国における「浮浪児」の 発生とその実態を明らかにすることを
目的とする。ここで検討する 1960 年代は、韓国の資本主義的経済発展が本格化し始める時
期である。韓国では植民地時代（1910～45 年）に帝国主義日本の開発によって鉄道や重化
学工業が部分的に発展した19一方、旧来の封建的社会関係は維持され、人々の多くは小作農
であった20。また 1950 年に勃発し 53 年まで続いた朝鮮戦争で、産業の大部分が破壊され、
社会が大きく混乱したが、朝鮮戦争後、本格化した土地改革によって封建制的関係が撤廃
された。そして 1961 年に登場した朴正煕
パク・ジョンヒ
軍事政権以後、開発による急速な経済発展が進
行し始めた。 
このような近代的産業の発展は、経済部門のみならず社会全体に急速な変化をもたらし
た。国民の多くは、多世代にわたって行なってきた農業を放棄し、都市に移動して労働者
となった。その過程で都市には幾多のバラックが形成され、都市貧民と呼ばれる階層が出
現した。なかでも、適切な住居を持たず、通りでもの乞いをしたり雑業をしたりしながら
生きていく人々が増加し、彼らは「浮浪人」あるいは「浮浪児」と呼ばれた。社会は、こ
れら「浮浪人・児」に対して急激な変化の中で脱落した者として同情すると同時に、犯罪
者として見なすという矛盾した視線を向けていた。国家は彼らを取り締まり、刑務所や少
年院などの矯正施設、「浮浪者」「浮浪児」施設への収容を実施する一方で、「国土建設団」
21における労働力の搾取などを行なった。 
第 1 章では浮浪する児童、すなわち「浮浪児」が、成人の「浮浪人」に比べて社会的に、
より大きな問題として認識されていた点に注目する。｢浮浪児｣に関する法律による規定は
なかったが、路上や関連施設で暮らしていた 10 歳以上 20 歳未満の子どもを意味していた
（保健社会部 1960）。当時、政府は成人の「浮浪人」に対しては実態を把握するための統
                                                  
19 朝鮮総督府は、1930 年代以降植民地朝鮮に対する政策を農業から工業振興に変換させた。
特に、1931 年に勃発した満州戦争以降、急速に工業化は進み始めた。その結果、1931 年か
ら 1938 年まで、工業生産の平均成長率は 12.9％を記録し、1931 年から 1940 年までの工
場数、生産額、労働者数はそれぞれ 1.5 倍、6 倍、3 倍に増加した(パク・イル［박일］ 1997: 
312)。 
20 植民地朝鮮が資本主義であったのか、封建主義であったのかという議論は、蔡萬洙
チェ・マンス
（2008）
の第 1 章を参照のこと。 
21 1961 年 12 月に決定された、兵役未了者の救済をはかるという名目で 1962 年 3 月から
12 月まで進められた国土開発事業である。約 1 万 4000 人あまりが投入された。人員不足
の地域には｢浮浪人｣とされた人々が動員された。報酬がまともに支給されない、苛酷な監
視・監督が行なわれるなど、運営面での問題が指摘され、廃止された。しかし、1968 年、
ならず者掃討などを理由に再開された。詳細は第 3 章で分析する。 
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計を作成せず、「浮浪人」施設も非常に少数しか設置しなかったのに対して、「浮浪児」に
対する取り締まりを全国規模で繰り広げ、徹底的な管理監督を行なおうとした。つまり、
当時の「浮浪児」対策の実態を究明することは、1960 年代において、ホームレスがどのよ
うな存在だったのかを明らかにする手がかりとして重要な意義をもつ。 
しかし、韓国での 1960 年代における「浮浪児」に対する研究はいまだに本格化していな
い。第一章では、このような研究課題を踏まえ、1960 年代、韓国の多様な社会・歴史的変
化のなかで、「浮浪児」が生み出された背景を考察するとともに、彼らの生活実態を明らか
にする。この際、当時の論文や新聞報道、政府の公式文書などを活用して「浮浪児」の生
活実態を探る。また、「浮浪児」に直接焦点を当てるものではないが、当時の社会的背景が
分かる近代化や都市への移動に関する研究として、カン・インチョル［강인철］（2006）、
康 俊 晩
カン・ジュンマン
（2004）、チェ・ガンミン［최강민］（2009）などを、さらに、戦争が家族に及ぼ
した影響に関する研究としてハム・インヒ［함인희］（2003）、キム・ウンギョン［김은경］
（2007）などを参照する。 
 
1．1960 年代の「浮浪児」生成の背景 
 
1-1．戦争の影響 
 
1960 年代の「浮浪児」生成の背景として、まず約 3 年間続いた朝鮮戦争の影響をあげる
ことができる。大韓民国統計年鑑（内務部 1955）によれば、戦争により、38 万人あまり
が死亡し、32 万人あまりが失踪扱いとされた。また、大韓民国国防部（1954）は、1952
年 12 月末において避難民が約 230 万人いることを把握していた（大韓民国国防部政訓部 
1954）。そして、新聞報道では罹災民は全国民の 1／3 に相当する 1 千万人あまりいると発
表された22。このような状況のなか、相当数の離散家族が発生した23。家族の解体や急激な
人口移動により家族と離ればなれとなった児童たちは、路上で生活することを余儀なくさ
れた。 
伝統的には親が死亡した場合、親戚が引き取り育てる場合も多かった。特に男児童の場
合、家を存続させなければならないという理由により、親戚が育てるということもが多か
った。しかし、戦争という極限の危機状況においては、親戚の子供を預かって育てること
は容易ではなかった（キム・ウンギョン 2007: 21）。このようにして生み出された孤児たち
は戦争が終わった 1953 年時点で 17 万 5 千人いると推算された24。その 10 年後の 1961 年
                                                  
22 「戦災民一千万、75％が破壊」『京郷新聞
キョンヒャンシンムン
』1953 年 5 月 31 日 
23 戦争で発生した離散家族は越南または越北してから休戦のため帰れなかった場合が多い。
その数は現在でも1,000万人と推定される。2011年現在、南北の人口はあわせておよそ7307
万人である（統計庁 2011）。 
24 「戦災民一千万、75％が破壊」『京郷新聞』1953 年 5 月 31 日 
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でも、8 万 5 千人あまりの戦争孤児がいると把握されていた25。 
これらの戦争孤児に対する対策は、主に施設への入所であった。1956 年、戦争直後の政
府統計によると、厚生及び福祉施設全 604 ヶ所のうち、児童と係わる嬰児院、育児院など26
が 471 ヶ所を占めていた（保健社会部 1957: 439-440）。当時の孤児問題は、それほど深刻
な社会問題であったといえる。 
政府は 1952 年に「厚生施設運営の要領」を制定し、厚生及び福祉施設の監督と指導を実
施しようとした。だが、その内実は救護物資を分配したに過ぎなかった27。さらに、それさ
えも予算不足によりままならず、大部分の施設では食事さえまともに提供されないほど悲
惨な状況だった。また、暴力的な管理監督が行なわれた民間施設も少なくなかった。当時
のインタビュー調査では、孤児院は「刑務所暮らし」と表現された。多数の児童は脱出を
するか、他の施設に移るなどして移動を繰り返していた。 
 
概して成長した孤児たちは、大部分が孤児院を脱出しようと考える。あるいは、
それを実践する者も多いという。孤児院で座って食べることと缶を持って乞食をす
ることのどちらのほうがよいかと問えば、大概の「浮浪児童」は物乞いをしたほう
が楽で孤児院にいることは刑務所暮らしみたいだと言う。（チョン・チュンリャン
［정충량］ 1959: 62-63） 
 
他にも、次のような新聞記事が掲載されていた。 
 
「浮浪児」たちは、異口同音に、収容所における強圧的な生活への恐れを述べ、は
なはだしいものでは島にある収容所で監禁生活をさせられたと…述べる。（「口ば
かりの取締」『京郷新聞』1954 年 3 月 30 日） 
 
収容されない孤児や施設を脱出した孤児は、路頭に迷いながら生きていくしかなかった。
このように施設にいない孤児たちは「浮浪孤児」と呼ばれる場合もあった。戦争で発生し
た「浮浪孤児」は戦後 3 年が経った 1956 年に少なく見積もって約 1 万人、多ければ約 3-4
万人と推定された28。戦争後も、発生した孤児たちは政府による対策のないなか、1960 年
代まで成長することになる。そして、彼ら浮浪孤児が 1960 年代になって「浮浪児」の一部
を構成していくのである。 
 
                                                  
25「戦争後 11 年もの歳月ながれたのに」『朝鮮日報
ジョソンイルボ
』1961 年 3 月 3 日 
26 1960 年当時、児童に関連がある施設には、「児童福利施設」と区分されていた嬰児院、
育児院、浮浪児施設、職業補導施設、「身体障害者福祉事業」として盲児厚生施設があった
（保健社会部 1960）。 
27 当時、政府の財政状態は極めて劣悪であり、米国の援助に依存していたと言ってもよい
だろう。1957 年-61 年、財政規模で米国援助の比重は 50%程度であった（ナム・チャンソ
ブ［남찬섭］ 2005: 31）。したがって、社会福祉及び救護施設も外国援助に大きく依存して
いた。 
28 「路上の子どもをどう救うか」（『京郷新聞』1956 年 5 月 6 日） 
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1-2．1960 年代の児童の現実 
 
朝鮮戦争が終わって 10 年がすぎた 1960 年代においても、「浮浪児」と呼ばれる人々が急
増しているとの記事が並んでいた。例えば以下のような記事がある。 
 
「ソウルの道は浮浪児の世界」（『京郷新聞』1963 年 9 月 21 日） 
 
地方から上ってくる浮浪児を阻むことができない限り…現在の状態ではこれ以上
収容することができない。（「超満員収容所」『京郷新聞』1960 年 10 月 30 日） 
 
「浮浪児」たちますます増加へ。貧しい暮し反映、収容所では悲鳴。（『朝鮮日報』
1963 年 7 月 18 日） 
 
保健社会部の統計によると、路上「浮浪児」取り締まりの件数は 1955 年から 1965 年の
10 年間に 6,628 人から 29,652 人に急増する（保健社会部 1957: 453; 保健社会部 1966: 
330）。戦争の影響が徐々に小さくなっていた 1960 年代に、なぜ「浮浪児」が急増したのだ
ろうか。戦争以外の要因から分析していく必要がある。 
1960 年代の「浮浪児」急増は、貧困による農村から都市への「離農」現象によって、少
なくとも部分的には、理解することができるだろう。1960 年代から 1970 年後半にかけて、
農村からの人口流出は約 950 万人に上った（パク・ヨンイン［박영인］ 1992: 2）。1970
年の韓国の人口が約 3,500 万人だったことを勘案すれば、わずか 20 年あまりの間に国民の
1/4 が都市に移動したのである。したがって、当時都市への移動、すなわち「離農」は全国
的な現象であった。ソウルで調査された「浮浪児」も、農村出身が大部分を占めていた。
1960 年、保健社会部が実施した「ソウル市内浮浪児標本調査」によると、「浮浪直前居住地」
のうち、ソウルは 11.3%で少数を占める一方、一番多くを占める地域は全羅北道
チョンラブク・ド
（15.7%）
と全羅南道
チョルラナム・ド
（24.2%）であった（保健社会部 1960）。全羅北道と全羅南道は伝統的に農業
が盛んで、韓国の代表的な穀倉地帯だった地域である。 
1960 年代当時、離農した人々のなかで青少年及び児童が占める割合は非常に高く、結果
的に彼らの一部が「浮浪児」になったのである。以下では、この背景にあった当時の児童
の現実を考察していきたい。 
当時、「児童」とは法的には 18 歳未満を指し（児童福利法第 2 条、1961 年制定）、少な
くとも法律上では保護されるべき対象であり、特に労働からは自由になるべきだという考
え方が一般的に受け入れられていた。1960 年代に入ると、法的にも児童労働は規制されて
いた。1961 年の改定労働基準法、さらに 1962 年改定労動基準法施行令によれば、18 歳未
満の児童の労働には、禁止職種の規定がなされていたほか、就職認許証、親権者または後
見人の同意書の確認などの義務が事業所に課されていた29。また 1961 年に制定された児童
福利法では児童を保護しなければならない法的対象者として規定していた。しかし、この
                                                  
29 具体的な規定の内容は年齢によって異なっている。 
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ような法的規制があったにもかかわらず、実際には児童労働が広く存在していた。 
総就業者のなかで 19 歳以下が占める割合は、1960-70 年代には、12-15%を維持していた
（林徳栄 2008: 51）。これは現在（2006 年）の 1.1%（労働部 2006: 31）に比べると非常
に高い割合である。当時、20 歳未満の児童が求職活動をすること、仕事に就くことは一般
的なことであった。そして、彼らの大多数は、伝統的な農村社会で農業に携わっていた。
例えば、1966 年の調査によれば、19 歳以下の労働人口のなかの「農林・狩猟・漁業及び類
似従事者」は 68.4%を占めていた（経済企画院調査統計局 1966: 182-183）。 
彼らはまったく教育を受けていなかったというわけではない。「国民学校」30の就学率は
1953 年 59.6%、1959 年 82.7%、1966 年には 94.5%と（韓国教育研究所 1995: 32）、年を
追うごとに高くなっており、初等教育はある程度普及していたとみられる。しかし当時、
中等教育は普及していなかった。1960 年、中学校就学率は 27%、高等学校就学率は 4.7%
に過ぎなかった。中学校に入学するためには試験に合格しなければならず、教育費を準備
しなければならなかった。したがって、経済的理由や、就労することにより試験のための
学習を行う時間的余裕がない児童は、進学をあきらめなければならなかった。そのため、「国
民学校」を卒業する年齢である 13 歳から 15 歳になると、自分の進路を決めなければなら
なかった。 
これらの児童の一部は、ソウルのような大都市へ出稼ぎのために移動した。家を継がな
ければならない長男は基本的にはこのなかには含まれておらず、「国民学校」を卒業した次
男以降の男児や女性が大部分を占めていた。彼らは家に残った長男や、進学できる可能性
のある兄弟のために、収入を得なければならなかった（イ・ジョンドク／パク・ホシク
［이종덕／박허식］ 1999: 62）。先に都市に定住した親戚や知り合いたちが仕事を斡旋する
ことや、就業情報を伝えることが多かったほか、定着した新しい住居がみつかるまで彼ら
と一時的に同居することもあった（ハム・インヒ 2003: 13）。 
しかしこの時期、最も社会的に問題視されたのは、大都市への移動それ自体ではなく、
家から密かに家出をする「無断家出」であった。「無断家出」は 1960 年代に入って急増し
ており、例えば 1961 年 4 月の 1 ヶ月間だけで摘発された家出青少年は 288 人に達した31。
1962 年には全体で 7,011 件、1963 年には 9,578 件、1965 年には 14,943 件に上った（チェ・
ギュナム［최규남］ 1973: 69）。この現象は男子児童だけに当てはまることではなく、一日
平均 10 人程度の少女が家出によって警察に保護された。これらの家出青少年は当時「浮浪
児」の大多数を構成していたと考えられる32。 
                                                  
30 当時の初等教育を担当した学校の名称は「国民学校」であり、植民地時代の教育制度に
由来する。解放 50 周年を迎えた 1995 年 8 月、名称を変更することとなり、1995 年 12 月
に教育法が改正され、1996 年 3 月 1 日付から「国民学校」を「初等学校」とした。これは
日本の小学校に該当する。 
31 「288 人が家出」『東亜日報』1961 年 5 月 3 日 
32 「春風にのって無計画にソウルへ。10 代の田舎少女たち、警察保護一日 10 人程度」『朝
鮮日報』1967 年 4 月 19 日 
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彼らは、どうして家族に黙って家を出たのだろうか。当時、その原因は一般には戦争と
貧困であると考えられていたが、それ以外の要因も指摘されていた。例えば、これらの青
少年たちが急激な社会的変化に適応できなかったというものだ。 
 
この「浮浪児」の浮浪動機をよく見れば、貧乏が原因という場合は 25%だけであ
る。これは、我が国の家出問題を、単純に戦争孤児や戦後の経済的貧困だけに関連
づけて考えるより、むしろ、直接的に少年たちの家庭あるいは地域社会への不適応
問題など、色々な問題と結び付けて対策を講ずることが必要であることを示してい
る。（「年とともに増加する若者の家出」『東亜日報
ト ン ア イ ル ボ
』1963 年 4 月 3 日） 
 
彼らが家を出るようになった原因は、貧困とともに、家族に対する不満もあったと推測
できる。当時の家族は戦争の影響で、それまでのような大家族制度の安定的な家族を維持
することが難しくなっていた。北朝鮮に家族を置いたまま韓国に来て再婚をするといった
場合も少なくなかった。また、1950 年代後半に入ると重婚、乱婚、隠し子問題が社会的問
題として浮上するなど、家族の在り方に大きな変化が生じていた（カン・ウォンヨン［강원용］ 
1958: 47）。そのような家族の複雑化、不安定化は、児童が家庭を安心できる場所であると
認識することを妨げ、家出を促した重要な原因だとみられる。「ソウル市内浮浪児実態標本
調査」によると、調査された｢浮浪児｣のうち、実父母がいる場合は 29.2%に過ぎなかった。 
また、急激な社会的変化とともに、児童は家族の中で様々な不満を抱くようになった。
これらの不満は、児童が置かれている立場によって様々であった。例えば次男は、権力と
財産が集中する長男との立場の違いに不満があった。長男は将来的な展望がみえない農業
を継がなければならないという負担を感じていた。女子児童は、従来の家族的枠組みの中
で、家事を学んだのちに結婚する以外に選択肢がなかった。これは当時普及し始めた教育
機会の剥奪を意味するものであった。つまり、当時戦後社会の急激な変化、不安定化によ
って、児童たちは家庭で安心することができず、むしろ、家庭は自らを抑圧するものと感
じたのである。これらの傾向は、従来の家父長制度が都市に比べて厳格に残されていた農
村において顕著に表れていた（カン・インチョル 2006: 422）。このような家族の実態は、
児童の離農、そして「無断家出」を誘発したと考えられる。 
 
1-3．「浮浪児」になる過程 
 
1960 年代、ソウルは急速に拡大を続けていた。ソウルの人口は、1960 年に 244 万人、
1963 年には 325 万人、1966 年は 379 万人に達した（ソウル市史編纂委員会 1977: 578）。
また、人口増加のみならず、1963 年には近隣地域を合併したことで、その面積も拡大した。 
このような量的拡大とともに、ソウルには当時、近代化されているといったイメージがあ
った。このようなイメージは、1960 年代初急増した各種大衆雑誌と普及し始めたラジオ33を
                                                  
33 全国ラジオ普及運動によって普及率は急速に高くなり、1965 年 41.1%にのぼった。村の
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通じて、急激に拡散していった。特に、当時流行した歌謡は、ソウルの近代的なイメージ
が広がるのに大きな影響を与えた。 
 
ネオンサインが続く夢も青いソウル通り……きらめくネオンの中に幸せは来る
（「ロマンスソウル」アン・ダソン歌） 
 
ネオンが点滅する。噴水に夢が生じる。君の手をとりあってシネマに行こう（「新
ソウル行進曲」ドミ歌） 
 
この歌謡によればソウルは、電気も稀だった農村と比べると「ネオンサイン」や「シネ
マ」がある近代的な都市であった。 
このような近代的発展の象徴というイメージだけではなく、ソウルへ来るだけで立ち遅
れた貧しい田舍での生活を一挙に清算して近代的な生活を享受することができるはずだと
いう幻想に基づく動機までもが広く拡散した。「ソウル=巨大都市=近代性=富裕=充足=幸福」
と、「無知=農村=前近代性=貧乏=欠乏=不幸」という二元的図式が流通した（チェ・ガンミ
ン 2009: 328）。特に、貧困から脱け出す可能性が少なく、農業以外にはすることがない田
舍の児童たちはよりソウルへの憧れを感じた（孫禎穆
ソン・ゾンモク
 1966: 27）。つまり、貧困が続いて
いていた農村の児童たちにとって、ソウルは唯一の希望であった。 
児童たちが農村から「無断家出」によって上京する時期は、前年に生産された米を全部
消費し、まだ麦が実っていない 2～4 月、すなわち「春窮期」に集中していた。この時期に
非常に多くの児童たちが上京したため、警察・政府は特に春に取り締まりを強化した。 
 
春期ごとの頭痛の種、家出流行（『東亜日報』1963 年 2 月 25 日） 
 
誘惑の季節 2 月に入ってやたらに上京（『京郷新聞』1965 年 2 月 6 日） 
 
彼らは交通費と当面の生活費を家から盗んで家出する場合が多かったという34。その際、
価格が安く相対的に切符検門が緩い鈍行列車が利用されたほか35、時には貨物列車の荷物室
までもが利用されたという。時間帯は人影がまばらな夜明けが選ばれたので、夜明け列車
にはぶらつく 10 代の若者がたくさん見かけられたようである36。また、彼らは取り締まり
に備えて服装にも気を使っていたようである37。 
                                                                                                                                                  
住民たちが一緒に聞くことができるようにスピーカー付ラジオを設置する場合もあったの
で、意外なほどにラジオは普及していた（マ・ドンフン［마동훈］ 2004）。 
34 「春に誘惑されるのか? 思春期に入った中・高学生または店員が下宿費、納入金、ある
いは品物掛け金を持って家を飛び出す事件が続けて起こっている」（『京郷新聞』1962 年 5
月 3 日）。 
35 「青少年の脱線③『家出』」『東亜日報』1966 年 4 月 27 日 
36 「無謀な終着駅、上京謝絶」『京郷新聞』1964 年 2 月 29 日 
37 「毎年春の頭痛の種、家出流行。田舎処女たちの無鉄砲上京」『東亜日報』1963 年 2 月
25 日 
23 
 
このようにソウルまで上京する過程には具体的な計画があった。しかし、上京した後の
計画がない場合が多かった。したがって、しばらくの間、駅の近くを徘徊しなければなら
なかった。当時、このような無計画の上京があまりにも多かったため、「無計画上京」とい
う言葉がよく使われるようになった。 
 
田舍娘、無計画に上京（『東亜日報』1963 年 2 月 25 日） 
 
無計画に上京しないように、婦女相談所から（『京郷新聞』1963 年 4 月 3 日） 
 
強盗に変えた「無計画に上京」（『東亜日報』1963 年 5 月 28 日） 
 
若者達の「家出」特に「無計画に上京」現象はもう少し関心を持って啓蒙に力をつ
くさなければならない問題（『京郷新聞』1963 年 4 月 1 日） 
  
「無計画上京」した児童たちが最も希望したことは「工場に就職すること」であった。
当時、製造業の場合、ソウルと釜山に全体の半分に近い 48.1%の工場が集中していた。し
たがって、都市に移って来れば新しく発展する産業分野に就職することができるはずだと
いう期待があった。 
しかし 1960 年代において、工場で働けるようになることは容易ではなかった。たとえソ
ウルの製造業が他の地域に比べて発達していたとしても、まだ彼らを吸収しうるほどでは
なかった。1965 年、ソウルの総就業者数のうち、2 次産業である鉱山・製造業・建設業の
従業者の割合は約 19%にすぎなかった。それに対して 3 次産業に分類される商業・運輸・
サービス業に携わる人口が総就業者の 73.7%を占めていた38。大多数の都市住民は、状況者
たちが望むような製造業ではなく、サービス業に携わっていた。つまり 1960 年代の都市部
の産業構造は、上京する 10 代を安定的に受けいれるようなものではなかった。 
したがって彼らは産業の大部分を占めるサービス産業に携わるしかなかった。各種遊興
業店、性売買、バス車掌、家政婦が、彼らが比較的容易に就くことができる職業であった。 
 
夜になると、遊興街の居酒屋や酒場でお客さんを呼び入れる子供たちがたくさん
目につく。呼び込むだけではない。居酒屋でお酒を注いでおつまみを運ぶのにも多
くの男女子供が雇用されている。その中には小学校を出たばかりのぐらいの幼い子
もいる。夜明けに掃除からはじまり夜の十二時になるまで、一日中立っているこの
居酒屋の子供たちには、休日はおろか、眠る時間も十分ではない。酔った客たちの
猥談と悪口の中でお酒を注ぎながら苦しみを受ける子供に、身体的、また、道徳的
に順調な成長は望むことができない。（「童心が傷つく」『京郷新聞』1963 年 5
月 4 日） 
 
このような職種は大部分が臨時雇用であったが、1966 年には臨時雇用における 19 歳以
                                                  
38 「首都ソウルを解剖する」『東亜日報』1965 年 3 月 12 日 
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下の占める割合は 33.4%に達した（ユン・ジンホ 1990: 2）。彼らは一日平均 14～16 時間
の重労働を繰り返していた。一方、一日の労賃はごく僅かなものでしかなかった（キム・
スンシル［김순실］ 1960: 88）。また、彼らの多くが簡単に仕事を得ることができなかった。
また、仕事を得ても、雇用主の横暴と過重労働に適応することができずにすぐに辞めてし
まう場合が多かった（イ・ジョンジャ［이정자］ 1973: 27）。 
政府は駅の前に相談所を作り、離脱する青少年たちに故郷に帰る費用や交通手段を用意
していた39。しかし、その斡旋を拒否する人々が多かった。彼らの一部は戦争時期から存在
してきた「浮浪児」たちに合流した。 
 
2．「浮浪児」の現実 
 
2-1．「浮浪児」の生き方 
 
当時の「浮浪児」たちの特徴は、彼らだけの共同体を形成して生活していたことである。
彼らは、橋の下や地下通路で極貧生活を行ない、極貧の代名詞として同情と救護の対象と
考えられていた。当時の新聞は彼らが生活する場所の情景を次のように描いている。 
 
板で垣根と壁を積んで大きなテントを仕切って作った狭苦しい部屋！ 暖房装置
と呼べるのは出入りする入口に筵を掛けておいたものだけ。この板の部屋が唯一の
安息所だ。彼らはこの一間しかならない狭い部屋で十人または十二人ずつ、寝たり
食べたりしている。（「ここに人情と断った影がある」『朝鮮日報』1960 年 12 月
21 日） 
 
彼らは自分たちだけに通じる独特の隠語を用いながら集団的同一性を維持した。この隠
語は非常に多様であったが、ソウル特別市立児童保護所（1969）で調査した単語だけで 102
個にのぼる。このため、メディアは彼らの共同体を一般社会とは異なるという意味で「第 3
社会」と名付けた40。1960 年、ソウル市社会課の調査によれば、ソウルに存在している「浮
浪児」組職は約 70 にも達しており、ここに属している組織員たちは 2,500 人あまりに達し
たとされる41。しかし、その数はさらに大規模だったことは容易に推測される。 
これら組職の一つを見ると、その代表である「大親分」は、20～30 代であり、他の「浮
浪児」たちより若干年齢が高かったが、この「大親分」を中心に各組職はとても統制がとれ
ていたことが報道されている42。 
                                                  
39 ソウル駅前案内所の中に韓国の最初の少年相談所が作られた。無断家出や「無計画に上
京」した子供たち、悪の巣窟から抜けようとする少年少女たちを持った父兄たちの相談に
応じ、さらに、子供を補導するところである（「子どもの道標、児童相談所」『京郷新聞』
1964 年 7 月 9 日）。 
40 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
41 「浮浪児約千人余」『京郷新聞』1960 年 7 月 12 日 
42 「浮浪児、踏みにじられた若芽」『朝鮮日報』1960 年 10 月 30 日 
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組職では守らなければならない厳格な位階秩序があり、各自の役目と名称があった。報
道によれば、おおよそ次のような秩序がある。まず、年齢の幼い児童は「ゴルトルマニ」43
と呼ばれながらご飯を物乞いしていた。これらは組織員の食料であった。その上が「ヒラ
イ」44であった。彼らは各種廃品を拾って、これを「ボリクン」45にわたす。「ジョマリ」46
は「ボリクン」が集めてきた廃品を古物店に売り、お金を得る。その上にいる「大親分」
はこのすべての組職活動に責任を負い、組織員たちを他の組職から保護する役割を担って
いた。彼らには守らなければならない規則があった。これは組職内部だけではなく組職の
間においても守らなければならないことであった。これを取材した新聞によれば次のよう
である47。  
 
（1） 他の「大親分」が他の「大親分」の「トルマニ」を捕えて連れて行くことは
できない。 
（2） 「ボリクン」は自分の責任量を果さなければならない。 
（3） 「ゴルトルマニ」は必ず責任量のご飯を貰ってこなければならない。 
（4） 「ボリクン」が儲けてくるものを引き受ける主人格の「ジョマリ」は「ボリ
クン」と「ゴルトルマニ」を保護する責任がある。 
（5） 「副ジョマリ」は「ジョマリ」の代わりをして「ボリクン」と「ゴルトルマ
ニ」を統率しなければならない。 
（6）「ヒライ」は他の区域を侵犯してはならない。 
（7）「大親分」の命令に絶対に従わなければならないし、彼らだけの特殊言語を
使わなければならない。 
 
このような秩序に慣れるのは簡単なことではなく、ある程度の訓練期間を要した。また、
このような厳格な秩序を破った時には暴行が加えられた48。組職外でも他の地域と組織員を
侵犯してはならないというルールがあったが、組職が大きくなって競争が激しくなってい
く時には暴力事件が起こった。 
 
15 日夜明け 5 時 30 分頃ソウル東大門区
ドンデムン・グ
昌 信 洞
チャンシン・ドン
にある石切り場で約 40 人の屑
拾い少年たちが別の集団の屑拾い少年たちを襲って金槌と鉄の手鍵で殴って 89 人
に重軽傷をした集団暴行事件が発生した…。ところで、喧嘩をするようになった原
因は鍾路
チョンノ
輩の一人であるギム・ジョンソブ（19）君を昌信洞で誘引したと言って襲
                                                  
43 ［걸똘마니］。［걸（ゴル）］は「乞」を、［똘마니（トルマ二）］は俗語で部下を意味する。 
44 「ヒライ」という単語は日本語の「拾う」から由来した（『東亜日報』1961 年 2 月 14
日)。当時、韓国には日本語の影響が残っていた。 
45 ［벌이꾼］。［벌이（ボリ）］は「稼ぎ」、［꾼（クン）］は「何かを専門的にする人」を意
味する。 
46 ［조마리］。頭を意味する。しかし、その新聞記事は、｢ジョマリ｣を「大親分」の部下だ
と表現している。 
47 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
48 「浮浪児、踏みにじられた若芽」『朝鮮日報』1960 年 10 月 30 日 
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撃集団暴行を加えたことである。（「屑ひろい少年の劫争いで 8 人負傷」『朝鮮日
報』1960 年 4 月 15 日） 
 
また、「浮浪児」集団によっては「犯罪」を専業として生きていく場合もあった。このグ
ループも「大親分」と呼ばれるリーダーがおり、その下に 7 人から 10 人ほどの「社員」と
呼ばれる部下たちがいた。この「社員」たちは普段人の多い駅前の待合室やバス停などを
徘徊しながら、疑われないようにするためにタバコ売りや新聞売りで偽装する。そして、
2-3 人がチームになって計画的にスリをするのである49。報道では、このような「犯罪型浮
浪児」たちがますます増えていると伝えられていた。そのため、「浮浪児」の共同体を「悪
の巣窟」と名指す報道もあった50。 
このように厳しい組織だったため、構成員のなかにはたびたび脱出を試みた者もいたが51、
彼らの多くはその生活から脱しようとしなかったようである。当時の行政の調査者たちは、
一部を除けば「浮浪児」たちは、教育を受ける意思もなく、他の就業先を求めることもな
かったと指摘している（大韓地方行政共済会 1976: 86）。また、彼らは自分たちが適切な労
働を行なっているにもかかわらず取り締られることに不満を感じており、靴磨きや廃紙収
集などを正式的な職業として認めるよう要求した52。 
 
2-2．流動的な政治行動 
 
また「浮浪児」の一部は民主化運動に積極的に参加し、活躍した。彼らの政治運動につ
いての研究はあまりないが、多くの研究者が、民主化運動において彼らの果たした役割を
高く評価している。1960 年代の代表的な民主化運動であった 1960 年の「4・19 革命」53の
中心的な勢力は学生であった。しかし、「浮浪児」もデモの隊列に参加しながら活躍したこ
とが知られている。 
 
馬山
マ サ ン
でもそうで、釜山でもそうで、ソウルでもそうだが、もちろん、最も初めに
街に出た人々は学生だが、実質的にはその学生の数字よりは貧民たち、特に、その
時は靴磨きなど日雇い労働者たちが多かった（4 月革命研究所編 1990: 400）。 
ソウル市内で新聞売り、靴磨き、屑拾いなど勤労青少年 3 百名あまりは中央庁の
垣を超えて文教部を襲って文部長官の車などに火をつけてひっくり返し、中央庁謄
写室、文教部映画検閲室などを破壊した（国家保勳処公報館室 1995: 77）。 
 
彼らの活躍は「4・19 革命」死亡者統計からも窺い知ることができる。死亡者全体の 186
                                                  
49 「第三の社会、組織」『東亜日報』1961 年 2 月 6 日 
50 「第三の社会、組織」『東亜日報』1961 年 2 月 6 日 
51 「王草復活、屑広いに寄生する惡の種」『東亜日報』1967 年 7 月 29 日 
52 「第 3 の社会、隠語」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
53 1960 年 4 月 19 日に絶頂に達した韓国学生の一連の反不正・反政府抗争である。この闘
争の結果、李承晩
イ・スンマン
大統領と自由党政権の 12 年間の長期執権が終わった。 
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人のうち、職業別に区分すると、無職者は 33 人で、学生の次に大きな割合を占めている。
また、無職者の平均年齢は 19.0 歳で、大部分が特定の職業を持たない「浮浪児」に分類で
きる人々であった。「浮浪児」は「4・19 革命」以後も組織的な運動を繰り広げる。独裁を
変えるために集団で投票を行い、適切な生計対策を要求してデモも決行した。 
 
「浮浪児」125 人が一票の権利を行使するため乞食の服装でそのまま並んで来て
「独裁で腐った政治、私の一票で直さなければならない」と言いながら集団で投票
を行い、市民の注目をひいた。（「乞食が集団投票」『東亜日報』1960 年 7 月 30
日） 
 
飢えと寒さをなくしてくれという「浮浪児」と乞食たちの風変りなデモが 23 日
午前 11 時ケソン中高等学校近くの広場で行われた。…約 200 人あまりの「浮浪・
乞食」たちは先に救護団体である「メノ−ナイト」財団に救護を訴え、彼らは「浮
浪児も大韓の子どもだ」、「浮浪児はどうして生じたのか」などのプラカードを持
って「自立することができる職業補導を実施せよ」、「無理な取締をするな」など
の掛け声を叫びながら西門・道庁・韓銀支店を経って寿城
ス ソ ン
橋下で解散した。（「浮
浪児も国民だ、200 余の幼いジプシーがデモ」『京郷新聞』1960 年 11 月 25 日） 
 
「浮浪児」はこのほかにも取り締まりを行う国家に抵抗する動きを見せた。彼らは自分
たちの構成員を護送トラックから奪取し、さらには保護所を襲って児童を脱出させる54など
大胆な行動を取った。  
しかし、「浮浪児」は抵抗的な団体行動だけではなく、政権による同じ年齢の青少年取り
締まりにも積極的に活用された。警察と結託して近隣地域の「浮浪児」を統制したりして
いたのである。これが政権による強制だったかは確かではないが、抵抗の跡は見えず、「大
親分」と「警察」は緊密な協力関係を維持していたと思われる。 
 
「浮浪児」474 人取締…市内で 3 日間。「屑拾い」自治団体協同で大きな成果（「浮
浪児 474 人取締」『朝鮮日報』1961 年 7 月 21） 
 
ここで「自治団体」というのは同じ「屑拾い」の子どもで構成されており、その団体が
自ら市内を取り締まったことが報道されたのである。 
普段、この様に「浮浪児」は犯罪者のように扱われていた。他方で、政治的激変期には政
府に抵抗する存在にも変容する――時には取り締まりに抗議をしてトラックを奪取するな
ど過激な行動も起こした――ほか、日常的に警察と緊密に協調するなど、多義的な性格を持
っていた。 
 
小括 
 
                                                  
54 「浮浪児、踏みにじられた若芽」『朝鮮日報』1960 年 10 月 30 日 
28 
 
これまで、1960 年代における韓国での「浮浪児」生成の背景とその過程、実態について
考察した。考察の結果明らかになったこととして、次の四点にまとめることができる。 
第一に、1960 年代における「浮浪児」の急増は、戦争の影響だけでは説明できない。「浮
浪児」が主要な社会問題とされ始めたのは、朝鮮戦争の休戦後 10 年が経過してようやくで
ある。この点は、本研究における前提であり、社会・歴史的な説明が必要な部分でもあり、
さらに、論証しなければならない一つの課題でもあった。 
第二に、1960 年代、農民の前近代的農業の放棄及び都市への移動、つまり、労働者化が
「始まった」ことの帰結として「浮浪児」急増はある。当時、初等教育を終えたばかりの
児童たちは、簡単に農村を離れられない成人以上に都市に移動したということを明らかに
した。「浮浪児」の生成には、 児童の方が成人よりも移動しやすい存在であったという背
景があったのである。 
第三に、都市に移動した児童が「浮浪児」になる構造があった。当時、児童を巡る社会
的装置、つまり「家族」、「労働」、「学校」、「社会福祉」、「地域」は、そのいずれもが児童
を包摂しえない状態だった。 
最後に、彼らが形成した共同体は、排他的な運営を行うとともに(あるいはそれゆえに)
一般社会と距離を置いていた。つまり、その共同体は、当時のいずれの社会にも含まれて
いなかった。その非社会的存在としての性格が、かえって、民主化運動への活発な参加や
政府への協力など、流動的な側面として現れることもあった。 
以上のようなかたちで 1960 年代に急増し社会問題化されたはずの「浮浪児」は、わずか
10 年あまり経た 1970 年代中盤になると、国家の関心ではなくなり、また、社会的にもあ
まり注目されなくなった。この期間における、「浮浪児」という存在が注目されなくなる過
程及び、その原因、彼らに対する国家及び社会的対応が及ぼした影響については次の第 2
章で詳しく分析する。 
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第 2 章 1961 年～74 年における「浮浪児」政策 
 
はじめに 
 
第 2 章では、1961 年～74 年のあいだの「浮浪児」を対象とする政策の内容と特徴を考察
する。このように時代を設定した理由は、1961 年に実権を握った朴正煕軍事政権から「浮
浪児」政策が本格したあと、1975 年に「浮浪人」に関する定義と行政的方針を含む「内務
部訓令第 410 号」の発表によって、「浮浪児」「浮浪人」に関する国家の指針が大きく変化
していったためである。そこで本章では、1975 年からの決定的な変化の前史を追うことに
なるが、特に次の問題の歴史的な経緯に注目する。 
第一に、「浮浪児」を対象とする国家の政策を詳細に記述する。「浮浪児」という用語は
朝鮮戦争以前から行政において使用されていた。だが、「浮浪児」政策に関する基本的な法
律はなく、いくつかの対策は行政的指針によって取られてきた。そのために「浮浪児」政
策の全体像を捉えることは困難になるが、ここでは先行研究を参考にすることに加え、新
聞報道・政府の資料を用いてその文脈を補うことにする。第二に、当時の「浮浪児」とい
う概念の意味を明らかにする。当時、高等学校への進学率はまだ低く、児童が労働するこ
とは稀ではなかった。その背景のもとにとられた「浮浪児」政策は多岐にわたった。その
際に見られた「浮浪児」の概念は、「浮浪児」には当てはまらないとされた同年代の子ども
のほか、成人である「浮浪人」からも区別される過程で生み出されたものであった。同年
代の子どもを指示する「児童」との区別においては、働けるか否かが重要な基準であった。
すなわち、当時「浮浪児」は、「働ける児童」であった。「浮浪児」は、当時の矛盾するよ
うな児童の社会的位置づけが反映された概念であることを、ここでは明らかにする。第三
に、「浮浪児」政策は、計画による産業化という軍事政権の経済政策と密接な関係のもとで
行われたことに注目する。具体的な法律、行政的指針の内容と、その変化を考察すること
で、当時の「浮浪児」政策には、「働ける児童」という概念が組み込まれ、「労働政策」と
いう性質を帯びるようになっていったことを浮き彫りにする。以上を踏まえ、教育から排
除された児童が多い一方、「軍事政権による産業化」が進められた時代的背景のもとで、当
時の「浮浪児」がどのような国家の眼差しのもとで他のカテゴリーと区分／同化されてい
たのか明らかにする。 
 
1．1961 年～74 年における「浮浪児」「浮浪人」に関する法律 
 
1-1．「浮浪児」に関する法律 
 
繰り返すが「浮浪児」政策のための基本的な法律は存在したことがない。しかし、「浮浪
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児」という用語や類似した概念は、様々な法律に散見される。 
1945 年以後、植民地から解放された韓国で最初に「浮浪」という用語が使用された法律
は、1949 年 10 月 28 日に制定された「内務部事務分掌規定」（内務部令第 4 号）である。
韓国の内務部とは、解放後から 1999 年まで存在した、日本の内務省に該当する政府機関の
名称55であり、地方行政と地方自治体の監督及び治安・消防などに関する事務を管掌してき
た。生活保護法や社会福祉施設に関連する法律といった福祉政策の根拠となる法令が制定
されていなかった1950年代であっても、省庁の業務対象を規定する法律のなかに「浮浪児」
の用語が見られる。 
当時の内務部事務体系を規定した「事務分掌」第 17 条によると、女性警察課には教養係
と補導係が置かれ、補導系は婦女子に対する事件、風紀事件、及び失家幼児、浮浪児、老
人の「保護啓道」に関する事項を分掌することになっていた。他の法律に成人の「浮浪人」
を指す言葉がなく、また「浮浪人」を対象とする指針が見当たらない一方で、ここでは「浮
浪児」という用語が使われていることから、当時「浮浪」を行う者として対象化されてい
たのは「児童」であったことが分かる。また、当時福祉業務を担当していた部署は保健部
と社会部であったが、「浮浪児」が福祉業務ではない矯正業務を担当する「補導係」の分掌
にあったことからは、「浮浪児」が単なる保護の対象ではなく矯正の対象であったことがわ
かる。これらのことは、その矯正が「女性」に任されていたことと結びついていよう。 
その後 1955 年に保健部と社会部が統合され保健社会部になり、「浮浪児」は保健社会部
の業務対象に変更された（「保健社会部事務分掌規定」、1955 年 7 月 23 日付保健社会部令
第 3 号）。当時の保健社会部は医政局、防疫局、薬政局、援護局、婦女局、労働局の 6 局で
構成されていた。「浮浪児」対策は援護局にある厚生課の管轄となっていた。その後 1959
年の同法の改正時に、「浮浪児」対策は援護局厚生課に加え婦女局の下に新設された児童課
の管轄下にも置かれた。「浮浪児」対策は、援護局厚生課の担当事務では第 7 項「浮浪児収
容保護に関する事項」に規定され、児童課の事務規程第 18 条の 2、第 6 項では「孤児・捨
子・浮浪児・肢体不自由児・不良児・精神薄弱児・盲聾児の収容保護及び指導に関する事
項を担当する」と規定されている。その後保健社会部事務分掌規定は 1964 年までに 3 回改
正されるが、「浮浪児」の担当部署には変化がなかった。この時までは、「浮浪児」は一方
では「矯正」の領域に、一方では婦女や障害児とともに「保護」の領域に置かれていた。 
「浮浪児」に関する法律についていうとは、1961 年のクーデター直後は、担当部署を定
めることに留まらず、多くの新しい法律が制定された。軍事クーデターが発生した 1961 年
5 月 16 日から 1962 年 9 月の約 1 年 4 ヶ月の間に 1,531 件の法律が新しく制定されたのだ
が、福祉に関する法律も 36 件あった。これらの新法のなかで「浮浪児」という用語が使用
された法律に、「児童福利法」56があった。 
                                                  
55 1998 年 2 月 28 日に総務処と統合され行政自治部になり、行政自治部は 2013 年に安全
行政部に名前が変更され現在（2015 年 1 月）に至っている。 
56 植民地時代である 1923 年に「朝鮮感化令」が制定され、その法律に基づき感化院が設置
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「児童福利法」は、児童福祉に関する全般的な事項を規定した韓国における最初の法律
である。1961 年 12 月 30 日に制定され 1962 年 1 月 1 日から施行された。「児童福利法」
第 3 条は、「児童福利施設」について「本法で児童福利施設とは、児童相談所、保育施設、
助産施設、精神薄弱児保護施設、盲聾養護施設、身体虚弱児保護施設、肢体不自由児保護
施設、母子保護施設、託児施設、児童休養施設、教護施設、浮浪児保護施設と少年職業補
導施設、その他児童福利のための施設をいう」と規定している。ここで列挙された施設に
ついては後に、1962 年 3 月 27 日に制定された「児童福利法施行令」の第 2 条に詳細に規
定されていた。施行令第 2 条の 12 号に「浮浪児施設は浮浪児を一時入所させ特別な保護を
行い児童個人別に内訳、性情及び希望などを調査・鑑別しその児童に関する将来の養護対
策またはその他の保護措置を行うことを目的とする施設」と定められている。次いで 1962
年 10 月 15 日に制定・施行された「児童福利施設設置基準令」では「浮浪児」保護施設の
目的を「浮浪児保護施設での生活指導、学科指導と職業指導は入所している児童を善導し
浮浪癖と移住性を取り除き将来に健全な社会生活を営むことができるようにする」と規定
している。また、職員に関する条項である第 62 条で「浮浪児保護施設では入所された浮浪
児を鑑別するための職員を置かなければならない」としている。これらの規定からは、「浮
浪児」は他の「児童」とは異なる何らかの特徴があり、「浮浪児」施設は他の児童と「浮浪
児」を区分し一時保護する施設として設置されたことがわかる。この「児童福利施設」と
しての「浮浪児」保護施設に関する規定は 1982 年に「児童福利法」が「児童福祉法」に改
正され、名称が「児童一時保護施設」に変更されるまで変化はなかった。 
一方、社会福祉とは直接関係しないものの、「浮浪児」関連しうる刑事法に少年法57があ
った。1958 年に制定され、1963 年に改正された。新たな少年法では、「少年」とは 20 歳
未満の者であることが第 2 条で定められている。第 4 条には対象となる少年について、よ
り具体的に書かれている。 
 
1．罪を犯した少年  
2．刑罰法令に触れる行為をした 12 歳以上 14 未満の少年 
3．次に掲げる事由がって、その性格又は環境に照らし将来、刑罰法令に触れる行
為をする恐れのある 12 歳以上の少年 
ア．保護者の正当な監督に服しない性癖があること 
イ．正当な理由なく家庭から離脱すること 
ウ．犯罪性のある人若しくは不道徳な人と交際し、又は自分や他人の徳性を害する
性癖があること 
 
                                                                                                                                                  
された。しかし、植民地時代の感化院は生徒数が数十人に過ぎず、社会的影響力は疑問視
された（キム・ヒョンチョル［김현철］ 1999）。感化院は、1958 年に 28 ヶ所存在したが、
感化令の廃止と児童福利法の制定の影響で 1961 年の調査では 1 ヶ所に減少した。1958 年
当時、在所者は 116 名であり、大きな役割を果たしていたとは言い難い。 
57 少年法は植民地時代の「朝鮮少年令」を母体としている。 
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第 4 条第 1 項の該当者は「犯罪少年」、第 2 項は「触法少年」、第 3 項は「虞犯少年」と
それぞれ呼ばれた（大検察庁 1970: 308）。少年法の保護対象者は、すでに犯罪をした者の
みならず、犯罪予防の観点から将来犯罪を引き起こす恐れがあるものも含められたため、
曖昧さをもっていた。その法律に違反した者を、少年部判事によって保護者や学校長、病
院、少年院、その他施設や個人58に委託することになっていた（第 17 条）。少年法の趣旨は
「処罰ではなく教育の性質をもち、刑務所とは厳格に区分するため」（青少年対策委員会編 
1978: 307）だとされ、目的は矯正にあった。つまり、「イ．正当な理由なく家庭から離脱す
ること」という規定に見られるように、少年法も「浮浪児」と判断された人々を対象にし
ていたといえよう。 
以上から、1960-70 年代の韓国において、「浮浪」という用語は主に「浮浪児」というあ
る種の熟語として用いられており、「児童」を指示していた。ただし「浮浪児」対策を直接
目的とした法律はなく、「児童福利法」や「少年法」をもってこれらに対応していたことが
分かる。そのことは「浮浪児」が「保護」の対象であると同時に「犯罪の可能性」のため
に警察による取締の対象でもあったことを意味する。「浮浪児」施設は、子どもが「浮浪児」
か否かを区別する役割を担っていたものの、「浮浪児」に関する公式の定義は定められてお
らず、その判断基準は曖昧であった。 
 
1-2．「浮浪人」に関する法律 
 
おおよそ 20 歳以上である成人の「浮浪人」に関する規定は、1970 年に制定された「社
会福祉事業法」まで存在しなかった。「社会福祉事業法」は社会福祉施設全般を規定する法
律である。それまで福祉施設を総合的に規定した法律はなかった。「社会福祉事業法」では
第 2 条第 4 項において「浮浪人善導」を社会福祉事業に含めているが、「浮浪人」の定義は
定めていない。また、「社会福祉事業法」施行規則第 22 条で浮浪人善導施設に関する内容
を定めている。その内容は、①入所者の素質に応じて将来的に独立生計を維持するため必
要な職業の理論及び技術の習得に必要な設備を整えること、②入所者の鑑別のための職員、
身元に関する相談や指導のための職員生活指導員・職業補導員・特区教育指導員を置くこ
と、③浮浪人善導施設入所者の在所期間を 6 ヶ月以内にすること、また、やむを得ない事
情がある場合に限り 6 ヶ月延長が可能であることといったものであった。しかしこの項で
も「浮浪人」の定義は規定されなかった。また、社会福祉部が刊行する社会福祉に関する
統計である『保健社会統計年報』においても「浮浪人」施設の集計結果は 1983 年まで掲載
されていない。このことから、「浮浪人」に関する国家の関心は低かったと考えられる。 
福祉関連の法律以外に、刑事法として「軽犯罪処罰法」による「浮浪罪」規定があった。
                                                  
58 当時の福祉施設は、明確な法律にもとづき運営する場合が少なく、篤志家や牧師など個
人が自ら施設を立ち上げ、援助を行う場合が多かった。おそらくここの「個人」とは、そ
のように福祉施設を運営する人を意味すると思われる。 
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「軽犯罪処罰法」は、植民地時代の「警察法処罰規則」を 1954 年に全面改正した法律で、
1963 年及び 1973 年に再び改正された。以下は 1963 年の改正法律で「浮浪人」に該当する
条項である。 
 
第二条59 
1．正当な理由なくて他人の居住又は看守しない邸宅、建造物、船舶の内に潜んで
いた者 
3．一定の住居を持たず諸方を徘徊する者 
10．物品の購買を強請した者又は頼まない労役を提供し、もしくは奇芸などを施し
報酬を強請した者 
26．他人に乞食をさせ不正に利益を得る者 
 
このうち、「浮浪人」を対象として設けられたと思われる条項は、第 3 項の「一定の住居
を持たず諸方を徘徊する者」である。しかしなぜ徘徊が犯罪に該当するのか、またその犯
罪をどのように特定するのかなどについては説明がない。この点で、軽犯罪処罰法による
「浮浪人」の規定は非常に恣意的であった。「浮浪人」の定義は、1975 年に制定された「内
務部訓令第 410 号」まで規定されなかった。 
以上、1960 年代から「内務部訓令第 410 号」の制定された 1975 年まで、「浮浪児」「浮
浪人」に関連する法律を考察してきた。その結果、同年代の子どもを指示する「児童」と
区分されるかたち「浮浪児」というカテゴリーが形成されていたこと、「浮浪児」に対する
対応は 1960 年代に始められており、成人した「浮浪人」と比較してもより早い時期から公
的機関による対策が執られてきたことがわかった。しかし、法律による「浮浪児」「浮浪人」
に関する定義はされていないために、対応の判断基準は運用に委ねられるという状態であ
ったといえる。このような状況において、1961 年に政権を獲得した軍事政権は、「浮浪児」
に対して強制収容と強制労働による取り締まりを行っていた。法的な定義が無いなかでの
取り締まりを考察することで、「浮浪児」カテゴリーがどのように用いられ、どのような対
応が可能であったのかを、次節以降で検討していきたい。 
 
1-3．保安処分という解釈 
 
研究者の多くは、「軍事独裁」という政治的側面から当時の「浮浪児」「浮浪人」政策の
暴力的な性格を解釈している。つまり、政府の政治的影響力を強化し国民の不満を抑える
ため、社会的弱者を「浮浪人」「浮浪児」と名付け強制収容政策を行ったという説である。
例えば、チョン・ギュチャン（2012）は、暴力的取締を告発しながら、「浮浪児」概念の恣
意的な側面を問題視している。つまり、「浮浪児」はあくまでも軍事政権のもとで作られた
架空の概念であるということである。しかしその説は、「浮浪児」という概念が曖昧さをも
                                                  
59 条項の一部は省略している。 
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ちながらも、なぜ戦後から長い間強制収容政策が行われ、他の施設と区分された「浮浪児」
施設が機能してきたか、また幼い児童であるにもかかわらず、過酷で統制的な労働政策が
行われたのかを説得力をもって説明することができない。 
そのほかに「保安処分」60の原理からの説明を試みる論者がいる（たとえば、イ・スンホ
［이승호］1995）。「保安処分」とは、一般に「犯罪予防を目的に規定された、刑罰以外の
刑法上の法的効果を達成する手段」（法制処 1975: 1）である。犯罪行為を行ったわけでは
ないため、刑法上の措置である刑務所収容などは行わないが、他の措置を取ることを意味
している。韓国において「保安処分」が最初に法律用語として登場するのは、独裁政権を
恒久化する意図で 1972 年に制定された「維新憲法」である。「維新憲法」では「すべての
国民は法律によらない限り…保安処分をうけない」とされた。その後、思想犯への対応を
定めた「社会安全法」が 1975 年に制定される。その法律は、思想犯や政治犯が刑期を終
えても、再犯の恐れがあるとされた場合、公開的反省文を書かない限り、「監護所」に収
容させることができる規定を含んでいた。そのため保安処分について規定した代表的な法
律であったと言われる。 
「路上を徘徊する」こと自体を犯罪とみなすことの根拠は明示できていないにもかかわ
らず、国家は予防的観点からこうした者らに対する積極的な措置が必要であると考えてい
た。以下は 1960 年に出版された警察業務の解説書の説明である。 
 
「民主主義の基本理念は各人の平等と事由を保障することで幸福な社会を成すこ
とにある。しかし、さらに一歩進んでその危険の程度が顕著でこれを確実に予想出
来る場合はその危険を予防するため必要な監督ないし措置をすることは予防警察
の根本的な使命であるといえる…（中略）…ここで論じようとする特殊人とは、不
良少年、少年乞食及び浮浪人、外国人、その他防犯面からみた予防警察的見地から
前科者、刑の執行猶予者、仮釈放者、家出者などである…（中略）…乞食とは公衆
が出入する場所または他家に依存して生活材料を求め得る者で、浮浪人とは一定の
居住または生業がなく諸方を徘徊する者をいう。乞食や浮浪人の中では労働の能力
がありまた勤労できるにも関わらず、これを怠惰し正当な生計をしないのみではな
く、往々犯罪行為を敢行するため、警察はこれに対する予防的監視を要することで
ある。」（キム・ナムヨン［김남영］1960: 51-52） 
 
ここでは「乞食や浮浪人」などに対する予防的監視が必要とされる理由が 2 つ挙げられ
ている。第一に、労働可能であるにもかかわらず、怠惰にしていることである。労働でき
ないとされない人々であるにもかかわらず住居や生業を維持しようとしない者であること
に、矯正の必要性が見出されている。第二に、「浮浪人」という呼び方はあったとはいえな
いが、国家の関心は主に「浮浪児」である「少年乞食及び浮浪人」に向けられていたこと
                                                  
60 しかし、イ・スンホ（1995）によると、思想犯のみではなく、「浮浪人」などに対する国
家の対応も「保安処分」であると主張した。 
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から、当時は働けるのに怠惰しているとみなされた多くの人々は児童であったことも読み
取れる。第三に、さらに住居や生業のない者は「犯罪」を引き起こす恐れがある者と解釈
されていた。そのために、家がなく生業を維持できない者たちには「予防的な監視」が求
められていたのである。 
イ・スンホは「保安処分の主な対象者は政治犯・思想犯であった」としながらも、法律
に基づかないまま取り締まられた「浮浪人」や「浮浪児」、売春婦といった人々もまた、保
安処分の原理にもとづいて収容されたと主張する（イ・スンホ 1995: 100-101）。その原理
のもとで彼ら・彼女らは「予備犯罪者」として、刑法が定める収容施設である刑務所では
ないとはいえ、社会福祉施設や矯正施設に強制収容されたという。しかし彼は、思想犯以
外の「浮浪人」や売春婦などは、原理的には保安処分による収容であるが、そのような論
理に頼る必要がないくらい「自然」に強制収容が行われた、と加える。つまり、「浮浪人」
「浮浪児」や売春婦は、実際に保安処分の原理で収容されたとみえるが、それについての
社会的反発や議論が行われなかったという。このことは「浮浪人」「浮浪児」や売春婦など
への対応は法律に基づいていなかったため、法的規定の外で事態が進んでいたことを示唆
していよう。61 
以下では、1960 年代から 1974 年まで「浮浪児」「浮浪人」、特に国家政策の主な対象に
なった「浮浪児」を対象にし、その「曖昧さ」を背景に国家の対応はどのように行われた
かを分析する。それを通じて、法律の曖昧さと国家の対応が当時の児童の概念とどのよう
に関係しているかを明らかにする。 
 
2．政策の対象としての「浮浪児」 
 
2-1．1950 年代における社会福祉政策 
 
植民地からの解放による帰国者の混乱もあったが、やはり 1950 年から 53 年の朝鮮戦争
は、1950 年代の韓国における社会政策を規定する大きな出来事であった。戦災に対する韓
国政府の直接支援は極めて限定的であった。1950 年代に制定された救護に関する法律は、
主に戦争で死亡または負傷した軍人・警察とその家族に対する補償を定めたもので62、福祉
予算の半分程度が彼ら・彼女らに割り当てられた63。貧困一般に対する対応は脆弱で、公的
                                                  
61 イ・スンホは、「浮浪児」と「浮浪人」を区分せずに論じ、主に「浮浪人」を保安処分の
事例として挙げている。これは、イ・スンホがその論文を書いた 1995 年には、「浮浪児」
より「浮浪人」が主な取締の対象であったらと推測される。 
62 代表的な法律は軍事援護法（1950 年）、警察援護法（1951 年）、戦没軍警遺族と傷痍軍
警年金法（1952 年）、傷痍軍人静養院規定（1953 年）、中央傷痍軍警職業補導所職制（1957
年）である。 
63 保健社会部の予算で軍警援護事業が占めす割合の変化を見ると、戦争の最中であった
1951 年に 24.7％であったが、徐々に増加し、1959 年には 56.2％まで上った。(イ・ハンビ
ン［이한빈］ 1959) 
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扶助に関しては、それを規定する法律さえ存在しなかった64。 
この状況のなか、貧困への対応は、主に国際的な援助機関の支援によって行われた。植
民地解放後に CCF（Christian Children's Fund）が 1948 年から最初の支援を開始してか
ら、朝鮮戦争をきっかけとして他国の大規模な民間援助事業機関が来韓することになる。
特にその機関の連合体である KAVA（Korean Association of Voluntary Agencies）は、第
二の保健社会部とも呼ばれるほどに当時の韓国における福祉に大きな影響力をもっていた
（チョ・ギドン［조기동］ 1991: 754）。駐韓外国民間援助機関が支援した現金と物資は 1953
年から 1960 年まで 1528 万ドル、現物援助は 1 億 2104 ドルにのぼった。 
この事業の中でも最も支援が集中した対象が、児童であった。戦争による被害が児童に
集中していたことにも原因があるが、もう一つの理由は国際的な援助機関が児童に大きな
関心を持っていたからである。その理由は明確ではないが、明らかに国際的な援助機関は
障害者や老人より児童を支援する団体、特に施設への支援を選好していた。例えば老人支
援団体が数回かけて国際的な援助機関に支援を訴えたにもかかわらず拒否された事例もあ
る（キム・ヨンソン［김용성］ 1957: 27-29）。障害者施設は援助を得られず、1956 年の
22 ヶ所から 1959 年の 20 ヶ所に減少した（保健社会部 1956; 保健社会部 1959a）。国際的
な援助機関のこのような選好は、児童福祉施設の増加の主な原因の一つになっていた。 
このような援護物資や資金支援は、当時の政府にとって重要な財政源であった。当時大
統領であった李承晩は孤児の合唱団を設立し数回アメリカで公演をさせようとした。しか
しアメリカの保健教育福祉省（Department of Health, Education and Welfare）児童局長
の反対で行われなかった。アメリカ側が反対した理由は、「来訪者の歓心を買い援助額をさ
らに増加させるために孤児をして踊らせ歌わせることは児童福祉の側面から相応しくない」
からであった（キム・ハクムク［김학묵］ 1987）。1950 年代の福祉の特徴はとして「自主
性の欠如」と要約できるという指摘（ナム・チャンソブ 2005: 32）にあるように、どおり、
当時の政府には社会福祉の理念や長期的計画をたてる余裕がなく、とりわけ国外からの援
助物資を獲得することにのみ関心があったといえる 。そのため合唱団などを通じて児童の
純真無垢さを打ち出し、援助する側から同情を得ようとしたのである。 
政府のみならず、児童施設の中にも、ただ外国物資や現金援助を獲得することを目的と
する施設も増えた。外国の援助の分配は「あまりにも無秩序・無計画で全体的にみて浪費
的であった」という批判が相次いた。また、「外国援助の物資の誤用及び施設側の児童数の
虚偽報告といった否定行為は決して稀ではなかった」という当時の児童福祉施設の関係者
の回顧録からも明らかなように、児童福祉施設がもっぱら児童を保護することのみを目的
にしていたとは言い難い（李斗頀イ ・ ド ゥ ホ  1990: 244）。 
                                                  
64 韓国における最初の公的扶助制度は、1961 年 12 月 30 日に制定された「生活保護法」で
ある。しかし、「生活保護法」は、扶養義務や財産・所得、可動能力の条件が厳しく、公的
扶助の機能を果たせなかった。その後、1997 年冬の経済危機がきっかけになり、2000 年か
ら新たな公的扶助である「国民基礎生活保障法」が制定された。その韓国における公的扶
助の歴史を「扶養義務」を中心に捉えた研究で林徳栄（2013）がある。 
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一方、支援に値しないとされた児童は、取り締まりの対象になった。その代表的なグル
ープが「ピンプ」であった。特に米軍基地近くでアメリカ軍を対象に売春を斡旋する児童
は、「国家の体面を毀損する」問題として取り締まる必要性が訴えられた65。以上のように、
1950 年代、「浮浪児」概念は、戦災を背景に「児童」が政策的な関心を集めることで形成さ
れた。ただし、それは国外機関との関わりのなかで進められたものであり、支援対象とし
ての適性が問われた。そのため、「児童」から支援にふさわしくない児童＝「浮浪児」とい
う概念が生まれてくるようになったのである。 
 
2-2．行政による児童の区分と「浮浪児」概念の形成 
 
前述したように、1961 年のクーデターまで、児童福祉に関する法令は存在していなかっ
た。したがって、児童に関する法律的定義のない時期が約 10 年間継続した。しかし、行政
的な手続きをするため、あるいは統計的な調査を行うために、児童はいくつかのカテゴリ
ーに分類された。ここではそのカテゴリー区分を、『保健社会統計年報』を通じて確認した
い。『社会福祉統計年報』は、保健社会部が 1954 年から刊行する、福祉や保健に関する統
計を掲載する媒体である。二度中止になり、1995 年からは名称を『保健福祉統計年報』に
変更したが、現在まで継続して発刊されている。主に、保健・衛生・医療行政や社会・生
活行政など現在の「保健社会部」66が主管している行政実態に関する統計が収録されている。 
現在国会図書館で公開されている最も古い版は、1957 年度版67である。この年度では、「婦
女編」と題された章に見られるいくつかの表によって、福祉施設に収容されている児童が 6
つのカテゴリーに区分されている。 
第一に、「捨子」であり、「捨子取り扱い状況表」（第 104 表）でその実態がまとめられ
ている。その実態は生後 1 ヶ月未満から 6 歳未満まで年齢帯別に区分され、記載されてい
る。学齢期以前の児童が路上で発見された場合は、「捨てられた子」として「捨子」と認
識された可能性が高い。「捨子」に対する「対処」欄では「親委託」「嬰・育児院委託」
「保護者引続」「その他」に分けられている。 
第二に「浮浪児」である。これは、第 105 表「浮浪児収容保護状況表」に見られる。「浮
浪児」については、入所理由を記入する欄がない。その代わりに、退所理由のみ列挙され
ている。退所理由は、「機関の数」「親戚または縁故者引受」「保護委託」「転所」「満期退所」
「逃亡」「死亡」「その他」となっている。 
第三に、「嬰児・育児」である。「嬰児・育児」に関しては「嬰・育児院・感化院一覧表」
（第 106 表）「嬰・育児院収容者動態表」（第 107 表）「嬰・育児院収容者実態表」（第 109
表）で示されている。当時関連した法律がないため、嬰児院と育児院の施設が具体的に何
                                                  
65 「浮浪児などの善導策に対して」『京郷新聞』1953 年 8 月 20 日 
66 名前は様々な変遷を見せてきた。「部」は日本の「省」に該当する。 
67 1955 年～1957 年統合版となっている 
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をしていた施設かは明確ではないが、「嬰・育児院一覧表」では名称が「孤児院」となって
いる施設が多く、主に「孤児院」が多かったと推測できる。「嬰・育児院収容者動態表」「嬰・
育児院収容者実態表」では入所理由とその数、退所理由とその数が作成されている。この
際に、入所理由として「孤児」「捨子」「浮浪児引受」「転入」「家庭貧困（委託児）」「父ま
たは母の受刑中（委託児）」「父または母の死亡（委託児）」「家庭内の疾病（委託児）」「そ
の他」に区分された。退所は「収容解除」「親または縁故者引受」「養子引受」「転所」「逃
亡」「死亡」「その他」となっている。 
第四に、「身体障害児」であり、第 108 表「身体障害児収容者動態表」で示されている。
この表では、障害名が「視力障害」「肢体不自由」「聴覚」「言語機能障害」と「その他」と
なっている。また、入所理由は「孤児」「捨子引受」「浮浪児引受」「転入」「その他」、退所
理由は「収容解除」「養子引受」「転所」「親または縁故者引取」「逃亡」「死亡」「その他」
に区分された。 
第五に「混血児」があり、第 110 表「混血児実態表」に見られる。混血児は生活先によ
って区分されている。それぞれ、「一般家庭」「嬰育児院」「母子院」「感化院」「身体障害児
収容」「その他の機関」となっている。 
最後に、「未感児」がある。「未感児」は、婦女編ではなく「保健衛生」編に含まれてお
り、第 20 表「収容中のらい病末感児童動態表」、表 21 表「収容中のらい病末感児童年齢別
数」で確認できる。「未感児」はハンセン病患者の子女を意味するが、親からの感染の恐れ
のため別度の施設68で生活していたが、その数が示されていた。 
これらの施設と児童の分類を通じて「家のない」または「保護者のいない」児童は「嬰・
育児院」「浮浪児施設」「障害児施設」「感化院」の施設に分散・収容されていた。また、児
童は、親との関係から「親のない孤児」「捨てられた児童」「委託児」「家庭貧困」などと区
分されていたが、その他に「浮浪児」「障害児」との区分、そして独特なカテゴリーとして
の「未感児」が存在していた。 
「浮浪児」はただの孤児でも保護者から捨てられた児童でもない。つまり「浮浪児」は、
親や保護者との関係からも、また「障害」や「伝染病」のような身体的特徴に基づいて区
分された概念でもない、非常に曖昧な概念である。さらに、「浮浪児」を対象としている施
設もある。このことに加え、「嬰育児院」という施設の入所理由に「浮浪児引受」があるこ
とから、「浮浪児」を普通の児童から区分された特殊な児童としてみるまなざしがあったと
言える。さらに、その児童の区分は「街頭児童」になった理由をやむを得ない事情によっ
                                                  
68 当時らい病者といわれたハンセン病者に関する最初の法律は、1954 年 2 月 2 日に制定さ
れ 1957 年 2 月 28 日から施行された「伝染病予防法」である。その法律によりらい病は第
3 種伝染病に指定され（第 2 条）、患者は隔離収容・治療を受けることが義務化されていた
（第 29 条）。さらに、らい病者は就業・出入・就学が禁止された（第 30 条・第 31 条・第
32 条）また、療養所内での家族と同居することも制限された（第 41 条）。そこでらい病者
の子女のための学校は、1949 年設立された国立三育学院で、生活空間として設けられた施
設が「未感児」施設である。 
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て行われ、「親から捨てられた」「親のいない」「障害」「伝染病」がその原因となっていた。
しかし「浮浪児」のみはそのやむを得ない事情から説明がなっていないという特徴がある。 
それでは、その「浮浪児」は具体的にどのように把握されていたのか。それについて、「浮
浪児」に関する実態調査の結果から考えてみたい。 
朝鮮戦争が徐々に収まりつつあった 1952 年７月に KAVA と国際連合韓国再建団
（UNKRA：United Nations Korean Reconstruction Agency）69、国際連合民間援助司令
部（UNCAC：United Nations Civil Assistance Command）70、韓国社会事業連合会71な
どは、児童福利委員会を組織し1950年代における児童問題に対処する中心的役割を担った。
1952 年の発足から 1958 年まで 61 回にわたる会議が行われた。取り扱われてきた問題は主
に 3 つあり、「混血児問題」「浮浪児保護問題」「児童福祉に関する立法」であった。児童福
祉に関する立法問題に関しては、1 年間の審議と研究を経て「児童福祉法案」を作成し保健
社会部に建議した。さらに 1957 年に児童福利法案を国会に提出したが、予算調達案をめぐ
る議論のみ続き、結局 1950 年代末まで進まなかった（具滋憲
ク・ジャホン
 1961: 351-352）。外国の援
助を踏まえ成立した児童福利委員会はこのような政策的提案のみならず、児童に対する基
礎的な調査も行った。その一つが「ソウル市内浮浪児実態標本調査」である。この調査は
1960 年 7 月 20 日から 9 月 15 日の間に「浮浪児」318 人を対象に施行されたが、ソウル大
学校の社会事業科の学生 9人と中央
ジュンアン
大学校社会事業科の学生 1人など総 10人が参加した72。 
この調査では、「浮浪児」に関する定義はなされなかったが、調査対象者について解説し
ている。彼らはそもそも「街頭浮浪児」のみを対象としたが、「その実施にあたって多大な
困難さが認められ、これ〔訳注：当初の計画〕を多少変更し施設に収容された児童をも含
むこと」（保健社会部 1960: 3）にした。ただ、施設に収容された児童のうち「収容された
ばかりの児童」だけを調査対象に選定した。対象とした施設は「少年院」「法院」「少年職
業学校」「天使院」73「児童保護所」である。調査対象に関する記述から推察するに、研究
者側は「街頭で生活している児童」のことを「浮浪児」と規定していた。施設入所者のう
ち「収容されたばかり」の者に調査対象を限定した理由も、「街頭」生活している状況とほ
ぼ変わらないと判断したからではないだろうか。 
                                                  
69 国際連合韓国再建団とは、朝鮮戦争によって破壊された韓国の再建を目標とした国際連
合傘下の特別臨時機構で 1958年 6月韓国政府との協議でその業務をユネスコに移管し公式
的な活動は終了した。 
70 朝鮮戦争による戦災民の救護事業を担当した国際連合軍司令部の傘下組織から 1950 年
12 月に交戦地域以外の民間援助を行う組織に再編した。1955 年現在、在韓外国援助団体は
49 団体でその中でアメリカキリスト教団体が 40 であった（チェ・ウォンギュ［최원규］ 
1996: 56-57）。 
71 1952 年 2 月 15 日に第 1 回全国社会事業家大会で創立した社会事業団体の協議会。正式
には 1954 年社団法人韓国社会事業連合会として許可を得る。  
72そのほか、本調査に所要された時間は分析時間及び報告書作成時間 731 時間所要されたと
いう。 
73「嬰・育児院」と推測できる。 
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この調査結果は、19 の表にまとめられた。例えば、以下のような統計的事実が明らかに
なった。まず、「浮浪児」の年齢は 14 歳から 20 歳がほとんどで、特に 17、18、19 歳の合
計（各々17.9％、22.0％、15.0％）が全体の半分を超えている（保健社会部 1960: 5）。ま
た、親についてみると、全体の 35％には親がいないが、残りの 65％は家庭に保護者がいる
ことがあきらかになった。職業関係については、31.1％が不明と回答したが、残りの約 70％
は何らかの仕事をしていた。その詳細は「ピンプ」が 19.8％で最も多く、以下順に「靴磨
き」（17.2％）、「新聞・タバコ行商」（8.1％）「労働」（6.2％）「屑拾い」（5.3％）「給仕」（4.0％）
が続いた。 
この調査の結果からは、「浮浪児」とは必ずしも親や保護者のいない孤児を意味するので
はないことがわかる。むしろ、この調査の対象者の選定方法等を踏まえると、「浮浪児」と
は、「路上」にいるためにその特殊な境遇が可視化された児童であったとみることができる
だろう。さらに、彼らはただ路上で徘徊しているだけではなく「何らかの仕事」をするこ
とで目立っており、「靴磨き」「屑広い」などの雑業や「ピンプ」など道徳的ではないこと
をする、純真な児童とは異なる児童だと研究者たちの目に写ったといえる。故に、それら
の児童は、政府が考える「国家の体面」のためにも、対策が求められる対象となっていた
のである。 
 
2-3．単純収容と無計画な対策 
 
1956 年に政府は「浮浪児」の一掃のため、法務部、内務部、保健社会部、国会、赤十字
社、ソウル市との協力をもとで「浮浪児一掃矯導方案」を確定・発表した。この文書の中
で、政府は、「浮浪児」の取締及び収容をする必要性を次のように記している。「浮浪児の
数が減少せず、彼らの移動性が激しく背後にある者から操縦され浮浪行為が常習化した結
果、児童福祉面からもそうであるが、社会秩序を乱しこの問題に対する徹底的な取締と保
護が必要である」（保健社会部・内務部・法務部 1956）。 
計画の発表後、政府は「浮浪児保護期間」を設定した。これを受けて、韓国社会事業連
合会と韓国浮浪児保護指導会は「全国的に強力な国民啓蒙運動と浮浪児保護第策」を実施
することを決議した74。その方案は以下の 6 つの点から構成されていた75。 
 
第一に、30 名ないし 100 人の浮浪児を収容・矯導し模範孤児を醸成する。 
第二に、前記模範団員をして監察隊を組織させ巡察班を編成させ市内浮浪児の各
区域別分布実況を調査させる。 
第三に、前記調査に基づき市内九ヶ所の警察署管下に「天幕」60 棟を設置し臨時
居住させると同時に「登録証」を発布する。 
                                                  
74 「浮浪児保護機関を設定」『東亜日報』1956 年 10 月 31 日 
75 「収容の道がない浮浪児」京郷新聞 1956 年 3 月 27 日 
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第四に、登録及び調査により満 8 歳以上満 20 歳未満の浮浪児を「大韓重生少年団
員」76に、また満 8 歳未満は各厚生施設に収容する一方で満 20 歳以上の者は軍に
入隊させると同時に教化された児童には就職斡旋と帰郷をさせる。 
第五に、各区域別に臨時収容された児童は警察と協力し王草（浮浪児頭目）（原
文ママ）の詐取勢力を抹殺させ生活改善に努力する。 
第六に、臨時収容所で秩序が定着された少年たちは正式収容所が準備し次第に「重
生少年団」に入団させ毎月 1 回ずつ「点呼」を行い新生浮浪児発見と彼らの善導に
努力させる。 
 
この方案は「浮浪児」を 20 歳未満と定義している。さらに、8 歳未満には厚生施設での
保護の必要性があることを認めつつも、それ以上の年齢にある児童に対しては保護よりも
矯正の必要性を強調している。ここでの矯正とは、収容を通じた教化と、職業に従事する
ことであった。ここに「児童」に関する、当時の社会的概念が示唆されている。つまり、8
歳以上の子どもを一括りにして把握しうるのは、8 歳以上であれば「働ける」、つまり労働
の担い手になりうると認識されていたためである。同時に現在ほど学齢期が意識されてい
なかったことも伺える。 
また、街頭にいる子どもたちがつくる組織が問題視された。リーダーである「王草77」の
詐取をなくすことを目指し、それに対抗するかたちで、別の「健全な浮浪児」組織の構築
が試みられた。しかし、その対策を実行する際に必要な施設は存在せず、天幕設置がほぼ
唯一の対策であった。 
1957 年に「ソウル市立児童保護所」が開所された。ソウル市立児童保護所はもともと 1947
年 1 月 1 日に「中央保護所」の名称で開所されていたのだが、朝鮮戦争のため運営は中止
されていた。その後 1956 年から国外の諸機関の援助とソウル市・政府からの補助によって
改築をしたのちに運営が再開されたのである。「ソウル市立児童保護所」の事業目的は「5
歳から 18 歳までの男女の捨子、孤児、浮浪児又はその他保護を要する児童を、社会の日陰
から臨時収容保護し、社会の陽地にて再び出発する善良な児童で成長できるよう、各自縁
故者に引渡しまたは素質に適切な公私厚生施設に転院するまで臨時収容と各種児童相談を
実施すること」となっている（ソウル特別市立児童保護所 1969）。この記述から、ソウル
市立児童保護所は各嬰育児院など施設に送るまで児童を保護する臨時的機能を遂行してい
たことがわかる。 
対象となる児童すべてを収容することは事実上不可能であったため、政府による「浮浪
児」の対策は「一掃」「根絶」など抽象的スローガンに留まった。「ソウル市立児童保護所」
を除いてほとんどの児童施設は私設であり、政府はそれら施設に収容者一人あたり 1 日三
合の穀物と 30 圜
ファン
78の補助金を支援した（保健社会部 1959b: 686）。しかし、支援のみで施
                                                  
76 ここでいう「大韓重生少年団」がどのような団体であったかは不明である。 
77 ハングル表記では［왕초］で頭目を意味する。 
78 圜は 1953 年から 1962 年まで韓国で通用された貨幣単位である。 
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設を運営することは非常に厳しく、支援をめぐる様々な賄賂事件や虚偽報告は後を絶えな
かった。政府は 1959 年に民間施設を財団法人に認可し財政的自立させる一方で基準に達し
ない施設は統廃合させるよう指示したが（保健社会部 1959b: 687）、執行できなかった。
したがって、取締による臨時収容が当時の「浮浪児」に関する国家による唯一の対策であ
ったといえる。 
この取締による収容以外には、体系的ではないが、民間団体や警察のボランティア活動
による「浮浪児」のための教育などが行われた。例えば、地方の警察や大学生が「職業少
年学校」を作り職業がある「浮浪児」が教育を受けることを支援した。特に 1952 年にソウ
ルで開校した「職業少年学校」では 400-700 人余りの「浮浪児」を対象に一日 3 時間程度
学習の場を設けた79。また大学生が建てた「愛のテント学校」で 50 人余りの「浮浪児」が
勉強しているとの新聞報道もあった80。 
しかし、民間及び行政職員による学校以外に対策はなく、1950 年代は路上で雑業を行っ
ていた児童を「浮浪児」と判断し取締・臨時的収容が繰り返された状況が続けられたとい
える。 
 
3．1961 年のクーデター以降の「浮浪児」対策 
 
3-1．収容政策の法的整備 
 
1961 年 5 月 16 日に軍事クーデターが発生した。政権を握った軍部勢力が最も早い段階
で、大々的な宣伝とともに施行したことは、「ヤクザ」と「浮浪児」の「掃討」であった。
これは「ヤクザ」と「浮浪児」が社会的に問題視されていたからである。その後軍事政権
は計画的な経済改革を行うと共に、それに必要なインフラを建設するために「国土建設団」
を設立した81。取り締まられた「ヤクザ」や「浮浪児」の一部は、「国土建設団」に動員さ
れた。 
また一方で、社会事業、特に児童福祉施設の法的整備も行われた。まず 1961 年に、1952
年に設立された「韓国社会事業連合会」を「韓国社会福祉事業連合会」に改称し、それま
で乱立していた各種の社会事業団体を再登録させた（保健社会部 1964: 160-161）。この政
令によって、民間社会事業団体がそれまでの活動で確立した自律性はおおいに制限される
ことになる。この措置の後に、保健社会部は、施設に収容されていた児童の数と福祉施設
運営に関する予算状況を調査した。長官の報告によると、1961 年 8 月現在に児童収容者の
数は、合計 62,607 名で、17 歳以上が 8,000 名いた。施設の数は国立 12 ヶ所、法人 449 ヶ
                                                  
79 「稼ぎと勉強、シューシャイン・ボーイの学校創設 2 周年」『京郷新聞』1954 年 3 月 14
日 
80 「愛の天幕学校」『東亜日報』1956 年 12 月 4 日 
81 「国土建設団」に関する詳しい内容は「第 3 章」を参考すること。 
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所、そのほか私設が 120 ヶ所であった。これら施設全体が孤児保護のために組んだ予算は
次のような財源から成り立っていた。国庫から 10 億ウォン（28％）、外国援助は 18 億ウォ
ン（46％）、施設側が 9 億ウォン（21％）、その他は 6 億ウォン（14％）であった（国家再
建最高会議 1961）。 
続いて、軍部政府は、多くの社会福祉関連の法律を制定した。児童と関連して「児童福
利法」を制定し、児童福祉施設に関する整備を行った。また、「児童福利法」の施行令を定
め、施設の設立の主体、施設内の全般に関する細目を規定した。これほど迅速に定められ
た法令は軍人と警察の福利厚生と関わる法案以外では「児童福利法」のみである。例えば、
「生活保護法」は 1961 年に制定されたものの、具体的な施行令は 1969 年に定められた。 
法律の整備とともに、「浮浪児」に対する取締も早いスピードで進行した。1961 年に保健
社会部は「浮浪児保護善導事業計画」を発表する。この趣旨は次のようである。 
 
現下において国内の各都市で浮浪している不遇な児童に対しては、大韓民国子ど
も憲章精神に立脚し、彼らを保護する責務があること、そして彼らをして社会秩序
に暗影を投げさせたというきわめて許しがたい現状があるため、速やかにこの児童
たちを街頭から救出し保護善導することで、将来国家と人類に貢献できるような資
質を培養し、急を要する児童福祉施策の一つとして官民協働体制下に本事業を強力
的に推進し所期の目的を完遂しようとすることである（保健社会部 1961: 1）。 
 
「浮浪児」は深刻な社会問題であるとの認識は以前と同様であるが、「保護善導」が明示
されている点に特徴がある。また、児童の「資質を育む」ことを一つの目標としている。
また、「官民協同体制」を強調することで、新しく整備した民間福祉事業を活用しようとす
る意図が窺える。その取締の中心になった機関は福祉社会部であったが、その他の政府の
部署である内務部、法務部、少年法院、文教部、交通部も協力した。そのほか民間団体に、
前述した「児童福利委員会」を中心とする「浮浪児対策委員会」が設置された。「浮浪児対
策委員会」はその傘下に地方委員会を置き、地方の行政当局、警察、メディア、援助機関、
教育係、法曹係、遊興係、宗教係、社会事業団体、軍検、心理学者、保健衛生機関及び女
性団体が参加することになった（計画の 15 頁）。この計画は、これまで以上に国家が「浮
浪児」対策に注力する意思の表現であったといえる。 
この計画による取締対象は 20 歳未満の児童で、取締は随時行われることになった。また
全国を A 地区（ソウル、京畿道
キョンギ・ド
、江原
カンウォン
道
・ド
）、B 地区（忠 淸
チュンチョン
南道
ナム・ド
・忠淸北道
チュンチョンブク・ト
）、C 地区（全羅南道
チョルラナム・ド
、
全羅北道
チョルラブク・ト
、済州道
チ ェ ジ ュ ド
）、D 地区（慶尙南道キョンサンナム・ド、慶尙北道キョンサンブク・ト）の 4 つの圏域に区分し取締網を設け
た。各圏域の拠点は、各圏域の中心的な都市であったソウル、大田
テジョン
、光州
クァンジュ
、釜山であった。
取締された浮浪児は「鑑別手続き」を経ることになり、当時の鑑別表では「縁故者確認」「性
質別区別」があり、「性質別区分」は「不良性」「良性」「不具」「精神薄弱」となっていた。
この計画によって「取締網」も作成された。 
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図 1「浮浪児取締網」 
出典：保健社会部（1961: 24） 
 
このような取締は主に 1960 年代中盤まで集中的に実施されていたと思われる。特にクー
デターを成功させた政府は、「浮浪児の取締実績」を公表し、これを社会の「明朗化〔ハン
グル〕」、秩序維持の指標として利用していた（広報部 1962: 136）。取り締まりをうけた「浮
浪児」は各施設に移送された。次の表 3 は『保健社会統計年報』に掲載された 1960 年代か
ら 1975 年までの「浮浪児取締及び措置状況表」である。 
 
表 3「浮浪児取締現況」 
（単位：名） 
年度 取り締まり数浮浪児収容所収容 帰宅及び縁故者移送一般施設轉院特殊施設轉院職業補導施設轉院矯護所移送
1960 6,114 3090 902 1365 
1961 16,483 9163 2460 3341 
1962 18,323 12761 3126 1478 478 
1963 19,451 12259 4864 907 306 35 
1964 29,652 14571 11223 1409 856 - - 
1965 25,599 10647 11791 1630 732 27 
1966 21,612 12636 6726 923 361 73 
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1967 19,267 12138 5686 798 78 111 
1968 16,498 10599 4748 480 110 
1969 19,883 11896 6519 537 49 15 
1970 21,187 12127 6801 898 236 47 
1971 20,592 12085 6143 1224 202 9 
1972 19,367 13157 4713 530 66 28 
1973 13,344 5520 3640 560 87 15 
1974 9,997 2192 4903 1170 95 36 0 
 
年度 定着 入養委託 雇用委託 逃亡 死亡 その他 
1960 360 28 369 
1961 513 100 906 
1962 229 42 209 
1963 675 17 388 
1964 416 59 1118 
1965 56 95 621 
1966 73 90 730 
1967 7 76 373 
1968 7 60 494 
1969 37 85 745 
1970 34 100 944 
1971 72 91 766 
1972 40 58 775 
1973 36 45 3441 
1974 13 55 39 885 59 550 
出典：保健社会部，各年度（1960-74）『保健社会統計年報』から筆者作成 
 
取締された「浮浪児」は、基本的に「浮浪児保護所」に送られたのだが、なかには「帰
家及び縁故地移送」、「一般施設転院」、「特殊施設転院」といった措置がとられることや、「浮
浪児保護所」からただちに「矯護所」に移動された場合もあったことがこの表からわかる。
ただし、「浮浪児保護所」、「一般施設」や「特殊施設」、「矯護所」がどのような施設を意味
するのか、またどのような法律に基づく施設なのか、という点についての説明はこの文書
にはない。『保健社会統計年報』に掲載された児童と関わる施設を示す統計表に見られる施
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設は、「嬰育児院」「浮浪児施設」「職業補導施設」「障害児施設」のみなので、上の表の施
設と施設別統計の施設が一致していない。当時はまだ、施設の名称や統計が精密に整理さ
れていなかったことがわかる。 
このような取締は、主に警察が直接行うか、施設側が警察の協力を得て行うかされてい
たようである。例えば「ソウル市立児童保護所」の『事業概況』の「浮浪児取締及び入所
依頼先の現況」は、1969 年に入所した 7,187 人のうち 88.74％の 6,378 人が警察から施設
への依頼によって入所したと報告している（ソウル特別市立児童保護所 1969: 14）。 
このような警察の取締とともに、施設側の入所者を増やそうとする試みがさらに積極的
になり、場合には暴力事件も発生した。例えば、正式に雇われバスのチケットを売ってい
たにもかかわらず強制的に収容された児童が、施設から脱出しようとしたものの、施設職
員に発覚し、殴打されるという事件が報道された82。また光州では、ソウル市から帰る母を
駅舎で待っていた少年が「浮浪児」として収容されただけではなく、さらに強制労役され
た事実も明らかになった83。また、取締が強化されたために、それらから逃れようと学生に
変装する「陰性浮浪児」が増えたという指摘もあった（キム・グヒョン［김구현］ 1963: 49）。
一方、それまでにあった「浮浪児」を対象とする民間学校は政府当局の方針によって閉鎖
された84。 
一方「浮浪児」への取締のみならず、成人の乞食の収容も始まった。ソウル市立更生院
が 1961 年 10 月 11 日に開院した。この更生院は「20 歳以上 60 歳未満の乞食で労働能力の
ない不具者を収容し機能を教えることを目的」としていた85。しかし、必ずしもこのような
年齢区分が守られたわけではない。 
例えば、1963 年 3 月にソウル大学医学部の 15 人の研究者がソウル市立更生院の収容者
388 人を対象に「社会医学的調査」を行ったことがある。そのメンバーであったソウル大学
保健大学院教授であるクォン・イヒョク［권이혁］が新聞に投稿した内容を見ると、1963
年にソウル市立更生院に収容されていた「浮浪人」の内 15-19 歳が 15.46％の 60 人、20-24
歳が 73 人（18.81％）で少数ではなかった。また、その若年層のうち障害者は 20.4％に過
ぎず「何らかの理由で」更生院で生活せざるをえないと報告している。これに対して彼は
こう書いている。 
 
「彼らの中でも青少年の場合は、もっと問題が深刻だ。…（中略）…我が国では現
在凡そ 8 万人に推算される捨てられた少年たちが路上を躊躇っていると知られて
いる。特に青少年の浮浪化に対しては至大な関心を向けなければならない。…（中
略）…青少年に対する善導なしに成人の「浮浪人」問題を解決することは不可能な
                                                  
82 「社説: 浮浪児と累犯者の収容と保護問題」『東亜日報』1962 年 3 月 8 日 
83 「棍棒で叩いた挙句強制労役、曖昧な青年を浮浪児に追い込んで。警官指示を破り臨時
収容」『朝鮮日報』1962 年 3 月 8 日 
84 「五つの学校に閉鎖令」『東亜日報』1961 年 7 月 14 日 
85 「市立更生院開院」『東亜日報』1961 年 10 月 13 日 
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ことで…」（「特殊地域社会の問題点（1）浮浪人（上）」『東亜日報』1963 年 3
月 6 日） 
 
そのように成人の「浮浪人」を対象にしていた「ソウル市更生院」の調査でも、少なか
らず青少年層、つまり「浮浪児」も入所していたことや、成人より「青少年」の問題に集
中しようとする研究者の視点からも、当時「浮浪人」より「浮浪児」への関心が高かった
ことがわかる。 
以上、軍事政権のクーデター以降、社会福祉体制の整備とともに「浮浪児」に対する取
締が以前より格段と体系的になり、積極的実施されたことは明らかである。その結果、取
締の業績や施設側の強制収容の問題などが発生した。 
 
3-2．施設内の「浮浪児」の現状 
 
次に「浮浪児」がどのように施設に収容されていたかを明らかにする。1960 年代から児
童及び青少年と関連した施設は「嬰兒院」「育児院」「浮浪児保護施設」「職業補導施設」が
統計的に存在した。その施設別に在所者の実態を比較する。 
その実態について全国的統計資料は限定されているが、1970 年の『保健社会統計年報』
にその実態が提示されている。 
 
表 4 児童福利施設における在所者の年齢別分布 
（単位：名，（）は％） 
1970
年 
総総 
3歳以下 4-6歳 7-9歳 10-12歳 13-15歳 16-18歳 19歳以上合計 男 女 
嬰兒院 7636 2277 5359 3177 （41.6） 
2,696 
（35.3）
1,040 
（13.6）
441 
（5.8）
181 
（2.4）
86 
（1.1） 
15 
（0.2） 
育児院 42155 22175 19980 940 （2.2） 
4,753 
（11.3）
11,249
（26.7）
11731 
（27.8）
7957 
（18.9）
4626 
（11.0） 
899 
（2.1） 
浮浪児
施設 3398 2946 452 
- 
（-） 
234 
（6.9）
810 
（23.8）
1056 
（31.1）
897 
（26.4）
391 
（11.5） 
10 
（0.3） 
職業補
導施設 1710 868 842 
- 
（-） 
18 
（1.0）
51 
（3.0）
86 
（5.0）
543 
（31.8）
663 
（38.8） 
349 
（20.4）
注：強調は筆者 
出典：保健社会部（1970: 314-317）から筆者が再作成 
 
まず、「嬰兒院」「育児院」「浮浪児保護施設」「職業保護施設」の年齢別分布現況である。
当時の児童福利施設施行令によると、各施設別に対象年齢は「嬰兒院」は 5 歳未満の要保
護児童、「育児院」は 5 歳以上 18 歳未満の要保護児童に規定されており、「浮浪児保護施設」
「職業補導施設」は、年齢規定がない。しかし、現状はそれらの年齢規定にも関わらず、
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年齢分布は様々で、年齢区分が厳しく行われていなかったことがわかる。 
次は、児童福祉施設の在所者の「成分別
マ マ
」実態表である。 
 
表 5 児童福利施設における在所者の成分別実態表 
 （単位：延べ、名，（）は％） 
機
関 合計 
棄
子 
迷
子 
孤
児 
不
具
児
虚
弱
児 
精
神
薄
弱
児 
浮浪
児 
不
良
児 
貧困家
庭児
受刑者
の子女 虐待児 未感児 戦災児
父また
は母の
死亡 
父母の
離婚 
家庭内
の疾病 その他
嬰
兒
院 
7636 
（99.9） 
7005 
（91.7） 
138 
（1.8） 
135 
（1.8） 
108
（1.4）
11 
（0.1）
0 
0 
71 
（0.9）
0 
0 
107
（1.4）
22 
（0.3） 
7 
（0.1） 
32 
（0.4）
育
児
院 
42,155 
（100.2
） 
33567 
（79.8） 
864 
（2.1） 
1718 
（4.1） 
1581
（3.8）
89 
（0.2）
184
（0.4）
1419
（3.4）
65 
（0.2）
1789
（4.3）
371 
（0.9） 
91 
（0.2） 
317 
（0.8）
浮
浪
児
保
護
施
設 
3398 
（100.0
） 
1164 
（34.3） 
396 
（11.7） 
896 
（26.4） 
290
（8.5）
11 
（0.3）
66 
（1.9）
183
（5.4）
51 
（1.5）
268
（7.9）
73 
（2.1） 
0 
（0） 
0 
（0）
直
行
補
導
施
設 
1,709 
（99.9） 
1155 
（67.6） 
17 
（1.0） 
304 
（17.8） 
24 
（1.4）
4 
（0.2）
0 
0 
0 
0 
0 
0 
7 
（0.4）
1 
0 
4 
（0.2） 
193 
（11.3）
注：原資料では「育児院」と「職業補導施設」在所者の総数が各々42,155、1,710 名とな
っているが、その数値は上の「児童福利施設における在所者の年齢階級別分布」をはじめ
他の統計とは異なる数字である。本表では、42,055 名、1,709 名と記載する。また、割合
は筆者が作成した。 
出典：保健社会部（1970: 322-325） 
 
非常に恣意的な判断による項目となっていることがわかるが、おおよそ「浮浪児」施設
では「不良」「浮浪」と判断されたために収容された入所者が多く、育児院ではその割合が
低いものの、絶対数は「浮浪児」施設より多い。職業報道施設でも約 300 余名が「浮浪」「不
良」と判定されている。 
ここでの「不良」と「浮浪」の差異は曖昧であるが、少なくとも「犯罪者」ではないこ
とは確かである。なぜなら、罪を犯した児童の多くは「少年院」という別の矯正施設に収
容されたからである。 
「浮浪児」と判断された児童のみが「浮浪児」施設に入所されたのではないこと、同時
に、「浮浪児」もまた異なる施設に分かれて収容されたことがわかる。ただ、幼いために働
くことが難しい、路上生活をする原因が「家族」から捨てられたか、親がいないこと、ま
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たは、障害などがあったなどと判断された児童は、「浮浪児」と別のカテゴリーとして把握
されていた。そして、「浮浪」と「不良」は一つのカテゴリーにまとめられた。このことは、
当時の「浮浪児」という概念には、家族から離れて生活せざるをえないことを「正当化」
する理由のない児童という意味あいが含まれており、当時の「浮浪児」施設では、そのよ
うな家族から離れた理由が不明な児童が主に収容されていたことが窺える。 
次は、全国実態ではないが「浮浪児」施設であった「ソウル特別市立児童保護所」の 1975
年の入所者分析である。 
 
表 6 児童保護所の入所者成分別分布 
（単位：延べ、名、％） 
区分 総計 割合 
棄児 653 9.1 
迷子 422 5.9 
孤児 384 5.3 
浮浪児 4705 65.5 
雑商児童 670 9.3 
触法児童 353 4.9 
総計 7,187 100 
出典：ソウル特別市立児童保護所（1969: 15） 
 
「浮浪児」と「棄児」「迷子」「孤児」が区分されている点は、表 5 と同じであるが、「雑
商児童」や「触法児童」も「浮浪児」と区分されている点が異なる。ここで触法にあたる
ものとしては、少年院の受刑者と類似し窃盗が一番多く、雑商児童はガム売りが最も多か
った（ソウル特別市立児童保護所 1969: 17）。 
この施設でどのような生活が行われたかは十分に明らかになっていない。しかし、1969
年に「ソウル特別市立児童保護所」から退所した 7,098 名の内、21％に該当する 1,504 名
が逃亡・無断離脱していた（ソウル特別市立児童保護所 1969: 18）。一定数の収容者が、施
設生活に適応できなかったか、適応しようとしなかったことがわかる。また、「浮浪児保
護施設」の収容者は、出入りが頻繁で、収容者の各施設間移転も激しかった。例えば、1968
年を例に挙げると、それまでにいた収容者数が 2,106 名、新たな入所者数は 7,187 名であ
り、退所者数が 7,098 名であった。つまり、前年から引き続き約 2 千人が収容されている
が、入退所者数はその 3～4 倍まで上っていた。教育実績をみると、1968 年に 1,478 名が
何らかの学校に在学していたものの、その時までに卒業実績は殆どなく、1968 年の卒業者
数は 68 名に過ぎない。 
厳密ではないが、「浮浪児」は路上生活をする原因が不明な児童であり、「浮浪児保護施
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設」の実態はそれらを明らかにしている。また、施設の機能は、狩りこみをされた「浮浪
児」を隔離収容するのみで、「浮浪児」を社会から排除する役割を果たしていたといえる。 
 
3-3．社会からの隔離――「開拓団」 
 
1961 年のクーデター以降、軍事政府は多様な名前の「開拓団」を創設し、民間の参加を
促した。「開拓団」は、法律的または行政で使われた用語ではない。また、「開拓団」に関
する定義も存在しない。さらに、これら開拓団は団体ごとに具体的な目的や性格には異な
るところが多くあったものの、農地の開拓を事業目的とすることが多かった。 
例えば、ソウル大学の学生が中心になっていた「郷土開拓団」は大学生の自発的な集ま
りから始まった。1962 年 1 月 26 日に正式に創立された「郷土開拓団」は同年 7 月 12 日ソ
ウル市内の大学生 8 千人が夏季ボランティア活動を開始し、その後毎年夏休みに農村を中
心としたボランティア活動を展開した。その他にも「干潟が沃地になる」というスローガ
ンのもとで開拓事業を進め、開拓面積 5万 4000坪の防潮堤を完成させた（イ・ジェオ［이재오］ 
2011: 187）86。 
またハンセン病者も、1962 年から「定着村事業」と「開拓団事業」を始めた。例えば、
「五馬島
オ マ ド
開拓団」事業は「小鹿島
ソ ロ ッ ド
」のハンセン病者を動員し干潟を農土に開拓する事業で
あった。こうした様々な「開拓団」には、自発的に参加する団員が集まるとされており、
彼らは無償で労働力を提供した。それゆえに国家にとっては、無償で必要な労働力を得る
ことに加え、社会から隔離したいと考えていたハンセン病者のような人々を強制移住させ
ることを正当化するという効果をも持ちうる組織化の手法であった（チョン・グンシク
［정근식］ほか 2005: 228）。 
「浮浪児」・乞食・物乞い・ヤクザなどを対象にした「開拓団」もあった。特にこうした
タイプの開拓団に注目した先行研究には、1960 年代における「浮浪児」政策の一つとして
取り扱った研究（キム・アラム 2011）と、「真実・和解のための過去事整理委員会」（2008）
（以下：「過去事委員会」）87による資料があるものの、その蓄積は多くはない。以下では、
この 2 つの研究・資料を参考に、新聞記事や政府の資料を加え、同時の開拓団政策と、そ
れを通じた「浮浪児」対策の性格について考察する。 
「過去事委員会」は、開拓団で死亡した兄の死因について調査を求める申請人の要請に
応じてつくられた。この事件は、申請人の兄が開拓団を脱出しようとした別の団員が殴打
                                                  
86 イ・ジェオは、この大学生を中心とした「開拓団」について、最初は過去の民主化運動
の影響を受けたが、徐々に体制に包摂されたと批判的立場で説明している。 
87 「過去事委員会」とは植民地期の抗日運動、解放以降の反民主的または人権蹂躙と暴力、
虐殺、疑問死事件などを調査するため 2005 年 5 月 31 日に制定された「真実和解のための
過去事整理基本法」に基づき 2005 年 12 月に設立された国家機関である。同委員会は、被
害者からの真相究明の訴えを受け調査を行い、その結果を発表してきた。合計 11,172 件の
訴えに関して調査を行ったが、2010 年 12 月 31 日をもって法律の失効を理由に解散した。 
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されることをやめさせようとした瞬間に銃で殺されたということを訴えた。この事件は、
「大韓青少年開拓団員キム・グィスル［김귀술］に対する人権侵害事件」という名で呼ば
れることになり、同委員会が調査を行なった。しかし、死亡に関する直接的な資料は発見
できなかった。さらに、インタビュー調査による証言以外に「大韓青少年開拓団」の資料
さえも入手できなかった。つまり、当時の開拓団は資料を残さないなど非常に恣意的な運
営がなされていたと推察される。 
クーデターの直後から政府は、取り締まった「浮浪児」を開拓地に送る事業を展開し始
めた。施設に移送された「浮浪児」のうち、年齢が高い「延長孤児」の一部が、山間奥地
に移送されたという報道もなされた。例えば、『大韓青少年開拓団端山
ソ サ ン
自活定着事業場事業
計画書』では、「大韓青少年開拓団」の目的について「寄る辺のない浮浪人・虞犯者・淪落
した女性などを集団移住させ、放置されていた廃塩田を農地に開墾・分譲することで彼ら
を自活・自立させ、社会の明朗かを誘導するため設立された」としている（忠清南道 1966）。 
キム・アラム（2011）は、「浮浪児」定着事業の代表的な「開拓団」として「江原道大 関 嶺
テークァルリョン
」
「慶尚南道昌 原 郡
チャンウォン・グン
」「忠清南道瑞山
ソ サ ン
」「全羅南道長興
チャンフン
」を挙げている。その成果に、1960
年代における新聞資料から明らかにできた事実を追加すると、いくつかの「開拓団」の開
始状況は、次の表にあることまで明らかになった。 
 
表 7「開拓団」の実態 
名称 場所 開始日付 人数 
東部開拓団88 江原道平昌郡 1961 年 4 月 30 日 200 
合心自活開拓団89 江原道大関嶺
テグァンリョン
 1961 年 5 月 1 日 200 
2 次合心自活開拓団90 江原道大関嶺 1961 年 6 月 1 日 100 
金城クムソン開拓団91 釜山東莱郡ト ン ネ ・ グ亀浦邑ク ポ ・ ウ ブ金城山 1961 年 9 月 21 日 170 
再建開拓団中央団92 京畿道抱川郡
ポチョン・グン
ヨンブク
面雲川里
ウンチョン・リ
・山井里
サ ン イ ・ リ
 
1961 年 5 月 7 日 150 
大韓青少年開拓団93 忠清南道瑞山郡仁旨面
インジ・ミョン
 1961 年 11 月 762 
再建少年開拓団 慶 尚 南 道 昌 原 郡 北面
ブク・ミョン
外甘里
ウェガム・リ
 
1961 年 8 月 200 
大韓青少年開拓団への移送94 忠清南道瑞山郡仁旨面
インジ・ミョン
 1964 年 6 月 15 日 200 
                                                  
88 「山岳を農土に、東部開拓団発足」『京郷新聞』1961 年 4 月 30 日 
89 「自活する浮浪児」『京郷新聞』1961 年 5 月 1 日 
90 「二次に 100 名余の合心自活開拓団員、国土開発現場に」『東亜日報』1961 年 6 月 1 日、
「大関嶺荒蕪地へ」『京郷新聞』1961 年 6 月 1 日 
91 「金城開拓団発団式」『東亜日報』1961 年 9 月 21 日 
92 「浮浪の取締、騙され」『京郷新聞』1962 年 5 月 10 日 
93 「汚名を埋めた浮浪児の陽地」『東亜日報』1962 年 9 月 15 日 
94 「浮浪児 2 百名選抜し開拓団に移送」『京郷新聞』1964 年 6 月 15 日 
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白岫
ベ ッ ス
自活開拓団95 全羅南道靈光郡
ヨングァン・グン
白岫邑 1962 年 11 月 27 日 300 
龍湖
ヨ ン ホ
開拓団96 昌 寧 郡
チャンニョン・グン
大合面
デハブ・ミョン
 1962 年? ? 
溟州
ミョンジュ
開拓団97 江原道溟 州 郡
ミョンジュ・グン
 1969 年 5 月 8 日 50 
済州
チェジュ
開拓団98 済州? 1969 年 5 月 8 日 100 
長興
チャンフン
開拓団99 全羅南道長興
チャンフン
 1963 年 8 月 2 日 272 
〇〇開拓団100 晋陽郡
ボ ヤ ン グ ン
大谷面
デゴ・ッミョン
 ? ? 
出典：キム・アラム（2011）及び新聞報道から筆者が作成 
 
開拓団員の募集は、様々な形で行われた。例えば、「過去事委員会」による資料に掲載さ
れた、瑞山開拓団に参加した 6 人の証言を参考すると、1 人は警察の取締によってソウル市
立児童保護所に収容されていたが、自分の意思とは関係なく強制的に開拓団に参加させら
れた。また、別の人物は「開拓団」の活動で開拓された農土を一町歩ずつくれる噂を聞い
て自ら開拓団に参加したという。その他に、3 人は市場周辺で路上生活を、一人は屑広い生
活をしていたが警察の取締で送られた。一人は孤児院の院長が「志願すると定着に必要な
家や土地をくれる」と推薦して自ら応募したという（真実・和解のための過去事整理委員
会 2011: 554）。当時の新聞報道によると「ソウル市立更生院」から選び出された場合もあ
った101。以上から警察による「浮浪児」取締から直接、あるいは児童施設から間接的に移
送されたことがわかる。 
政府は定着事業のため初期の移住定着費と食料を支援した。例えば、大関嶺地域の開拓
団の場合、保健社会部は 16,345,700 ウォンの支出を提案し、13,982,500 ウォンの支出が決
定された（財務部長官 1961）。また、定着民 1 人当 1 日分の食事や副食費のほか、農機具
と肥料・種子を提供した。また、民間団体からの支援もあり、キリスト教の世界ボランテ
ィア会から衣服の支援もあった102。「大韓青少年開拓団」が活動していた瑞山では定着した
人々に必要な服や副食費、医療費が民間団体から送れた103。 
「開拓団」の事業開始以降、このことを報じる特集記事が各種の媒体に掲載された。こ
れらの報道内容には、大きく分けて三つの種類があったといえる。第一に、彼らを非常に
特殊的な集団であることを強調することであった。例えば、1965 年雑誌『新東亜』では「ル
                                                  
95 「自活開拓団」『大韓ニュース』（第 537 号）1965 年 9 月 18 日 
96 「2 千万ウォン横領、元龍湖開拓団長」『京郷新聞』1969 年 5 月 20 日 
97 「適格ヤクザ選抜、開墾地定着させ」『東亜日報』1969 年 5 月 8 日 
98 「適格ヤクザ選抜、開墾地定着させ」『東亜日報』1969 年 5 月 8 日 
99 「青い遺産、長興開拓団」『京郷新聞』1964 年 1 月 8 日 
100 「団員殺し暗葬」『東亜日報』1965 年 6 月 3 日 
101 「開拓団に移送、ソウル市立更生院生」『東亜日報』1964 年 6 月 15 日 
102 「ソウルの浮浪人たち 600 名を大関嶺へ」『朝鮮日報』1961 年 7 月 6 日 
103 「汚名を埋めた浮浪児の陽地」『東亜日報』1962 年 9 月 15 日 
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ポ異色地帯――瑞山開拓団」というタイトルの特集報道を行っていた104。この報道によると、
瑞山では 4 つの禁止事項があった。これらは「盗むな、お酒を飲むな、喧嘩するな、過去
を聞くな」であり、そのうち飲酒規定は特に厳しかった。また、決まった時間に労働をし、
作業班ごとに現場監督を行い、また逃げ出すことを阻止するため昼夜 70 人程度の警備班が
30 ヶ所の小哨で歩哨に立っていると報道している。つまり、「世の中とほぼ離れている生活」
であった。第二に、開拓団を「逆境を克服し自立の道を開いていくこの時代の柱」105とい
った表現とともに積極的に評価する報道もあった。農土が開墾されていくことのやりがい、
収穫の喜びによって、社会から排除された者も「国家に役に立つ人間」になれるというメ
ッセージが伝えられることになった。例えば、前科 9 犯の若者など106が自分の過去を反省
し自ら開拓団に入団してやりがいのある生活がスタートできたとの報道がなされた。第三
に、「浮浪児」と「淪落女性」との集団結婚式を報じるものがあった。この報道は、「特殊
集団」に属していた者が「家族」を構成することで自立する、という新しい家族・自立モ
デルを作り出すことに寄与した。1963 年 3 月 13 日に 9 組をはじめ、1971 年 5 月 24 日ま
で合計 16 回にわたって「淪落の女」と「浮浪児」の間の合同結婚式が開かれた107。女性は、
「淪落の女」を収容していた「ソウル市立婦女保護所」の人々や、「浮浪児」施設や「不遇
な女性」などであった108。しかし、強制的に移送された場合もあった109。このような結婚
式は「淪落女性」と「浮浪児」という「特殊な集団」が、お互いに力を合わせ自立しよう
とする姿として新聞で報道されたのである。 
しかし、開拓団の事業は順調ではなかった。まず、団員すべてが自発的に入所したわけ
ではなく、強制収容によって入所した人々が少なくなかった。このことは当時から明らか
になっていた。1964 年に「瑞山開拓団」の団員 600 人を対象にした調査では次のことが示
された。まず、現在開拓団に滞在する理由の回答は、「強制収容」が 31.3％、「自発的な入
団」が 39.5％、そのほか「家族の離散などで帰すところがない」が 25.5％となっていた
（李泰岩イ・テアム 1965）。また、団員を確保するため他の開拓団員を監禁した暴力事件110、合同結
                                                  
104 権度洪
クォン・ドホン
（1965）、キム・アラム（2011: 356）から再引用。 
105 「血と汗を流して豊かになっていく」『東亜日報』1964 年 5 月 15 日 
106 この『京郷新聞』の新聞記事は、上・下・後続、3 つのシリーズで構成されていた。見
出しは次のようである。「生の新芽、瑞山開拓団――前科 9 犯のベク・ソンオク［백성옥］
氏の手記（上）、私の隊列に参加せよ」（1963 年 7 月 29 日）「生の新芽、瑞山開拓団――前
科 9 犯のベク・ソンオク氏の手記（下）、私の隊列に参加せよ」（1963 年 7 月 31 日）「開拓
の道、自ら志願 10 人、『前科 9 犯』ベク・ソンオク手記に感動の山びこ」（1963 年 8 月 2
日）。またそのほか読者からの手紙も紹介されていた。「瑞山開拓手記を読んで」（1963 年 8
月 22 日）。 
107 「1071 組マンモス結婚式」『京郷新聞』1963 年 5 月 24 日 
108 「汚名を埋めた浮浪児の陽地」『東亜日報』1962 年 9 月 15 日 
109 「新しい出発した淪落女性」『東亜日報』1963 年 3 月 13 日 
110 「他の団員 25 名監禁」『東亜日報』1963 年 8 月 24 日 
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婚式で募金した賛助金を横領した事件111、開拓団長が詐欺事件で拘束された事件112、開拓
団の拡張を狙い既存の農地を占領し農民のデモが発生した事件113などが相次いでいた。 
さらに、「合同結婚式」による家族の構成も「成功したとは言い難い」と報道された。1963
年～4年の間に「合同結婚」をした夫婦 350組のうち 13％である 45組の結婚生活が破綻し、
40％である 130 組が夫婦生活に不安が強いとアンケートに回答していた114。 
1960 年代初に集中的に行われた「開拓団」事業は徐々に国家の関心から離れていき、1970
年代になるとほとんど新聞報道にも登場しなくなった。また、国家や民間団体からの支援
も減少し、1968 年にはある開拓団が廃村の危機に迫られ、2 百余りの世帯が政府の救護対
策を求めているとの訴えが報道された115。その後、開拓団がどのような過程で解散された
かについては明らかではない。 
山間奥地で開墾・定着を試みた「開拓団」は、「浮浪児」を「労働」を通じた「教化」を
一般の社会から隔離された「外部」で「特殊な集団化」を通じて行われた。政府は一旦あ
る地域で「開拓団」事業は開始したのちには、この事業の生産性や運営問題について、外
の社会に影響があるような「詐欺」「暴力」問題を除けば、一貫して無関心な態度をとった。
以上から「開拓団」事業は、「浮浪児」という社会問題とされた集団を対象とする隔離政策
であったが、同時にそうした問題に対処する政府を宣伝する意味合いも強い政策であった
といえるだろう。 
 
3-4．街頭労働の包摂と統制（1）――勤労再建隊 
  
「開拓団」は「浮浪児」たちを社会の「外」に隔離した事業であるが、社会の「内」に
包摂する政策も行われた。その一つが「勤労再建隊」である。「勤労再建隊」の隊員は「ノ
ンマジュイ［넝마주이］」と呼ばれた。ここで「ノンマジュイ」の「ノンマ［넝마］」はボ
ロや紙くずを意味し、「ジュイ［주이］」は「拾う」という動詞を名詞化した言葉である。
つまり、「ノンマジュイ」はボロや紙くず、空き缶などを拾い集める行為やそのことを行う
人々を意味し、「浮浪児」の代表的な仕事であった。政府は、その「ノンマジュイ」を市内
の隅で合宿させ、彼らの「屑拾い」を労働として認めつつも、統制しようとした。そのた
め創立された組織が「再建勤労隊」である。 
1961 年のクーデターの直後である 6 月 15 日に保健社会部は「ノンマジュイ登録・就業
に関する談話」を発表した。当時政府は、「ノンマジュイ」を一つの職業カテゴリーとして
「登録」を強制させたことである。次は当時の談話の内容116である。 
                                                  
111 「賛助金など横取り、合同結婚式をダシに」『東亜日報』1968 年 9 月 12 日 
112 「物乞いの王金春三氏、詐欺疑いで拘束」『東亜日報』1972 年 3 月 13 日 
113 「農土返還再び要求」『京郷新聞』1964 年 5 月 11 日 
114 「淪落女性と浮浪児の合同結婚式、その後」『朝鮮日報』1966 年 10 月 5 日 
115 「瑞山自活定着事業所、廃村の危機」『京郷新聞』1968 年 7 月 11 日 
116 「登録就業させるため。ノンマジュイ、忌避するな、当局発表」『東亜日報』1961 年 6
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一、現在労働中である「ノンマジュイ」は 6 月 25 日まで管轄市役所で登録し証明
書をもらうこと。 
二、証明書をもらった「ノンマジュイ」は指定した服装と名札を付け、指定区域内
で就業すること。 
三、6 月 26 日以降に指定した服装と名札をつけない者は「屑拾い」を禁ずる。 
四、「ノンマジュイ」は部下を置けず、収集品の利益の中間詐取する者による介入
を絶対不許する。 
 
クーデター以前は屑拾いや靴磨きといった街頭で労働する児童は、路上から排除させな
ければ国家の体面を傷付けるとみなされていた存在であった。そのため、街頭で働いてい
る児童は一方的な取締による収容の対象とされてきた。しかし、クーデター後の政府は、
路上で「労働する」児童という新しいカテゴリーを生み出し、登録制を通した「労働」に
関する管理体制を開始したことに大きな相違点があった。この登録制によって当時の新聞
は、「ノンマジュイ」は、一つの「まともな仕事」として認められることで、「国家を立て
直す担い手」になったと報道している117。 
保健社会部の談話が発表した後にわずか一ヶ月で 882 人の「ノンマジュイ」が登録した。
1961 年 7 月 1 日に「ノンマジュイ」の就業更生式がソウル市庁前の広場で行われた。その
場では登録した「ノンマジュイ」882 人全員が参席した。それについて『東亜日報』では「黒
い制服で青い帽子をかぶった廃品収集人たちは綺麗な良心を蘇らせ、過去の腐敗な生活方
式を止揚することで全民族とともに革命課業完遂に補助し革命隊列の前衛隊になると国民
の前で誓った」と報道している。また、登録された「ノンマジュイ」は「廃品収集職業人
自治会」を立ち上げ、時事的に運営していくことに決定された118。 
その後地域ごとに「ノンマジュイ」の自治会が設立された。登録すると会員身上カード
が作成された。そのカードの調査によると、総 1,456 人のうち、20 歳未満が 1,350 人で 90％
を占めしており、80％が孤児院など児童施設の経験者であった119。 
ソウルの場合は「ソウル特別市廃品収集職業人自治会」の名前の団体が活動を開始した。
会員の「ノンマジュイ」は各地域別にその日に収集した廃品を市内 47 ヶ所の作業場に持っ
て行き売ることになった120。 
この「ノンマジュイ」自治会は、警察による他の「浮浪児」取締に協力した。それによ
って、新聞報道でも「不良な浮浪児」と「職業人として過去の生活を精算した元浮浪児」
                                                                                                                                                  
月 16 日 
117 「職業制度の確立、ノンマジュイも国の担い手に」『京郷新聞』1961 年 6 月 20 日 
118 「就業更生式」『東亜日報』1961 年 7 月 1 日 
119 「ノンマジュイも人権はある」『朝鮮日報』12 月 13 日 
120 「冷遇の中から奮起した 1 千 5 百人の少年、「ボロ」の夢」『朝鮮日報』1961 年 11 月 7
日 
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が対比されることとなった121。 
1962 年 2 月 23 日からソウル市 11 ヶ所警察所は、「ノンマジュイ」の集団収容所を設置
し、政府直属で保護管理を開始すると発表する122。また、その後自治会の「ノンマジュイ」
集団は「勤労再建隊」に再編され、1962 年 5 月 14 日に「ノンマジュイ」1 千 5 百人は、
ソウル市役所前の広場で「勤労再建隊発足大会」が挙行された。彼らに対する日常的管理
及び統制は警察が担当し、精神教育及び矯正や教化はキリスト教連合会が引き受けた。キ
リスト教連合会は理事会を構成し、各教団代表を中心に「勤労再建隊教化指導委員会」が
組織された123。 
当時の伝導の役割について書いたイム・ブジャ［임부자］の論文によると、勤労再建隊
の組織は、支隊に構成され、一つの「天幕」に 50 人が生活していた。また、支隊の組織は、
支隊長（警察署情報係警察一人）、中隊長（選抜した隊員代表）、小隊長（一つの天幕の代
表）、事務員（事務を専担する外部人事）、派遣隊（本部が管理する第 2 作業場）によって
構成されていた。「天幕」のほとんどは国有地にあった。また、相談員は主に伝道師が担当
し、各地帯に牧師と長老を中心とする地区委員会も組織され、様々な教化活動・教育活動
が展開された（イム・ブジャ 1976: 155-164）。このようにして「ノンマジュイ」で組織さ
れた「勤労再建隊」は国家に所属した職業集団で警察の日常的管理下に置かれる独特の集
団になった。また、「元浮浪児」として他の「浮浪児」が「浮浪」することを阻止する役割
も付与されたことである。 
一方、「勤労再建隊」が収集した廃品は、当時極端な貧困の状況で置かれていた韓国の経
済状況では少なくない収入になっていたようである。1961 年初めの記録を見ると、ソウル
で一日に収集された廃品の量は紙くずが 15 トラック、古鉄が 1 万貫124、薬の空き缶が 1 万
個以上となっていた125。つまり、ゴミ拾いは当時、現金収入のための仕事でもあったので
ある。 
そのため、「勤労再建隊」の他にも私設の再建隊が作られた。1967 年の新聞記事では、「ノ
ンマジュイ業」を紹介した記事がある。「ゴミ拾い一つと箱一つ、そして健康であれば、誰
でもできる産業」で資本金はいらず「離農者や浮浪児の寵愛を受ける職業」になっている
という。全国的な統計はないが、ソウル市警察が管理している隊員が 1 千 300 人、その他
に私設「ノンマジュイ」も 1 千 300 人に上ると推測している。一日平均収入は普通 150 ウ
ォンから 200 ウォンまでで、変動は激しいが他の産業に比べ当時の経済を考慮すればそれ
                                                  
121 「浮浪児 474 名市警が摘発善導…ノンマジュイ自治会会員の自発協力」『京郷新聞』1961
年 7 月 21 日 
122 「11 ヶ所警察署でノンマジュイ集団収容所を設け、政府直属で保護管理」『東亜日報』
1962 年 2 月 23 日 
123 「ノンマジュイを教化」『京郷新聞』1962 年 6 月 30 日 
124 重さの単位で 1 貫は 3.75 キログラム。 
125 「第 3 の社会」『東亜日報』1961 年 2 月 14 日 
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ほど低くない126。 
しかし 1960 年代中盤になると、「勤労再建隊」は、詐取・暴力事件が相次いでいるとの
報道がなされた。刑事の前で暴力事件が起き、隊員一人が亡くなった事件127や、隊員を監
視しながら詐取とムチ打ちを繰り返した疑いで「勤労再建隊」の代表二人が逮捕された事
件128などがあった。また、業者が隊員に保証金を要求したり暴力を加えたりしで離脱する
隊員が増えた。1974 年の警察の調査によると、1 年間で 500 人程の再建隊員が「勤労再建
隊」をやめたという。その理由に、警察と契約を結んだ業者のつける値が低いこと、廃品
を買い入れる業者による横暴な態度、また隊員の生活指導を担当している警察の無関心を
挙げている129。その一方で「勤労再建隊」が引き起こす問題もあった。例えば、致死事件130
などもあった。また 1970 年代から新築されたアパート周辺での屑拾いが住民に迷惑を抱え
るとの苦情が殺到した131。それに対して 1971 年ソウル市は、ソウル都心での屑拾いを禁止
させた132。その後ソウル市内の「ノンマジュイ」は、作業地域がソウルの周辺部に制限さ
れた。 
1974 年に「勤労再建隊」の運営に関する権利が警察官 OB の団体である「大韓警友会」
に移転された133。「大韓警友会」は 1974 年 5 月 10 日から廃品取引の営業を始め、6 月 1 日
から事業を始めた。また 1975 年 4 月 13 日にはソウル市内の「勤労再建隊」の支隊長をす
べて現役警察から「大韓警友会」に交替した。その後、国家による「勤労再建隊」は他の
社会団体や宗教団体が同様の事業を開始することで多様化することになった。例えば、1965
年に始まった「アリの町の会」134は、1977 年にソウル市内で 71 ヶ所、1300 人の「ノンマ
                                                  
126 1967 年当時、一日当たりの平均賃金は、農村労働部門 283 ウォン、工業 472 ウォン、
製造業 283 ウォンであった（『毎日新聞
メイルシンムン
』1967 年 12 月 6 日）。 
127 「刑事の前で致死」『京郷新聞』1966 年 2 月 16 日 
128 「王草復活、屑拾いに寄生する悪の種」『東亜日報』1967 年 7 月 29 日 
129 「警察指定の古物商の横暴が頻発、日陰で悩まされる再建隊」『東亜日報』1974 年 3 月
6 日 
130 「真犯人四人打尽、漢江
ハンガン
辺殺人事件、すべてノンマジュイ」『朝鮮日報』1962 年 6 月 12
日、「同僚を石で致死、ノンマジュイ二人を拘束」『京郷新聞』1966 年 1 月 10 日、「ノンマ
ジュイ、劫争い。管轄権を巡って、双方 16 人負傷」『朝鮮日報』1966 年 1 月 19 日、「ノン
マジュイ猟奇殺人」『朝鮮日報』1971 年 7 月 27 日など 
131 「アパート周辺浄化至急」『東亜日報』1973 年 6 月 11 日 
132 「ノンマジュイ屑拾い禁止」『中央日報』1971 年 1 月 26 日 
133 ユン・スジョン（2013: 281）による。その他、25 歳 37％、26-30 歳 26.4％、31-40 歳
以上は 14.9％、41-50 歳は 3.65％、51-60 歳が 0.84％となっていた。 
134 日本で『蟻の街のマリア』（知性社、1958 年）を執筆した松尾桃楼が、1966 年に韓国
の「アリの町」を見学するために訪韓したことをきっかけとして日韓「アリの町」の交流
が始まり（「韓国の『アリの町』を見に」『京郷新聞』1966 年 2 月 21 日）、韓国の「アリの
町」支援のため募金を訴え（「韓日をつなぐ愛の山びこ」『京郷新聞』1966 年 12 月 30 日）、
3 億ウォンを支援した（「ノンマジュイに新しい居場所、光陽
クァンヤン
湾埋立地に日本から 3 億ウォ
ン支援」『東亜日報』1967 年 1 月 12 日）。 
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ジュイ」を包括する組織に成長した。また、1974 年に大韓産業善導会は、大邱
テ グ
で「ノンマ
ジュイ」を対象にした善導団体で登録し、活動を始めた。そして、1978 年にソウル郊外の
蘭芝島
ナ ン ジ ド
に大規模なゴミ埋立地が建設され、その周辺に自生的な「ノンマジュイ」の町がつ
くられるようになった（ユン・スジョン 2013: 285）。 
こうした「ノンマジュイ」の多様化やソウル市内でのゴミ収集禁止は、「ノンマジュイ」
に向けられる国家の関心が薄くなっていたことを現すと思われる。また、「ノンマジュイ」
の仕事の担い手も徐々に「浮浪児」から成人の貧困層に移り変わっていた。例えば、1975
年に実施した「勤労再建隊」の隊員調査によると、1962 年代 90％を超えていた 15-20 歳が
占めす割合は 16.5％に過ぎなかった（イム・ブジャ 1976: 29）。 
その後に 1979 年 6 月 1 日に大統領朴正煕の指示により、既存の多様化していた「ノンマ
ジュイ」が「自活勤労隊」に統合され管理することになった。また、市内に残っていた以
前の「再建勤労隊」を市内から郊外に強制的制移住させた。その後、「自活勤労隊」の隊員
は徐々に減少し、1979 年に 4,431 人から 1995 年に 543 人となった（警察庁 1995: 3）。「自
活勤労隊」は 1995 年に正式に解体された135。 
以上に、「浮浪児」の代表的な屑拾いが「勤労再建隊」に変遷し「自活勤労隊」を経て消
滅していく経緯を記した。軍事政府は、「浮浪児」群の一つである「ノンマジュイ」を国家
経済発展の担い手として認め、軍隊的組織として積極的に管理した。しかし、1970 年代か
ら管理を民間に委ねた後には、この組織は徐々に社会から駆逐されるかのように縮小して
いった。 
 
3-5．街頭労働の包摂と統制（2）――新聞配達・街頭販売員と靴磨き 
 
屑拾いのほか、靴磨きと新聞売りが、「浮浪児」の代表的な職業であった。これらにはさ
らに、1980 年代までの貧困青少年の主な職業であるという特徴がある。靴磨きに関しての
先行研究は、「浮浪児」や街頭労働として断片的な叙述が散見される。新聞売りについても
同じことがいえるが、ユン・サンギル［윤상길］（2014）による新聞流通の歴史研究のなか
                                                  
135 体表的な事例は、浦二洞
ポ イ ・ ド ン
自活勤労隊である。1979 年に自活勤労隊として「ノンマジュ
イ」や傷痍軍人などが浦二洞というソウルの周辺部に強制移住された。住民たちは、日常
的に警察の監視をうけながら、ゴミ拾いなどで生活をしていた。「自活勤労隊」が 1995 年
に公式的になくなるが、住民たちにとって浦二洞は、すでに生活の根拠となっており、そ
のまま生活をしていた。しかし、2001 年から浦二洞周辺で都市開発が始まり、その住民た
ちの生活の場が問題となった。その地域を管轄する江南
カンナム
区役所は、住民が強制移住された
ことを証明できる資料がないという理由で強制移住事態を認めなく、彼らの居住は違法で
あり速やかにほかのところに移住することを求めた。それとともに、当時の住民登録表に
記載されている住所を無効にした。住民たちはそれに反発し、住民登録を求める運動を開
始した。その運動によって、浦二洞に「ノンマジュイ」の町があることが広く知らせられ
た。2014 年現在も浦二洞の「ノンマジュイ」の共同体は維持している。住民らは、ゴミ拾
いのほか、日雇い労働など多様な労働に従事している。 
59 
 
に、このことが一部まとめられている136。その資料や先行研究、そして新聞記事などを参
考にその変遷過程を考察しなぜ他の職業に比べて長く「浮浪児」の職業が続けられたかを
明らかにする。 
クーデター直後に各地域の警察署は屑拾いとほぼ同様の方式で統制・監督を開始した。
まず、1961 年 7 月に靴磨きの場所の指定が始められた137。その後、地域別に登録制がはじ
まり、1961 年 10 月 13 日に釜山をはじめ138、1962 年 3 月 20 日に大邱139、1962 年 7 月 1
日にソウル140で靴磨きの登録制が実施された。また、警察は、官公署、銀行、大企業など
の 472 ヶ所と靴磨き少年との縁組みを斡旋しその結果 2,214 人の少年が安定的に作業可能
になると発表した141。その後、合宿所を建て、靴磨きの少年たちを管理し始めた。『朝鮮日
報』1962 年 11 月 8 日付の靴磨きの合宿所の特集記事では、1962 年当時靴磨き合宿所はソ
ウルのみで 10 ヶ所があり、その名前は「希望少年隊」であったという。ソウルの竜山
ヨンサン
にあ
る「希望少年隊」を取材したこの記事は、合宿所に 93 人が共同生活しているとしていた142。 
靴磨きの登録制は、1960 年代初頭のみではなく、1960 年代後半143、そして 1970 年代144
にも繰り返して実施された。その理由として「縄張り」をめぐるもみ合いが激しいことや
組織内部の詐取が絶えなかったことが上げられている。靴磨きの場合、ヤクザと結託した
場合も多く、彼らは青少年を雇い詐取するか、借地料を要求するなど様々な問題を引き起
こすことになった145。「王草」の横暴がある程度を超えると取り締まり、拘束したりしなが
ら、ぞれぞれの自律的統制が及ぶ範囲を定めていったと見られる。つまり、国家の直接的
統制よりは、ヤクザや「王草」を通じた間接的管理を行ったと推測される。 
1970 年代半ばの以降になると、国家からの直接的な管理はほとんど行われず、不遇な環
境にも関わらず大学に合格した美談や、慈善事業の対象者、詐取労働などといった記事な
どが散見されることになり、靴磨きは国家の政策ではなく「民間の職業」になる。 
一方、新聞売りは、「靴磨き」とは異なる展開を見せる。1960 年代初頭までは、「新聞売
り」は「浮浪児」の押し売りの一つであった。 
 
「特に明洞入り口で、夜遅く酔っ払って出てくるとわっと集まる「タバコ売り」ま
たは「新聞売り」に囲い込まれがちで、買わないと追い払ったら自分も知らないう
                                                  
136 特に 1960 年代以降については 93-100 頁。 
137 「靴磨き場所指定」『朝鮮日報』1961 年 7 月 7 日 
138 「靴磨き登録、13 日から名札をつける」『京郷新聞』1961 年 10 月 11 日 
139 「職業少年登録、教養講座など実施」『京郷新聞』1962 年 3 月 20 日 
140 「累犯少年集団収容」『東亜日報』1962 年 7 月 1 日 
141 「靴磨き少年結縁」『京郷新聞』1962 年 4 月 22 日 
142 「靴磨き合宿所」『朝鮮日報』1962 年 11 月 8 日 
143 「靴磨き登録保護」『京郷新聞』1967 年 8 月 15 日 
144 「街頭職業少年登録、王草横暴から靴磨きの保護のため」『京郷新聞』1972 年 1 月 19
日 
145 「靴磨き借地料、1000 万ウォン超え」『東亜日報』1978 年 10 月 14 日 
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ちに財布がなくなったり時計が去ってしまうわけである」（「悪の巣窟、第 2 社会」
『東亜日報』1961 年 2 月 6 日） 
 
ここで「新聞売り」は「押し売り」や「スリ」と表現されている。その他にも社会秩序
を乱すバス切符の闇取引をしている少年のほとんどが路上で新聞売りする少年によって主
導されていたとの報道もあった146。 
しかし、クーデター後まもなく、軍部政権は、新聞販売少年に対する善導対策を打ち出
し、各種の社会団体との携帯による支援を提示した。1963年5月内務部治安局によるBBS147
運動本部の活動が本格的に開始し、内務部長官と内務部の幹部が新聞売りの少年たちと「縁
組」148を結んだ149。 
そのように政府によって主導された新聞売り少年と社会団体との姉妹結縁運動が全社会
的に拡散する中で、国内新聞市場で販売競争が本格化し始まった。新聞社別に無料で配る
無料新聞が登場し、新規読者を確保するため「拡張紙」という名目で非購読の家庭まで新
聞を投入し景品をあげる場合も増えていった（ホン・ウォンギ［홍원기］ 1995）。それと
同時に新聞社ごとに新聞配達・販売員少年のための合宿所を運営しはじめた。この合宿所
についてユン・サンギル（2014: 89）は、1960 年代中盤に各新聞社は新聞売り少年のため
の合宿所を開所し、一定な規律を定め自治的に運営させることで、独自的販売組織の確保・
強化、国家政策に対する積極的な協力を図ることができたと評価する。各新聞社は、勤勉
で勉強する貧困青少年のイメージを広げると同時に、彼らの売るまたは配達する新聞の売
上を高めようとしたのである。 
『京郷新聞』は 1962 年 4 月 15 日に自社の配達少年で構成された「京郷新聞少年団」の
発団式を開催し150『韓国日報』はソウル市内の配達員を招請し慰安会を開いた（ユン・サ
ンギル 2013: 95）。また、『中央日報
ジュンアンイルボ
』は創刊した 1965 年から少年配達員をメンバーとし
た「青雲会」を創設し、『中央日報』の本部建物前の合宿所を設けた151。合宿所では一定の
規律を定め、自治的に運営されたが、救護団体から様々な支援を得られる付加的な恩恵も
あった。また、士気の作興のため新聞の日記念配達員マラソン代会も開かれた152。 
韓国新聞協会の資料によると、1968 年現在新聞社の新聞配達員の合宿所は 6 ヶ所、収容
                                                  
146 「バス切符、街頭販売取締はできないか」『東亜日報』1962 年 9 月 10 日 
147 BBS とは Big Brother and Sister を意味している。1962 年 12 月 BBS 運動展開のため
の範国民運動から始まり、1964 年内務部社団法人として設立された。現在も「社団法人韓
国 BBS 中央連盟」という名前で活動している。 
148 英語で sisterhood relationship となっている。一般的には学校と学校、または都市と都
市のあいだで親善協定のことを意味するが、韓国では、「不遇な青少年」に対して大学生や
篤志家が個人的な支援を約束することを意味する場合がある。 
149 「義兄弟結縁、5 人の少年と内務部幹部」『東亜日報』1963 年 6 月 19 日 
150 「京郷職業少年団、結団」『京郷新聞』1962 年 4 月 13 日 
151 「模範勤労少年表彰、本報がプレゼント」『中央日報』1966 年 12 月 24 日 
152 「新聞の日を迎え配達少年マラソン」『中央日報』1967 年 3 月 24 日 
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人数は 283 人であった。また、同資料で韓国新聞協会は、次のように販売員と「浮浪児」
の関係について記述している。 
 
彼ら小売員は苦学または専業の販売員として従事する場合は、一部に過ぎず、大
部分の小売員は不遇な家庭環境のため一時家出した少年と、また地方から無計画に
上京した流浪少年たちである。…（中略）…彼らに対する問題は、ある面からは社
会的青少年善導問題の主題にもなりうるといえる（韓国新聞協会 1968: 130）。 
 
この文章によると、新聞配達は家出や無計画上京といった「善導」するべき問題の対策
でもある。従って新聞社が運営する新聞配達員の合宿所は、単純に会社の寮ではなく、「労
働」を通じた「浮浪児」の教化の場としても認識されたのである。特に、1965 年から各新
聞社153をはじめ、地域有志団体のライオンクラブ154、内務部155、警察署156、中央青少年保
護対策委員会157、自治体158、BBS 協会159などは毎年に「模範青少年」「善行青少年」を選
定し表彰するイベントを始めるが、その受賞者のほとんどは、新聞配達員や街頭販売員、
靴磨きの少年であった。また、「新聞配達員」も様々な「成功神話」を創出した。新聞配達
員がソウル大学校を主席で卒業した話は新聞の社説で述べられ160、スポーツで活躍した選
手の事例が紹介された161。 
そのように、新聞配達員とは「浮浪児」から「労働」する「勤勉」な貧困青少年にその
イメージが変わっていった。そのなかで、「集団合宿所」は、「労働」による「教化」の場
として機能を果たすことになった。 
新聞配達員は、1980 年代まで「働きながら勤勉である誠実な青少年」の象徴となってい
たが、1990 年代から仕事の担い手が青少年から多様化し始めた。その理由についてユン・
サンギル（2014: 104）は、「働きながら勉強する誠実な学生」よりも「勉強のみすべき学生」
を肯定的にとらえる社会認識が形成されたからであると主張している。 
 
小括 
 
以上、第 2 章では、1960～75 年までの「浮浪児」・「浮浪人」の政策を考察した。その特
                                                  
153 「内務部、模範青少年 12 名表彰」『京郷新聞』1972 年 5 月 25 日、「ここ逆境を切り抜
ける青い夢が――表彰をうけた 12 人の模範青少年」『京郷新聞』1973 年 5 月 30 日 
154 「新聞配達など 11 名を表彰」『東亜日報』1965 年 11 月 26 日 
155 「誇らしい青少年」『京郷新聞』1965 年 3 月 29 日 
156 「青少年先導善導の月を迎えいい子ども表彰」『毎日経済』1966 年 6 月 1 日 
157 「善行少年 12 名を表彰」『東亜日報』1967 年 9 月 27 日 
158 「善行子ども表彰」『東亜日報』1965 年 5 月 3 日 
159 「ソウル BBS にて表彰」『京郷新聞』1968 年 4 月 29 日 
160 「社説：苦学 7 年の栄光」『東亜日報』1976 年 1 月 24 日 
161 「不遇を乗り越えた意志、一山の金メダルに」『京郷新聞』1974 年 9 月 16 日 
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徴は次のようである。 
「浮浪人」の施設や行政的措置は存在していたが、この時期は「浮浪児」の対策が中心
となった。その対策は取締による「収容」を基本としたが、施設のみでは対応できなかっ
た。そして多様な施設外の施策が行われた。社会からの「隔離」として「開拓団」のほか、
該当労働の「包摂と統制」としての「勤労再建隊」「新聞配達・販売員」「靴磨き」があっ
た。一連の政策の特徴は、具体的に次のようにまとめられる。 
第一に、「浮浪児」の定義はなされていなかったが、国家や施設が把握した「浮浪児」は
概ね 10代の児童で、路上生活の原因は親の死亡や遺棄ではなく、不明確な場合が多かった。
また、様々な児童施設とは区分された「浮浪児」施設があったが、「浮浪児」と判定された
児童は、「浮浪児」施設のみではなく、他の児童施設に分散されて収容された。 
第二に、「浮浪児」に関する政策は、「教育」「社会福祉」よりも「労働」による矯正を目
的としていた。このことには、第 1 章で述べた「働ける児童」という、現在とは異なった
「児童」の社会的位置づけが反映されていたといえる。 
第三に、その「労働」は細分化され、社会からの「隔離」と社会への「包摂」への二重
の対策が施行された。職種によって様相は異なるが、いずれも当時の産業化の論理と緊密
に結び付いていた。したがって、これらの「労働」は賃金等の経済的な目的に還元される
ものではなく、「勤勉さ」や「苦境を克服する」などの「精神的矯正」をも含んでいた。 
最後に、以上から 1960-70 年代の「浮浪児」政策は、現在の児童福祉と起源を共にしな
がらも、労働・社会福祉・矯正・教育が一体化した複合的な性格を持っていたといえる。 
1970 年代中盤から軍事政権はその「労働」への介入をほぼ放棄し、放置した。その後、
成人の「浮浪人」に注目し始める。その背景については 1980 年代を対象にする第 4 章で分
析を行う。 
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第 3 章 1960 年代の韓国における「浮浪児」「浮浪人」に対する 
政策と社会的まなざし――「国土建設団」を事例として 
 
はじめに 
 
第 3 章では、1960 年代の韓国における「浮浪児」「浮浪人」に対する政策を究明するた
め、「国土建設団」に関する事例研究を行う。 
「国土建設団」とは、1962 年に行われた国土開発事業である。そのモデルとなったのは、
1960 年の「4.19 民主革命」によって政権についた民主党政府が実施した「国土建設事業」
である。1961 年クーデターで権力を握った「軍事政権」は、その事業の名称を「国土建設
団」と変え、強制動員による準軍隊組織に再編成し、産業道路やダムなどのインフラ建設
に従事させた。そこで動員された人々は、当初取締された「浮浪児」「浮浪人」「ヤクザ者」
から「軍隊未了者」「失業者」へと広がり、基本的に食料の現物支給のみで過酷な労働を強
いられた。その結果、この事業は様々な批判にさらされ、僅か 1 年で中止された。 
「国土建設団」の歴史的意義は、第一に、韓国における国家の計画によって行われた最
初の経済開発であるという点である。韓国は、中央集権的な経済開発を通じて、短期間に
経済成長を成し遂げたと言われているが、「国土建設団」は、その嚆矢なのである。また第
二の意義は、政治的には「軍事政権」によって強権的に推進された経済政策である点にあ
り、韓国の経済成長を支えた政治体制が、「軍事政権」であったことを考えれば、「国土建
設団」は「軍事政権」と「経済政策」が結びついた最初の事業という意味をもつ。最後に
あげられるべき意義は、「国土建設団」は「浮浪人」「浮浪児」に対する体系的・組織的介
入の性格を持っていたという点である。そこでは多くの人々が労働力として強制的に動員
されたが、このうちの少なくない人々がいわゆる「浮浪人」「浮浪児」「ヤクザ者」であっ
た。彼らは軍隊式な組織に編成されて過酷な労働を強いられたのであり、「国土建設団」は、
韓国の経済発展を強権的に牽引した「軍事政権」が「浮浪人」「浮浪児」をどのように取り
締まり、動員したのかを知り得る最も適した事例だと言える。したがって、その検討を通
して、長い間続いてきた韓国における「浮浪人対策」、すなわち彼らを治安対策の対象にし、
収容を中心とする政策がどのように始まり発展していったかを明らかにすることができる。 
そこで、まず第 1 節では、韓国における「国土建設団」に関する研究の現状を概観し、
資料が徐々に発掘・蓄積されつつあるが、それらを活用した研究が十分に行われていない
ことを指摘する。第 2 節では「国土建設団」の背景として、困窮した農村を逃れ都市に流
入した「浮浪児」あるいは若い「浮浪人」が社会的混乱の象徴とされ、取締の対象になっ
ていったこと、新たな政権が「国土建設事業」を開始するものの、行政力の不足で失敗し
たことを明らかにする。第 3 節では「軍事政権」の開始した「国土建設団」の実態を検討
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し、それが経済開発と「浮浪人」対策を一体化する形で展開されたことを明らかにする。
最後に「浮浪人」の歴史において「国土建設団」の位置はどのようなものであったかを韓
国の「軍事政権」と経済開発との関係に基づき検討する。 
 
1．「国土建設団」に関する先行研究の考察 
 
まず、韓国における「浮浪人」「浮浪児」対策の歴史に関する先行研究の中で、「国土建
設団」を直接扱ったものは少なく、最初期の韓国の「浮浪人」「浮浪児」対策として「国土
建設団」があったという言及がなされる場合はあるが、強制労働があったといった程度の
指摘にとどまる（イ・テジンほか 2007 など）。また「過去事委員会」の調査（2008）もあ
り、第一次資料が発掘・蓄積されつつあるものの、まだまだ不十分である。そこでまず、
公開されている資料の状況について説明した上で、先行研究の内容を整理し、資料が十分
に活用されていないことを明らかにする。 
まず、第一次資料については、以下のとおりである。 
第一に「国土建設団」関連の法律資料がある。植民地時代から現在までに制定された法
律の目録と内容を閲覧できる「国家法令情報システム」162がそれであり、「国土建設団」に
関わる法律として「国土建設団設置法」「国土建設団施行令」「国土建設団報酬規定」「国土
建設団基幹要員任用基準令」などがあったこと、またそれらの内容を見ることができる。 
第二に、国家記録院による紹介がある。国家記録院とは、韓国の国家記録の保存を目的
とする政府所属の機関であり、韓国の歴史上の出来事について紹介する役割を担っている。
そのうち「国土建設団」に関する紹介は二つあり、一つ目は、資料を検索する利用者に向
けて書かれた概要であり、外部の専門家が執筆したものである163。その内容は、基本的に、
「国家法律情報システム」においても公開されている法律の内容を要約し、「背景」「組織
と構成員」「建設要員の身分と罰則」「主な活動内容と成果」といった項目で整理・紹介さ
れている。二つ目は、国家記録院が毎月選定する「今月の記録」として 2008 年 2 月に発表
した「国土建設団」の紹介である（行政自治部 2008）。「今月の記録」の内容は、基本的に
上述の外部の専門家による紹介と同じであるが、「非合理的な運営と強圧的な軍隊式規律と
いあった運営上の問題によって 1962 年末に解体された」と記述されている。 
また第三に、詳細な調査を行ったものとして「過去事委員会」の調査を挙げることがで
きる。「国土建設団」に関しては 3 人の被害者から訴えがあり、「国土建設団事業場での強
制労役事件」として真相の究明が行われ、2008 年 3 月に国家に謝罪を勧告した決定文が発
表された（真実・和解のための過去事整理委員会 2008: 95-113）。この決定文によると、争
点事項は、①「強制労役」の有無、②「殴打」の有無、③前の二つの事項に関する当時の
軍事政権による介入の有無であった。それに対して、被害者及び関係者の聞き取り調査、
                                                  
162 http://law.go.kr/main.html 
163 執筆者は、カン・ヨンベ［강용배］（韓城ハンソン大学校国際大学院教授）である。 
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国家記録及び公務文献照会、新聞報道をはじめとする文献調査などが行われた。その結果、
被害者の陳述によって、「殴打」「強制労役」があったことは明らかになった。しかし、そ
れを裏付ける公式的な文書は発見されなかった。それについて決定文では、「被害者の身分
や強制労役の期間と場所などの内容について具体的に書いている文書は発見できなかった」
が「関連記録や報道内容から、不法な人身拘束及び強制労役が全国的に施行されたことは
明らかである」と記述された。公的文書がないことから、「国土建設団」の運営が現場にお
いて恣意的に行われていたことが窺える。また「過去事委員会」は、運営の実態を把握す
るために主に新聞報道を参照しているが、当時「軍事政権」がメディアを掌握していなか
った点から、証拠に足ると判断したと考えられる164。この調査では、多数ある新聞のなか
から一つの新聞だけを引用している。 
一方、当時、建設事業団の取締が最も大規模に行われたのはソウル市であったが、訴え
た三人は、いずれも韓国の最南端に位置している地方である全羅南道莞島郡
ワンド・グン
の出身で、捕
まった地域も莞島郡であった。つまり、委員会調査の結果を一般化することはできないと
考えられる。また、「過去事委員会」の設置目的が被害の真相究明であったため、「殴打」「強
制労役」などの事実を確認することに集中して調査が行われた。それゆえ、どのような理
由で、どのようにして捕まったのかなどについては詳しい記述がない。 
最後に、韓国軍事革命史編纂委員会の『韓国軍事革命史』（1963）と『5.16 軍事革命の全
貌』（1964）がある。それは、軍事クーデターの業績を集めており、「国土建設団」につい
て、「凡そ 2 年間にわたる強力なヤクザの取締で 51,194 人が検挙され、その内の 30,806 人
が立件・送致されて 11,698 人が即決裁判に付され 3,244 人が国土建設事業場に就役した」
という記録がある。 
また、先行研究については、以下のとおりである。「国土建設団」に言及している先行研
究は、大きく三つに区分される。 
まず、「保安処分」に関する研究（イ・スンホ 1995）である。保安処分とは、犯罪者も
しくは犯罪行為を行う危険性がある者を対象に、刑罰とは別の処分、すなわち犯罪原因を
取り除く治療・改善を目的とした処分を与えることを意味する。イ・スンホは、その例の
一つとして「国土建設団」を挙げ、恣意的に行われた取締と労働力搾取であったと指摘し
ている。第二に、「労務動員」の研究（イ・サンイ［이상이］ 2009）であり、植民地及び
朝鮮戦争で実行されてきた労務動員の事例として「国土建設団」を扱っている。最後に、
野宿者の研究（イ・テジンほか 2007 など）がある。すなわち 1997 年に発生した経済危機
の直後、数多くの路上生活者の出現したことをきっかけとして本格化したが、以前の軍事
政権下の取り締まりによる収容が行われたとして「国土建設団」について触れられている。 
このように「国土建設団」に言及した先行研究はあるものの、数が少ない上に、事例の
一つとして言及されるにとどまっている。例えば、ホームレス研究では、「浮浪人は、社会
                                                  
164 この調査は主に『朝鮮日報』を引用している。その理由は、調査が行われていた当時の
データベースを他の新聞社が備えていなかったからであると推定できる。 
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悪の根源または潜在的犯罪者として取り扱われ、社会的秩序の確立という次元で『国土建
設団』『臨時的保護収容』『地域定着』などを通して精神教育と懲罰的労働が強制された」
（イ・テジンほか 2007: 72）のように非常に断片的である。「過去事委員会」の調査結果を
初めとする公的資料の他、新聞記事や当時の「浮浪人」「浮浪児」に関する資料が少しずつ
発見されているにもかかわらず、まだ、この資料を活用する研究は十分に行われていない
のである。本稿は、そのような資料も活用し、「浮浪人」の「強制労働」と「動員」を特徴
とする「国土建設団」の歴史的意義を明らかにしていく本章は、新たな第一次資料の発掘
および分散している資料の総合をも目指さんとするものである。 
 
2．「国土建設事業」と「浮浪児」「浮浪人」 
 
2-1．時代的背景 
 
戦争と経済的困難を抱えていた韓国で、1948 年から 1960 年まで政治的権力を握ってい
たのは、自由党・李承晩政権であった。李政権は、農民の要求に応じて土地改革を進めた
が、その他の経済的開発には関心を向けず165、専らアメリカの援助に頼る方針をとった。
だが、1960 年 4 月 19 日選挙で票数を操作したことが発覚し、中学生、高学生を中心とす
る民主化運動が全国的に広まった。その結果が 1960 年に「4.19 民主革命」166であり、李
承晩大統領は下野に追いこまれた。民主化運動の影響で、1960 年代初頭、韓国社会では様々
な欲求の声が沸き起こった。各地で社会的変革を求める集会が開かれ167、労働組合運動が
活性化した168。1960 年 4 月から 1961 年 5 月までの労働者争議件数は 228 件であったが、
この件数は 1953～1959 年までの平均の 6.8 倍に相当する。新聞などマスコミの数は 10 倍
増え、様々な意見が表明された169。大衆は政治革命のみならず迅速な経済改革をも求めた。
貧困と政治的要求が重なり 1960 年初頭は激しい変動の時期となった。 
「4・19 革命」以降民主的な選挙を通じて政権の座についたのは、民主党であったが、民
                                                  
165 李承晩大統領は、経済開発という思想は「スターリン式」だという考え方を持っていた。 
166 1960 年 4 月 19 日に絶頂に達した学生・市民らによる一連の反政府・反不正運動。 当
時の政権を握っていた自由党による選挙結果操作に反発し、不正選挙無効と再選挙を主張
し、学生が中心となって引き起こされた革命である。その結果 12 年間という長期間権力を
握ってきた李承晩と自由党政権は終りを告げた。 
167 「4・19 革命」以降から約 10 ヶ月の間に起こった街頭デモの件数は一日平均 7.3 件、
参加人数は 3,867 人であった。 
168 「4･19 革命」から五ヶ月後の 1960 年 9 月 1 日現在、労働組合の数は 32.2％、組合員
の数は 8.6％増加した。また、労働争議の件数も 1958 年 50 件、59 年 109 件だったのに対
して、60 年には 218 件と急増した（康 俊 晩
カン・ジュンマン
 2004）。 
169 「4･19 革命」をきっかけにしてマスメディアの数は、日刊新聞は 41 から 122 に、日刊
通信は 14 から 274 に、週刊新聞は 136 から 476 に、それぞれ飛躍的に増加した（ソン・
ヨンジュン［송영준］ 2001: 3）。 
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主化運動の主な目標であった腐敗一掃も、複雑な政治状況と経済界の反対のため失敗に終
わり170、彼らに対する不満は高まった。 
すなわち戦争の影響が残るなか貧困な農村と遅れた工業を抱え、また民主化と貧困解決
を求める大衆の活発な動きに対して政府が答えられないなど、非常に不安定な状況の中で
韓国の 1960 年代は始まったのであった。 
 
2-2．「国土建設事業」の始まりと失敗 
 
大衆の経済的な要求に対して迅速に対応するべく民主党政権が、まず、第一に立ち上げ
たのが、「国土建設事業」であった。民主党政府は、「経済第一主義」を標榜し大規模な計
画による経済発展を図ると表明した。1960 年 11 月 15 日に「経済開発部」「国土建設部」「農
村開発部」などの部署とこれらを統合する「国土建設本部」を設けるとともに、同 11 月 30
日、「国土建設計画」による「国土建設事業」を翌 1961 年から開始すると発表した。これ
は、韓国史上初めての「計画による開発」であった。 
主な事業は「砂防工事」「小規模水利工事」「道路建設事業」であり、これらを総合的な
経済計画の下で遂行することとした。労働力としては、軍人・公務員・学生などは無償奉
仕、農村遊休労働者は有償と想定した。また、当時はエリートであった大学卒業生 3,000
人を採用し、国土開発要員として 3 ヶ月間訓練をさせ、現場に投入することで専門性を高
める措置をとった。それに必要な財源の半分は、アメリカの援助で充当するとした171。事
業の時期は、農村の事情を勘案して最も経済的に苦しくなる春172に集中的に行う計画であ
った。民主党はこの事業を「韓国版ニュー・フロンティア事業」と呼び、その全ての責任
は総理が負うことにした。それほど、民主党はこの事業に力を注いたのであり、新聞は計
画を「画期的だ」と高く評価した173。 
しかし、事業が始まる前から様々な反発もあった。事業計画の内容が乏しく、「いい加減
な計画だ」という批判も寄せられていた174。そこでは様々な事業が設定されていたが、そ
れら諸事業間に何の関係性もないことが指摘された。さらに、産業的波及効果が低いとさ
れる農業への支援に集中しており、その他の産業への影響は疑問視されていた。また、予
算策定をめぐる対立が野党ではなく与党の内部から湧き上がり175、関連法律の制定が遅れ
ることにもなった。それにもかかわらず、開始前は批判よりも期待が上回っていた。 
  
                                                  
170 深刻な腐敗問題を一掃するため「不正蓄財者の処罰法」が制定される予定であったが、
財界代表の反発などでその範囲と対象が非常に縮小された形にとどまった。 
171 「閣議、国土建設計画樹立」『京郷新聞』1960 年 11 月 29 日 
172 春は麦が未熟な時期で、前年の秋に収穫した食糧がなくなるので、農家は困窮した。 
173 「閣議、国土建設計画樹立」『京郷新聞』1960 年 11 月 29 日 
174 「非能率的な国土建設事業」『東亜日報』1960 年 12 月 1 日 
175 「経済第一主義は実をむすぶべきではないか」『京郷新聞』1960 年 11 月 30 日 
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図 2「国土建設団」の基幹要員の教育修了式 
出典：国家記録院ホームページ（http://www.achieves.go.kr） 
 
1961 年 3 月 1 日国土建設着手記念式が開かれ、「国土建設事業」は開始された。ところ
が、まもなく「国土建設事業」に対する批判が高まった。しかし、それはある程度予測さ
れていたことでもあった。まず、自治体と中央政府の間に連絡がなく、基本的な計画も頻
繁に修正された176177。賄賂事件は絶えず起き、計画の不備から発生する予算浪費は、政権
に対する信頼を大きく損ねた178。自分の選挙区に配慮した議員が意識的に計画を変更し、
その結果、事業は小規模化し、計画から漏れてしまった地域の住民が抗議のデモをする場
合もあった179。このように、大々的に始まった「国土建設事業」であったが、その成果は
芳しいものではなかった。そのため、当時の内務長官は、事業開始後わずか 1 ヶ月ほどで
事業が順調に進んでいないことを認め、さらに幹部級官僚が事業に失望し辞任する事態も
発生した180。 
一方、事業に動員された人々の最大の関心事は賃金であったが、賃金は非常に低く設定
されており、それも現金と現物が半分ずつ支給されることになっていた。加えて、予算決
定が遅かったため遅配が発生し、多くの場合現物で支給された。それにもかかわらず、建
設現場は空腹を抱えた人々で溢れ、常に人員過剰であった。「建設現場ではお腹を空かした
国民が朝 5 時から追われてきて終わりのないほど並んでいた。一日の仕事が終わると、彼
らは手間賃として現金や米・麦・石けん・綿布などを手に入れ、満足した顔で帰宅した。」
181 
このようにして、次第に「国土建設事業」は、計画による経済開発でなく、単なる農村
に対する臨時的救済事業にすぎないという性格が次第に明らかになっていった。これに対
                                                  
176 「常識となってしまった統計の不正確さ?」『京郷新聞』1961 年 3 月 30 日 
177 「わがままな計画変更」『京郷新聞』1961 年 4 月 11 日 
178 「60 億ウォンでやっと砂防工事」『京郷新聞』1961 年 4 月 30 日 
179 「政治性を帯び始める国土建設事業」『東亜日報』1961 年 5 月 6 日 
180 「国土建設事業の無力化・無計画に失望、建設本部部長級 2 人辞任」『朝鮮日報』1961
年 3 月 16 日 
181 「第 2 共和国 張 勉
チャン・ミョン
――国土建設事業（上）」『ソウル新聞』1999 年 3 月 2 日 
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して当時の経済を専攻していた学徒は次のように叙述していた。 
 
韓国の失業は、先進国のように有効需要の不足に基づいたことではなく、経済構
造の後進性に起因することがほとんどである。…したがって、現金を得ても、日々
の糧として消費したり、あるいは夜毎のマッコリまたバクチに蕩尽してしまうので
ある（チェ・ジェチャン［최재찬］ 1961: 32）。 
 
つまり韓国初の経済開発である「国土建設事業」は、貧困な農民の要求に答えざるをえ
ない民主化革命後という状況を背景に始まり、政府の実行力のなさもあって、農民に対す
るバラマキ政策という性格を帯びざるを得なかったのである。 
 
3．「国土建設団」と「浮浪児」「浮浪人」 
 
3-1．クーデターの発生と「国土建設団」の成立 
 
「4・19 革命」以降、不安的な政情が続くなか、1961 年 5 月 16 日に朴正煕
パク・チョンヒ
どの少壮派
軍人らがクーデターを起こし、民主党政権は僅か 1 年で崩壊する。 
当時、軍人は正式な教育を受けた数少ないエリートであったため、知識人や大衆の中に
は、強力な政府が混乱した社会を正常化してくれるのではないかという期待が広まった。
例えば、1950 年代から知識人及び学生から人気を集めていた雑誌『思想界』182は、クーデ
ター直後の 6 月号の巻頭言で「4･19 革命が民主主義革命だとしたら、5.16 クーデターは民
族主義的軍事革命」という見解を表明し、クーデターを歓迎した（林大植
イム・デシク
 2003: 317）。民
主化革命の直後に起こった「軍事クーデター」を歓迎するといった事態からも、当時の韓
国の政治状況がいかに混迷していたかが窺える。 
クーデター勢力は、社会的・政治的な混乱を治めるために臨時軍事政府を樹立するが、
目的を達成し次第、民政政権に権力を譲渡することを約束した。そして、混乱の要因を取
り除く政策を実行していった。例えば、人々の不満を解消するために、農漁民が負った年
20％以上の高利の借金に対する債権行使を一時中止させたり、不正蓄財に関する基本要項
を発表し公務員全体の 18％を解雇するなどした。またダンスホールで踊っていた男女 45
人を「屋内外集会禁止令」違反で逮捕したり、新しい文化の象徴であったコーヒー販売を
禁止し輸入奢侈品を回収して燃やすなど、疎外されていた人々の歓心を得ようとしたので
ある（康俊晩 2004）。 
そうした中で最も目立ったのは、「ヤクザ」と呼ばれていた人々に対する取り締まりであ
った。すでに存在していた取締網を軍事政権は引き続き、さらに戒厳令を発動して自由通
                                                  
182 その後、1970 年代からその雑誌の発行人である張 俊 河
チャン・ジュンハ
は、朴正煕政権に反対する運動
を展開し始めた。彼は、疑問の死を迎えている。 
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行権を制限し、大掛かりな取り締まりを始めた。クーデター直後の 1961 年 5 月 21 日、捕
まった「ヤクザ」は「ヤクザ生活を精算し正しい生活をします」と書かれたプラカードを
掲げながらソウル市の中心部を行進させられた。そういった「ヤクザ」のみならず、さま
ざまな理由で取締りにあった「犯罪者」はクーデター発生から一週間で 2 万 7 千人に達し
たという（康俊晩 2004）。しかし、一部のヤクザを除いて留置場に送致する法的根拠が曖
昧であり、数も多すぎたため、政府は彼らを持て余した。 
一方、ポピュリズム的な政策と同時に取り組まねばならなかったことは、国民に経済的
な展望を与えることであった。大衆は、腐敗・治安問題だけでなく経済・貧困問題の解決
も求めていたからである。そこで浮上したのが「国土建設事業」であった。前述したよう
に同事業は多くの批判にさらされていたが、知識人の一部はクーデター勢力の行政的手腕
に期待を示した（康俊晩 2004）。 
軍人政府は、クーデター直後、1961 年 5 月 18 日に布告 20 号を発表し、「現在全国的に
推進中である国土建設事業は、民族的事業であり、いかなる権力や政治力にも支配されて
はいけない」とし、事業を継続する意向を明らかにした183。それは、「国土建設事業」の中
止によって農民の不満が高まることを危惧したからでもあった。問題は、各地域の工事を
どうするかであった。そこで軍事政権は 5 月 23 日、取締された「浮浪児」「浮浪人」や「ヤ
クザ」などは臨時に労働につかせると発表した184。内務部長官は「検挙した『ヤクザ』は、
軍法裁判に付し厳格に処理する方針で、刑を服し改善の余地があると認められる者は、炭
鉱や道路工事に従事させ革命精神と国民勤労精神を身につくようにさせる」と述べた185。
また翌日の 5 月 24 日、保健社会部長官が「『乞食』、『浮浪児』を近日中にすべて収容し、
江原道の国土建設事業に従事させるつもりである」と明らかにした。持て余した「ヤクザ」
や「浮浪児」「浮浪人」を「国土建設団」継続に必要な労働力に動員することによって、軍
事政権は両者の問題を一挙に解決しようと考えたわけである。ここに「国土建設団」と「浮
浪人」対策が一体化した「取締による強制労働」が開始されたといえよう。 
取締りの様子を、政権広報ニュースである「大韓ニュース」は次のように描写している。 
 
ソウル市警察局は、去る 5 月 26 日に 700 余名の街の天使を保護し、ソウルの郊
外の碌磻ロクボンにある児童保護所に収容しました。当局は彼らを保護･教化させ労働能力
がある者は「国土建設作業場」に送り自立の道を取るようにするなど、可愛そうな
彼らに新しい生の場を備えてあげていますが、これ以降政府は全国にわたって「浮
浪児」と乞食の保護対策を急ぐことになるでしょう。5・16 無血革命以降、私たち
の社会は沈滞と不安と飢えから救われ急速に生気を回復していくのであります
（『大韓ニュース』1961 年第 316 号）。 
 
                                                  
183 「国土建設事業、予定通りに進行」『朝鮮日報』1961 年 5 月 18 日 
184 「改心したヤクザは建設事業へ投入」『京郷新聞』1961 年 5 月 23 日 
185 「乞食と浮浪児は国土建設場に」『朝鮮日報』1961 年 5 月 24 日 
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つまり、「浮浪児」が取り締まられ収容された後、労働能力があるとみなされた「児童」
が、「自立の道」とされた強制労働に動員されたのである。このことを歓迎した新聞もあっ
た186。 
また動員されたのは、当時「乞食」「浮浪児」「ヤクザ」などとされていた人に限られて
いたわけではなかった。「過去事委員会」に訴えた三人は、それぞれ高校生（当時 16 歳）、
無職（当時 18 歳）、自営業者（当時 27 歳）であり、その職業や所属も多様であった。その
うち、高校生だった者は、少年院に一度収容されたことがあったという理由で取締の対象
となったと述べ、「警察ごとに割当が決められていて、だらしない人々を無差別的に連行し
たようだ」と陣述した。前述したようにソウルではなく農村で起こった事例を一般化する
ことには無理があるが、当時「浮浪児」に限らず広範囲の「若者」が取り締まられ、強制
労働に従事させられた様子は窺うことができよう。 
上述の保健社会部長官の言明以降、取締された「浮浪人・児」「ヤクザ」が「国土建設団」
に送られたという報道が相次いだ。 
このように、軍事政権は治安対象として取り締まった「浮浪児」「浮浪人」らを経済政策
のために動員したのである。かくて、単純な農村の救済事業であった「国土建設事業」は
「取締による労働強制」を伴う「国土建設団」へと変貌していったのである。 
 
3-2．「国土建設団」への変換と軍事的労働強制 
 
軍事政権は「乞食と『浮浪児』は全員収容し、『国土建設事業』に行かせる」という趣旨
の発表をした後、1961 年 8 月に「経済開発第 1 次 5 か年計画」を発表した。また広範な開
発事業を推進するため、3 千人以上の予備役准将を基幹要員とし、軍隊組織として「国土建
設軍」を創立することを明らかにした。 
しかし、それに対して反発する声が高まった。民主化の結果、労働は自発的な意志を重
視する必要があるという考えが広まっていたことを背景に187、「浮浪児」「浮浪人」や「浮
浪児」を動員することは問題ないが、一般市民まで強制的に労働させることは適切ではな
いという意見がわき起こったのである。そのため軍事政権は形式的な法律の制定を急ぎ、
以前発表した内容をさらに具体化した形で、徴集する人々の対象、要員の身分についての
条項も含めた「国土建設団設置法」（以下、設置法）を 1961 年 12 月 2 日に制定する。この
法律によって「国土建設事業」は廃止され、「国土建設団」が設立された。 
設置法では、「国土建設団」は基幹要員と建設要員から成ることが定められた（設置法第
                                                  
186 「大田
テジョン
警察署では、先週から道社会当局と合同で大田市内に各種の「浮浪人」取締を開
始し、13 日現在約 1 千名を狩り込むことによって「物乞いの居ない大田市」を誇ることが
できるようになった。このような街の革命は、ソウルを始め全国各都市で起こっており、
かつての『大田＝物乞いの巣窟』という不名誉的な代名詞からもいよいよ抜けることかで
きるような日がきたのだろうか。」（『京郷新聞』1961 年 6 月 14 日） 
187 「社説：国土建設は自発的・創意力に依拠すべき」『京郷新聞』1961 年 8 月 12 日 
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3 条）。基幹要員は元軍人出身であり、建設要員は軍に徴集されなかったか、勤務動員に関
する法令によって動員された者とされた。勤務動員に関する法令とは、朝鮮戦争で制定さ
れた「戦時勤労動員法」などを意味する。その法律によれば、満 17 歳以上 40 歳未満の者
は国からの勤労要請がある場合必ずそれに応じなければならないとされている。つまり、
この年齢層の人々なら誰もが要請の対象になり得ることになったのである。 
身分は、基幹要員が国家公務員、建設要員は現役兵に準じるとされ、その準軍事的性格
が明確化された。また、軍人身分なので、軍刑法の適用をうけることになった（設置法第 9
条）。要員の服務年限は 18 ヶ月で、「志願した人」は 12 ヶ月とされた（設置法第 10 条）。
しかし「志願した人」が誰を指すかについての説明はない。自発的志願者がいるという、
軍事政権の宣伝のために設けられたのではないかと推測されている188。実態として志願者
はほとんどおらず、徴集によるものが大部分を占めていたが、全くいなかったわけではな
いので、政権は「特に大学生の志願が多い」といった広報を行った。そして「失業者全員
の登録が強制労働の前奏曲だといううわさ…このうわさは、悪質なもので、それを広める
ものは厳罰をうけることになる」（Conde 1988: 163）と述べた。一方、徴集と処理された
場合も、実際は取締、検挙の形で動員されたことが多かった（イ・スンホ 1995）。しかし
「過去事委員会」の調査でも、その検挙の根拠や記録した文書自体が見つからなかった。 
明示されている事業は、太白
テ ベ ク
山189地域総合開発事業、特定地域の総合開発事業、多目的
水資源開発及び大干拓事業、災害復旧事業などであった（設置法第 6 条）。「国土建設事業」
のような小規模な事業ではなく、中央集権的な計画によって産業基盤を整備するような大
事業が想定されていたのである。計画の実施は、1962 年 2 月 10 日に行われた「国土建設
団」の創立式から本格化した。それ以降、4 つの支団、36 個の分団の建設隊に編成され、
1962 年 3 月 25 日から段階別に事業場に配置されていった。彼らが配置されたのは、ダム
や鉄道、産業用道路などの建設現場であった。 
団員には軍服に似せた黄色及びカーキ色の制服が支給され、また下記のような歌詞の「国
土建設の歌」が作られた。 
 
「まばらなこの江山が我々を招く みなぎる若い腕を何に使おうか 
スキを背負いシャベルと鍬 新国家新江山に仕事しに行こう 
我々は祖国の柱になる あぁ 新しい基盤を築く国土建設団」。 
 
制服を支給することで軍隊的な秩序で働くことを求め、歌を作りそれを歌わさせること
で、労働が国家の発展に寄与するという意識を被動員者にもたせることを試みたのである。
国家予算が乏しいなかで、制服と歌まで作ったのであるから、「国土建設団」をいかに重要
な事業として考えていたのか、知ることができよう。 
                                                  
188 「経済学博士と牧師も国土建設団員に編入」『京郷新聞』1962 年 4 月 12 日 
189 太白山は、険しく地下資源が多い山で有名である。 
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このように「国土建設事業」は、「国土建設軍」というアイディアを経て、軍隊式の「国
土建設団」へと変容していったのであった。 
 
3-3．「国土建設団」の展開と解散 
 
軍隊式に動員された彼らは、山間僻地に行かせられ、テント暮らしをしながら作業に従
事した。 
   
 
図 3「国土建設団」第 2 支団の創団式     図 4「国土建設団」慶尚南道創団式 
出典：国家記録院ホームページ 
 
工事現場の中には、設計図さえないところもあった。また、設計図が間違っていたり、
設計図と全く異なる工事が命令されることもあった。さらに、付近の農地を全く考慮せず
設計された結果、農民の反発を招いた事例もあり、場合によっては農民がやむを得ず工事
を助けることもあった。 
また規模が大きい工事にもかかわらず、建設用の重機などがない場合も多く、装備は非
常に乏しかった。例えば、第 1 支団の南江ダム工事ではブルドーザー二台とコンプレッサ
ー一台のみが提供された。さらに、幹部である基幹要員は、機械に対する理解度が低かっ
た。これに関して外国人記者での Conde は次のように述べている。 
 
トラクターの使用さえ拒むというやりかただった。彼（将軍）は、機械化による
時間と労働力の節約という効能を知らないため、人間の労働だけで工事が一ヶ月半
で完成したことと対比して、「もしトラクターを使用したら、すくなくとも 3 ヶ月
はかかっただろうし、そのうえ燃料やら運転者の賃金やらで、資金調達などの面倒
な問題が起こったはずだ」というありさまだった（Conde 1988: 164）。190 
 
労働時間は 8 時間と決まっていたが名目に止まっており、実際は 11 時間以上だったと考
                                                  
190 Conde の本は原語である英語の本が未刊であったので、ここでは日本語の本を引用した。 
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えられる191。休日もなく、それに対して各地で反発が起こった。それに対する政府側の反
応は次のようであった。 
 
「敵と戦う作戦場で勤労基準法を口にするなんでどういうことだ?」192 
 
また、報酬の 50％が現物支給とされたこともさまざまな問題を引き起こした。まず支給
される大麦、小麦、綿布などは、相場より高い値段で計算された。また、米が支給されな
かったため雑穀を米に交換する必要が生じたが、この過程で様々な詐欺的行為や搾取が横
行した193。さらに支給が中断される事態も相次いた194。 
一方、「国土建設団」は軍隊式に編成されており、基幹要員は殆ど元軍人だったので、労
働現場では厳しい規律が敷かれ、暴力が行使された。ある地域では、基幹要員から体罰を
受けたことに対して 300 人の団員が示威行動を行うという事態が、入団式のわずか 9 日後
に起こっている。この事件は、上下関係を無視し規律を乱した騒擾事件とされ、軍法裁判
にかけられた。裁判は迅速に行われ、18 人に対し最高 7 年、最低でも 3 年の懲役刑が言い
渡された。この事件以降、各支団と分団に憲兵が配備されることになった195。 
さらに、過労と衛生状態の悪化から、死亡者が出始める。ある地域では、76 人の団員が
肋膜炎にかかり、その一人は死亡した。この事件について、政府はその原因は過労にある
のではなく、そもそも身体虚弱者だったか、入団前から持病を持っていた者か、特定地域
の出身で水質に適応できなかった者だとした196。しかし、その地域のみならず、1 ヶ月間に
70 人が発病して帰休した地域も、10 ヶ月間で 200 人が病気で帰休した地域もあった。 
さらに、越冬対策も不十分であった。ある北部の建設団では、防寒装備として下着 2 着、
靴下 1 足、ジャケットが支給されたのみで、冬用の帽子や手袋、冬用の寝具は提供されな
かった。その結果、団員二千人が氷点下のなか丸まって寝ることを余儀なくされたという。
彼らが取り得た措置は、二重のかますを建物周辺を巻くことだけであった。ある新聞は「朝
6 時に起床し 8 時から山腹を削って道路を作る作業をしているが、寒さでろくに眠れず、ま
た作業開始の際に日光を浴びることもできず、労働力を最大限に発揮することもできない
と（団員が）訴えている」と報道した197。 
  
                                                  
191 「過去事委員会」の調査では、午前 7 時集合及び作業開始、午後 6 時作業終了となって
いたと報告されている。また、『東亜日報』によると、労働時間は 11 時間以上であった（1962
年 7 月 20 日）。 
192 「戦争の場で『勤労法』を探す?」『東亜日報』1962 年 7 月 20 日 
193 「建設団員の給食米を横流し」『京郷新聞』1962 年 10 月 24 日 
194 「岐路に立った建設団」『京郷新聞』1962 年 9 月 15 日 
195 「国土建設団員の上司排斥事件最高 7 年を宣告」『朝鮮日報』1962 年 5 月 23 日 
196 「過労のためではない」『京郷新聞』1962 年 9 月 7 日 
197 「氷点下の寝床に震える『望郷』」『東亜日報』1962 年 1 月 16 日 
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図 5「国土建設団」5 支団 
出典：国家記録院ホームページ 
 
現場の状態や様々な事件が伝えられるようになって「国土建設団」に対する批判の声が
高まった。マスメディアでは「国土建設団は、早晩解体したほうがよい」という記事も載
せられた198。これを意識してクーデター政府は、一方では、監察を強行しながらも、他方
では、「国土建設団」を続けると何回も声明した。 
しかし、冬を目前に控えた 1962 年 11 月 14 日、団員全員に休暇命令が出された。さらに
11 月 30 日には建設団設置法を廃止することが決められ、突如として全員に帰宅が命じられ
た。その背景には、依然として支持基盤を高められない軍事政権が、「国土建設団」問題を
たびたび報道する言論を統制することができず、様々な批判に耐え切れなかったのではな
いかと考えられる。 
しかし、「国土建設団」のような若者を対象とする取締及び強制労働が全くなくなったわ
けではない。例えば「更生建設団」が、それに該当する。「更生建設団」は 1967 年 3 月 2
日に発表された「更生建設団の創設に関する大統領の指示」を契機に、1967 年 8 月 1 日に
「更生建設団及び更生建設少年団規定」が制定され、実施された。しかし、「更生建設団」
も「国土建設団」と同じく法律の制定以前から既に事業は始まっていた。制定前の 1967 年
4 月 11 日に「更生建設団」の結団式の開かれた記録があるので、そのことは明白である。
「更生建設団」の団員は刑務所の受刑者で、少年院生は「更生建設少年団」、それ以外の年
齢の人は「更生建設団」に配置された。彼らは道路舗装、堤防、ダム、産業用道路などの
工事に投入された。この事業は 1971 年を最後に運営されなくなり、「更生事業団」関連法
律は 1985 年廃止された。 
一方、ソウルなどの大都市に残る若年の「浮浪児」「浮浪人」たちは、1962 年に構成され
る「勤労再建隊」に組み込まれた。その組織は、警察の監督の下に置かれ、地域の若年の
                                                  
198 「国土建設団は早晩解体したほうがよい」『京郷新聞』1962 年 9 月 6 日 
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「浮浪児」「浮浪人」についての監視は、組織化され安定していくことになる。 
 
小括 
 
これまで、「国土建設団」の形成・展開、その主な対象であった「浮浪児」「浮浪人」へ
の取り組みの過程について考察してきた。その結果、次のような結論を得られた。 
まず、1960 年代初頭、いわゆる「浮浪児」「浮浪人」「乞食」「ヤクザ」などと呼ばれてい
た人々の在り様が明らかとなった。朝鮮戦争後の社会的な混乱と農村の貧困を背景に都市
に流入した多くの若者は、時代の矛盾を背負わされた人々であったが、社会からは「浮浪
児」として危険視された存在であった。彼らは、資本主義経済が未発達だった時代に生み
落とされ、社会から排除された存在であった。 
第二に、軍事政権が、秩序の回復と経済発展を掲げながら、若い「浮浪人」などを主な
対象とした全国的な取締及び強制的な労働動員に着手し、緩やかな農村救済策であった「国
土建設事業」を、強制労働を特徴とする「国土建設団」へと変貌させていったことが解明
された。一般失業者をも動員した「国土建設団」は、単なる治安対策、経済政策という側
面だけでなく、服装や歌唱などを通じた精神教育、つまり勤勉な労働者を訓育する機能も
持っていたのである。 
第三に、韓国初の経済開発計画が、軍隊式の治安維持政策という要素を非常に強く持っ
ていたことを明らかにした。また、「国土建設団」が廃止された後も、「浮浪人」など生活
の不安定な存在に対する取締と労働強制が続いたことも指摘した。韓国資本主義の発達は、
軍隊式の統制の下で行われた強制労働から始まり、「浮浪人」がその統制の最初の、そして
主要な対象とされたのである。 
以上のように「国土建設団」は「浮浪児」「浮浪人」の取締・収容、そして強制労働を通
じた「矯正」・「産業発達」を目指す複合的な性格を持った。その政策は「公開性」「宣伝性」
をも呈していた。そのことは、「浮浪児」「浮浪人」に対する当時の「一般の市民ら」の差
別的眼差しを意味し、事業の対象者が「一般市民ら」まで拡張させた時に起こった反発も
それを裏付けている。つまり、「国土建設団」の実行と失敗は、そのような当時の「浮浪児」
「浮浪人」への差別的視線と「市民」との区分が時代的形成されていたことを表している
といえるだろう。 
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第 4 章 1980 年代の「浮浪人」とその政策 
――「兄弟福祉院事件」を中心に 
 
はじめに 
 
1980 年代は、韓国が農業経済から近代産業経済への移行をほぼ終えた時期であった。農
村から都市への大規模な人口流入は1980年代初めまで継続するものの、都市と農村の分離、
都市の密集化と農民の過少化は著しくなり労働力供給地としての農村の役割は縮小した
（チャン・セフン［장세훈］ 2000: 74）。また、政治的には、1961 年に起きたクーデター
から約 20 年間政権を維持してきた軍事政権も、1979 年に当時の大統領朴正煕が暗殺され
ることで終息しかけた。その後民主化運動が盛り上がるが、いわゆる「新軍部」勢力によ
るクーデターが起こり、再び軍事政権が続く。しかし、1987 年に大きな民主化運動が発生
し労働組合・学生運動・市民運動が活発になり、独裁的政権が再発しないように新たな憲
法が制定された。つまり 1980 年代は、産業の顕著な発達、そして民主化が進む複雑で変化
の激しい時代であった。 
第 4 章は、1980 年代の「浮浪人」カテゴリーのありようとその政策を考察することを目
的とする。1980 年代は「浮浪児」より成人の「浮浪人」に社会的関心が集中し、彼らへの
対策も治安対策から福祉政策に変化していった。第一に、この変化の背景を考察する。第
二に、1980 年代においては、政策を通して「浮浪人」がどのように対象化されていたのか
を究明する。特に注目するのは、1987 年に発生した浮浪人施設での人権侵害事件である「兄
弟福祉院事件」であり、事件の展開を詳細に述べることから、当時の「浮浪人」に対する
社会的認識及び国家の対応を明らかにする。第三に、2012 年からこの事件の究明を求める
活動の分析を通じて 1980 年代の「浮浪人」に向けられる社会的な眼差しを明らかにする。
この過程には、過去の「浮浪人」に対する認識の変化がみられるようになる。 
 
1．「兄弟福祉院事件」の背景 
 
1-1．1970 年代の「浮浪児」減少及び児童問題の転換 
 
1960 年代の主要な社会問題の一つであった「浮浪児」への関心は、1970 年代になると低
下していく。 
まずは新聞記事の見出しに「浮浪児」が使用された頻度の推移を見よう。下のグラフ（図
６）は、「浮浪児」をキーワードに新聞記事データベースで検索し、1955 年から 79 年まで
の間の数値の変化を表したものである。対象にした新聞社は「京郷新聞」と「東亜日報」
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であり、1960 年代に発行部数 1 位と 3 位を記録した当時の代表的な新聞である。 
 
 
図 6「浮浪児」を見出しにした新聞報道の件数 
出典：Naver ニュースライブラリから筆者が検索し集計した 
 
2 つの新聞記事の推移には若干の違いがあるものの、両者とも主に戦争直後の 1955 年以
降減少を見せるが、1960 年代初頭に急上昇し、1960 年末から徐々に減少する。1970 年代
になると、「浮浪児」に関する記事は、寄付やイベントなどを紹介する断片的な記事以外ほ
とんど見られなくなる。 
新聞記事のみではなく「浮浪児」に対する政府の指針も、1970 年代にはいると公式の発
表は見られなくなる。政府の文書のほか、新聞記事を精査しても政府の新たな指針が出さ
れた痕跡は見られなかった。 
このような新聞記事と政府指針の変化の理由が、「浮浪児」の数が減ったことにあるのか、
政府やメディアの関心が薄れたことにあるのかは確定できない。あるいは、同じ状況に置
かれている児童が、非行青少年といった他のカテゴリーとして把握されることになったの
か、それとも実際に「浮浪児」が減少したのかも明確ではない。従って、1960 年代に比べ
て1970年代において「浮浪児」に関する政府や社会の関心が低下したことは確かであるが、
資料不足のため、その理由を確定することは困難である。そこで本節では、1960 年代と 70
年代の児童に対する社会的位置づけの変化の分析を経ることで、70 年代に「浮浪児」への
関心が低下する背景を明らかにする。 
第 1 章で述べたように、1960 年代の児童、特に小学校を卒業した児童を包摂するような、
労働、教育、家族などの社会的な場がなく、いずれからも排除されていた場合が多かった。
従って、彼らの一部がどこにも所属していない「浮浪児」になっていたといえる。「浮浪児」
が減少したことは、そのような年齢層の社会的包摂が進んだことを意味する。  
まず、1960 年代中盤から本格化した工業化によって新しい労働力の需要が増大した。図
７は 15 歳から 19 歳までの産業別就業者の現況を表したグラフである。1960 年代から圧倒
的な割合を示していた農林水産業の就業者数は 1960 年代には増減を繰り返すが、1970 年
0
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代になると減少傾向を見せる。これは若年層の農村居住者の数が減少したこと、また農村
に居住する青少年も徐々に農業から離れていったことを意味する。その代わりに工業の就
業者の数は 1960 年代後半から急速に増加していることがわかる。従って、労働のできる
15 歳以上の児童の一部が当時新しく発達し始めた製造業の労働力として吸収されたことが
わかる。 
 
図 7 児童の就業別就労現況（単位：千名） 
出典：統計庁ホームページのデータから筆者が作成 
 
一方、高等教育への進学者数の増加も進む。以下のグラフは 14 歳以上のうち、「通学」
を理由に、経済活動に従事しない人口の趨勢を表したものである。19 歳以上の年齢層が含
まれるので、厳密的に 19 歳未満の児童の就学率ではないが、それを勘案しても就学者数の
増加は顕著である。 
 
 
図 8「14 歳以上」の「通学」の推移（単位：千名） 
出典：統計庁ホームページのデータから筆者が作成した 
 
続いて進学率を見ると、1966 年の国民学校進学率は 96.6％であるが、中学校への進学率
は 50％未満で、高等学校になるとわずか 27.5％に過ぎない。しかし 1970 年になると中学
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校への進学率は 50％を超え、1975 年には 74.2％に達する。高等学校が 1975 年に 43.6％、
1980 年に 68.5％に上がる。 
 
表 8 進学率の推移（1966 年～1985 年） 
年度 6-11 歳 
国民学校就学率
12-14 歳 
中学校就学率 
15-17 歳 
高等学校就学率 
1966 96.6 42.3 27.5 
1970 102.4 57.0 30.5 
1975 103.2 74.2 43.6 
1980 101.0 94.6 68.5 
1985 102.0 99.7 78.3 
出典：統計庁（1990）から筆者が作成 
 
従って、1970 年を起点として、小学校を卒業した児童のほとんどは中学校に進学するこ
とになったといえる。また、中学校を卒業した児童は、都市に集中していた製造業に就業
するか、上級学校に進学するかを選択することが一般的になった。1980 年代になると、高
校に入学する者は過半数を超え、1985 年には 78.3％になる。これは、15-17 歳の児童も、
工場での労働より学校に進学することが一般化したことを意味する。 
このように 1970 年代から児童、とりわけ労働できる 15 歳以上の児童の社会的位置づけ
は、工場への就業か就学の 2 つの類型に分かれるようになった。さらに、農村から都市部
へという空間的な変化のほか、さらに 80 年代は労働する児童から通学する児童へという質
的な変化が見られるようになったといえる。 
こうした児童の社会的位置の変化は、「浮浪児」のような社会が包摂しない、あるいは包
摂できない異質的な存在が見られなくなった要因を示唆している。こうした変化に続くよ
うにして、「浮浪児」問題よりも年少者労働者の権利、教育を受ける権利、または労働と教
育からの「離脱」が重要な社会的問題として現れる。「青少年」や「児童」の家出問題はあ
るものの、明らかに「浮浪」のイメージから離れたところに、児童の問題は位置するよう
になる。 
 
1-2．児童施設をめぐる環境の変化 
 
児童の社会的位置づけの変化とともに、児童施設を取り巻く環境も変わった。これは、「浮
浪児」問題の「消滅」に伴う、国家による児童施設増加の抑制やこれまで児童施設を支え
てきた外国の援助の減少によるものと言えよう。 
戦後 10 年を経た 1960 年代から児童施設は増加し続けていたが、これは主に外国の民間
援助団体の支援を背景としていた。児童福祉施設の運営財源における外国からの援助への
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依存率を見ると、1965 年まで増加し続ける。国家からの支援はそれほど増えなかった。 
 
表 9 年度別児童福利施設運営財源の推移 
年度 国庫補助 外国援助 自体 その他 
1957 26.8 32.8 19.6 20.8 
1958 28.3 36.5 22.3 12.9 
1959 22.9 41.5 21.5 14.1 
1961 21.1 53.3 20.4 5.2 
1962 20.2 56.0 18.0 6.0 
1965 15.5 64.0 13.2 7.3 
1966 17.4 53.3 18.7 10.6 
1967 19.8 50.3 20.7 9.2 
1968 22.2 52.3 16.8 8.5 
1969 26.2 51.0 15.8 7.0 
出典：韓国福祉研究会（1972: 76） 
 
しかし、1966 年から施設政策のみではなく、託児事業や居宅支援が開始されるなど、児
童福祉の対策が多元化したこともあり、施設への援助は横ばいになる。70 年代の経済成長
などによって、海外の援助機関は本国に撤収するようになっていった。同時に、当時政府
は児童保護施設の抑制政策を打ち出す。保護施設支援ではなく託児所支援、居宅保護、海
外養子政策へと政策転換を図ろうとした（イ・ヘギョン［이혜경］ 1992: 259）。その結果
それまで増え続けていた児童福祉施設の在所者の数は 1970 年代を通じて減っていく。外国
の援助が減り、国家の規制も厳しくなる状況で、児童施設は財政的にひっ迫する。以下の
グラフ（図 9）のように、児童施設は 1970 年初から急速に減少し続ける。このような環境
の変化によって児童施設は転換を模索しなければならなかった。 
 
 
図 9 嬰兒院・育児院施設の在所者の変化 
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出典：『保健社会統計年報』（各年度）から筆者が作成 
注：1963 年までは「嬰兒院」と「育児院」は統合され集計されていた。 
 
また、養子事業は 1970 年代から急速に進展する。特に国際養子は 1961 年の 665 人から
1970 年には 1892 人と 3 倍に増加した。さらに 1980 年代まで国際養子は増加し続ける。 
 
表 10 年度別養子実績推移（1955 年～1985 年） 
年度 国内養子 国際養子 
1955 - 59 
1961 - 665 
1965 903 451 
1970 1584 1892 
1975 943 5077 
1980 3657 4144 
1985 2855 8837 
出典：イ・ヘギョン（1992: 273） 
 
障害者施設への転換はひとつの解決策であった。2014 年現在に障害者施設協議会の会長
を務めているイム・ソンヒョンによる、児童福祉施設から障害者福祉施設へ転換した施設
の時期の調査によると、次のことが言える（イム・ソンヒョン［임성현］ 2000）。転換し
た施設は 1950 年代が 1 ヶ所、1960 年代に 4 ヶ所であるが、1970 年から 1974 年が 7 ヶ所、
1975 年から 1979 年が 15 ヶ所と増加し、1980 年～1984 年には 19 ヶ所に上った。それ以
降は 1985 年～1989 年 5 ヶ所、1990 年～1995 年 4 ヶ所に減少する。つまり、1970 年代半
ばから 1980 年代初めにかけて、児童福祉施設からの転換の動きが活発であったことが窺え
る。こうした変化について、イム・ソンヒョンは、社会環境要因として外国援助の減少、
孤児や「浮浪児」の減少を挙げている。さらには、そもそも児童福祉施設で障害児童が一
緒に収容されていた場合が多く、施設の転換について政府からの非公式の支援などもあり、
それほど難しくなかったとの、関係者のインタビューも紹介している（イム・ソンヒョン 
2000）。 
このように障害者施設への転換は、精神疾患や労働能力のない路上生活者を収容する施
設に転換することも意味していた。それにともない 1970 年代になると徐々に、成人の「浮
浪人」問題が既存の施設を中心に現れるようになった。1960 年代には「浮浪児」が大半数
を占めていた「ソウル市立更生院」では、1960 年代末に「30％以上が入所する時から精神
性疾病や結核、不具、胃腸などを抱えており大概が縁故者のいない者で、『やむを得ず』収
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容している状況」にあり、死亡者も発生していた199。この報道の際に用いられている「や
むを得ず」という語には、そもそも市立更生院は障害者や疾患者を収容するところではな
いが他に選択肢がないために受け入れている、という 1960 年末の浮浪児施設の状況が窺え
る。それ以降、ソウル市立更生院の在所者のうち、労働できない人々の割合は 1972年42.8%、
1975 年 63.60%に上がるようになった（ソウル特別市 1975: 445）。つまり、以前の「浮浪
児」から対象者が労働できない人々へと変化してきたように思われる。 
 
1-3．「浮浪人」に対する法律の誕生――内務部訓令第 410 号 
 
そのなか、1975 年に内務部訓令第 410 号「浮浪人の通報、取締、収容、保護と帰郷措置
及び事後管理に関する業務処理指針」が発表された。ここでいう訓令とは、部署の内部命
令を意味する業績規則であり、法律に相当するものではない。しかし、その訓令は韓国に
おける「浮浪人」を定義する最初の公的な文書であり、重要な訓令であった。それにもか
かわらず、「浮浪人」の定義を除けば、具体的な内容は知られていなかった。その理由は、
訓令であるため法律のデータベースには存在せず、その文書自体が発見されていなかった
からである。しかし、「兄弟福祉院事件」究明のための活動を通してこの文書が発掘され、
その具体的な内容が明らかになった200。 
この訓令は、全 6 章で構成されているが、各章はより細かな節から成り立っている。以
下では、その内容を詳細に検討したい。 
第一に、「浮浪人」の定義である。訓令では 2 つの項目によって「浮浪人」を定義してい
る。まず訓令第 410 号第 1 章第 2 節で「浮浪人」は「一定の住居がなく、観光業所、接客
業所、駅、バス停など多くの人々が集まったり通行する場所や住宅街を徘徊あるいは着座
し物乞いや物品を押し売りし、通行人を困らせる乞食、ガム売り、物乞いなど健全な社会
および都市の秩序を乱す、すべての浮浪人をいう」と定義している。また、第 1 章第 3 節
第 6 号では「乞食、ガム売りなど浮浪人以外に路辺行商、カツギヤ、成人のガム売りなど
社会に悪影響を及ぼす者」を「浮浪人に準じる者」と定義している。このように訓令第 410
号は、「浮浪人」に該当するような路上の雑業を主な例に上げながらも、「都市秩序」を乱
す人々を広く対象にしていた。 
第二に、「浮浪人」を「犯罪者」「社会的不純分子」として見ている。訓令第 1 章第 1 節
では訓令の目的のひとつに「犯罪者、不純分子などの活動を封鎖」を挙げている。この目
的を実行するために、訓令第 1 章第 3 節で「浮浪人を取締まった場合」の手続きとして「住
民登録票の確認と取り調べを通じてかかる浮浪人の身元を徹底的に調査し、犯罪者・不穏
分子などを把握しなければならない。また、「浮浪人」取締などに関する第 4 号書式によ
                                                  
199 「市立更生院の運営に虚」『東亜日報』1969 年 12 月 23 日 
200 林徳栄（2013）は、その全文の分析を行っており、全文は、兄弟福祉院事件が刊行した
資料で公開された（兄弟福祉院事件真実究明のための対策委員会（準）編 2013a）。 
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る浮浪人身元記録カードを作成すること」を明示している。また、第 4 章第 5 節では「身
元特異者、虞犯者に対する措置」が特別に設けられている。その内容は「収容機関の長は、
身元特異者および虞犯者として判断された浮浪人がいる際には、遅滞なく管轄警察署長に
通報しなければならない」とし、加えて定期的巡回を義務づけている。 
第三に、「浮浪人」に対する監視は、社会全体で行うべきであり、浮浪人の存在が見込ま
れる地域は広範にわたり監視の対象となっていた。通報は一般通報と地域責任者による通
報に区分され、「浮浪人」通報センターを自治体の請願室に設置し、苦情通報電話で通報が
できるようにした。さらに、一般住民、公務員、学生、商人など、すべての市民が「浮浪
人」を発見した場合、即時に通報できるよう通報手続きと通報電話番号が書かれたチラシ
を配布することにした（第 2 章第 1 節）。また、「浮浪人」の徘徊が予想される駅舎、バス
ターミナル、地下道、陸橋などと虞犯地域では地域管理責任者または隣接した商店の運営
者などを浮浪人通報責任者で指定した。 
第四に、取締された「浮浪人」に対して住民登録証を通して身元を徹底的把握、記録す
ることが強調されていた。まず、調査内容は大きく五つに区分され①身上②身体③身元④
浮浪動機⑤縁故者に対する事項であった（第 3 章第 2 節）。調査の修了後に施設に移動され
ると、その際に「浮浪人」には番号がつけられた。また、帰郷の時にも管轄の派出所に「浮
浪人」の身元記録カードが渡され、派出所長にはその実態を把握・管理する義務があった。 
最後に、退所に関連する内容である。第 5 章では帰郷に関する項目が規定されていた。
帰郷の条件は一つで、「縁故者が確実な者」で帰郷する唯一の手続きは「縁故者確認」であ
った。そのほか、施設長の義務については、十分な食事と被服を支給することのみで、具
体的な条項はなかった。 
この訓令は、発表された当時はそれほど知られていなかった。また、なぜ、この訓令が
1975 年という時期に発表されたか、その訓令がなぜ「浮浪人」を「不純分子」とみなし、
それ以前よりはるかに厳しく対応する政策を取ろうとしたのかという点については、明確
にその要因を示すことは難しい。「浮浪人」歴史に関する先行研究においても、訓令の制定
の背景に関する説明は簡単な言及しなかい。 
ただし、林徳栄／パク・スッキョン［박숙경］（2013）では、当時軍事政権による野党と
社会運動グループへの弾圧がピークに達していた時期であるとこに注目し、訓令は「浮浪
人」を対象にしているかと見えるが、実際には思想犯をターゲットにしていたと論じた。 
その当時、民主化運動を抑制するため、様々な措置や法律が作られていたのだが、この
訓令はそのひとつとして位置づけることができる。それに応じて、この訓令は他の法令な
どに比べて注目を浴びることなく新聞で報道されないように、ほとんど知られるものでは
なかった、という見立てである。 
しかし、その訓令の直接的な影響ではないが、1975 年を境にして当時までは児童関連施
設、とりわけ「浮浪児」施設であったところが、成人の「浮浪人」施設に転換することも
あった。そして、その施設のひとつである「兄弟福祉院」で人権侵害事件が起き、それま
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で知られてこなかった訓令の内容が明らかになったのである。 
 
2．「浮浪人」の対策と「兄弟福祉院事件」 
 
2-1．1981 年のクーデターと一斉「浮浪人」取締 
 
①1981 年のクーデターの発生と社会浄化委員会の活動 
1979 年におよそ 20 年間政権を握っていた朴正煕が暗殺されることによって独裁政権が
終わり、全国各地で民主化運動が始まった。しかし、1979 年 12 月 12 日に再びクーデター
が発生し、軍部は 1980 年 5 月 17 日に非常戒厳令を宣布すると同時に、民主化運動を抑え
ようとした。この軍部は、1960～70 年代の軍部とは異なる勢力という意味で「新軍部」と
言われた。 
「新軍部」政権は、非常戒厳令と同時に「国家保衛非常対策委員会」（以下：国保委）を
設置し、安保体制強化、経済乱国の打開、政治発展、社会悪の一掃を通した国家紀綱確立
など 4 大基本目標を掲げた。また、1980 年 10 月 28 日に「社会浄化委員会設置令」が制定
され 11 月 1 日に「社会浄化委員会」が創設される。「社会浄化委員会」は、「国保委」の 4
大基本目標のうち、「社会悪の一掃」を担当することになるが、その委員会の設立と同時に
いわゆる「社会浄化運動」が、新軍部政権が支援する民間団体を中心に広がる。「社会浄化
運動」とは何かについては法律上の定義はない。しかし、当時社会浄化運動を宣伝するた
めの本である「社会浄化運動の理念と方向」ではその目標について次のように述べている。 
 
わが社会において各分野に蔓延している不義・不正・腐敗・不信・無秩序といっ
た各種の賄賂と弊習を除去しお互いが信頼でき規範が遵守され秩序が維持でき、ひ
いては創意性が尊重できる、発展する社会を成す汎国民的精神革命運動である（現
代社会研究所編 1981: 1）。 
 
また、1988 年に出版された『社会浄化運動史（1980～1988）』）では、「社会浄化委員会
の創設以降に国民運動として展開された社会浄化運動の様々な課題や活動をいうが、これ
は『明るく正しい社会』を作っていくための国民的努力をいう」と説明されている（社会
浄化委員会編 1988: 20）。 
これらの説明によると「社会浄化運動」とは、社会の秩序を立て直すことを目標とした
「汎国民的運動」である。この性格は 1960 年代に前の軍事政権が行った「再建国民運動」
と非常に似通っていることがわかる。「社会浄化委員会」は、政府の機関のみならず、地域
の住民組織や民間団体までも含む官民一体の組織となり、総理が委員会長で、その傘下に
は地域組織、職場組織、学校組織が配置された（社会浄化委員会編 1988: 33）。 
「社会浄化委員会」は社会浄化計画である「三清
サムチョン
計画」を次々に発表する。三清とは、
新軍部がその計画を決定した町の名前である。1980 年 7 月 9 日から第一号権力型不正蓄財
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者の剔抉、第二号政治不正者の剔抉、第 3 号高級公務員の粛清、第 4 号 3 級以下公務員の
粛清を掲げ、「社会浄化運動」に着手した。この結果、2 級以上の高位公務員 243 名を含み
公務員 5,480 人と国営企業の役人 3,111 人を不正・腐敗、事なかれ主義、機密漏洩などの罪
で粛清し、7 月 30 日には大学教員 86 人を含む教育公務員 611 人を解雇させ、大学生 1 千
人余を除籍させた。また、記者 715 人も解職させた。 
加えて、同年 7 月 29 日に「国保委」は、「三清計画 5 号」という暴力団掃討作戦を樹立・
発表した。また、8 月 4 日に具体的対象として①暴力事犯、②恐喝及び詐欺事犯、③社会風
土の紊乱事犯を対象に検挙を開始すると明らかにした。その発表以降に 1980 年 12 月まで
およそ 4 ヶ月間に検挙された人数は 60,755 人に上る。A・B・C 級に分類され、A 級の 3,252
人は拘束し、B・C 級の 39,736 人は軍部隊での純化教育を 25 ヶ所の部隊にわけて実施し、
D 級 17,717 人は釈放措置した。この基準による分類作業は、軍人、検察、警察、情報機関
の要員、社会浄化委員からなる審査委員会で行われた。ここで軍隊に配置された B・C 級の
人々は外部と隔離され遊撃・各個戦闘・制式といった軍隊訓練、肉体訓練と、社会的な著
名人が精神教育を行い、毎日修養録と成長記を書くなどの懴悔活動をした201（三清教育隊
人権運動連合 2001: 40-42）。 
 
②一斉「浮浪人」取締と「浮浪人」施設の開始 
「社会浄化運動」が盛り上がる中、一斉「浮浪人」取締も開始された。1980 年 9 月から
正式な大統領になった全 斗 煥
チョン・ドゥファン
は、1981 年 4 月 10 日に総理に命令状を下し、「浮浪人」の
取締を指示する。その内容は次のようである。 
 
「総理殿、別添情報報告書にように、近頃身体障害児や物乞いが増えているとこ
ろ、実態把握し、関係部署の協助の下に一斉取締・保護措置し、その結果を報告し
てください。」（林徳栄（2013）から再引用） 
 
この命令によって 1981 年 4 月 17 日に関係部署連席が開かれ、3 日後の 4 月 20 日から
27 日まで延べ 19,300 人の公務員による取締が行われた。その結果「浮浪人」1,850 人が発
見され、全員が「浮浪人」善導施設に収容された（イ・テジンほか 2007: 73）。このような
取締がなぜこの時期に行われたかという点については、1981 年 9 月のソウル・オリンピッ
ク決定を控え、清潔な国のイメージを発信するためであった（イ・テジンほか 2007: 74）
といった見立てもあるが、「社会浄化運動」との関連もあっただろう。 
この時「浮浪人」を収容した「浮浪人」施設は、それ以前には国家統計では見られない
施設分類である。それでは、1,850 人を収容した「浮浪人」善導施設とはどのようにして作
られたのか。 
                                                  
201 「黒く日焼けした顔、新しい生活を誓い」『京郷新聞』1980 年 8 月 30 日 
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その施設が急に現われた背景には、以前の福祉施設、時に児童福祉施設からの転換があ
ったと思われる。1987 年 5 月に発表された保健福祉部の「浮浪人保護施設一覧表」による
と、1987 年現在の「浮浪人」・「浮浪児」施設は、合計 36 ヶ所で、「浮浪児」施設が 14 ヶ
所、「浮浪人」施設が 22 ヶ所と報告されている。その施設は 5 ヶ所が市営、21 ヶ所が社会
福祉法人、そして 10 ヶ所が宗教団体であった。団体の設立年度と、「浮浪人」施設の設立
年度は、次のようである。 
 
表 11 1987 年度に調査された「浮浪人」施設の設立時期 
 50 年代
60 年～
64 年 
65 年～
69 年 
70 年～
74 年 
75 年～
79 年 
80 年～
84 年 
85 年以
降 
団体設立 14 10 7 1 1 3 0 
「浮浪
人」施設
設立また
は変更 
4 1 2 5 6 18 0 
出典：一部の施設の設立年度は「浮浪人保護施設一覧表」に提示されなかったため、先行
研究・新聞報道・韓国露宿人福祉施設協会（旧韓国浮浪人福祉施設連合会）のホームペー
ジを参考に筆者が追加作成した。 
 
1987 年時点の「浮浪人」施設は 1950 年代に設立されたものが多く、1950 年代～60 年
代の福祉施設は児童施設が多かった。これらの施設が「浮浪人」施設としての役割を果た
ようになった時期が 1980～84 年に集中していることから、1980 年代前半に収容する対象
を児童、すなわち「浮浪児」から「浮浪人」に変更した施設が多かったと推測される。 
また、施設の地域分布をみると、非常に分散していた。ソウルは 4 カ所で最も多くの施
設があったが、各道202で少なくとも一か所は設置されており、大都市・中小都市・田舎に
均等に分布していた。 
当時保健社会部は、取締と同時に「浮浪人」調査を実施した。その結果によると、男性
が 74.5％、女性が 25.5％であり、年齢の分布は児童が 10％、成人が 90％と集計された。
また、「正常者
マ マ
」と把握された人々は 40％、「心身障害者」が 60％で、「心身障害者」の半
分は「精神疾患者」であると判断されていた。また、物乞いをする理由については、「生計
手段」と答えた人々が 72％であった（保健社会部 1989）。 
この結果から、次のような特徴がわかる。まず、「多様な人々」が含まれていた。男性・
女性、成人・児童、健常者・障害者がすべて取締の対象になっており、「浮浪人」の基準が
曖昧であったことがわかる。しかし、いくつかの特徴が目立つ。「物乞い」という行動、「障
害」、特に精神障害である。また、児童より成人、女性より男性が圧倒的に多い。 
                                                  
202 「道」は韓国の地域の行政区域。日本の県に該当する。 
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その後、公式に「浮浪人」施設の現状と収容者の動態が『保健社会統計年報』に記載さ
れるようになった。最初に掲載された 1984 年『保健社会統計年報』では、「浮浪人」とい
う項目が新設され、その下部カテゴリーとして「浮浪児」「浮浪人」が設けられた。 
年末在所者は、1983 年の 10,049 人から 1986 年に 13,180 人と約 30％程度が増えた。そ
れに比べて「浮浪児」施設は 1983 年から 1986 年まで 9 ヶ所で変化はないが、年末在所者
は 4082 人から 2969 人に減少した。収容者実態に関しては「障害有無」の統計だけ提示さ
れていた。1983 年末に「浮浪人」施設の場合、26.7％が「正常者」と把握されており、「浮
浪児」施設の場合は、81.9％となっている。 
 
③1960 年代の取締との差異、「浮浪人」への眼差し 
このような「浮浪人」に対する取締は、1960 年代「浮浪児」の取締や、「国土建設団」と
非常に似通っている。実際に新軍部のクーデター後に、「国土建設団」の主要内容・法律な
どをまとめた『国土建設団事業資料輯』（建設部 1983）も発行していることから、新軍部
政権が過去軍事政権の政策に関心を持っていたことは明らかである。 
1960 年代と 80 年代の取締を比較すると、両者ともに、クーデター直後の様々な社会的
問題・腐敗を一掃する運動で行われキャンペーンの対象に、「浮浪人」「浮浪児」が位置づ
けられたことがわかる。しかし詳細を調べると、対象に向けられる社会的眼差しと政策に
変化があることがわかる。 
まず、1960 年代は主に「浮浪児」、つまり「労働力」があると判断された「児童」がメイ
ンターゲットになっていた。また、「ヤクザ」など犯罪者とみなされた人々と「浮浪児」の
イメージは重なっていた。しかし、1980 年代は、稼働能力があるとされた人々は「浮浪人」
に分類され収容されることはなく、「三清教育隊」の「精神・肉体」教育の対象になった。
「浮浪人」は彼らと区別され、その多くは「精神・身体障害者」であった。年齢層も、児
童よりは成人が圧倒的に多かった。しかも、統計での区分に「性別」「成人・児童」に加え、
「障害有無」が追加されたことに注目する必要がある。つまり、労働できる人と労働がで
きない人との区分によって取締の対象が区分されることによって、「浮浪」という語の意味
合いが、労働できない人々と子どもを意味する事になったといえる。 
対象者の差異に応じて対応も変わっていった。1960 年代の場合、取締による「強制収用」
を基本とし、軍隊的組織を作り、「労働」を強制的にさせたことに特徴がある。しかし、1980
年代は、取締による「強制収容」ではあるが、「強制労働」は公式には行われていなかった。
「浮浪人」は労働できないような人々であったためである。だが、労働できる人々を対象
とした「三清教育隊」においても「肉体訓練」「精神訓練」などの過酷な訓練は行われたが、
「強制労働」はなかった。 
このような差異は、「浮浪」への社会的眼差しや政策の性格に大きな変化があったことを
示唆している。1980 年代の「浮浪」というイメージは、乱暴な人や、犯罪を引き起こす恐
れがあるとしている人々よりは、「労働能力がない」人々へと変化したといえる。実際に「浮
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浪人施設」で収容されていた「浮浪人」の特徴がどうであったかは別として、取締の対象
者や統計によって表される「浮浪人」のイメージは、社会復帰に困難のある人々のように
見える。 
1985 年に社会福祉部は「浮浪人保護対策細部施行指針」を発表した。その方針は、目標
として「1981 年から政府では路上で徘徊する乞食を一掃し彼らを正常的社会一員として復
帰させるため浮浪人保護対策を樹立し、多くの予算で支援・施行してきたが、いまだにい
たらぬ所があるため、これらを画期的改善しようとする」ことにあった。具体的方針に次
の 5 つが挙げられている。①「浮浪人」善導強化による路上徘徊行為の禁絶、②自活事業
の活性化による正常的社会一員として復帰、③精神疾患など精神障害者を分離し専門施設
に転換することによる混合収容を止揚、④施設の合理的運営による収容者の保護水準の実
質的向上を企図、⑤未認可施設の果敢な整理、である。「精神疾患や精神障害者」を分離す
ることが明示されているが、「収容者管理」の項目では「名実相伴う無縁故者・無委無託者・
自立不可能な者のみを収容するよう措置」と記載されている。したがって、明確に障害も
持っている人々は除外するが、自立不可能である者は収容するという曖昧な基準をもって
いたと推測される。 
クーデターの直後行われた取締、そして施設の設立が一段落した後には、「浮浪人」施設
への社会的関心は低くなった。ただ、『保健社会統計年報』での統計は掲載され、政府から
の方針も 1985 年に発表されたもの以外にはなかった。しかし、1987 年に明らかになった
「浮浪人」施設の人権侵害事件である「兄弟福祉院事件」をきっかけに、再び「浮浪人」
に注目が集まることになった。 
 
2-2．「兄弟福祉院事件」の発生と展開 
 
釜山市にある「兄弟福祉院」は、1960 年に兄弟育児院から施設事業を開始し、1971 年に
「浮浪人」保護施設に変更するとともに社会福祉法人として活動を始めた。内務部訓令第
第 410 号が発令された 1975 年に、釜山市と「浮浪人・児」の保護委託契約を結んだ後、1976
年 7 月に場所を移転し施設の拡張を進めていった。兄弟精神療養院の開院時に「浮浪人」
福祉施設連合会長であった兄弟福祉院院長は、1984 年には保健社会部長官の推薦で大統領
から国民勲章である椿章を授与された。 
事件が明らかになる1年前の1986年末現在、「兄弟福祉院」に収容されていた人々は3,975
人であった。当時野党であった新民党の調査によると、施設への収容依頼は、警察署から
3,117 人、釜山市と区役所から 258 人、その他の 300 人については家族からの依頼であっ
た。1987 年まで兄弟福祉院は、精神療養院と同じ法人が運営していた（新民党 1987）。 
「兄弟福祉院事件」は、1986 年 12 月に釜山支検所属検事であるキム・ヨンウォン［김용원］
が、ある農家で数十人が強制労働に従事している現場を偶然目撃したことから発覚した。
内部調査を経て、1987 年 1 月 17 日に兄弟福祉院長（当時）のパク・イングン［박인근］
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が逮捕されたことで世間の注目を集めた。釜山市から年 20 億ウォン（当時）という巨大な
金銭的支援を受け運営されていたこの「浮浪人」施設で、180 余人の院生が 6 ヶ月間強制労
役され、そのうち一人が死亡していたこと、さらには病死と見せかけ不法埋葬したことが
明らかになった。そこで検察は、特殊監禁法違反などの疑いで院長など 5 人を逮捕し、院
長の息子を立件した。また、5 千ドルと 546 万円の現金が院長個人の金庫で発見され、外貨
管理法違反の疑いも追加された 。 
検察は調査結果を次々発表し 1987 年 1 月 20 日には「兄弟福祉院」が設立目的とは違い、
確実な居住がある人々まで強制労役をさせたことと、1975 年 7 月から 1986 年 12 月までの
12 年の間に、513 人の院生が死亡したという内容を発表した。また、死亡した院生の死体
を確認せず死亡診断書を発行した医師は、虚偽診断書発布の疑いで立件された 。この検察
の調査の発表によって、それまで「兄弟福祉院」で行われた強制労働と死亡事件などの事
案が、大きな社会問題になった。 
特に事件は民主化運動がピークを迎えていた 1987 年に発生したために、当時の政権は大
きな危機感を抱いた。というのも、同年 1 月にソウル大学生が警察の拷問で死亡した事件
も起きていたからである203。その時代的背景のもとで起きた「兄弟福祉院事件」に対して
は、当時野党は検察とは別の調査団を派遣し、国会に報告書を提出するなど積極的な活動
を見せるほか、政権の非人権的政策の結果であると、政府を批判した。政府は緊急対策と
して「人権進展委員会」を設立し、事件は政府と関係がなく、あくまで個別の施設の問題
であることを強調した。 
一方「兄弟福祉院」についても、事件報道が相次ぐなか、院長を含む職員の拘束後にも
「兄弟福祉院」の院生の死亡事件がいくつか生じた。脱出過程で死亡した事件も起こった。
1987 年 2 月 10 日に 25 人、3 月 23 日に 37 人が集団脱出を図った。そのうち、一人が他の
院生からの殴打で死亡した。その他にも、施設内の暴力が、施設内で他の院生から殴られ
死亡した事件、1988 年 1 月 14 日にも女子部屋で院生から殴られ一人が死亡した。同じ院
生であるにもかかわらず暴力事件が連続的に起こったのは、施設側が院内の秩序を守るた
めに院生を軍隊的手法によって管理していたためである。院生は分隊単位で編成され、そ
の幹部の院生は部下を監督する任にあった。そのため、幹部の院生は、自らの任務を果た
すために脱出を試みた院生に暴力を加えたこともあった。このような暴力による死亡事件
のみならず、疾病や各種の事故による死亡者は、1987 年 1 月検察による捜査が開始後も、
1987 年は 32 人、1988 年も 6 人に達した。 
兄弟福祉院長に対する裁判は院長などが拘束された 1987 年 1 月 17 日から 1989 年 7 月
11 日まで行われ、院長は一審で懲役 10 年と罰金 6 億 8,178 万ウォンの判決を受けた。しか
し、二審では懲役 4 年で罰金なしと、大幅に減刑された。しかし、三審では二審のうち「特
殊監禁」は無罪であると見なし、再び二審に戻された。再開された二審では三審で問題と
                                                  
203 1987 年にソウル大学言語学科の学生であった朴 鍾 哲
パク・ジョンチョル
が警察に連行され審問をうけた
が、拷問によって死亡した事件である。1987 年民主化運動に大きな影響を与えた。 
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なった「特殊監禁」には有罪判決が下されるが、懲役 3 年にさらに減刑された。しかし、
三審で再びこの判決は破棄され、差し戻された。三度行われた二審では「特殊監禁」を無
罪にして、懲役 2 年 6 ヶ月の判決が下されるすと、三審でこの判決が受け入れられた。 
ここで「特殊監禁」をめぐり争われたのは、「兄弟福祉院」が行ってきた「強制収容」に
よる「強制労働」・「強制労役」が刑法上の監禁罪に該当するかどうか、ということであっ
た。三審の判決では、強制的に行われた「兄弟福祉院」側による行為は違法ではないと見
たのである。従って、外貨違法の疑いであった院長を除いて他の職員に対して無罪判決が
出たのである。 
その判決後、院長のパク・イングンは 1989 年 7 月 20 日に満期出所し、1991 年に法人の
名称を「ヨブの町」と変更し、既存の「兄弟福祉院」の建物の一部を活用し再び社会福祉
事業を開始した。同年に重度障害者療養院を開院し 1999 年には療養院を拡大・移転し、施
設の運営を続けた。 
 
表 12「兄弟福祉院事件」の展開（1986 年～1989 年） 
1986年 12月 21日 釜山地検・ウルジュ支庁のキム・ヨンウォン検事、内部捜査を始め
る。 
1987 年 1 月 16 日 捜査着手 
1987 年 1 月 17 日 パク・イングン（兄弟福祉院院長）など拘束 
1987 年 2 月 検察、特定経済犯罪荷重処罰などに関する法律違反（業務上横領）、
暴行致死、暴力行為など処罰に関する法律違反（特殊監禁）、草地
法違反、建築法違反、外国外換管理法違反などの疑いで起訴 
1987 年 1 月 22 日 兄弟福祉院嘱託医者のジャン・ミョングク［장원국］、死体虚位検
眼書発給疑いで立件 
1987 年 6 月 9 日 キム・ヨンウォン検事、院長に懲役 15 年罰金 6 億 8,178 万ウォン
求刑 
1987 年 6 月 23 日 釜山地方法院蔚山支院、院長懲役 10 年罰金 6 億 8,178 ウォン宣告
1987年 10月 26日 大邱高検のキム・ウォンギ［김원기］検事、15 年求刑 
1987 年 11 月 12 日 大邱高法、原審破棄。（院長懲役 4 年、罰金なし） 
1987 年 11 月 検事上告 
1988 年 3 月 8 日 大法院、検事上告棄却。大邱高法に還送 
1988 年 7 月 7 日 大邱高法、院長懲役 3 年判決 
1988 年 7 月 被告人、上告 
1988 年 11 月 8 日 大法院、原審破棄 
1989 年 3 月 15 日 大邱高法、院長懲役 2 年 6 ヶ月判決 
1989 年 7 月 11 日 大法院、院長懲役 2 年 6 ヶ月判決 
出典：兄弟福祉院事件真実究明のための対策委員会（準）編（2013a: 39-40） 
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2-3．「兄弟福祉院事件」をめぐる議論 
 
1980 年代初頭に行われた一斉取締と収容の後は忘れられかけた「浮浪人」問題が、「兄弟
福祉院事件」で再び注目を集めた。法律家、メディア、被害者などによって短期間に多く
の言説が生み出された。この言説を大きく①「浮浪人」の定義、②「浮浪人」の監禁・労
役の法律問題、③改善の方法という 3 つのテーマに分けて検討したい。 
 
①「浮浪人」とは誰か 
誰がこの施設に収容されていたのかということは、この事件の重要な問題の一つであっ
た。特に、「浮浪人ではない」者を無理矢理連行し入所させたという深刻な問題があった。
当時の被害者の証言やメディアの報道においても、「自分は浮浪人ではなかったのに」と語
る言説が多く生まれた。 
 
「お酒を飲み騒ぎ立てたとして警察署に連行され福祉院に収容されたという
イ・ゼヨン［이재영］さん…（中略）…は『収容者のうち精神疾患者を除いた 2 千
人余りの半分くらいは縁故者もいるし、自立能力があるけれども、帰家措置されず
にいる』とし…」204 
「こちらでは設立趣旨とはまったく違って縁故がある者と能力がある者まで任
意的強制収容を恣行した」205 
「路上を彷徨う、本当に保護受けるべき人はわずか数人のみ」206 
「住民登録証をみせながら『私は乞食ではない』と説明したが、殴られたばかり
でマイクロバスに載せられ兄弟福祉院に移動された」207 
 
また、新民党の報告書では「技術をもっている人については、強制労役のため意図的に
縁故者確認をしてあげない」場合もあったことが確認されている。具体的には、「浦項
ポ ハ ン
製鉄
所の職員」「ミリュン［미륭］建設社208の職員」の事例が挙げられている（新民党 1987）。 
また、1982 年 1 月に 2 週間「兄弟福祉院」に収容されたキム・ヨンウクは、「兄弟福祉
院事件」が発生した直後に、自分の経験をまとめた本を出版した（キム・ヨンウク［김영욱］ 
1987）。彼は百科事典会社に通っていたが、飲酒し釜山駅前で家族の迎えを待っているとこ
ろで警察に逮捕され、「兄弟福祉院」で収容された。彼は人権蹂躙と強制労役を問題視し、
自分も含め「罪なき子どもと老人」まで収容されていたことについて強く批判した。 
このような報告書や証言は「自分は浮浪人ではない」と強く主張している点に特徴があ
                                                  
204 「先導悪用した生き地獄」『東亜日報』1987 年 2 月 2 日 
205 「全国福祉院 36 ヶ所、1 万 6 千人収容」『朝鮮日報』1987 年 2 月 3 日 
206 「12 年間 513 人死亡」『東亜日報』1987 年 2 月 2 日 
207 「麦飯食べ 12 時間労働」『東亜日報』1987 年 2 月 3 日 
208 当時「浦項製鉄所」「ミリュン建設社」は大企業であった。 
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る。これらの証言から「浮浪人ではない人々に強制労働をさせた」という点に、問題とし
て焦点が集まることになる。こうした問題化は、さらに二つの問題を呼び込んだ。「浮浪人」
とは誰なのか。そして、「浮浪人」に強制労働をさせることには問題がないのか。「浮浪人
ではない人々」の主張は、自然に前者の問題、つまり「浮浪人とは誰なのか」につながっ
た。 
「浮浪人」の定義問題は、「誰が浮浪人施設の収容者であるべきか」という問い絡み合っ
ていた。この点については、主に「障害者」との関係によって論じられた。まず、事件が
発生した 1987 年に国会議員であったシン・ワング［심완구］は国会で「なぜ、浮浪人施設
に障害者がいるのか」と混合収容の問題を提起した。「浮浪人施設に収容してはいけない
人々、つまり身体障害者、精神薄弱者などが、どうして浮浪人施設に収容されているか」
と具体的な事例を述べながら批判した。それに対して、中央
ジュンアン
大学校社会福祉学科教員であ
った金泳謨
キム・ヨンモ
は「一旦彼ら、つまり精神疾患者、精神薄弱者、身体障害者などは、当然「浮
浪人」施設に入所すべき」であり、彼らのうち、「浮浪性を伴わない健全な障害者は、各自
その専門的施設で保護されるべき」であるとの主張を展開した209。金泳謨によると、障害
の有無よりは「浮浪性」こそが「浮浪人」の特徴である。 
メディアにおいても、「浮浪人」とは誰なのかがたびたび論じられた。例えば、『東亜日
報』では「兄弟福祉院」問題についての座談会の内容を報道している210。「浮浪人」として、
「一定の住居なく路上を徘徊する虞犯者または家庭で様々なトラブルを起こしたりして家
族から捨てられたりお酒を飲むと悶着を起こすアルコール中毒者、各種疾患などに苦しめ
られる廃人」が挙げられている。また、『毎日経済
メイルギョンゼ
』では「社会にろくに適応できない人々
…例えば、幼いにも関わらず、親兄弟から捨てられた孤児や頼りがない寄る辺のない老人
がその例で、その他にも精神疾患者、行動障害者、アルコール・薬物中毒者、乱暴非行者、
そして一部の犯罪者もこの範疇に属するといえよう」と報じられた211。 
国会議員や社会福祉学者、そしてメディアの言説は非常に曖昧で錯綜していることがわ
かる。精神の問題、障害、中毒者、家族から捨てられた人々などがすべて含まれている、
非常に曖昧で広範なイメージのもとに、「浮浪人」が論じられていたことがわかる。 
「浮浪人」概念をめぐる議論がなされるのと並行して、「兄弟福祉院」の担当部署であっ
た釜山市は、1987 年 4 月「兄弟福祉院運営改善対策会議資料」を発表した（釜山市 1987）。
この資料では兄弟福祉院の収容者の対策が含まれており、収容者の区分に応じた対策を取
                                                  
209 これらの報告書の内容と証言は「浮浪人とは誰か」より「浮浪人ではなかった」という
言説に集中されている。つまり、「浮浪人」の定義より「浮浪人」ではない人々に対するイ
メージが繰り返して語られている。また、その基準として「職業」「縁故者」「（労働）能力」
「乞食」などが提出されている。また、障害者であるかどうかではなく「不良性」「浮浪性」
「健全さ」といった抽象的なイメージをめぐった議論になった。 
210 「運営・監督改善で新しい出発する時」『東亜日報』1987 年 2 月 6 日 
211 「社説：慈善事業と営利事業、社会復帰を助ける再活指導になるべき」『毎日経済』1987
年 2 月 7 日 
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っている。成人収容者に関する措置としては、総 1,403 人のうち有縁故者の 851 人は退所、
帰家させ、縁故者が引受を拒否する場合は継続収容、無縁故者の 134 人は継続収容を原則
とした。また、自立能力者は退所させ、精神病患者 226 人は釜山市内 11 ヶ所の精神療養院
に転送し、身体障害者 192 人は保健社会部と協議のうえで適宜措置を取ることにした。ま
た児童収容者 526 人に対しては、釜山地域内の他の児童施設に転送（213 人）、他の地域へ
の転送（231 人）、帰家（64 人）、自活能力者は退院（6 人）、保護者と同時収容（12 人）と
いった措置が取られた。 
縁故者、つまり家族がいる場合は、原則的に家族保護が義務づけられていることがここ
からわかる。家族がいない、あるいは引受を拒否する場合のみ「浮浪人」施設の対象者と
判断されたのである。これは第一に、それまで「精神疾患者」「身体障害者」などが家族に
任されていたことを意味する。また徐々に過重な負担などの理由で「何らかの施設にまか
せてしまう」ケースが増えていたことも窺える。第二に、「浮浪人施設」は、「精神疾患者」
「身体障害者」の受け皿として機能していたことがわかる。もちろん、労働できる人々を
無理やり連行した場合も多く、最も深刻な問題として取り扱われたが、少なくない障害者
が収容されていたことは明らかである。第三に、「兄弟福祉院事件」の結果として精神疾患
者・身体障害者といった自立能力がないと判断される人々が「浮浪人」施設に継続収容さ
れることになったといえる。つまり、「兄弟福祉院事件」を契機に「浮浪人」をめぐる様々
な錯綜した言説が生み出されたが、「縁故者の有無」「障害の有無」「労働能力の有無」が重
要な基準となっていったことが確認できる。 
 
②監禁・強制労役の正当性と内務部訓令第 410 号 
「兄弟福祉院事件」の裁判の判決で最も中心になった問題は「監禁罪」が成立するか否
かであったが、これに関連して、「浮浪人」であれば強制収容・強制労働・強制労役は正当
化されるのかどうか、つまり、「浮浪人」に関する監禁・強制労役も重要な問題として提起
された。 
まず、新民党の報告書では「兄弟福祉院」の強制労役や賃金搾取、そして脱出を予防す
るための措置を報告している。この報告書では、人権蹂躙の問題として、「新人または反攻
者に対する殴打暴行が日常化・常習化」しており、ひいては死亡者も出ているとしている。
また、重労働を強いられて、割当量を達成できない人には殴打・体罰が加えられる。平均
作業時間は午前 7 時から夜 5 時までで、その作業の賃金について施設側は個人通帳に貯金
していると言っているが、実際に確認した人は一人もいない。ただ日当として福祉院の作
業員には 300～500 ウォン、療養院の収容者にはトークン 1 個（100 ウォン）が支給される。
このトークンでは、療養院内の売店でお菓子などの購入ができたとしている（新民党 1987）。
報告書は、このような強制労働による労働搾取のため、労働できる人はむしろ長期収容さ
れる可能性が高かったと報告している。1986 年から次第に退所者が減っているが、その理
由は労働可能な人々を退所させなかったからであるとしている。 
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このように、強制収容による人権侵害は明らかであったが、裁判では、「監禁罪」「強制
労役」が成立するかどうかが論点になった。 
まず、1987 年 6 月 23 日に行われた釜山地方法院蔚山支院判決では、監禁罪が認められ、
院長は懲役 10 年などを言い渡される。しかし、1987 年 11 月 12 日にその判決は破棄され
た。その判決文の監禁罪に関する部分は次のようである。 
 
…労役は勤労意識の涵養など浮浪人の更生のため必要な仕事であり、その収容及
び作業過程で多少の殴打行為があったとしても体罰にすぎず、過酷行為に該当しな
い。それにも関わらず、被告人の原審判示の第一行為を特殊監禁罪に該当する判示
した原審判決は、監禁罪の法理を誤解しており判決理由に矛盾があったかもしくは
［引用注: 違法となる条件を］充足していないということ…。 
…上の内務部訓令第 410 号では…（中略）…収容施設の長は収容者の離脱を防止
するため十分な矯導に蹉跌がないようにすると規定されている事実を認定するこ
とができ、上の被告人が上の被害者を福祉院施設の一部である「蔚州
ウルチュ
作業場」で収
容し彼らの離脱防止のため監視した行為は、仮にその監視過程で殴打行為があった
としてもその殴打行為に対する別度の罪責を問うことは別の問題となる。その行為
は刑法第 20 条の所定の正当行為に該当し、その違法性は阻却されるために監禁罪
は成立しないともいえる…強制労役、殴打などの過酷な行為が別罪として公訴提起
されていないこの事件では、これらについて罪責を問うことはできないといえる
（1987 年 11 月 12 日宣告 87 ノ 1048 第 2 刑事部判決: 破棄還送）。 
 
判決文によれば、「浮浪人」であれば、「内部部訓令第 410 号」に基づき、「強制収容」「強
制労働・労役」は正当化される。さらに、その行為は、「矯正」のためであり「ウルチュ」
作業場もその福祉的事業が行われる場として認定している。そのために、監視及び殴打は、
多少の問題があったかもしれないが、原則として「矯正」指導の一環として行われたとの
解釈である。次は 1988 年 3 月 8 日に行われた三審の判決文である。 
 
被告人が上の被害者が夜間にウルチュ作業場の宿泊施設である寮で就寝するよ
うに措置したことについては、収容中の浮浪人などの離脱防止のために出入門の施
錠を合わせてしていたという点で適切でなないと非難される余地があるものの、 
、他の特別な事情がない限りでは刑事上の監禁罪を構成するとは言い難い（1988
年 3 月 8 日宣告 87 ドゥ 2671 第１部判決）。 
 
ここで問われているのは、寮で施錠措置を行い、監禁した疑いがあるかどうかであった。
しかし、その場合も「非難される余地」があるが、刑事法による監禁罪には相当しない、
という。夜間の逃走を防止する目的のため不可避的なことであると解釈されたためである。
その後の裁判の判決文でも、「強制収容」・「強制労働」を「その行為に至るまでの過程と目
的、手段及び行為者の意思など諸事情に照らし合わせ、社会的相当性が認定できる行為」
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（1988 年 11 月 8 日宣告 88 ドゥ 1580 判決文）として判断している。 
強制収容・労役を無罪とする判決が下されたが、当時メディアにも「強制収容」はやむ
を得ないとの意見が載せられていた。例えば、『東亜日報』は、「廃人などを社会から一定
程度隔離し善導する社会福祉施設の機能が必ず必要である」とし、「兄弟福祉院事件」が他
の「浮浪人」施設の閉鎖に繋がることを恐れており、『毎日
メ イ ル
経済』は 1987 年 2 月 7 日の社
説で「不適応者及び無能力者を保護し、ひいては彼らを教育し、善導する再活教育を通し
て正常人として社会に復帰させる当然の福祉施設は続けるべき」としている。また、「被収
容者の中には様々な人々がおり、やむを得ない矛盾さを抱えているため、被収容者をすべ
て社会に出て行かせることはできない」212と報道した。 
したがって、「浮浪人」が恣意的に判断され収容されたことは問題であるが、それに強制
力が伴ったこと、社会への自立のため一定の労働が課されたことの正当性は、判決文や当
時のメディアでは共有されていたのであった。また「内務部訓令第 410 号」は、その解釈
の根拠となる公的な指針であったのである。 
 
2-4．「浮浪人」政策の転換 
 
1987 年に民主化運動が盛り上がり、政府は「兄弟福祉院事件」が政権の正統性を脅かす
問題にならないように、「人権伸長対策委員会」を発足させた。それに対して当時の民主化
運動をリードしていた野党・新民党は、調査結果から「兄弟福祉院事件」が重要な人権問
題であり政権を打倒する材料になると判断していたが、ほぼ同時に起きた拷問による大学
生死亡事件が「兄弟福祉院事件」のため薄れてしまうことを恐れたせいか、それ以上積極
的に取り組んでいなかった。しかも「兄弟福祉院事件」は、政権そのものの問題ではなく
一つの施設の問題に過ぎないにもかかわらず、無理に政権の問題にしようとしているとの
批判も存在した213。 
このような背景のなか政府の保健社会部は、裁判が開始された直後の 1987 年 5 月 4 日に
既存の「内務部訓令第 410 号」を廃止し、保健社会部訓令で「浮浪人善導施設運営規程」
を発表した。所管部署が治安を担当していた内務部から保健社会部に移管されたことは、
「浮浪人」が完全に「福祉の領域」の対象者になったことを意味する。しかし、訓令は法
律ではないため、まだ「浮浪人」は、法文によって認められる対象にはならなった。運営
規程は第 1 章総則、第二章入退所管理、第三章収容保護、第四章職業報道管理など総 4 章、
その細部条項は 30 条で構成された。主な内容は次のようである。 
第 3 章では「浮浪人」を定義している。定義は 2 つに区分されている。（1）縁故者がい
ない、または縁故者がいるが保護する能力がない 65 歳以上の老衰者 18 歳未満の児童、
廃疾
マ マ
・精神疾患及び心身障害などで生活能力がない「浮浪人」で、保護機関である市長、
                                                  
212 「慈善事業と営利事業、社会復帰助ける再活指導すべき」『毎日経済』1987 年 2 月 7 日 
213 「与野、陰険な策略舌戦」『毎日経済』1987 年 2 月 3 日 
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郡守、区庁長（以下「市長・郡守という」）が、保護の必要性を認めた者（2）一定の住居
を持たず物乞いをする「浮浪人」で本人が施設での保護を求め、市長・郡守が保護の必要
性を認めた者、としている。また、その他に、（1）（2）に該当する者で、警察署から保護
要請がある者としている。 
この規定によると、「浮浪人」とは、「縁故者とその扶養能力」「自立能力」の有無に応じ
て決定される。つまり、「障害者」「老人」「児童」など労働能力がない人のうち、縁故者が
いない場合や扶養能力のない人々が「浮浪人」施設の対象者になる。労働能力の判断基準
については曖昧さを残しているが、自立生活が期待できない人々のイメージに即している。
このことは、結局「浮浪人」に関する議論がはっきりと結論に至ったわけではないが、少
なくとも「労働できると判断された人々」、「自立の可能性」がある者は「浮浪人」施設で
収容しないとの結論になったと言える。 
次に、手続きに関する項目はもっと厳しく明記されている。例えば、入所時は警察など
の依頼を受けた場合、地方自治体長の判断を義務づけ、国家の責任を部分的ではあるが明
文化した。また、入退所手続きでは外部人事が参加する入退所審査委員会設置が義務化さ
れ本人が退所を求める場合には必ず審査を行うことにしている。その他、強制労働を防ぐ
ために、作業規定が設けられ、労働時間と賃金に関する条項が追加された。また、精神障
害者の場合は受け入れるが施設内で隔離保護措置を取ることにした。 
1987 年に明るみになった「兄弟福祉院事件」によって、新しい訓令に基づく制度的変化
をもたらされたものの、その後裁判が続くなかで事件そのものに対する社会的関心は弱ま
った。しかし、この「兄弟福祉院事件」の後、「浮浪人」に関する大きな変化が統計で現れ
る。それは、入所者の特徴として、「正常者
マ マ
」と把握された人々の割合が 1987 年を境に急
激に減少し、「障害者」の割合が増したことである。次のグラフは、「兄弟福祉院事件」が
あった 1987 年を境に、「正常者」の割合が 25％程度から 5％以下に変化したことがわかる。 
 
 
図 10「浮浪人」のうち「正常者」の割合 
出典：保健社会部，各年度，『保健社会統計年報』から筆者が作成。 
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このような変化が実際に起こったかについては明確ではないが、少なくとも「浮浪人」
施設側は「浮浪人」施設での生活者のほとんどが、自立ができないような人々のみである
と報告したことと見える。つまり「兄弟福祉院事件」を契機として、1980 年代に「浮浪人」
施設は様々な人々を混合収容する場所から労働できない人々の収容する場所へとその機能
を転換させたことである。それによって、「浮浪人」は労働できない人々であるとの認識が
1997 年に起きた IMF 経済危機まで継続することになった。 
 
3．「兄弟福祉院事件」のその後――被害当事者の登場と国家の責任問題 
 
3-1．被害当事者の登場と事件の再照明 
 
「兄弟福祉院事件」は、その人権侵害が明らかになった 1987 年以後には、社会的イッシ
ューになることはほとんどなかった。ところで、2009 年に「兄弟福祉院」の法人である「兄
弟福祉院財団」が金融機関から 118億ウォンを違法な方法で借入した賄賂事件が発生した。
この事件を通じて 1987 年に「兄弟福祉院事件」で処罰された財団が、ジェユク［재육］院
（1988 年）、ヨブの町（1991 年）、兄弟福祉院財団（2001 年）と何回も繰り返し施設や財
団の名前を変更させ現在も健在していることが明らかになった。また、「兄弟福祉院財団」
はその後さらに社会福祉事業を拡張し大規模な重度障害者施設を運営しており、その他に
も温泉事業、レジャー・スポーツ事業まで進出していたことが報道された。その後、「兄弟
福祉院事件」の被害者であるハン・ジョンソンによる被害事実を述べた本が出版され、約
20 年ぶりに「兄弟福祉院事件」が注目されるようになった。 
被害者ハン・ジョンソンは、「兄弟福祉院」における自身の経験を社会に広めるためと、
一緒に収容されていた父と姉の行方を探すため、2012 年 5 月から国会議事党の正門前で一
人示威214を始めた。その時、国会に用事があった韓国芸術総合大学の教授であるチョン・
ギュチャンと偶然出会い、人権運動家のパク・レグン［박래군］を含んだ 3 人は、「兄弟福
祉院」で発生した人権侵害について執筆をはじめた。学校教育を受けなかったハン・ジョ
ンソンは、他の 2 人の助力を受け、自分の経験を文章や絵で描写した。その作業の結果と
して 2012 年に『生き残った子ども』という本が三人の共著で出版された。「兄弟福祉院」
の賄賂事件とともに、その本の出版によって再び 1987 年におきた「兄弟福祉院事件」に関
する関心が高まった215。 
                                                  
214 一人示威とは、韓国の集会と示威に関する法律の第 12 条は「集会は…（中略）…二人
以上をいう」としており、その規定を避けるために一人でする示威を意味する。一人示威
は、示威や集会ではないため集会の申請が必要ではない。 
215 「兄弟福祉院事件」に関するテレビ放送局の深層報道が相次いで放送された。主な番組
は次のようである。「240 億貸付疑惑――兄弟福祉財団の正体は」KBS、『追跡 60 分』2012
年 10 月 24 日、「兄弟福祉院の監禁者たちの 26 年」MBC、『時事マガジン』2013 年 11 月
3 日、「ホロコースト、そして 27 年――兄弟福祉院の真実」SBS『それが知りたい』2014
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その本によると、ハン・ジョンソンは、母が家出したために育児も担うことになった父
が 1984 年に自分を警察署に預け、警察の手続きによって「兄弟福祉院」に入所することに
なった。「兄弟福祉院」の生活は、厳しい上下関係で組織される軍隊式とも呼べるものであ
り、強制労働や体罰、殴打が相次いでいたという。また小隊長と管理人は脱出を予防する
ため、徹底的に監視・統制をした。彼は、1987 年に「兄弟福祉院事件」の発生で、ソウル
の児童保護施設である「少年の家」に移送されるが、もう一度カトリック系の施設に移る
ことになり、成人した 1992 年に退所することになった。その後、日雇い労働をしながら生
活をするが、労災のため労働は不可能になり、現在は公的扶助216の受給者で生活している。 
この三人は、「兄弟福祉院事件」を徹底的に再調査する必要があることを訴えるため 3 回
にわたって「著者との対話」という合評会を開いた。出版と合評会がきっかけとなり、2013
年 1 月 31 日に人権団体と研究者、被害当事者を中心に「兄弟福祉院事件真実究明のための
対策委員会準備委員会」（以下：「対策委」）が発足した。人権団体はホームレス団体、障害
者団体、反貧困運動団体が中心になり、研究者は特に法学研究者が多く参加した。また、
被害者たちは、「兄弟福祉院生存者の会」を構成し、「対策委」も参加した。「対策委」は 2013
年 11 月 22 日に正式に発足し、その後兄弟福祉院事件の真相究明活動は「対策委」を中心
に行われた217。 
「対策委」は当時の資料を収集し、2013 年 10 月『韓国のホロコースト！兄弟福祉院事
件の真実を語る』という資料集としてそれらを発刊し（兄弟福祉院事件真実究明のための
対策委員会（準）編 2013b）、2013 年 3 月 22 日、同年 11 月 22 日に学術討論会を開催し
た。また、対策委のメンバーを中心にインターネット媒体である『プレシアン』と人権団
体「人権運動サランバン」の機関誌である『人権オルム』に 10 回にわたって「兄弟福祉院
事件」に関する連載を行った。このような活動を通して被害者からの連絡や被害申告が寄
せられ、2015 年 1 月現在はドキュメンタリー制作と被害者証言集を準備している。そして、
2014 年 12 月に釜山対策委員会も発足し地域の活動も開始された。このような活動を通じ
て、これまで知られなかった被害者の経験の証言、公文書などの資料、施設内部の資料な
どが発掘されるようになった。 
 
3-2．「兄弟福祉院事件」特別法を向かう動き 
                                                                                                                                                  
年 3 月 22 日などがある。 
216 韓国の公的扶助は、「国民基礎生活保障法」に基づいて行われる。 
217 2015 年 4 月現在、対策委員会に参加している団体は次である。タサン人権センター、
脱施設政策委員会、「民主社会のための弁護士の会」の「過去事委員会」、民主主義法学研
究会、全国障害者差別撤廃連帯、障害と人権「バルバダク（足の裏）行動」、釜山社会福祉
連帯、人権団体連席会議、49 統一平和財団、言論改革市民連帯、人権運動サランバン、釜
山障害者差別撤廃連帯、カトリック教人権委員会、障害者差別禁止推進連帯、障害者情報
文化ヌリ、公益弁護士の会「希望をつくる法」、参与連帯、文化連帯、真の医療の実現「青
年韓医師会」、「地域福祉運動団体ネットワーク、障害友権益問題研究所、ホームレス行動、
以上 22 団体。 
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「対策委」は様々な活動を行ってきたが、もっとも重要な目標として「特別法」制定を
による徹底的な調査と被害者支援を挙げている。「特別法」（案）は 2013 年 10 月に発刊さ
れた資料集に最初提案された。 
法案の名は「兄弟福祉院事件真相調査及び被害者賠償に関する法律（案）」である。この
法律には三つの必要性を前提としていた。第一に、国家による真相解明のための調査の実
施の必要である。いまだに正確な被害実態が明らかではないためである。第二に、被害者
に対する国家の賠償責任を明確にする必要である。当時「兄弟福祉院」は、釜山市と「浮
浪人」収容に関する委託契約を結んでいた、また収容過程で警察など国家機関が介入した
という事実があるためである。第三に、現在まで身体的、精神的問題で後遺症を抱えてい
る被害者に対する医療支援金の支給の必要である。 
「兄弟福祉院事件」の定義について、「兄弟福祉院」と関連して国家機関が兄弟福祉院で
収容された人々を強制労役に従事させ、暴行や過酷行為を加える方法で彼らを殺人、傷害
するか、死亡、傷害などに結果に至らせた事件であるとしている。また、被害者は、ア）
兄弟福祉院事件により死亡したか行方不明になった人、イ）「兄弟福祉院事件」による傷痍
を負い後遺症などで死亡した人、ウ）「兄弟福祉院事件」により傷痍を負った人と規定した。 
調査や判定は、賠償審議委員会を設置し、各種の調査や判定などを担当することにし（第
4 条）、「兄弟福祉院事件」と関わる資料や分析などのため、関係した行政機関や団体に資料
を要求することが可能にし、該当機関や団体は特別な自由がない限りこの要求に応じなけ
ればならないとしている（第 5 条）。賠償と関連して死亡または行方不明の場合は、就業可
能時間に該当する給料を、治療を要する場合や常時介護及び補助装具使用が必要とされる
人に対してはそれにかかる費用を支給することにした（第 8 条）。 
この案を修正した「兄弟福祉員被害事件真相究明及び被害者支援に関する法律案」が、2
014 年 3 月 24 日に国会議員 55 人の名前で国会に正式的に発議された。国家で法律が制定
されるためにはまず政府機関別に分けられている常任委員会での検討を経て本会議に送付
されることになっている。発議代表国会議員であった陳善美
チン・ソンミ
議員は、この法律を保健福祉
委員会に提出した。しかし、これに対して対策委は非常に反発した。その理由は、もし保
健福祉委員会に提出されれば、法律が制定されても施設内の事件として矮小化される恐れ
があったためである。そのため、この法律案は発議した三日後の 3 月 27 日に撤回される。 
その後改めて、2014 年 7 月 15 日に「内務部訓令による兄弟福祉院強制収容など被害事
件の真相と国家責任究明等に関する法律（案）」が以前と同じく陳善美議員を代表に 54 人
の国家議員の名前で発議された。以前の法律案と一部の内容が変更され、担当の常任委員
会も保健福祉部から治安などを担当する安全行政委員会に変えた。 
この法案は、以前の対策委の案を元にしているが、異なるところもあった。第一に、第 1
条目的で「この法律は、兄弟福祉院事件の真相を究明し隠蔽された真実と国家の責任を明
らかにし被害者とこの遺族の名誉回復及びこれに伴う補償をすることで彼らの生活安定と
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人権伸長を図ることを目的とする」とした。以前の案より明確に「兄弟福祉院」事件に関
する「国家の責任」を明示すると共に、国家の責任も真相究明の対象にすることで、さら
に国家の責任を強調した。第二に、「兄弟福祉院事件」を、「兄弟福祉院」収容中に直接被
害が発生した事件以外に、「兄弟福祉院」が認可をうけた「1975 年 7 月 5 日から、事件発
生によって施設が一時閉鎖された 1987 年 6 月 30 日までに強制的に隔離収容された事件」
と変更することで、暴行を受けたかどうかに関係なく、「収容」されたという事実のみで被
害に相当することを明示した（第 2 条）。第三に、真相究明申請は、委員会が構成された日
から 1 年以内にすると規定し、時間が限定的な法律であることを明示した（第 8 条）。その
後 2014 年 11 月 7 日に国会第 329 回定期会全体会議で法案が上程され、2014 年 11 月 12
日に法案審査小委員会（329 回）に上程された。 
 
3-3．国家責任をめぐる論争 
 
この発議に対して国会の安全行政委員会の首席専門委員名義の「内務部訓令による兄弟
福祉院での強制収容等被害事件の真相及び国家責任究明等に関する法律案件等検討報告書」
（以下：「検討報告書」）が 2014 年 11 月 5 日に発行された。法案に関する検討報告書とは、
国会に法案が提出される前に国家の常任委員会で討論が行われるが、その際に参考資料と
して該当法案と関係する各政府部署が提出する意見や立場をまとめるものである。この法
案は、国会の常任委員会の一つである安全行政部委員会で提出されたため政府の安全行政
部が中心になって報告書を出した。この「検討報告書」では「特別法」の意義と問題点を
指摘しているが、主な争点は次のようである。 
第一に、法律の必要性について、今まで国家からの重大な人権侵害事件に対する真相究
明のため制定された法律が多数存在してきたことを指摘する。この例として挙げている法
律は 16 に上る。ここでは 1980 年の「5・18 民主化運動関連者補償等に関する法律」「疑問
死真相究明に関する法律」などである。特に、「真実和解のための過去事整理基本法」は、
過去に国家による重大な人権侵害があったと認定される事件については、これに対する真
実究明作業を国家が行うことになっていた。しかし、2005 年 5 月制定されたこの法律は、
真実究明申請期間を 2005 年 12 月から 1 年間に限定し、4 月 2 ヶ月間の調査機関を経て、2
010 年に廃棄された。これらの以前の法律について、この報告書は「事件の被害者が長期間
の収容などで社会適応能力や理性的な思考が難しかった側面があり、適切な協力者の助け
を得られず、委員会の存続期間中に申請できなかった」と評価したものの、法律の制定そ
のものの必要性については認定している（首席専門委員 2014: 9）。 
第二に、「兄弟福祉院事件」に対する国家の責任を前提としている点である。つまり、こ
の法律では「兄弟福祉院事件」に対する国家責任を究明することを目的としているが、こ
のことは、現在時点で立証されていた国家の責任を前提としてしまう誤解の余地があり、
削除する必要があると指摘している（首席専門委員 2014: 10）。そのことは、「兄弟福祉院
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事件」はあくまでの民間福祉施設で起こった事件であり、もし真相究明作業によってその
違法的な行為が明らかになったとしても、このことは必ずしも国家の責任に帰されること
ではないとの意見である。 
第三に、その他提出要求に対して応じない場合に対する対応について「調査目的に必要
な最小限の範囲に留める」という文句を提案した。つまり、捜査機関ではないのにもかか
わらず、強制性を伴う調査に歯止めをかける必要があるとの判断からである。その他、証
拠保全の手続きや報償金及び医療支援金の支給は、他の法律との関係を明確にし、過大な
支給にならないよう注意している（首席専門委員 2014: 19-20）。 
以上の内容から、今の政府は、基本的に「兄弟福祉院事件」に関する特別法の必要性を
認めつつも、「国家の責任」を前提とする法律の趣旨には反対の意見を明確にした。また、
国会議員の中でも、「兄弟福祉院事件」の責任が国家にあると言えるかどうかという問題は
最も重要な論点となった218。それに対して、対策委のメンバーで建国
コングク
大学校の教授である
イ・ジェスン［이재승］は、「国家は、「浮浪人」を好き勝手に取締できるような法制をつ
くった点、兄弟福祉院の運営側に財産取得に関する便宜を提供した点、そして国家がその
事件を徹底的に調査しないことで隠蔽できる環境を醸成した点から、「兄弟福祉院事件は
『国家の責任』の問題を超え『国家による犯罪』である」と主張した219。 
その後、対策委は、「兄弟福祉院事件」の責任が「国家」にあることを明らかにする活動
に集中した。2014 年 9 月 29 日に司法研修院22044 期の「人権法学会」の協力を得、「兄弟
福祉院事件模擬国民法廷」を開催した。陪審員は市民の応募で構成し、裁判官は弁護士、
大学の法学専門の教員、被害者と 3 人が専任された。その裁判では、被告人のパク・イン
グンについて無期懲役、当時国家の大統領であった全斗煥に懲役 22 年 6 ヶ月の懲役を宣告
した。対策委は、同時の国家の法的措置が人権の観点から問題が多く、しかもその責任は、
院長のみではなく、その措置を黙認または指示した国家指導部にも責任があったと強調し
ようとしたのである。 
また、2014 年 12 月 4 日に対策委員会は「兄弟福祉院事件は明白に国家の責任だ！資料
公開発表会」を開き、それまで収集してきた国家の責任を示す資料を公開した。1981 年全
斗煥大統領が「浮浪人」に対する取締を命令した公文書、兄弟福祉院と釜山市の間の事業
契約書、釜山法医鑑定委員会と兄弟福祉院との死体処理委託契約書文書など、「兄弟福祉院
事件」への国家介入の確認できる文献を通した国家責任の立証を行い、「身柄引受引続書、
入所者記録カードをも含め、入所過程への国家介入は明白である」と主張した221。 
 
小括 
                                                  
218 「国家責任をめぐる論難」『ハンギョレ新聞』2014 年 11 月 21 日 
219 「『兄弟福祉院特別法』をめぐり、与野党 11 名ずつ分かれる」『ハンギョレ新聞』2014
年 11 月 21 日 
220 司法試験の合格者を対象に教育を行う国家機関をいう。 
221「兄弟福祉院事件は明白な国家責任だ」『ハムケゴルム（共に歩く）』2014 年 12 月 5 日 
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以上、1980 年代の「浮浪人」というカテゴリーとその政策の性格を 1987 年に発生した
「兄弟福祉院事件」を中心に考察した。そこで明らかになった内容は次のようである。 
第一に、1980 年代の「浮浪人」というカテゴリーの形成の背景として韓国における「児
童」の社会的位置付けの変化があった。1970 年代高等教育の普及と労働への包摂が進展す
ることで、「浮浪児」という曖昧な公的カテゴリーは消滅し、児童施設も衰退する。「浮浪」
のイメージは働ける児童である「浮浪児」から稼働能力も待たない「浮浪人」に移行しつ
つあった。また、新しく執権した新軍部政権が 1981 年に一斉取締を行うことで「浮浪人」
政策が本格化した。しかし、以前のような国家が主導し動員による強制労働を伴う政策で
はなく、民間に委託する形に変更された。そこで「浮浪人」は精神疾患者や障害者など、
過去の「浮浪児」のイメージとは異なる「働けない」人々として現われた。「浮浪人施設」
の特徴は、「障害者」が多く「正常者」が少ないことが挙げられた。 
第二に、1987 年に起きた「兄弟福祉院事件」から、一部の施設で収容者に対する強制労
働が行われるなど人権侵害の問題があることが明らかになった。最初は「強制収容」、「強
制労働」が問題とされるが、問題の焦点が「浮浪人」の定義に移り、結果的には「浮浪人」
は「家のない」「労働できない」人々に規定された。その結果、「兄弟福祉院事件」の影響
で「浮浪人」に対する様々な方針が施行されはじめるが、「浮浪人」は稼働能力がない者と
いうかたちで、より一層特定されることとなった。また、「兄弟福祉院事件」の裁判では「精
神疾患者」や「障害者」を収容することは問題ではなく、「矯正」の側面から「労働」をさ
せること、体罰を加えることも違法ではないとの判決が出された。 
第三に、2012 年から活発となった「兄弟福祉院事件」の究明を求める活動は、「特別法律」
制定運動へと展開するなかで、最も重要な論点として「国家の責任」の問題があった。た
だし、国家の責任が誰の目にも明らかだったわけではない。むしろ、それが争点になった
ということは、国家の関与があるかどうかは、解釈の分かれる点であったということだと
理解できる。これは、「浮浪児」「浮浪人」政策と国家のかかわりについての次のような変
化を示唆している。つまり、1960 年代の「浮浪児」に対する統制的政策は国家主導により
公開的に行われたが、1980 年代には国家は直接的には「浮浪人」対策を運営しないかわり
に、対策が可能になる社会的条件を整備することになる、という介入の形態の変化である。 
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第 5 章 IMF 経済危機以降における「露宿者」と 
その政策――カテゴリーの変化 
 
はじめに 
 
本章の目的は、1997 年韓国で起きた経済危機によって現れた路上生活者を対象とする公
的な制度において、ホームレス概念がどのように変遷してきたのかを明らかにすることで
ある。特に他の社会福祉対象者との区分のほか、ホームレスというカテゴリー内での選別
がどのような根拠に基づき構築されてきたかを分析する。 
1997 年の冬に発生した経済危機の影響を受けたとされる路上生活者は、翌年 3 月ごろか
ら韓国社会のなかで可視化されるようになった。マスメディアや政府によって「露宿者」
と名付けられたこの人々は、経済危機の最大の犠牲者として社会的に注目を集めた。当時
は、野宿の原因は失業の問題または「社会構造的問題」とみなされ、強制的収容より「社
会福祉的対応」が適切であるとの認識が広がった。まもなく「シェルター」の設置ととも
に韓国におけるホームレス政策が本格化された。つまり、1997 年は、韓国のホームレス政
策において重要な転換点になる。 
それ以降、ホームレスに対する様々な公的サービスが実施されるとともに、適切なサー
ビス提供を目的とした実態調査や政策提案を行う報告書が発行されることとなった。その
プロセスの中で様々な議論が生じた。その最も重要なポイントは「『露宿者』は誰なのか」
「『露宿者』サービスの対象は誰にすべきであるか」という対象者の規定や定義をめぐるも
のであった。つまり、当時の路上生活者は、この時に新たに政策の対象者になったため、「浮
浪人」という以前のカテゴリーとの区分がなされる必要があった。また、「露宿者」の数は
減らず、「慢性的露宿者」「すぐには自立できない露宿者」への対応が求められる。現在の
法律用語では「露宿人等」という曖昧で幅広い概念となっているが、依然として「他の対
象者との区分」「露宿者の多様性の問題」は残されていると思われる。このように、必ずし
も自明ではない「露宿者」という政策カテゴリーは、様々な議論や政策への反映・排除の
プロセスを通して構築されてきた。その過程の分析によって現在の韓国における「社会福
祉対象者」としての「露宿者」の概念が的確に理解できる。 
本章では、各種の政府文書、メディア報道を中心に文献研究を行う。特に政府や自治体
の依頼によって発行された国策・民間研究所の報告書を主に参照する。路上生活者の政策
や施設の対応が行われる過程で、膨大な相談記録やデータの収集が行われ、その資料をも
とに「露宿者」や施設の実態調査が実施されてきた。その調査の結果は政策の評価と重要
な提案内容を含んでおり、実際に一部政策の変化をもたらした。また、日本で紹介されて
いる韓国の「露宿者」に関する研究も、その報告書を参考しているか報告書執筆に参加し
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た研究者の報告が多い222。本研究では、この報告書を資料として活用するが、対象は二つ
ある。すなわち、当時の「露宿者」であり、さらには研究者たちの「露宿者」に関する眼
差しである。 
 
1．「失業露宿者」の登場 
 
1-1．IMF 型「失業露宿者」の形成 
 
①失業問題として「露宿者」 
1997 年 12 月 3 日に韓国政府は、財政破産を宣言し IMF から財政支援を受けることにな
ったと発表した。いわゆる「IMF 経済危機」のはじまりである。1997 年から 1998 年まで、
それまで韓国経済をリードしてきた「財閥」のうち 20 余のグループが解体され金融会社 9
7 箇所が倒産した。また、財閥 14 グループの 43 系列企業と中堅企業 29 社において、銀行
の管理のもとにリストラが実施された。中小企業 2 万社余が倒産し、1 万 3 千社余がワーク
アウト・プログラムに入った。失業率は 1997 年に 2.6％から 1998 年 7.9％に、失業者の数
は 56.8 万人から 149 万人に、各々約 3 倍増えたと推算された。このような経済危機のなか、
1998 年 3 月から路上生活者の姿がマスメディアに報道されるようになった。 
当時メディアは、彼らを「ホームレス」「露宿者」「失業露宿者」などと呼び始めた。「ホ
ワイトカラー『ホームレス族』実態」223「誇らしい『社長さん』から一瞬に『露宿者』へ」
224「倒産後に家出した社長もただ飯の隊列に」225「彷徨うお父さんたち」226「ある失業裁
断師、『地下道生活』三ヶ月目に」227などの見出しで数多く報道された。このタイトルから
もわかるように、「家族」がおり、「勤勉に働いていた」「平凡な」人々が、「失業」によっ
て路上生活者になったという認識が広がっていた。そこで、この平凡な人々が野宿を余儀
なくされているという事態の責任の所在は、「個人」ではなく、「社会構造」、または不道徳
な「財閥」にあると同定された。 
 
「露宿者に対して生存競争の落伍者だとよく言われている。しかし、最近非常に
増えている我々の社会の露宿者をそのように簡単に規定するのは許しがたい。その
                                                  
222 日本で韓国の「露宿人」の政策やその実態を紹介した研究は、中山徹（2000），福原宏
幸（2000），水内俊雄（2000），金秀顕（2000），鄭ウンイル（2000），全泓奎（2000），中
山徹・孫明愛
ソン・ミョンエ
（2004），南 垣 碩
ナム・ウォンソク
（2009），全泓奎（2012b）などがあるが、それらの研究
ほとんどは、ホームレスとその政策の状況、そして改善の提案を主なテーマとしている。 
223 『ピーディ手帳』MBC 1998 年 2 月 17 日 
224 『東亜日報』1998 年 3 月 10 日 
225 『ハンギョレ新聞』1998 年 3 月 11 日 
226 『京響新聞』1998 年 3 月 19 日 
227 『朝鮮日報』1998 年 3 月 16 日 
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絶対多数が国の財政を食いつぶした失政の犠牲である」（「さすらうお父さんたち」
『京郷新聞』1998 年 3 月 19 日） 
「口だけで苦痛分担を叫び、背を向けては利権ばかり取ろうとする我が社会のい
わゆる指導層…一人前の中小企業の社長さんが一瞬にして露宿者に転落し路上で
夜を明かす…その襲撃的現実も彼らにとっては高みの見物に過ぎない」（「道徳的
犯罪者」『東亜日報』1998 年 3 月 29 日） 
 
いち早くから宗教団体を中心に路上生活者を対象にする活動が始まった。救世軍は 1998
年 1 月から 6 箇所のシェルターを開いた。カトリック教会は 3 月に明洞聖堂の地下駐車場
を改造してシェルターを建て、5 月に仏教の曹渓宗はシェルター「普賢の家」を、永登浦産
業宣教会と聖フランシスコ教会が「露宿者シェルター」を開始した。また市民団体も炊き出
し活動を始めた。このような活動を総括するため 1998 年 3 月に「全国失業露宿者対策宗教
市民団体協議会」（以下、「全失露協」）が発足した。 
この団体の名前にも「失業」という単語が入っているように、「露宿」の原因に失業をみ
る認識は、「外国のホームレス」や過去の「浮浪人」と彼らを区分する根拠にもなった。例
えば、韓国保健社会研究院の責任研究員であるキム・ミスクは 1998 年 5 月に投稿した文章
で「我が国の都市露宿者は…外国のホームレスとは区別される人々で…経済危機によって一
時的に発生した失業者である点で異なる。外国のホームレスは我が国の浮浪人と類似した概
念で露宿者とは違い、労働意欲がなく精神疾患があり、または家族からまったく助けてもら
えない人々で生きる意欲を失った人々である」と論じていた（キム・ミスク［김미숙］ 19
98: 27）。このように 1998 年 3 月から社会的問題視されはじめた韓国の「露宿者」問題は、
過去にはなかった新しい「失業問題」として認識された。 
 
②取締政策から応急支援策に転換 
政府は 1998 年 3 月 16 日に初めて路上生活者の数値を発表した。ソウルに 990 名、5 大
都市を含めて 1126 名の「露宿者」がいたと公表した228。ここから彼らは公的に「露宿者」
という言葉で呼ばれるようになった。 
1998 年 3 月 26 日に失業問題に対応するため「失業問題解決のための総合対策」が策定
され、政府によって「露宿者」問題が初めて言及された。1998 年 3 月 31 日に大量失業事
態と「露宿者」の急増に取り組むため、「庶民生計安定対策本部」が発足し、当日に初めて
開いた会議は「露宿者保護対策のための関係専門家会議」であった。この時、対策本部は、
政府と自治体は行政・財政的支援を、民間と宗教団体は現場保護と支援を中心にするとい
う原則を提案し「全失露協」などとの民間協力方式で対応していくことを決定した（庶民
生計安定対策本部 1998）。また、対策本部は 4 月 16 日、4 月 29 日に「庶民生計安定対策」
を発表した。その内容のうち、「露宿者」対策事業として計画されたことは次のようである。 
 
                                                  
228朝鮮日報 1998 年 3 月 26 日「地下鉄『露宿者』」 
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1．露宿者のための寝床 60 箇所（ソウル 36 箇所）開設 
2．帰郷時に一定額の旅費の支援 
3．60 箇所の宿所で一日二食（朝と夕）提供。費用は大韓赤十字を中心に支援 
4．フードバンクの実施 
5．露宿者のための巡回診療班（医者 3 人、看護師 4 人）の構成 
6．露宿者のための専門心理相談 
7．露宿者及び低所得者失業者のための特別就労事業 
 
上の資料からこの対策は「臨時的寝床」「仕事の斡旋」「帰郷」に集中していることがわ
かる。寝床は「臨時」的なものであり、1 回 20 日に制限された。このため必要な予算で国
費 20 億ウォンが策定された。このように初期の「露宿者」事業は、「露宿者」問題を一時
的失業問題と捉え、応急対策として始まったのである。 
政府の政策を受け、各自治体も「露宿者」対策を開始した。ソウル市は 1998 年 4 月 6 日に
市長方針第 466 号「露宿者保護及び管理対策」を発表し、宗教・市民団体は直接サービス
を提供し、ソウル市はそれに必要な行政・財政的支援を行うという方針を決定した。また、
専門家と協議し支援体制を確立、緊急医療活動を展開する旨を発表した。6 月 9 日「露宿者
特別相談活動費使用計画」で予算関連事項を定め、それを具体化する市長方針第 728 号「露
宿者特別相談細部計画」が発布された。その内容は 1998 年 6 月 10 日夜 11 時から 11 日朝
4 時までソウルの主要地域の露宿者に対して、集中的に相談し、11 日朝 2 時にソウル市役
所の広場に集結させ、関連施設に入所させることであった。ソウル市の本格的「露宿者」
政策は取締と入所から開始されたのである。 
ソウル市はその計画書で取締の背景についてこう述べていた。 
 
可視的にソウル地域の露宿者は 650 余名で推定され…約 300 名がシェルター
に入所しているが、現在の露宿者は規則的生活への不適応、あるいは飲酒が自由
にできないために入所していない。…（中略）…その状態が継続すれば、彼らは
浮浪人化・犯罪化して都心の無法者集団に変質するおそれがある（ソウル市露宿
者対策協議会 2000: 65）。 
 
それに加えて、それまで「露宿者」支援を担ってきた宗教・市民団体の活動については、
「宗教団体らの無分別な炊き出しは、むしろ彼らの自立意欲を喪失させており自制が要請
される。彼らの真の欲求は寝床と仕事であり、露宿者対策もその方向に向かうべき」と述
べている。この計画では「露宿者」判断基準を次のように区分している。 
 
・地下道・歩道・公園などで「寝ている者」「飲酒している者」は一旦浮浪人と
して分類・連行措置。 
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・ソウル駅広場、公園、地下道などで「徘徊する者」は身分確認、容貌、言葉遣
いなどで判断し、連行措置。 
・区役所の公務員が簡易相談に基づき判断し、連行措置。 
 
連行された者には、3 つの対策が計画されていた。 
・帰郷：住民登録証の所持者、確実な連絡先、確実な居所、帰郷の希望 
・シェルター入所：住民登録証の所持者、勤労意欲あり、居所の不確実 
・浮浪人施設入所：浮浪人、身分確認不可、不具・廃疾・老弱者 
 
この判断根拠によると、「居住」「容貌」「障害」「身分証」「労働意欲」などに応じて「帰
郷」「シェルター」「浮浪人施設」という方策をもって対応しようとしたことがわかる。ソ
ウル市は、「失業露宿者」は単一ではないため、「浮浪人化」するか労働意欲がない者は「浮
浪人」施設に入所させる一方、労働意欲がある者は「露宿者」施設に入所させるという判
断であった。 
しかし、この内容がマスメディアに報道されるや「露宿者」支援活動を行ってきた宗教・
市民団体は大きく反発した。また、市当局内部においても「失業者に就労機会をろくにも
与えずに、取締中心の行政を行うことは誤り」との意見があり、見送られるようになった229。 
この事件は IMF 経済危機以前の「浮浪人」取締のような方法では市民団体やマスメディ
アの賛同を得られないことをしめす代表的な事例となった（ソウル市露宿者対策協議会 20
00: 51）。また、彼らに対して主な支援策は、「就労機会」が述べられていることからも、
以前の取締とは異なる対策が必要との認識が、行政の中からも提出されたことがわかる。 
 
③実態調査からの「露宿者」像 
一方、「露宿者」の実態調査も実施された。保健福祉部が自らソウルの「露宿者」を対象
とした 2533 人分の個人相談記録および 806 人に対する個別調査を行い、1998 年 7 月 23
日にその結果を発表した。その結果によると、「露宿者」の年齢は平均 41 歳で、男性が 98％、
学歴は高卒が 42％となっていた。この報告は、「露宿者」の大半が 30－40 代の男性で最近
の経済状況によって失業した日雇い労働者が多く、いわゆる「常習浮浪人」は 6％に過ぎな
いと記述している（保健福祉部 1998）。 
その結果は、3 月に寄せられたマスメディアの報道よりは「普通」のサラリーマンや中小
企業の社長は少ないが、「新規の露宿者の出現の主な原因は失業問題であることを裏付ける
証拠である」と判断された。また、「IMF 経済危機以前の「浮浪人」の多数が慢性アルコー
ル中毒者か、精神疾患または情緒的・身体的障害を持っていたのに対して、「露宿者」の半
分以上はこの側面から見ると正常」であり、「問題をもつ個人が野宿生活を選択していると
                                                  
229 「露宿者連行作戦の推進、議論を呼んだあげく『取り消し』に」『ハンギョレ新聞』1998
年 6 月 10 日 
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いう観点よりは、低所得階層や貧困階層が大量失業という事態のなかで限界状況に押し込
められ一時的に路上生活を選ばざるをえなかったという解釈が妥当である」との認識が広
がっていた（ソウル市露宿者対策協議会 2000: 37）。 
以上から、1998 年 3 月から注目を浴びた「露宿者問題」は「最近」現れた新しい問題で
あり、「常習」の「浮浪人」ではない「露宿者」像、すなわち経済問題のため「失業」状態
に置かれた 40 代の「働ける」「正常」な男性の路上生活者を指示する社会的なカテゴリー
を生み出した。また、このようなイメージに基づいた認識は、「政府や自治体の対応が『取
締から支援へ』と露宿者対策の方向を転換させる契機」となったと評価された（ソウル市
露宿者対策協議会 2000: 37）。 
しかし、依然として新しい「露宿者」と従来の「浮浪人」との区分がその根底で働いて
おり、「働けない」「アルコール依存症」や「精神疾患」の者は「浮浪人」であるとの認識
が全面的に不定されたわけではない。取締による収容政策が反発を受けた理由は、収容そ
のものへの反発ではなく「今の露宿者は過去の浮浪人ではない階層である」から収容すべ
き対象ではないという考え方からである。 
 
1-2．「露宿者シェルター」の設立 
 
①「露宿者」の可視化とシェルターの開設 
1998 年の夏になると「露宿者」問題は、冬とは異なる様子をみせ始めた。気温があがり、
以前に見えてこなかった「露宿者」の姿が目立つようになった。特に交通が便利な地下鉄
駅舎やその付近の公園は「露宿者」の日常生活空間に変貌していると報道された。「ソウル
駅の付近にある西小門
ソ ソ ム ン
公園は『露宿者の公園』に変わって久しい。ボラメ［보라매］公園
でも露宿者が増えつつあり、最近開場したガンデメ［간데메］公園、千戸洞チョノ・ドン公園も同類の
問題で雰囲気が悪化している」とされ「汝矣島
ヨ イ ド  
公園の場合、露宿者が押し寄せるおそれの
ため住民反対によって開場が見送り」された230。住宅街にも露宿者の姿が現れ「通行する
住民に物乞いや狼藉を働くなど、近所の住民は不安を抱いている」と報道された231。また、
地下鉄で取り締まられた「物乞い」の数が前年に比べて 69％増加した232。1998 年の夏頃か
ら「露宿者」がソウル駅のみではなく、公園や住宅街などで「可視化」されるようになっ
た。 
この状況のなか、ソウル市を中心に、「露宿者シェルター」の拡充計画が具体化した。19
98 年 7 月にソウル市は、政府から独立した「露宿者」諮問機構である「ソウル市露宿者対
                                                  
230 「露宿者の常住物乞い、ソウル公園の夜は無法天地」『京郷新聞』1998 年 10 月 1 日 
231 「住宅街に拡散、浮浪人の収容対策を」『京郷新聞』1998 年 10 月 14 日 
232 地下鉄内での押し売りと物乞いの取締件数は、各々3 万 5944 件、1 万 1670 件で月平均
4493 件と 1459 件に達した。これらは、去年に比べて 178％、69％増えたことである（「地
下鉄の押し売り、物乞い急増」『ハンギョレ新聞』1998 年 9 月 23 日） 
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策協議会」（市長方針第 833 号）を構成し、その傘下に「企画小委員会」を設置し、8 月 2
4 日、9 月 1 日の 2 回にわたって会議を開き、政府方針にいくつかの修正を加えた。その主
な内容は①シェルター運営を活性化するため、一人当たりの利用日数の制限を撤廃するこ
と、②公共事業への参加や就労斡旋など、露宿者シェルター単位で就労事業を割り当てる
こと、③「露宿者」の就労拡大のため、ソウル市が積極的に新規雇用の創出を模索し各種
の工事を計画より繰り上げて実施することであった。そして「長短期露宿総合対策研究事
業」の必要性を認め、相談業務とデータの蓄積、民間団体の支援などを目的として「露宿
者」保護支援センターである「タシソギ［다시서기］支援センター」を設立することにし
た。このセンターの中心的課題は徐々に可視化されている「露宿者」の対策であり、具体
的にはシェルター拡張と「露宿者」のシェルター入所の促進であった。 
シェルターの拡張作業とともに路上生活から自立までのプロセスである「露宿者タシソ
ギプログラム推進計画」と「『希望の家』開設推進計画」が立ち上がった。「露宿者タシソ
ギプログラム推進計画」では、以下の取組を基本方針としていた（ソウル市 1998）。 
 
・入所が不可能な老弱者、病弱者に対しては市立病院などで治療を行い、「希望
の家」また「コッドンネ［꽃동네］（浮浪人施設）」に入所措置 
・単純失業者は全員「希望の家」に入所措置し寝食及び仕事を提供 
・「希望の家」入所を最後まで拒否する「常習浮浪人」に対しては冬季を迎え生
命保護の次元で施設に保護措置 
 
シェルターへの入所が計画の中心となっていたことがわかる。ここで「希望の家」と名
付けられた「露宿者シェルター」は、ソウル市の地域社会福祉館を活用することによって、
20-30 人定員規模のシェルターを複数設置し 900 人余の新規露宿者を収容する計画であっ
た。シェルターを開設する目的は、応急的保護のためでもあったが、露宿者の「浮浪化」
を予防することにもあった（イ・テジンほか 2007: 76）。この計画によって、1998 年初に
は 7 箇所 755 人収容可能であったソウル市内のシェルターは、1998 年 12 月に 103 箇所 3,
000 人を収容可能になるまで拡大した。 
 
②「露宿者」の入所と自活プロセス 
「露宿者」のシェルターが開設されることで、「路上から自活へ」という「露宿者」対策
のプロセスが確定された。先にあげたの 2 つの計画は、以下のプロセスで実施することに
なっていた。 
 
相談 
（路上） 
 タシソギ支援セン
ター 
 就労 
（希望の家） 
 帰郷・帰
宅 
・露宿者保護支援セ ⇒ ・入所申請書の請求 ⇒ ・公共勤労 ⇒ ・自立 
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ンター 
・移動社会福祉館 
・運営主体 
・理美容、シャワー
・身体検査 
・相談 
・就労事業 ・自活 
図 11「露宿者」支援のプロセス（1998 年） 
出典：ソウル市（1998） 
 
「露宿者タシソギプログラム」によって、積極的相談及び希望の家への入所勧誘活動が
行われた。その活動を促すため 5 箇所の相談室を設置した。9 月 21 日から 11 月まで週 3
回ずつ集中相談が進行し、1,768 人が希望の家に入所した。 
シェルターへの入所を積極的に誘うとともに、公園の「露宿者」テントの撤去作業も行
われた。ソウル駅待合室、ソウル駅付近地下道では「連行のお知らせ」と書かれたポスタ
ーが貼られた。またソウル駅付近の西小門公園では 200～300 人の「露宿者」がテントを張
って生活をしていたが、11月21日～22日に対象者全員を露宿者シェルターに入所させた233。
シェルター入所及びテント強制撤去が並行して進められるなかで、ソウル市内の公園を占
有してきた「露宿者」のテントは 12 月にほとんどなくなった。それ以降、ソウル市は主要
公園や地下道 12 箇所を拠点とし区役所の公務員を常駐させ野宿を禁止した234。 
それにもかかわらず、路上生活者が可視的である状態が続き、ソウル市は「自由の家」
を開設した。ソウル市は、「自由の家」を他のシェルターとは違い 24 時間開放で飲酒が可
能で比較的自由な生活ができる施設にした。「自由の家」の宣伝活動が行われ、1999 年 1
月 4 日の夜、700 人余の「露宿者」が「自由の家」に入所した。それで、一応 1998 年末か
ら 1999 年初まで「シェルター」に多くの「露宿者」が入所することになった。1999 年初
の「露宿者」のサービス体系は次のようである。 
 
                                                  
233 「ソウル市の露宿者を全員収容に」『ハンギョレ新聞』1998 年 11 月 25 日 
234 「ソウル駅露宿者いなくなる」『京郷新聞』1999 年 1 月 5 日 
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図 12「露宿者」支援体系（1999 年） 
出典：ソウル市露宿者対策協議会（2000: 110） 
 
③「シェルター露宿者」と「路上露宿者」との区分 
積極的な「シェルター入所」政策は、路上生活者の数を大幅に減らした。特にルールが
厳格で厳しい「希望の家」だけではなく、相対的にルールが自由な「自由の家」の開設に
よって一旦「路上生活者」の入所作業は一段落したと言える。しかし、少数の路上生活者
は残っていた。 
また、こうした過程を通して、「露宿者」に関する統計が体系化された。「露宿者」は「入
所者」「路上露宿」と区分された。ソウル市露宿者対策協議会の資料によると、ソウル及び
全国露宿者変化の推移は 1998 年 4 月から集計され始めた。1998 年から 1999 年までの「露
宿者」の推移は次のようである。 
 
表 13 ソウル市及び全国における「露宿者」の推移（1998 年） 
（単位：名） 
時期 ソウル 全国 
合計 入所者 路上露宿者 合計 入所者 路上露宿者
1998.4 650   2000  2000 
5 895 245 650    
6 1500   2593   
7 2100      
8 2400  2400    
9 2520 1020 1500 3020 1000 2020 
10 2502 1676 826    
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11 2951 2701 250    
12 3510 3210 300 4500 3000 1500 
出典：ソウル市露宿者対策協議会（2000: 19） 
 
積極的なシェルターの開設及び入所促進の結果、ソウルの場合、路上生活者は 2400 人か
ら 300 人に急速に減少した。ただし、全国の場合、路上生活者はそれほど減少していない
状態である。これはシェルターがソウルに集中された結果であると解釈できる。 
このために、以前までの「浮浪人」と「露宿者」の区分だけではなく、「露宿者」の内部
の区別が生じた。「シェルター入所露宿者」と「路上露宿者」の区分である。また、「シェ
ルター入所露宿者」の中でも、「希望の家露宿者」と「自由の家露宿者」との区別が設けら
れた。さらに厳密ではないが、収容施設についても自立や労働の意欲に応じた序列化がな
されるようになっていた。髙い順から、「希望の家」「自由の家」「浮浪人施設」という構図
である。路上生活者のうち、自立の意思が低く保護のために強制力の行使も必要とされる
人々は、依然として「浮浪人施設」の対象者になったのである。 
一方、路上生活者のうち、「浮浪人」施設に入所した人々は「露宿者」の統計には集計さ
れない。彼らは「露宿者」ではなく「浮浪人」として別の「浮浪人統計」に集計されるよ
うになった。「浮浪人」の年末基準の在所者は、1997 年 11,065 人、1998 年 10,645 人、19
99 年 11588 人で、1998 年より 1999 年におよそ 1,000 人増加した。 
 
1-3．「露宿者」統計と実態報告書――「露宿者」の細分化の試み 
 
1999 年初めから「露宿者タシソギ支援センター」が窓口になり、「自由の家」または「希
望の家」を経て、自立するというプロセスが作りあげられ、様々なデータが蓄積された。
特に、「露宿者タシソギ支援センター」は相談内容を総括し、ID カードである「タシソギ手
帳」を発給し、「露宿者」に関するデータベースを構築し始めた。それによって「露宿者」
に関するデータも蓄積され始めた。これに応じて、その資料を統計化した研究報告書が出
版される。また、この報告書の結果は政策提案を目的としていた。つまり、統計による報
告書の作成を通して政策提言を行う、「露宿者」研究が本格化した。 
1999 年に発行した研究報告書のうち、体表的なのは、ソウル駅相談所長であるチョン・
ウォンオほかが作成した『露宿の様子――誰が、なぜ、どのように「露宿者」になるのか』
である。この報告書は 1998 年 12 月 21 日から 1999 年 1 月 21 日まで「露宿者」110 人を
対象にインタビュー調査を行った結果をまとめたものである。「露宿者」が社会問題化され
始めた 1998 年 3 月から様々な政策やサービスが行われてきたが、実際には「露宿者」の数
や平均年齢など断片的な情報しか集計されなかった。学者や行政、市民団体らは、彼らに
対して大体の「印象」をもつものの、「彼らは誰なのか」を判断する根拠が弱かった。した
がって、最初の報告書の目的は、その副題からもわかるように、「誰が、なぜ、どのように
114 
 
露宿者になったのか」を、統計を用い明らかにすることであった。 
この調査の結果を要約すると、学歴は中学校卒業以下が 58.2％で比較的低学歴が多く、
およそ 30％が幼い頃親が死亡または家族解体を経験した。年齢は 30 代、40 代が 43.6％、
29.1％と合わせて約 70%以上を占め、直前の職業は零細サービス業（33.7％）、建築日雇い
労働（22.1％）が大多数であった。また、「露宿者」になる典型的な経路として、「不遇な成
長背景」→「若年就職」→「不安定な雇用に編入」→「脆弱な家族構成」→「外部的衝撃
や事故」→「露宿生活への転落」であると推測された（チョン・ウォンオほか 1999: 8）。
この結果は、「露宿問題」は、いきなり発生した問題ではなく、今までの貧困の形が経済危
機により表出したということを示唆した。 
この報告書に引き続き、ソウル市傘下のソウル市政開発研究院の金秀顯ほか（1999）は、
その相談記録をより詳細に分析し、生活場所別に露宿者の特徴とその規模を推測した。内
容は以下である。 
 
表 14「露宿者」の分類（1999 年） 
区分 
帰宅及び家
族支援の対
象者 
独立生活支
援の対象者 
再活支援の
対象者 
治療保護の
対象者 
療養及び施
設保護の対
象者 
特徴 
帰宅可能で
あるが、持続
的な関心を
もって家族
単位への支
援が必要。 
自立意思と
生計維持と
に必要な機
能（職業）が
あり、居住が
確保されれ
ば、独立的生
活が可能な
人 
身体的には
健康な方で
あるが、心理
的に不安定
で自己管理
が脆弱な人。
アルコール
問題などの
問題がある
人 
すぐ治療を
要する、精神
的、肉体的疾
病をもつ人 
精神的・肉体
的労働力を
事実上喪失
した人で、持
続的な保護
とケアが必
要な人（無縁
故者・高齢者
含む） 
路上 5 5 10 15 65 
自由の家 5 10 55 5 25 
希望の家 10 15 60 3 12 
恩平
ウンピョン
の村
（浮浪人施
設） 
2 3 10 15 70 
出典: 金秀顯ほか（1999: 60） 
 
仕事さえあれば、いつでも自立できると思われる「帰宅及び家族支援の対象者」や「独
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立生活支援の対象者」の割合は、現在の生活する場所によって若干の差はあるものの、25％
を超えていない。また、療養及び施設保護の対象者の割合も決して低くなく、特に路上生
活者の場合は 65％程度が短期間では自立できない人であると推測された。 
このソウル市の報告書は以下の４つに結果をまとめている。第一に、IMF 経済危機によ
る失業や事業失敗など外部的ショックは、路上生活者増加の契機となったが、根本的な原
因ではない、第二に、彼らは路上生活に「転落」する前に長い期間にわたって経済的欠乏
と社会的疎外を経験してきた可能性が高く、第三に、「露宿者」の増加は貧困階層が外部的
ショックにより危機状況に直面する際に、これを解消できるような社会的資源がほとんど
ない証拠であり、第四に、したがって、すでに野宿に至った人々に仕事の斡旋や宿所提供
といった一時的支援のみでは、彼らが社会に復帰することは難しい（金秀顯／キム・ギョ
ンヘ 1999: 9）と要約できる結論を示した。 
この「露宿者」に至る経路や区分は、それまで路上生活者を代表してきた「露宿者」の
像とは多少異なることであった。つまり、その結果が示したことは、彼らはいきなり出現
したものではなく、広範な貧困層を構成していた人々が経済危機という外部的衝撃によっ
てもっと極端な状況に追い立てられたことに「過ぎない」という認識であった。また、当
時設定した「臨時的宿所の提供」→「仕事の斡旋」→「自立」といった単純な解決方法の
みでは「露宿者」問題は解決できないという問題提起でもあった。さらに「露宿者」は単
純に「失業」して「居住」を失われた人々というよりも、多様な問題を抱いている人々と
して再定義する必要性も提起した。そのうえで、解決策へとつなげるためには、その実態
をより正確に把握することが必要であり、その手法として、まずは、これまで一様に把握
されてきた「露宿者」を施設や生活場所ごとに分類することが必要であったのである。以
上のように、シェルターの開設は、「浮浪人」と「失業露宿者」の区分に加え、「路上露宿
者」と「シェルター露宿者」の区分を産んだ。その区分の過程で得られたデータは露宿者
をさらに細分化する試みを可能とし、以前とは異なる複雑な「露宿者像」を新たに作り出
した。 
 
2．「露宿者」と「浮浪人」との二元化の確立 
 
2-1．「失業露宿者」概念の衰退による多様な「露宿者」自立支援 
 
①「露宿者」の分類による自立プロセス 
1999 年からシェルター入所による「露宿者」対策が本格化し、入所した「露宿者」を自
立させることが重要な課題となった。 
1999 年 4 月にソウル市は、「露宿者管理細部執行計画」を発表した。推定「露宿者」の
数で 5539 人をうち、就業斡旋 1,900 人、帰宅 200 人、保護対象者として 3,450 人を算定し
た。具体的方針としては（1）患者及び「慢性浮浪人」を 1 次選別（2）新規発生した「露
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宿者」は一旦「自由の家」へ入所（3）「露宿者」の身元情報のテータベース構築を通じた
体系的「露宿者」分類・管理（4）縁故地調査などを通した偽装露宿者の排除、露宿者の帰
宅ならびに帰郷の誘導（5）自立意思のある者は「希望の家」に配置、その後の自活プログ
ラムを通した社会復帰の誘導であった。施設別の役割も以前より詳細に明示された。まず、
「露宿者タシソギ支援センター」は路上生活者を対象とする相談窓口や路上相談をすると
ともに、「露宿者」の個人別情報の管理や報告書の出版業業務を担当することになった。「露
宿者」は、必ず「露宿者タシソギ支援センター」で 1 次相談を受け、患者は医療施設、「浮
浪人」と判定された者は浮浪人保護施設、縁故者は帰宅及び帰郷、新規「露宿者」は「自
由の家」に転送される。 
「自由の家」は「中間シェルター」として位置づけられ利用期間は原則的に 1 ヶ月に制
限された。なお、2 回以上何らかの理由で強制退所された者については、以降の利用は不可
能とした。1 ヶ月間に「自由の家」では（1）帰宅可能者（2）精神及び身体疾患者（3）常
習浮浪人（4）失業「露宿者」と再び分類し 1）から（3）までは、該当する施設や病院など
に転送された。（4）の「失業露宿者」は「希望の家」に移動する。そして、「希望の家」で
自立を準備し、退所することになる。 
「自由の家」を経て労働意欲があると判断された人々を対象とした「希望の家」入所者
は最長 6 ヶ月泊滞在可能であり235、その条件として「希望の家」の自活プログラムを誠実
に履修し、所得額の 50％以上を貯金し、公共勤労（または個別就業）の勤労日 90％以上出
勤しなければならなかった。入所して以降、直ちに健康診断を実施し、再び基本的情報の
記録及び深層相談を実施する。また、この内容を参考にし「帰郷対象者」「自活・自立対象
者」「退所対象者」として区分する。また、「希望の家」の施設長は、「自活・自立対象者」
を職業教育対象者、就業斡旋対象者、「自活の家」提供の対象者に分類し、「自活・自立対
象者」は各種のプログラムの履修をさせることになった。 
また、さらに自立の準備が必要な人のために、社会復帰を準備するグループホームの「自
活の家」が設立された。「自活の家」は、居住期間を１年にし、生活実態によって１回延長
が可能で最長２年間生活することができた。「希望の家」の職員は月２回以上、居住者を訪
問し生活実態を把握することになっていた。 
 
②自立の難しさと心理プログラムの導入 
1999 年の計画は、以前より「露宿者」の分類が厳密になり、また、施設別役割がきちん
と分担させようとする姿勢が見える。しかし、このプロセスによる政策執行には最初から
困難があった。 
まず、「中間シェルター」と想定された「自由の家」は飽和状態が続いた。「自由の家」
は自立可能な人々を「希望の家」に転送する役割よりは、短期間比較的自由に「利用」し
                                                  
235 宿泊可能な日数は、資料によって異なる。これは簡単な記載ミスではなく、当時宿泊日
数を決めることが難しかったことを表している。 
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て退所してしまう「臨時宿所」になった。入所者はできるかぎり「自由の家」で長期間泊
まろうとした。「希望の家」側からは「自立意思」が検証されていない人々の入所を避けよ
うとした。そのため、「自由の家」の入所期間の制限は厳しく守れず、600-700 人余の人々
が「居住」するところになっていった（ソウル市露宿者対策協議会 2000: 112-113）。 
また、「希望の家」の目標は入所者を 6 ヶ月以内に自立させることであった。そのため、
政府や自治体は様々な就業支援を実施した。まず、空港建設事業への派遣事業に向けて、
ソウル市と露宿者タシソギ支援センターの関係者が直接現場を訪問し、会社に露宿者の就
労を要請し承諾を得て、露宿者を対象にした就業説明会を開いた。しかし、「希望の家」の
入所者のうちわずか 53 人のみ申請し、大多数は途中でやめた。また、「希望の家」入所者
を対象に、働く意思はあるが技術や能力がない人々のための職業訓練も行われた。自動車
整備、壁紙、韓国料理、溶接などが実施されたが、74 人が参加、21 人が教育を履修するな
ど、それほど参加率は高くなかった。 
そのような理由によってソウル市は、1999 年 10 月から「再活プログラム公募事業」を
実施した。各「希望の家」は事業計画書を提出し、これらを「露宿者再活プログラム評価
委員会」で評価し採択される仕組みであった。第一次事業は主に人間関係の技術訓練、精
神教育、憤怒調節訓練、アルコール禁酒プログラムなどであった。第二次事業ではここに
職業訓練も含まれた。第三次事業ではシェルターが運営する縫製業、建設業、配達業など
が追加された。このように、他の福祉施設で行われるプログラムが導入され実施されたの
は、露宿者は単純に「失業」のためにそうなった者ではなく、様々な問題を抱えている者
であるとの認識に合わせてサービスを組み替え直した結果であると言える。 
 
③施設の類型化の提案と潜在的露宿者の発見 
またプログラムの実施のほかにも、施設の専門的に細分化することを提案した（ソウル
市対策委員会 2000: 150-151）。2000 年に「露宿者タシソギ支援センター」が提出した専門
化は次のようである。 
 
表 15「露宿者タシソギ支援センター」の施設専門化（2000 年） 
分類 収容内容 
特殊露宿者シェ
ルター 
女性、家族、障害者、老人のための専用シェルター 
職業訓練シェル
ター 
料理、電子技術、建設機能など、特化した職業教育機会を提唱する職
業訓練の専門シェルター 
就業斡旋シェル
ター 
建設日雇い、電気工などすでに就業しているか、就業可能なシェルタ
ー入所者に就業斡旋及び便宜を提供できるシェルター 
治療保護シェル
ター 
アルコール中毒者、軽い精神疾患者及び廃疾者など自立意思がなく施
設保護が必要なシェルター入所者のための治療・保護シェルター 
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自活共同体シェ
ルター 
縫製業、建設業、配達業などを運営する露宿者を再配置し運営する自
活共同体シェルター 
出典：ソウル市露宿者対策協議会（2000: 150-151） 
 
この基準全体には、既存の障害者、老人、女性、家族施設にとっての対象者のほか、「希
望の家」が対象者と認めていなかったアルコール中毒者や軽い精神疾患者、さらに就業斡
旋だけでも自立可能な人々までが含まれている。当時の「露宿者」施設が何回も繰り返し
「露宿者」の分類を行っていたにも関わらず、こうした区分が改めて提案されたことから、
依然としてひとつの施設に様々な人々が混ざって生活をしていることがわかる。その問題
の解決策として「露宿者」の分類、様々なプロセスに加え、「希望の家」の細分化まで試み
られたのである。 
一方、「露宿者」政策に包摂されなかった人々が、新しい社会問題として浮上した。いわ
ゆる「潜在的露宿者」としての「チョッパン」236という居住民の存在である。「チョッパン」
住民が一つの貧困層の象徴として現れたのは 1999 年からである。「自由の家」の開所の際
に予想外の多くの人びとが入所した。彼らは当時まで可視化されることのなかった路上生
活者だったため、すぐにでも路上生活に陥られる「潜在的露宿者」がどこかに生活してい
るのではないか、という問題提起につながった。あわせて、新規「露宿者」が絶えず生み
出れる原因についての研究も始まった。そこで、「露宿者」が多い地域の近くに「チョッパ
ン」という劣悪で密集住居地があることが明らかになった。「チョッパン」は、一般的に 1.5
坪の大きさでトイレと洗面台を共同使用する部屋である。「チョッパン」には 1999 年末に
ソウル市内に約 5000 人が居住していると調査された。2000 年から「チョッパン」集住地
域に、宗教団体が中心となり「チョッパン相談所」が建てられた。「チョッパン」住民の発
見により、「露宿者」の細分化・施設の類型化とともに、幅広い「露宿者」概念の必要性と
なる状況があった。 
 
2-2．「露宿者」自立プロセスの体系化と外縁の拡大の提案 
 
①「露宿者」の長期化と長期的計画の提案 
2000 年に入り、ある程度経済が回復された。また、「露宿者」の数が増えず横ばいの状態
が続くなか、「露宿者」対策が過去の応急・臨時的対応から長期的観点に立ち総合対策を示
す必要が求められた。政府出損研究機関237である韓国保健社会研究院は、「露宿者」自立プ
ロセスをテーマとして報告書を相次いで出版した。 
                                                  
236 「チョッパン」に関する説明は、序章の「4．用語の解説」を参考すること。 
237 政府出損研究機関とは、政府の出損金とそのほか収入金で運営される法人であり、研究
及び経営において政府からの独立性と自立性が保障される。関連法律としては「政府出損
研究機関等の設立・運営及び育成に関する法律」があり、その法律の基づいた研究機関は
2014 年現在 23 か所ある。 
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まず、2002 年に発刊された報告書『露宿者自活支援体系改善法案研究』は、全国の「希
望の家」利用者、「自由の家」利用者、「路上生活者」など、これまでの政策における「露
宿者」内の全カテゴリーを対象とする実態調査を行い、調査成果を踏まえ「露宿者」支援
体系を提案した。この報告書で掲げる具体的な目的としては、第一に、「露宿者」支援政策
の中長期的な計画指針を定めるため、「露宿者」支援政策の構造と方針を設定し支援事業の
制度的根拠を設けること、第二に、「露宿者」支援事業プロセスを体系化し、また改善方策
を提示すること、第三に、「露宿者」支援事業においてシェルターの専門的プログラムを開
発することにあった。 
この報告書は、以上の目的を達成するため、まず「露宿者」を「住居支援対象者」「自活
支援対象者」「再活支援対象者」に分類した。「住居支援対象者」は健康で勤労活動に参加
しており、勤労所得もある程度以上に達している人々であり、自立が可能だろうと推測さ
れる。「自活支援対象者」は労働能力と勤労意思はあるものの、健康状態及び他の条件のた
め安定的仕事につけない場合で、勤労所得も非常に低い人々である。そして「再活支援対
象者」は「軽微」なアルコール中毒や精神疾患の症状があるため、正常的勤労活動が難し
く勤労所得がないか非常に低い人々である。最後に精神疾患や障害が重い人は、「露宿者」
支援システムによって保護されるべきではない対象と提案している（イ・テジンほか 2002）。
労働能力の序列によって露宿者を分類することは以前と相変わらないが、労働能力がある
人には「住居」まで支援することで、「脱露宿」の方策を積極的に打ち出そうとした。また、
この報告書は、支援プロセスの整備のため、「シェルターの専門化」を提案するとともに、
路上生活者の存在を認める必要があり、そのため査定機能をもつ「ドロップ・イン」セン
ター（相談保護センター）を設けることを、外国の例238を詳しく紹介しながら、提案して
いる。 
その提案は、露宿者は短期間に解決できる存在ではなく、長期的な観点から取り組むべ
き政策対象者であることを認める方向への変換でもある。 
 
②「浮浪人」と「露宿者」の連携の模索 
2002 年の報告書が「露宿者」支援システムの中身を中心的取り扱ったのに対して、2003
年に出版された『露宿者・浮浪人支援体系改善方案』は、「浮浪人」施設と「露宿者」施設
での生活者に対して実態調査を行い、「浮浪人」施設と「露宿者」施設との制度の関係を取
り上げた。まず、「露宿者」施設と「浮浪人」施設の入所者を対象に実態調査を行った。そ
の結果、「浮浪人」施設では各種の障害や治療サービスが求められる入所者の割合が 93.5％
に達しており、10 年以上に長期入所している入所者が 30.0％であるなど、自立可能性が低
い入所者が多いと報告された。その反面、「露宿者」施設の入所者は、比較的健康な入所者
は 55.0％、入所期間 1 年未満が 84.1％で、相対的自立の可能性が高い、という特徴があっ
                                                  
238 同報告書では、アメリカのダラス・ニューヨーク、カナダ、フランスの事例を紹介し、
それらを参照にマニュアルを作成・提案している（同報告書 230-233）。 
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た。この点を踏まえて、露宿者施設には様々な特性をもつ入所者が多いと指摘しながら、
両施設の統合を提起している。施設の統合に向けて、社会福祉政策対象者としての「露宿
者」または「浮浪人」の特徴が考察されている。 
まず、「露宿者」または「浮浪人」を、老人、児童、女性、障害者といったほかの政策対
象者から区分する特徴を次のように述べている。 
 
他の人口学的特性による一次的条件やサービス欲求よりは、貧困、無住居、無
委託という社会福祉生活施設の提供の前提となる状況が主なサービス欲求となる、
つまり障害、高齢、精神欠陥、廃疾といった一次的要因による欲求や問題が浮き
彫りにならないので、二次的側面が主な欲求として浮き彫りになる、対象者を表
す（イ・テジンほか 2003: 128）。 
 
言い換えれば、「路上生活」に置かれている障害者や高齢者などは、一次的欲求である障
害、高齢といった人口学的欲求が優先されるので、「障害者福祉施設」「老人福祉施設」な
どの対象者になる。そして「露宿人施設」や「浮浪人施設」は、一次的欲求がない、貧困
のため家のない状態、そして家族などから援助をもらえない状態に置かれている人々を対
象とすることを意味する（イ・テジンほか 2003: 127）。もちろん、「二次的な側面」におい
てのみ問題を抱える人々のことを、「野宿と浮浪の生活期間によってアルコール乱用、心理
社会的無気力、社会関係の断絶と孤立といった属性が誘発される」が、「社会的復帰を致命
的に難しくさせるその他の不利な条件が弱く、社会復帰可能性が相対的高い人々」と規定
する（イ・テジンほか 2003: 128）。また、「露宿人」と「浮浪人」のあいだの差異を、「社
会的機能の損傷がひどい場合は浮浪人、軽微な場合は露宿者と一般的には言えるが、この
ことは同一の政策対象の内部での相対的差異と見るべき」と述べている。 
ここには、認識の転換が生じている。これまでにあった「浮浪人」と「露宿者」とを厳
格に区別しようとしてきた認識とはまったく異なるものが現れているのがわかるだろう。
その背景には、「露宿者」施設において、仕事の提供によって自立可能な対象者が非常に減
ったこと、従って「浮浪人」施設の対象者とあまり変わらない障害者や精神疾患を持つ人々
が多く入所しているという現状があった。 
また、「浮浪人」と「露宿者」は、政策的に同じ対象者であることを前提にしたうえで、
「露宿者」施設と「浮浪人」施設間の連携がほとんど行われていないことを問題として指
摘する。このため長期的には「浮浪人」施設と「露宿者」施設を統合するべきだ、という
方針を示している。ただ自立するには著しい「不具合」を抱える対象者は「露宿者」及び
「浮浪人」サービスから除外することを提案している（イ・テジンほか 2003：129）。 
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図 13「浮浪人」福祉施設と「露宿者」シェルターの統合化方案（2003 年） 
出典：イ・テジンほか（2003: 129） 
 
またこの提案によると、シェルターは「再活シェルター」「自活シェルター」「女性家族
自活シェルター」に専門化する必要性があり、「再活シェルター」対象者は「医療サービス」
なしに自己管理が不可能で、正常な勤労活動が困難である「露宿者」、「自活シェルター」
は「勤労能力と勤労意思がある露宿者」、「女性家族自活シェルター」は単身女性「露宿者」
や母・父子家族を、それぞれの対象として想定した。「浮浪人」施設は「再活シェルター」
や「精神療養施設」や障害者施設、老人施設に転換、解体し、「露宿者」施設は「自活シェ
ルター」「再活シェルター」に区分することを骨子とした計画案を提案した。その計画によ
ると、「障害者」「老人」「精神疾患者」は、「露宿者・浮浪人」システムから排除したほう
が望ましいことになる。つまり、上の「浮浪人・露宿者」の政策カテゴリー概念に合致さ
せようとする試みである。 
この 2 つの報告書は、「露宿者」支援の体系が直面しているより重要な問題は、「露宿者」
施設には労働可能ですぐ自立できる人から、自立の可能性が低い人まで含まれている点で
あることを繰り返し指摘している。その問題点を解決するため、「露宿者」の概念を導出し
他の社会福祉対象者との区分を設定すると同時に「浮浪人」とも対照する。その問題意識
から自立の可能性について判断基準を示し、基準を満たさない人々を「露宿者」政策から
排除する形で解決しようとしている。その基準は明確ではないが、軽度障害者までを「露
宿人」政策の対象に想定しているように見える。具体的には「浮浪人」施設と「露宿者」
シェルターは再編する必要があるが、重度の障害者を担っている「浮浪人」施設は他の施
設に転換する計画を提示しているのである。 
 
2-3．「露宿者」制度の整備 
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これらの報告書の発行とほぼ同じ時期、保健福祉部はより体系的な露宿舎支援に関する
指針を発表した。以前の事案別に報道資料の形式で指針を発表する形から、一年ごとに露
宿者及び浮浪人、「チョッパン」に関する事業計画を発表し、各関係機関に「ガイドライン」
として提示し始めたのである。つまり、「露宿者」に関する年次計画が安定的に発表され始
めた。2001 年から 2004 年まで発表された保健福祉部の指針と案内書は次のようである。 
 
『露宿者・チョッパン国家補助事業指針』（保健福祉部 2002） 
『露宿者・浮浪人・チョッパン生活者に対する保護対策』（保健福祉部，2003a） 
『露宿者保護事業業務便覧』（保健福祉部，2003b） 
『露宿者・チョッパン国家補助事業案内』（保健福祉部，2004a） 
『露宿者緊急救護シェルター案内』（保健福祉部，2004b） 
 
これらの計画の主な事項を整理すると次のような特徴があげられる。まず「露宿者」と
「浮浪人」、「チョッパン」生活者が同じ政策の対象者として現れた点である。2002 年から
「露宿者」と「チョッパン」生活者が同じ報告書で扱われるようになり、2003 年からはそ
れに加え「浮浪人」も同一の対策の対象として含まれた。第二に、すべての対策や「指針」
に老人、身体障害者、精神障害者が露宿者施設や「浮浪人」施設に混在していることが、
大きな問題点として指摘されていることである。また、このことに対する解決策に、それ
らの分離・保護があげられている。特に「浮浪人」施設の他の施設への転換の必要性は繰
り返して提示されており、具体的に 2005 年まで大規模な施設を中心に分割を行い、専門化
する計画を発表している。 
第三に、査定の役割が強調されている。分離・保護には「露宿者」の現状把握が重要な
課題として浮き彫りになったためである。以前は「露宿者タシソギ支援センター」や「自
由の家」が担っていたが、ドロップイン・センターが「相談保護センター」という名前で 2
003 年から開設され、「相談保護センター」が現場保護とともに一時宿泊と査定の機能を担
当することになった。 
第四に、各施設別予算部分を明確にした。以前までは政府や自治体が予算を分担してい
たが、あくまでも裁量的部分が大きく、短期的事業計画によって支援されてきた。しかし、
「露宿者シェルター」の場合、国庫 70％・自治体 30％（ソウル市は 50：50）、「チョッパ
ン」は、国庫 50％自治体 50％、「浮浪人」施設は国庫 100％が明示され、より計画的に予
算分配が行われるようになった。 
第五に、法的整備の必要性が提起された。「浮浪人」施設の場合、「浮浪人福祉施設設置
及び運営規則が 2000 年 8 月 1 日に制定され法的な根拠ができた。その時、「浮浪人」は「一
定の居住と生業手段なしに相当な期間路上を徘徊するか物乞いする者」と規定された。し
かし、「露宿者」とその施設に関しては、まだ独立した法的条項はなかった。 
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最後に、国民基礎生活保障法を定めたことや居住支援を進めたことに見られるように、
自立のためのプロセスを就労に限定せず、多様な支援を提示した。以前の生活保護法は労
働能力のある者は原則的に対象から排除したほか、厳格な扶養義務制度のため対象者が非
常に限られていた。また、給付水準も客観的基準がなく極めて低い保障に留まっていた。
それに対して 1999 年に制定され 2000 年から開始した国民基礎生活保障法では、扶養義務
による制約があるものの、労働能力と関係なく国が定める基準以下の所得・財産の水準で
あれば、誰でも受給者になる。路上生活者は、住所がないので受給者にはなれないが、「チ
ョッパン」やシェルター、その他社会福祉施設などに移動すると、「緊急給与」が与えられ
（1 人 136 千ウォン）、移動後に 2 ヶ月以上持続的に居住すれば、調査を経て給与をもらえ
ることになった。施設に居住するものは、生計費が住居給与から除外されるので、直接も
らえる現金はそれほどない。しかし、「露宿者」支援システムと公的扶助の連携による制度
的仕組みが執行されたことは、大きな変化である。 
2002～3 年の報告書と、保健福祉部のこのような指針などによって、「露宿者」・「浮浪人」・
「チョッパン」の政策の枠組みがある程度安定した。これらの対象とサービスプロセスは
次のように想定されていた。 
 
図 14「露宿者」保護体系（2002～3 年） 
出典：ナム・ギチョル（2009: 280） 
 
2-4．法的・財政的整備と「浮浪人」・「露宿人」施設の分離 
 
①「浮浪人」・「露宿者」の支援を目的とした法律の制定 
「露宿者」施設や「浮浪人」施設の支援プロセスの整備とともに、法的整備も行われた。
2003 年 7 月に改正された社会福祉事業法第二条社会福祉事業の範囲に、「露宿者」条項が
挿入された。また、2005 年 1 月 5 日に以前の「浮浪人福祉施設設置・運営規則」が「浮浪
人及び露宿人保護施設設置・運営規則」に改正され、初めて「露宿人」を対象としたサー
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ビスが独立した法による根拠をもつようになった。また、従来の「露宿者」は「露宿人」
に変更された239。その改正された法律によると、「露宿人」と「浮浪人」は次のように定義
された（第二条）。 
 
1．「浮浪人」とは、定まった住居と生業手段なく相当な期間に路上で徘徊また
生活するか、それによって浮浪人福祉施設に入所した 18 歳以上の者をいう。 
1 の 2．「露宿人」とは、定まった住居なく相当な期間に路上で徘徊また生活す
るか、それによって露宿者福祉施設に入所した 18 歳以上の者をいう。 
 
この条項によると、「浮浪人」は「住居なし」と「生業手段なし」を、「露宿人」は「無
住居」のみを基準としている。この両者がどのように区分できるかは曖昧である。また、
このような定義は、以前の報告書が問題化した、老人、障害者、女性、児童といった他の
社会福祉サービス対象との差異を説明していないとの批判もあった。また、「チョッパン」
に関する言及がないため、「露宿人」政策の対象を路上生活者、「浮浪人」施設・「露宿人」
施設での生活者に限定してしまったとの指摘もあった。 
しかし、「浮浪人」と「露宿人」を一つの法律で社会福祉対象者として認めたことで、両
者が臨時的対策の対象者ではなく社会福祉の制度に基づいたサービス対象者であることを
明示し、しかも両者の類似性を表した点を高く評価する意見もあった。 
 
②「浮浪人」と「露宿人」の予算的分離 
法的整備や保健福祉部の「露宿人」及び「浮浪人」施設の計画や指針、各種の報告書が
すべて「露宿人」・「浮浪人」さらに「チョッパン」住民までを統合しようとする動きのな
か、この傾向に逆らう政府の指針が出た。これは予算問題であった。 
それまでは、「露宿人」事業は国庫補助と地方予算、「浮浪人」事業は 100％国庫補助によ
って運営されてきた。しかし、2005 年から執行しはじめた「地方分権化」政策によって「露
宿人」事業は全面的に地方自治体の予算に「浮浪人」事業はそのまま国庫補助になった。
この「地方分権化」は 2003 年に発足した「政府革新地方分権委員会」の「地方分権化に関
するロードマップ」によるもので、138 の社会福祉事業のうち、地方移譲事業が 67、国庫
補助事業が 71 に選定されていた。そのため、「露宿人」事業は法律に定められているもの
の、予算規模の策定については、自治体の裁量次第になった。また、保健福祉部は「露宿
人」事業に対して一般的ガイドラインのみを提示する以上の責任は負わなくなった。「浮浪
人」施設は以前とはそれほど変化はなく「露宿人」施設に比べて比較的に安定的な予算の
支援を得る状態が続いている。 
その措置の以降、「誰が『露宿人』で、誰が『浮浪人』か」が重要な問題になった。自治
                                                  
239 韓国語では、「者」より「人」が相手を尊重する意味をもつ。家のない人々への人権的
な観点から「露宿者」が「露宿人」に変わったといえる。 
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体及び「浮浪人」の予算問題に直結するからである。以前からたびたび問題になってきた
「露宿人」と「浮浪人」の区分の問題がさらに先鋭的な問題になったのである240。また、
予算規模による「露宿人」サービスの質の差が発生した。2007 年にソウル市が算定した「露
宿人」一人あたりの支援予算は 685 万ウォンであるのに対して、釜山と大邱は 441 万ウォ
ン、387 万ウォンに留まった241。したがって、ソウル市に「露宿人」がさらに密集するこ
とになった242。その問題について支援活動を行う施設や団体からは「政府がとんでもない
制度をつくったせいで、現場では毎日混乱が増している」との声もあった243。 
ソウル市はその措置を受けて、「露宿人」関連予算が増大するにも関わらず、「露宿人」
の数が横ばいになっている傾向を指摘し、予算の効率化を図るため小規模のシェルターの
統廃合を推進した（ソウル特別市福祉健康局 2006: 20）。また、ソウル市は、2007 年に露
宿型と一般露宿型を区分する「細部区別の基準」を指針として策定し、相談保護センター
に要請した。以下がその内容である。 
 
表 16 ソウル市の浮浪型・一般露宿型の区分（2007 年） 
区別基準 浮浪型 一般露宿型 
衛生状態 不良（深刻） 養護（少し汚れている） 
寝食類型 どこでも寝る ほとんど一定のところを決
めて整頓し寝る 
健康状態 感染病や慢性疾患などをも
ち仕事があっても働けない 
深刻な疾患なく養護 
精神疾患、アルコール 一般人の水準を超えて治療
を要する水準 
一般人も持っている問題の
水準 
勤労可能の可否 仕事があっても働く意思が
ない 
現在に定期的仕事をする
か、仕事をないが働く意欲
と意思をもつ。 
自己管理能力 自分の現状況（健康、衛生、
勤労活動など）が悪化する
ことについて関心がない 
それ以上悪化しないように
努力する。 
出典：「浮浪人と露宿人の差異をご存知ですか」『京郷新聞』2007 年 11 月 9 日付 
 
                                                  
240「路上を徘徊する人が浮浪人か露宿者かを巡り、政府と自治体の間に見えない争いがは
じまった。予算の問題と直結するからである」（「浮浪人・露宿人政策『マゴマゴ』、曖昧な
法規定、区別の曖昧」『文化日報』2007 年 9 月 5 日） 
241「露宿人に顔を背ける『地方自治時代』」『ニューシス』2007 年 11 月 16 日 
242 「ソウルの方が露宿人の待遇がいいらしい」『アジアツデー』2008 年 12 月 11 日 
243 「浮浪人・露宿人政策『マゴマゴ』、曖昧な法規定、区別の曖昧」『文化日報』2007 年 9
月 5 日 
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この区分は、以前の 1999 年の報告書や 2002 年・2003 年の報告書の区分よりも非常に「適
当」で「露宿人」・「浮浪人」との区分をめぐった議論が、あまり変化がなく現場や行政に
は反映されていない状況を表している。その区分は観察者の主観的意見によるものであり、
同じ人物が「露宿人」施設に行けば「露宿人」、「浮浪人」施設に行けば「浮浪人」になる
にすぎないとの批判があった（ナム・ギチョル 2009: 36）。 
「露宿人」及び「浮浪人」施設の入所者の間に類似性が多いとの認識が広がるなかで、
このような「浮浪人」・「露宿人」の予算の区分は、「露宿人」と「浮浪人」との統合を遠ざ
かる結果をもたらした。比較的予算が充実しサービスが集中されるソウル市は、2007 年 6
月 8 日に第 44 次地方移譲推進委員会に「露宿人」のソウルへの集中現状がもっと加速化さ
れるとの趣旨で、「露宿人」事業を国家事業への還元することを他の自治体と共同で要請し
た。しかし、地方分権化の原則が揺らぐとの理由で拒否された。 
それ以降、「露宿人」と「浮浪人」の制度的概念は曖昧な状態で、また施設の運営や制度
は区分された体系が 2011 年まで続く。 
 
③「浮浪人」施設の衰退と専門化 
このような「露宿人」と「浮浪人」の施設再編とともに、施設内でも変化がみられるよ
になった。まず、最大の人数を収容してきた「自由の家」が 2004 年初めに運営を中止した。
その理由は、当初「自由の家」は無償である建物を借りて運営していたが、無償貸与をし
ていた企業が倒産し、建物が債権者のものになったからである。ソウル市は、利用者全員
を他の施設に分散させ、「自由の家」はなくなった。「自由の家」が担っていた相談・査定、
臨時保護機能は、新しくできた「相談保護施設」が担当することになった。 
1998 年から 2004 年まで在所者の数は漸次減少しており、「浮浪人」施設は「露宿人」施
設やその生活者の数がずっと減ることになった。したがって、それに対する対策が「浮浪
人」施設に求められることになり、「露宿人」施設は次第に運営を中断する傾向が見られる
ようになった。 
 
3．広義のホームレス概念へ――「露宿人等」へ 
 
3-1．「ホームレス」概念の登場と「露宿者等」への折衷 
 
「露宿人」と「浮浪人」の法制度的に非常に複雑な関係に逢着したことで、「露宿人」施
設や「浮浪人」施設の以外に、極端に不安的な居住で生活している人々の問題が台頭した。
これまでは路上生活者、「浮浪人」施設や「露宿人」施設の入所者までが対象となっている
が、そのほかの人々が社会問題化されることとなり、その人々を広い意味での「ホームレ
ス」と見る試みが行われた。 
このような試みが見られるようになったきっかけは、相次いだ「考試院
コ シ ウ ォ ン
」の火災である。
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特に 2006 年 7 月 19 日に発生した火災で 8 人が死亡したことがきっかけとなり、「考試院」
の設備や火災防止の問題が報道された。「考試院」とは、1 坪程度の大きさで、そもそも国
家高位公務員先発試験や司法試験など、いわゆる「考試」を準備する部屋を意味し 1980 年
初頭から生じてきたと言われる。しかし、その火災の被害者がほとんど日雇い労働者や朝
鮮系中国人労働者など、貧困層であることが明らかになり、消防の問題のみではなく、も
う一つの「チョッパン」として知られ始めた。さらに、2007 年から日本のネットカフェ難
民が紹介され、韓国でもいわゆる「PC バン244難民」が注目を集めることになった。 
「チョッパン」以外に、「考試院」や PC バンが貧困層の居住として社会問題化するとと
もに、これらの居住地を従来の「露宿人」及び「浮浪人」と統合的に考える必要があると
問題意識から、いつくかの報告書が発行された。2009 年 4 月 1 日に、韓国貧困問題研究所
は考試院、PC バン、漫画バン、喫茶店で居住している 120 人を対象とした「非住宅居住民
人権状況実態調査」を発表した。さらに 2009 年に国家人権委員会で『非住宅居住民人権状
況実態調査』報告書が発行された。ここでの「非住宅居住民」とは、法律・社会的に「住
宅として認められにくい程度の劣悪なところで生活している人々」を意味した。後者の報
告書では、非住宅居住民として「ビニールハウス」「チョッパン」「考試院」「旅館及び旅人
宿」「コンテナ」「漫画バン」「チムジルバン［찜질방］・サウナ」「PC バン」「その他（喫茶
店・棋院）」が想定され、各居住地、ことにソウル、大邱、大田を中心に調査した。特にこ
の報告書は居住用につかわれてこなかった「漫画バン」「チムジルバン」「サウナ」「PC バ
ン」を「非住宅多衆利用業所」と定義し、労働能力や意思がある若年層が主に利用する特
徴があると報告している。同時に、特定地域で路上生活者の数に比べて非住宅居住民の数
が最大 10 倍以上に上り、彼らを広い意味での「ホームレス」として位置づけ政策や対策が
必要であると結論づけている。つまり、今まで「露宿人」問題からも排除されていた人々
を「ホームレス」という概念として把握し、対処すべきであるとの主張が広がっていく245。 
そのなかで保健福祉部が 2009 年 8 月 20 日に提出した「社会福祉事業法」改正案で、は
じめて「ホームレス」という言葉が提案された。保健福祉部は、社会福祉事業法の改正を
入法・予告しながら、「浮浪人」・「露宿人」のイメージに対する否定的な認識をなくし、サ
ービス提供を専門化するためであるという理由で、「浮浪人・露宿人」という用語を「ホー
                                                  
244 PC バンとは、パーソナルコンピュータの略称である「PC」と、部屋を意味する「バン」
を合成した単語である。日本のインターネットカフェと同様一般的に 24 時間営業でインタ
ネットゲームやパソコン作業ができる。しかし、ソ・ジョンギュンほか（2009）は、最近
泊まるところがないため PC バンで生活する人々が増える現状を報告している。 
245 この報告書の執筆者の一人であるキム・ヒョンオクは、広い範囲の「ホームレス」とい
う概念の必要性について「このような以前の『露宿人』と『浮浪人』の概念だけでは包括
されない『ホームレス』は、路上で生活する人々やシェルターなどで生活する人々だけを
意味するわけではない。路上生活者やシェルターを利用する人々は『ホームレス』のうち
最も極端な状況に至った場合である。…『ホームレス』はもっと広く定義すべきであり、
非住宅居住民は生活に不可欠な住宅がない『ホームレス』として理解されるべきである」
としている（キム・ヒョンオク［김현옥］ 2010: 30）。 
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ムレス」に統合する、法律用語に関する改正を提出した。つまり、最初保健福祉部の考え
では「露宿人・浮浪人」の範囲についてではなく、単純な言葉の問題を取り上げていたの
である。 
しかし、法制処とハングル団体が大きく反発した。ハングル団体が反対した理由は、第
一に、「ホームレス」がどのような意味の言葉なのか知らない人が多く、第二に、「ホーム
レス」という英語単語は形容詞であるが人を指す名詞で使用しようとすることは文法的に
間違っている、第三に、新しい法律的用語として外来語を使うことはハングル政策として
望ましくないということであった。さらに名称を変えても専門化が進んだとは言えないと
の意見も加えた246。また、国の法制に関する事務を管掌する総理傘下の中央行政機関であ
る法制処は「わかりやすい法令の作り事業」を長い間進めてきたが、この事業と趣旨があ
わないし、条文の言葉はいったん制定されると他の法律においても引用され広く使われる
ので、慎重を期すべきとの立場を明らかにした247。このような反対について保健福祉部は、
ハングル団体と「露宿人」・「浮浪人」団体の関係者を招き 2009 年 9 月 22 日「浮浪人・露
宿人の統合名称検討会議」を開いた。その場で保健福祉部は、国立国語院・ハングル文化
連帯など、ハングル関連団体に「ホームレス」と代替できるような用語の推薦を要請し、
ハングル団体と法制処は「ホームレス」をかわりにする韓国語公開公募を始めた。2010 年
5 月 17 日に法制処は保健福祉部に「ホームレス」という言葉は適切ではないという最終意
見を明らかにし、結局保健福祉部は「ホームレス」案を撤回したと発表し「ホームレス」
の代替語の公募を続けると発表した248。 
そのような用語の問題の混乱のなか、「露宿人」及び「浮浪人」施設団体の関係者、社会
福祉研究者の間に「ホームレス法律」制定のための研究と討論会が開き始めた。2010 年 2
月に「浮浪人」施設の協議体である「韓国浮浪人福祉施設連合会」は「ホームレス法制定
のための基礎研究発表会」を開き、同団体は「ホームレス」という言葉の採択、「露宿人」・
「浮浪人」施設の統合及び「浮浪人」施設の専門化のための具体的な方法などを発表した。
また、一部の「露宿人」施設団体・人権団体・社会福祉教授などは「ホームレス法制定推
進委員会」を結成し、2010 年 7 月 21 日に「ホームレス福祉問題の解法――ホームレス法の
制定」というタイトルの討論会を開催し、「ホームレス」支援法案に必要な項目などを発表・
議論した。 
これらの政策討論会の開催が行われたことをきっかけに、各政党は「露宿人」・「浮浪人」
の方案に積極的関心を表明し、4 つの方案が発議された。また、全国チョッパン相談所、そ
して露宿人人権共同実践団、「ホームレス行動」は、「ホームレス」支援法案に含まれるべ
き内容を「ホームレス法制定請願」としてまとめ「露宿人」や「チョッパン」住民など当
                                                  
246 「露宿人代わりにホームレス?ハングル団体激憤」『連合ニュース』2009 年 8 月 26 日 
247 「法制処、露宿人の『ホームレス』用語化、適切ではない」『YTN』2010 年 5 月 17 日 
248 「浮浪人・露宿人?ホームレス?国民の意見を問う」法制処ホームページ 
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事者の 1531 人の署名を集め 2012 年 2 月 12 日に国会に提出した249。 
その法案に関して、第一次審査を行う国会の保健福祉委員会で検討が行われ、主席専門
議員のキム・デヒョンは 4 つの法案について検討した報告書を提出した。ここで主な論点
として 4 つの事項をまとめていた。第一は、名称と政策の範囲の問題である。法案の名前
として「露宿人・浮浪人」にするかそれとも、政策対象者を拡大させ「ホームレス」とい
う新しい用語を使用するかを決定しなければならない。第二に、国家と自治体の責任外に
も、露宿者などの誠実・努力する義務を明示するか。第三に、人権の問題は別の条項を置
くか、どうか、第四に、上位の社会福祉事業法との関係をどうするか、であった（キム・
デヒョン［김대현］ 2011: 18-19）250。 
その 4 つの法案は、2011 年 4 月 15 日に保健福祉常任委員会で法律案 4 つと請願一件を
踏まえて、「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律案」を対案としてまとめられ、本会
議に付議された。議論になった名称は「露宿人等」に調整することになった。 
続いて 4 月 28 日に法制司法委員会を無修正で通過し 4 月 29 日に本会議に回付され参席
176 名、棄権 1 名、賛成 175 名に可決された。また、この方案の具体的な指示事項などを
規定する大統領令と保健福祉部長官令は、各々2014 年 8 月 6 日、2012 年 6 月 8 日に制定
された。 
 
3-2．「露宿人等」の意味と医学的観点導入の可能性 
 
①条文による「露宿人等」の意味 
「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」は第一章総則から第六章法則まで 28 条項
で構成されている251。その内容のうち、「露宿人等」の規定とその施設に関する条項を考察
する。まず、第 2 条では「露宿者等」の定義がなされている。 
 
（1）相当な期間、定まった住居なく生活している者 
（2）露宿人施設を利用しているか、相当な期間露宿人施設で生活している者 
（3）相当な期間、住居としての適切性がきわめて低いところで生活している者 
                                                  
249 当事者の請願運動は、2011 年 2 月 13 日から 22 日まで行われた。請願内容は、①包括
的居住保障の対象として「ホームレス」概念の導入、②「ホームレス」福祉の責任主体と
して政府と自治体を明示、③「ホームレス」福祉の受給権保障を始めとする人権保障の明
示、④「ホームレス」予防政策の実施及び「ホームレス」福祉後退措置の禁止、⑤「ホー
ムレス」に関する住居支援の明示、⑥路上生活現場に密着した支援体系の強化、⑦民間団
体と公共機関との協力の義務化、⑧定期的実態調査と支援計画の樹立。また、この民間団
体は、法案公聴会を国会ではなく路上現場である「チョッパン」地域で行うことを要求し、
2011 年 4 月 7 日にソウル駅近く「チョッパン」密集地で天幕を設置し「ホームレス法制定
現場説明会」が行われた。 
250 他の 3 つの法案検討報告書でも同じ内容が提示されていた。 
251 条項の全文は、参考資料 3 を参考。 
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それに加えて、満 18 歳以上という年齢制限をも設けている（保健福祉部令）。 
この条項によると、「露宿人等」の「露宿人」に関する定義がない。ただ、以前の「浮浪
人・露宿人」を意味する路上生活者・施設利用者に「住居としての適切性がきわめて低い
ところで生活している者」が加えられ、政策の範囲は広く制定される余地が生じたが、そ
の具体的な範囲については言及がない。 
また、「露宿人等」が実際にどのようなサービス機関の対象者になるのかを規定する内容
は「露宿者福祉施設」に関する条項である。法第 16 条で提示されている露宿人福祉施設の
種類とその機能は以下のようである。 
 
1．露宿人一時保護施設：露宿人等に一時保護及び福祉サービス連携などを提
供する施設。 
2．露宿人自活施設：露宿人等の自立を支援するために専門的職業相談・訓練
などの福祉サービスを提供する施設。 
3．露宿人再活施設：身体及び精神障害等で自立が難しい露宿人等に治療及び
再活サービスを提供する施設。 
4．露宿人療養施設：健康上の問題などで短期間内に家庭及び社会復帰が難し
い露宿人等に療養サービスを提供する施設。 
5．露宿人給食施設：第 1 条による給食施設 
6．露宿人診療施設：第 12 条による診療施設 
7．その他保健福祉部令で定める施設 
 
第 7 項の「保健福祉部令」で定める施設として「チョッパン」相談所がある。そのほか、
第 29条で入所相談とデータベース構築などを担当する露宿人総合支援センターを設置する
ことになっている。 
その条項では、各施設が誰を対象としているかははっきりとしない。例えば、「露宿人」
再活施設の対象者である「身体及び精神障害等」がどのような基準によるものかは明確で
はない。また、「露宿人」療養施設の「健康上の問題」とは疾病か、老衰によるものか、そ
の程度はどう量るかなどが問題となりうる。また、他の障害者・老人施設や精神疾患関連
施設の対象者となにがどう異なるかについて言及がなく、ほかの法律のよる障害の定義な
どについても説明がない。以前の「露宿人」や「浮浪人」についての定義よりは少し具体
化されたが、曖昧さは解決できてないともいえる。 
つまり、以前の「浮浪人」・「露宿人」と区分されて、他の劣悪な居住生活者を排除して
きた法律よりは、包括的・具体化されたが、誰をどのような施設の対象者にするのかにつ
いては、依然として曖昧さが残っている。 
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②「露宿人等」の施設における「健康上の問題」「身体及び精神障害等」の判定の提案 
この法律が制定された直後の 2011 年 9 月に保健福祉部の受託報告書『浮浪人・露宿人福
祉サービス支援体系改変法案研究』（チョン・ウォンオほか 2011）が発行された。その報
告書では、「新しく制定された露宿人福祉法で提示された露宿人施設類型で既存施設を改
変・転換する方案」を提示することを目標としていた（チョン・ウォンオほか 2011: 10）。
この報告者は、上の条文で定まった各施設を次のように解釈している。 
「直ちに経済活動が可能か、競争的労働市場に参加できる状態の露宿人に就業支援中心
のサービスが提供される施設が自活施設であり、即核的経済活動への参加が難しいような
露宿人に精神的・身体的治療や再活サービスを提供する施設が再活施設である。療養施設
は相当の期間に回復が難しく、それで経済的再活と社会復帰が難しい露宿人に就業サービ
スや再活サービスより療養に専念させる施設」（チョン・ウォンオほか 2011: 79）である
と解釈する。 
また、さらに、その目標を具体化しようとした、保健福祉部の受託報告書『露宿人特性
による施設類型別プルグラムおよびマニュアル開発』（ナム・ギチョルほか 2013a）が刊行
された。その報告書は各施設に該当する対象を分類するため、現在「露宿人等」施設の生
活者を、経済的自立とケアが必要でない生活を意味する生活自立に区分してマトリックス
を提示した。 
 
表 17「露宿人等」の分類（2011 年） 
区分 自立生活（self-care）
可能（A） 
自立生活（self-care）
脆弱（B） 
自立生活（self-care）
不可（C） 
勤労活動可能（a） A-a 
自活施設 
  
勤労活動脆弱（b） A-b 
自活施設 
B-b 
自活施設・再活施設
 
勤労活動不可（c） A-c 
再活施設 
B-c 
再活施設 
C-c 
療養施設 
出典：ナム・ギチョルほか（2013a: 81） 
 
横軸と縦軸は、各々自立生活（self-care）と勤労活動能力（capability of work）の程度
を三段階に区分しその組合せを表したものである。ここでいう自立生活とは、他人の助け
なしに自ら日常生活を営む能力を意味し、勤労活動能力とは競争的労働市場に参加できる
可能性を意味するという。また、この程度によって可能・脆弱・不可と区分した。本報告
書は、施設サービスの種類と施設の目標がこのマトリックスによって設定できるといい、
「露宿人等」の施設を短期的に自活施設（自立自活）、自活施設（生活自活）、再活施設、
療養施設と 4 つに再編することを提案した。また、この分類の基準は、次のように設定し
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た（ナム・ギチョルほか 2013a: 82-83）。 
第一に、自活と再活の区分は、客観的かつ医学的診断を根拠とする。身体障害、精神障
害、薬物使用障害といった客観的診断名が与えられた「露宿人」の場合、再活施設の利用
対象者として区分する。具体的には DSM axis1 に該当する診断や障害者福祉法による重度
障害をもつ露宿人は再活施設利用対象者に分類する。 
第二に、老人性疾患、慢性疾患、重度障害などで治療と療養が必要とされる露宿人は療
養施設の利用者として分類する。 
第三に、上の事例に含まれない「露宿人」、つまり客観的（医療的）診断がない露宿人は
自活施設利用対象者に分類する。 
第四に、自活施設の利用対象者は競争的労働事業に即核的参加可能な露宿人と相当な期
間の専門的介入が必要とされる露宿人に区分し、前者の場は自立自活施設に、後者の場合
は生活自活施設の利用対象者に分類する。 
 
表 18「露宿人」施設の再編予想（2013 年） 
転換
施設 
露宿人自活施設 
露宿人再活施設 
露宿
人療
養施
設 
合計 
自立自活施設 生活自活施設
合計
既存
施設 
露宿
人シ
ェル
ター 
浮浪
人施
設 
露宿
人シ
ェル
ター 
浮浪
人施
設 
露宿
人シ
ェル
ター
浮浪
人施
設 
合計
浮浪
人施
設 
施設
の数 
45 5 15 10 75 15 21 36 16 127 
人数 1867 931 623 1861 5282 623 3273 4346 2792 12420
出典：ナム・ギチョルほか（2013b: 83） 
 
この改編によると、露宿人施設は「競争的労働市場で参加できるような人々」と「社会
復帰が難しいような人々」とを包括的に対象とすることになる。つまり、健常者から障害
者までも含んだ広範な人々を対象者にする。その際に健常者と障害者などは、一緒に生活
するのではなく、客観的・医学的情報によって分類することが望ましいということになる。
つまり、現在まで論点になってきた障害者や精神疾患など、労働市場へのアクセスが難し
いとされる人々を、露宿人施設から排除するのではなく、区分しながらも包摂しようとす
る意図が明確に現れたのである。 
この提案によると、自活施設に入所した利用者へ期待される目標は、「経済的自立」によ
る「社会的復帰」になるが、再活施設や療養施設の利用者にはその目標が期待されていな
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い。また、法律の施行規則第 15 条「露宿人等の退所基準・方法・手続き」によると、「露
宿人」などの退所審査基準は「社会復帰の可能性」に設定されている。したがって、居住
地が不明確で障害をもつ「露宿人」は、障害者施設のみならず露宿人再活・療養施設への
入所経路が非常に明確になったといえる。 
このように法改正の以降、最も問題視されたのは、劣悪な居住地をどこまで包摂するか、
ということよりは、従来の「露宿人・浮浪人施設」をどのように再編すべきかという問い
であった。その過程で「労働能力の有無」とその根拠となる「障害や疾病に関する医学的
判断」をこれまでよりさらに厳密な基準として適用しようとする流れが生まれた。その区
分によれば、「労働可能な者は自活-住居支援-自立」、労働不可能な者は一旦「再活施設と療
養施設へ」というプロセスが以前より医学的基準を重視する傾向が強まった。 
 
③誰が広い意味の「ホームレス」なのか 
法改正にあたって、二回の大規模な住居貧困関連全国調査が行われた。一つは「住居脆
弱階層全国調査」（結果報告発表会は 2012 年 6 月 15 日）で、その調査に含まれていたが、
独立で行われたものは「露宿人全国実態調査」（結果報告発表会は 2012 年 12 月 20 日）で
あった。 
まず、「住居脆弱階層全国調査」では住居脆弱階層として「路上生活者」「浮浪人・露宿
人施設生活者」「チョッパン」「旅館・旅人宿」「考試院」「ネットカフェ生活者」「サウナ・
漫画喫茶店・棋院など」「ビニールハウス」「コンテナ」「穴蔵」「施設退所予定者」までを
対象にした。その報告書は総 504 頁に上る膨大な量で発表された。しかし、その報告書の
表紙では「この報告書は保健福祉部の内部業務参考資料として作成され、統計法第 18 条に
よる統計承認をうけておらず、資料の任意解釈と活用を禁止する」というステッカーが、
配布されたすべての報告書の表紙で貼られている。ここでいう統計法第 18 条とは、国家公
式統計を集計する際には統計庁の承認が必要としている。この際に承認できない 3 つの条
件が列挙されている。このうち、この場合では第二項の「標本規模が小さすぎるか、検証
された統計作成技法を使用しないことで統計の信頼性が確保されていないと認定された場
合」に該当すると思われる。しかし、すでに報告書は発行され、他の報告書や論文に引用
されている。この報告書で把握された住居脆弱階層は 261,038 人と推算された。 
一方、「露宿人全国実態調査」は路上生活者の時集計調査と施設利用者の一時集計調査に
行われた。路上生活者調査は 2012 年 10 月 16 日-17 日に全国 16 広域自治体及び 111 基礎
自治体を対象とし調査員約 180 人が参加した。また、同じ日・同じ時間帯に「浮浪人」・「露
宿人」施設利用者に対して一時集計調査も行われた。その結果 13,262 人が集計された。こ
の調査結果は上の住居脆弱階層宣告実態調査とは違い、公開された。その結果は次のよう
である。 
 
表 19「露宿者等」の数（2012 年） 
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区分 路上生活者 
施設合計 
路上＋
施設合
計 
小計 一時保護 
露宿人自
活施設 
露宿人再活及び
療養施設 
（旧浮浪人施設） 
合計 1,811 11,451 554 2,713 8,017 13,262 
出典：イ・ジョンギュ［이정규］（2012: 13） 
 
ここで露宿人の規模がその範囲をどのように設定するかによって異なることがわかる。 
まず、従来の露宿人のみを計算した場合、「路上生活者」+「一時保護施設生活者」+「露
宿人施設」となり、合計 3,267 人となる。それに加えて「浮浪人施設」の生活者までを含
むと 13,262 人になる。さらに 2011 年の調査において把握された居住脆弱層をも含むと 26
万人に上る。新しい法律によると、「浮浪人+露宿人」までは確実であるが、広い意味の「ホ
ームレス」26 万のうち、どこまで含めるかが問題となる。 
 
3-3．既存の社会福祉対象者の包摂 
 
2012 年から新しい法体制に合わせ、保健福祉部は、2012 年 5 月に『露宿人福祉事業の
主要内容』（保健福祉部 2012a）を、同年 10 月に『露宿人等の福祉事業運営案内』（保健福
祉部 2012b）を発刊した。前者は、保健福祉部が新しい法律の施行に伴い公務員と施設従
事者向けに行った教育の資料である。後者は、通年発刊する「案内書」である。 
『露宿人福祉事業の主要内容』では、法施行初期には変化を最小にしながら、「既存の浮
浪人・露宿人事業の基本的プロセスには変化はなし」と明らかにしている。また、既存の
「浮浪人」・「露宿人」に関する国庫支援体制も継続的に維持する。しかも新規施設の設置
は、「浮浪人及び露宿人の数が減少趨勢になり、新規設置の可能性は高くないと判断してい
る」としている。 
具体的内容は第一に、以前の「浮浪人」・「露宿人」の施設が次のように再設定された（保
健福祉部 2012b: 21）。 
 
・（既存）浮浪人福祉施設→露宿人再活施設及び露宿人療養施設に見なす 
・（既存）露宿人シェルター→露宿人自活施設に見なす 
・（既存）相談保護センター→露宿人総合支援センターに見なす 
 
従来の「浮浪人」施設が露宿人再活・療養施設に分化されたこと、名称が「露宿人」に
変更されたことを除けば、特に変わったことはない。だが、上の案は臨時的な措置であり
従来の施設は新しい施設基準に合わせて再び施設申請を義務付ける「経過措置」をとって
いる。したがって、しばらくは大きな再編はなく、以前の「浮浪人」福祉施設と「露宿人」
135 
 
シェルターは各々「露宿人」再活施設・療養施設と「露宿人」施設に運営されることにな
った。また、相談保護センターは「露宿人」総合支援センターに名前が変わった。 
また、「露宿人」と「浮浪人」の統合の最も大きな障害であった予算の国庫補助の問題は、
新しい名称の「露宿人再活施設」と「露宿人療養施設」は国家補助に、その他の「露宿人
再活施設」などは地方自治体の予算に運営されるようになった252。つまり、予算に関して
は大きな変化はない。 
それでは、「住居地として適切性が顕著に低いところで生活している者」についての条項
はどうなったのか。それについては規定がない。「露宿人等」の事業として、「就労斡旋」
や「公共事業への参加」「住居支援」に「チョッパン」住民などの相談窓口として「露宿人」
施設などが対応することに限られている。全体的に大きな変化はないのである。 
「露宿人」の政策対象の規模を拡大することについて懐疑的な声もある。例えば、様々
な露宿人調査や報告書の執筆に携わってきたにソ・ジョンギュンは、「露宿人法律施行 1 年
の成果及び今後の課題」という討論会の発表文で「このように政策対象の規模を拡大する
ことは大きな意味がない。露宿人政策は、最も厳しい状況に置かれている人々を対象に、
優先的支援を提供し危機状況から脱することができるように支援することである。…政策
対象を拡大することは、路上生活に至る恐れがある多様な集団を含むという意味では肯定
的ではあるが、危急な状況に対応する支援の必要を考慮しにくくする点を考えれば、望ま
しいとは限らない。」としていた（ソ・ゾンギョン 2013: 36）。それは、以前の広い「ホー
ムレス」概念の導入などの主張とは少しニュアンスを異にする。つまり、「現実的」に考え
る場合、それ以上の概念の拡張は無理であるとの認識が徐々に現れ始めているとみえる。 
また、『露宿人福祉事業の主要内容』と『露宿人等の福祉事業運営案内』では、精神疾患
及びアルコールの問題がある「露宿人」に対する対応を重要な課題として取り扱っている。
新しい法律では、女性・障害・高齢・青年露宿人など、これまでそれほど対象者にならな
かった様々な対象者に関する保護計画の樹立を義務化している（大統領令第二条）。それに
加えて、特に精神保健法に基づいた国家精神保健事業計画部の連携及び協力事業を通した
「露宿人等」の精神健康増進計画を実行する（第四項）を定めている。2011 年のソウル駅
舎内の野宿行為禁止に伴い 2011 年からソウル駅付近を中心に行いはじめた「路上生活者危
機管理事業」が具体的事例として示されている。この事業は精神保健医療の専門家と、民
間の相談専門家に構成された危機管理チームが、週 3 回アウトリーチを行うことを主要内
容としている。提示された推進戦略は①重度慢性疾患の露宿人に関する精神医療的アプロ
ーチ、②地域社会の精神科・内科の医者、社会福祉士などをボランティアで活用、③露宿
人総合支援センターの主要機能として定着化を挙げている。この活動のターゲットになる
のは、慢性疾患の露宿人であり彼らに関して「精神医療的」で「専門的」アプローチを目
標としている。しかも、その活動を「露宿人総合支援センター」の主な機能として定着化
                                                  
252 補助金管理に関する法律施行令による。「露宿人自活施設」などは、ソウルは国庫 50、
自治体 50、その他の地域は国庫 70、自治体 30。 
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を図ることで常時的保護活動として位置づけようとしている。 
新しい法律による「露宿人」と「浮浪人」の「露宿人等」への再編は、労働が可能な者
と不可能な者を区分するとともに、労働が不可能なものを「露宿人等」から排除するので
はなく、「露宿人」の再活及び療養施設に区分して包摂・収容するプロセスを生んだ。この
ような区分では「医学的診断」「専門的判断」が徐々に活用されることになる。医療的な判
断に基づき、精神疾患及びアルコール問題をもつと診断された路上生活者は、「重度・慢性
疾患者」として規定され「療養施設」や「再活施設」で生活することになる。一方「劣悪
なところで生活する者」を含めるように対象者を拡大することは、議論されるようにはな
ったものの未だに何らかの取り組みが具体的なかたちを取ってはいない。そのような変化
は、法律上には、「包括的ホームレス支援の整備」と（全泓奎 2012b）見えるが、実際には
従来の「浮浪人」「露宿人」に「チョッパン」住民を形式的に統合したにすぎない。以前の
異なるのは、「浮浪人」と「露宿人」の区分において過去にはない「医療的基準」が導入さ
れ、「労働能力」や「自立能力」の診断が「専門的根拠」を持っている、とみなされるよう
になった点である。つまりは、「ホームレス」問題にも、部分的にではあれ医学的専門化が
及んでいるということである。 
最後に、現在、従来の「浮浪人」施設の協議体である「韓国浮浪人福祉施設協会」は「韓
国露宿人施設協会」に名前を変更した。その会員である施設はほぼ変化はない。また、既
存の「露宿人」施設らは「全国露宿人施設協会」を発足させた。 
 
小括 
 
以上、1997 年の経済危機以降の韓国におけるホームレスの歴史について考察した。ホー
ムレスの概念は、非常に激しい変動を見せた。この変化は 2 つに分けて考察できる。一つ
は、他の概念との対比であり、もう一つは細分化である。 
1997 年の冬直後は否定的イメージを持っていた「浮浪人」と、「経済危機の犠牲」である
「露宿者」の対比から、「失業露宿者」という概念が生まれた。それは「露宿者」を基準に
した「浮浪人」の排除であり、すぐに自立可能な臨時的福祉サービスの対象者として「露
宿者」を位置づけることにより、自立ができないような人々を「露宿者」のカテゴリーの
外に追いやることを意味していた。 
その後、「露宿者シェルター」の設置・安定化とともに、「路上生活者」と「シェルター
露宿者」、そして自立性の高さを基準に「シェルター露宿者」の細分化が行われた。その「浮
浪人」の排除から内部の細分化に関心が移動することで、「様々なニーズ」をもつ「露宿者」
といった「露宿者」の多様性が注目を集め、医学的観点を含め、多様な区分基準が提示さ
れる。それで、そこまで「露宿者」概念から排除された様々なカテゴリーの人々への包摂
が行われる。劣悪な居住状態である「チョッパン」や「女性露宿者」、そして以前から非常
に厳しく排除しようとした「浮浪人」のイメージを持つ「精神障害者」「アルコール依存者」
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「老人」などに対するサービスの強調と、「浮浪人」施設との連携などがそれである。 
「露宿者」概念からの排除・包摂の中で、法律が整備され「露宿者」は「露宿人」になり
安定的なサービス対象者として位置づけられ、従来の「浮浪人」に加え、「劣悪な居住生活
者」をも含めた統合的・広範な「露宿人等」という新しい法律用語の誕生に至った。そこ
で、「劣悪な居住生活者」の規定は定められず、路上生活者との緊密な関係であることから
「チョッパン」生活者のみが統計で集計されている。このようにして現在の「露宿人等」
は、路上生活者、「一時保護施設利用者」、以前の「露宿人」施設と「浮浪人」施設の生活
者、そして「チョッパン」生活者といった広範な概念となっている。 
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終章 
 
1．総括 
 
本論文では、1960 年代から現在にかけて韓国のホームレスをめぐる政策カテゴリーが「浮
浪児」「浮浪人」から「露宿人等」に変遷してきた歴史的過程を検討した。①1961 年～1974
年まで（第 1 章・第 2 章・第 3 章）、②1980 年代（第 4 章）、③1997 年冬の経済危機以降
（第 5 章）に時期を区分し、時期毎に国家の規定や政策がどのような背景のもとに、いか
に行われてきたのかを分析した。この過程に確認できるのは、「ホームレス」とは単に家の
ない人々のことでなく、ほかの政策カテゴリーと並行しながら構築され続けてきた諸カテ
ゴリーによって多様な仕方で捉えられてきた者である、ということである。 
第 1 章では、1960 年代における「浮浪児」カテゴリーの生成と実態を中心に分析した。
韓国で 1960 年代から「浮浪児」が急増した理由は、1950 年～53 年の朝鮮戦争の影響だけ
に求めることはできない。戦争から 10 年経過した 1960 年代に「浮浪児」はさらに増え、
社会問題化したためである。「浮浪児」というカテゴリーの生成の社会的背景には、農民の
都市移住の本格化が挙げられる。当時、初等教育を終えた児童たちは成人以上に簡単に都
市に移住しえたこと、複雑な「家族関係」、「高等教育」の未普及、「工業」の未発達、そし
て、抑圧的な社会福祉施設といった諸要因が、その背景にあったことを明らかにした。当
時の「浮浪児」は、農村の出身が多く、自ら共同体を組織し生活を営むが、一般社会から
の距離を維持しており、当時のいずれの社会にも包摂されなかった。また、民主化運動へ
の活発な参加や政府への協力など、非常に流動的性格を備えていた。第 1 章では、以上よ
り 1960 年代の「浮浪児」の増加の背景には、当時の急激な社会変動のなかの「児童」の不
安定な位置づけがあったことを明らかにした。それ自体が矛盾しているともいえる「働け
る児童」の存在が黙認されるほか、家ではなく路上で生活をする「児童」が可視化された
のも、同情の対象というよりも「危険」「怠け者」「正体不明」といった反社会的な像とし
てのことだった。このイメージに基づき、国家は、単なる保護ではなく、強制を伴う矯正・
労働政策を行ったことを明らかにした。 
第 2 章では、1961 年から 74 年にかけての「浮浪児」に対する国家の認識と政策の変容
について、法律や浮浪児政策の実践の事例を通じて分析した。「浮浪人」の施設や行政的措
置は存在していたが、この時期は「浮浪児」の対策が中心となった。「浮浪児」の定義はな
されていなかったが、国家や施設が把握した「浮浪児」は概ね 10 代の児童で、路上生活の
原因が親の死亡や遺棄ではなく、不明確な場合が多かった。また、「浮浪児」施設はほかの
児童諸施設とは区分されていたが、「浮浪児」と判定された児童は、「浮浪児」施設のみで
はなく、他の児童施設にも分散されて収容されることもあった。その対策は取締による「収
容」を基本としたが、施設のみでは対応できなかったため、施設外の施策が多様なかたち
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で行われた。地方への隔離政策として「開拓団」が、街頭労働を包摂・統制する形で「勤
労再建隊」「新聞配達・販売員」「靴磨き」などが組織化され、日常的監視・統制を受けた。
これらにおける「労働」では、「勤勉さ」や「苦境を克服する」といった「精神的矯正」も
目指された。以上から、1960 年代から 1974 年までの「浮浪児」政策は、ひとつの児童福
祉政策の一つとして行われるが、それのみではなく労働・矯正・教育が一体となった複合
的な性格を持っていたことを明らかにした。 
第 3 章では、事例研究として「国土建設団」の形成・展開について、この政策の主たる
対象であった若年「浮浪人」への取り組みを中心に記述・考察した。1961 年にクーデター
で権力を得た軍事政権は、秩序の回復と経済発展をスローガンに掲げながら、若い「浮浪
人」などを主たる対象に、全国的な取締と強制的な労働動員に着手した。それによって緩
やかな農村救済策であった「国土建設事業」を、強制労働を特徴とする「国土建設団」へ
と変貌させていったのだった。「国土建設団」は、単なる治安対策、経済政策という側面だ
けでなく、勤勉な労働者を訓育する機能も持っており、「公開性」「宣伝性」も有していた。
このため、この政策はそれ自体の前提である「浮浪人」に対する当時の「一般の市民ら」
の差別的眼差しを一層強化することになった。「国土建設団」は、対象者を若い「浮浪人」
などから一般市民に拡張しようとしたために反発を呼び込み、事業自体の成果が上がらな
かったことから結果的に 1 年余りで廃止される。この「国土建設団」の設立と失敗を通じ
て明らかになるのは、そのような当時の「浮浪人」への差別的視線と「市民」との区分が
この時期に存在していたことであった。 
第 4 章では、1980 年代の「浮浪人」とその政策の性格を明らかにすべく、1970 年代の
半ばからの児童の社会的位置づけの変動をうけて 1987 年に発生した、「兄弟福祉院事件」
を分析した。近年の「兄弟福祉院事件」の再究明のための特別法立法を求める活動の内容
を紹介し、過去と現在の「浮浪人」の認識とその政策の差異を考察した。1980 年代の「浮
浪人」カテゴリーの形成の背景には、1970 年代からの高等教育の普及と労働への包摂の進
展があり、それに伴い児童施設は衰退した。併せて「浮浪」のイメージは、働ける児童で
ある「浮浪児」から労働能力も待たない「浮浪人」に移行していった。そして、新たに政
権に就いた新軍部政権が 1981 年に一斉取締を行うことで「浮浪人」政策が本格化した。「浮
浪人」は、精神疾患者や障害者など、かつての「浮浪児」のイメージとは異なる「働けな
い」人々を指すものとなり、収容者には「障害者」が多く「正常者」が少なくなっていっ
た。1987 年に起きた「兄弟福祉院事件」から、一部の施設で人権侵害の問題があることが
明らかになった。当初は「強制収容」「強制労働」が問題とされるが、問題の焦点が「浮浪
人」の定義に移り、結果的には「浮浪人」は「家のない」「労働できない」人々として規定
された。この「兄弟福祉院事件」を受け、「浮浪人」は労働能力がない者として以前より正
確に規定されるようになった。また、「兄弟福祉院事件」の裁判では「精神疾患者」や「障
害者」を収容することには問題がないとされ、「矯正」の側面から「労働」をさせることも
違法ではないとの判決が出された。2012 年から活発となった「兄弟福祉院事件」の再究明
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を求める活動は、「特別法律」制定運動に発展するが、最も重要な論点は「国家の責任」の
問題であった。1960 年代に「浮浪児」に対する「収容」「強制労働」「生活の統制」が国家
主導で「公開的」に行われたことに対して、1980 年代における「浮浪人」政策において、
国家は少なくとも「外見的」には「中立的」立場に立っていることを表明することになる。
以上のように、1960～70 年代の若い「浮浪人」または「浮浪児」から、労働できないよう
な「浮浪人」への劇的変化を、1980 年代の「兄弟福祉院事件」から浮き彫りにした。 
第 5 章では、1997 年のいわゆる IMF 経済危機以降からの韓国におけるホームレス」の
政策の変遷をホームレスの概念の変化との関連から考察した。1997 年の冬直後はかつての
「浮浪人」と、「経済危機の犠牲」である「露宿者」の対比から、「失業露宿者」という概
念が生まれた。その後、「露宿者シェルター」の設置によって「路上生活者」と「シェルタ
ー露宿者」、そして自立性の高さを基準に「シェルター露宿者」という細分化が行われた。
それで「露宿者」のニーズの多様性が注目を集め、医学的観点を含め多様な区分基準が提
示された。また、劣悪な居住状態である「チョッパン」の人々や「女性露宿者」、そして以
前から非常に厳しく排除しようとした「浮浪人」のイメージを持つ「精神障害者」「アルコ
ール依存者」「老人」などに対するサービスの強調と、「浮浪人」施設との連携などが試み
られた。また、法律が整備され、「露宿者」は「露宿人」となり、安定的なサービス対象者
として位置づけられ、従来の「浮浪人」に加え、「劣悪な居住生活者」をも含めた統合的で
広範な射程をもつ「露宿人等」という新しい法律用語の誕生に至った。ここでは「劣悪な
居住生活者」の規定は定められず、路上生活者との緊密な関係であることから、「チョッパ
ン」生活者のみが統計としては集計されている。現在の「露宿人等」は、路上生活者、「一
時保護施設利用者」、以前の露宿人シェルターと浮浪人保護施設生活者、そして「チョッパ
ン」生活者といった広範な概念となっている。以上、第 5 章ではホームレス概念が、その
内部において細分化されるとともに、その外部カテゴリーの包摂が行われ、広範な「ホー
ムレス」としての「露宿人等」の概念が構築されたことを明らかにした。 
 
2．政策カテゴリーとしてのホームレス歴史に関する考察 
 
以上、韓国におけるホームレス概念を歴史的に規定してきた政策カテゴリーの系譜を整
理した。それでは、通史的に見ることで、家のない人々のうち独特な系譜をなす「浮浪児・
人」から「露宿人等」までの政策カテゴリーとしてのホームレスについてどのような知見
を得ることができるのか。 
まず、ホームレスの属性の変容である。1960 年代から現在までの概念を大きく 3 つに区
分することができる。 
第一に、1960 年代から 1974 年までの、「浮浪児」というカテゴリーの生成の時期である。
非常に激しい社会の変動のなかで、戦争と外国の援助の影響から「児童」施設の隆盛によ
る「児童」への関心が高まるなかで、「浮浪児」は「家のない」「児童」という属性をもち
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ながら、「要保護児童」の下位カテゴリーとして位置づけられた。しかし、「路上生活」す
る理由が不明で、しかも当時の「児童」の概念から「労働が可能である」とみなされた「児
童」が「浮浪児」として判断された可能性が高い。「働ける児童」という概念があったため
に、路上にいながらも保護の必要性や根拠が相対的に低いと判断された児童が「浮浪児」
として認識されたといえる。以上から、「浮浪児」は「児童」の下位カテゴリーでもあり、
「児童」の当時の社会的位置づけを反映した概念であったと捉えることができる。 
その後、「児童」は進学率の高騰や産業化の進展によって、「学校」や「工業」に参入す
るのが一般的になり、1980 年代には高等教育が普及する。そこで児童を中心としていた社
会福祉「施設」は障害者施設をはじめ多様化することになる。こうした変化のもとで、18
歳までの人間を、保護すべき、「教育をうけるべき」児童とする見方が社会に定着し、実質
が与えられるようになると、「浮浪児」という「児童」からこぼれ落ちた者の社会的な存在
感も弱くなっていった。 
第二に、「浮浪人」は、「浮浪児」の消滅とともに登場する。「浮浪」のイメージを担って
いた「浮浪児」がほとんど存在しないものになりつつあり、産業化が進むにつれて、この
過程から排除された、働けない成人としての「浮浪人」に代替される。このカテゴリーに
包摂される人々は別のカテゴリーによっても指示される人々であった。すなわち、「精神病
者」や「障害者」である。特に公的扶助や障害者政策の未熟さ、それらの人々に対する対
策がない中、彼らの受け皿となっていたのはかつての「児童」施設であり、当時の新軍部
勢力のクーデター以降の政治的意図と絡みあって、「浮浪人」が多く「発見」された。1980
年代初頭までは「浮浪人」のうち健常者と判断された人々がある程度を占めしていたが、
1987 年の「兄弟福祉院事件」では働けないような人々、つまり老人、障害者、精神疾患者
が「浮浪人」というカテゴリーのもとに包括されるようになり、この構図は 1997 年の経済
危機まで維持される。 
第三に、1997 年経済危機以降の時期である。この時期はホームレスをめぐる諸カテゴリ
ーは非常にダイナミックな変動を見せるが、要約すると次のような過程を描いていた。「失
業露宿者」とかつての「浮浪人」という分類から「多様な露宿人」と「浮浪人」へ、さら
に劣悪な居住生活者まで含んだ統合的概念になっていく。この変遷は、「働ける人々」と「働
けない人々」を対置する厳格な区分から開まったが、徐々に「多様なニーズ」という概念
が浸透していくことになった。この点に明らかなように、「働ける」人々の減少という状況
が現れ、こうした区分を可能にする図式が崩れてしまったのである。また、最近進展して
いる「露宿人」の範囲の拡張、つまり女性の強調や精神疾患者、アルコール依存者といっ
た多様化は、これまでの社会福祉からこぼれ落ちた人々が多いことを意味すると思われる。 
以上のように、ホームレス概念は様々な変遷を見せているが、以下のように整理できる。 
 
①1960 年～74 年まで：「児童」カテゴリーの実質化（8 歳未満は児童＝学生＝保護の対
象になること）の過程からこぼれ落ちた者の受け皿＝「浮浪児」 
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②1980 年代：様々な政策カテゴリーの混合収容→「精神障害者」「アルコール」依存者の
受け皿＝働けないような「浮浪人」 
③1997 年の経済危機以降：各福祉領域の受け皿＝「失業露宿者」から「露宿人等」へ 
 
また、このように変容してきたホームレスをめぐる政策カテゴリーに対応する政策の特
徴に応じて、これら 3 つの時期を、次のように整理することもできる。 
第一に、1960 年代から 1975 年まででの期間である。この時期「浮浪児」対策は「取締」
「収容」から多様な「労働統制」まで多様な領域にわたったが、一貫していた特徴は、法
律に基づくことなく行政的に行われたことである。現在の観点からは「矯正」「労働」「社
会事業」と分類できるようなそれらの諸政策は、法律を基準とすれば解釈が難しく、法外
の政治権力の行使とでも言える諸実践として、事実上、当時の社会に存在していたと捉え
ることができる。そしてそれらは、教育の観点から労働から保護すべき存在であるために
学校での勉学に勤めるという「児童」像が社会のなかで安定した位置を持たない状況でな
された。児童労働を可能にする条件への公権力の介入は、当時の産業化と密接な関係のも
とで行われた。つまり、当時の産業化を牽引した軍事政権は低廉な労働力による産業化を
念頭にいれながら、その「勤勉さ」を学ぶ手段として政策を行った特徴がある。そこで「浮
浪児」の取締や強制労働の政策は「公開」「宣伝」の機能も果たしていた。 
第二に、1980 年代は、名目上は「労働できない」「浮浪人」に対して「社会福祉」的観点
に基づく「施設保護」を基本として行われた。「兄弟福祉院事件」から、「浮浪人＝保護す
べき対象者」という図式が成立することで治安対策の性格は弱まり、「社会福祉」の保護と
いう性格が強化された。 
第三に、経済危機以降から臨時的失業対策と従来の「浮浪人」との区分から開始された
ホームレス対策は、シェルターの設置以降から社会福祉対策として明確に位置づけられた。
また、他の社会福祉領域からの区分が必要となる中で、結果的には以前の社会福祉サービ
スの対象者と重なる形で「露宿人等」の対策が行われるようになった。 
以上の政策の変遷を整理すると以下のようになる。 
 
①1960 年～74 年まで：「社会福祉」「労働」「統制」「産業化」の一体化＝領域区分の曖昧
な政策 
②1980 年代：「社会福祉」「治安対策」の結合から「収容・保護政策」へ＝働けない人々
に対する「収容」を中心とした社会福祉 
③1997 年の経済危機以降：労働政策から多様な「社会福祉」へ＝多様な社会福祉領域と
の区分の曖昧さ 
 
3．成果と課題 
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韓国のホームレス」概念とその政策の歴史を考察することで得られた知見を整理する。 
第一に、ホームレスはただの家のない状態に置かれていた人々を意味するものではなく、
当時の様々な社会的背景があったうえで他のカテゴリーとの関係から構築された一つのカ
テゴリーであることが浮き彫りになった。 
第二に、そのためホームレス概念とその政策の特徴は、ホームレス政策のみではなく、
他のカテゴリーとの排除・包摂の関係から変容してきた。とりわけ、急速な社会的変動・
資本主義の発展を遂げた韓国では、ホームレスの概念とその政策は、他の社会的弱者をめ
ぐるカテゴリーとの相関を通じて究明する必要があり、本論文はそれを成し遂げた点に意
義がある。 
第三に、政策は、「労働の強制」など「矯正」的性格から「収容・保護」へ、そして「多
様な社会福祉領域」へと移り、そのことはホームレスの概念の変容と対応する形で行われ
た。現在まで法律を中心に行われてきたホームレス政策の歴史研究を、法律に着目するこ
とでは見えてこない断絶と連続性を、政策とその社会的背景まで射程に入れて、その政策
の性格を歴史的に明らかにしたという点にも意義がある。 
今後の課題として、以下の四点が掲げられる。第一には、本論文は、時代別にホームレ
スと隣接した概念を中心に考察したため、本論文におけるホームレスの範疇からも外れる
が、当時の社会政策における施設利用者の人々との関連性についての考察は行われなかっ
た。例えば、「女性」の場合、朝鮮戦争直後から「淪落女性」の取締や施設事業が開始され
た。「ハンセン病者」に関しても 1950 年代から定着地事業や隔離収容が行われている。そ
の他も「老人」施設、「障害者」施設などが朝鮮戦争後から現れる。そのうち「淪落女性」
の場合、「浮浪児」の「開拓団」要員との集合結婚するイベント等もあった。こうした、他
の「家のない」人々の「カテゴリー」をも視野に入れないと、現在までのホームレス歴史
研究は不完全なまま残されると言わざるをえない。つまり、特殊カテゴリーの全体像を抑
えながら、ホームレス研究を行う必要がある。 
第二に、施設の資料の発掘という問題である。本論文では国家の資料や新聞報道を中心
に分析を行ったが、「浮浪児・人」施設の資料は非常に乏しい現状である。この原因は、1987
年の「兄弟福祉院事件」の影響で「浮浪児・人」施設側が「人権的問題」になるような資
料を公開しないからであると推測できる。「兄弟福祉院事件」の「対策委員会」が資料を集
めているが、施設側の資料は殆どないか、非公開のままである。私設の場合は難しいかも
しれないが、市立または国立施設の場合、資料の蓄積があると予想される。より詳細な資
料を取得したうえでの研究を今後は進めたい。 
第三に、日本における「浮浪者」「寄せ場」歴史比較研究の可能性である。現在まで日本
と韓国、それぞれのホームレスに関する比較研究は数も少なく、なされる場合でも政策の
比較に留まる傾向がある。また、同じ語が国によって異なる含意をもつことについて留意
しつつ、比較研究の手法を探っていく必要である。本研究から得られた見地から、韓国に
おける現在の「露宿人等」という概念に至った経緯が明らかになったことで、これから日
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韓ホームレス研究の基盤が固まったと考えられる。そこから、日韓ホームレス概念の相違
や共通点を深める研究を行いたい。 
第四に、歴史の一般化の問題である。西洋を中心とした社会福祉の歴史では初期資本主
義において「浮浪者」への対応はその起源をなしていると言われている。それに対して、
急速な産業化を成し遂げた韓国の場合、西洋との特殊性や共通点などについて、主に「貧
民」というカテゴリーから分析が行われてきた。本論文で得られた見地から、その「貧民」
が初期資本主義社会に現われた「浮浪者」群の一部であり、そこからまた独特な「浮浪児・
人」というカテゴリーが形成され、現在の「露宿人等」まで至ったことを明らかにした。
そこで西洋を中心とした初期「浮浪者」の研究と「貧民」に関する先行研究も視野に入れ
ながら、現在韓国における様々な貧困層に関するカテゴリーの起源と系譜に関する研究が
必要である。 
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【参考資料 1】 
 
浮浪人の通報・取締・収容・保護と帰郷および事後管理に関する業務処理指針 
 
1975 年 12 月 15 日 
 
内務部訓令第 410 号 
 
この指針は、乞食、ガム売りなど都市の健全な秩序を乱す浮浪人の通報・収容・保護し、
帰郷および事後管理にあたって担当公務員が熟知し、実践すべき業務遂行の手続を定める
もので、これらの業務にあたるすべての公務員は、この指針に従い、誠実かつ責任ある態
度で業務を遂行することにより、 
 
○市民生活の明朗化を図り 
○犯罪者ら不穏分子の活動を封鎖することに万全を期すべきである。 
 
第 1 章 総則 
第 1 節 浮浪者取締の基本的業務 
浮浪人を取締・収容・保護するにあたって基本的に果たすべき任務は 
第一に、倫理の側面からは、すべての浮浪人を自らの父母・兄弟、および子のように相手
すべきであり、 
第二に、治安維持の側面からは、犯罪者、不穏分子などの活動を封鎖し、 
第三に、社会的側面からは、不遇な隣人を援助し、健全で良好な社会秩序を確立し都市環
境を浄化することである。 
 
第 2 節 浮浪人の定義 
一定の住居がなく、観光業所、接客業所、駅、バス停など多くの人々が集まったり通行す
る場所や住宅街を徘徊あるいは着座し物乞いや物品を押し売りし、通行人を困らせる乞食、
ガム売り、物乞いなど健全な社会および都市の秩序を乱す、すべての浮浪人をいう253。 
 
第 3 節 業務遂行の手引き 
1．市長・郡守・区庁長254は、警察と共同で浮浪人取締班を編成し月 1 回以上、定められた
                                                  
253 訳注：この条項では、「浮浪人」を定義する際に、「すべての浮浪人をいう」と、定義す
る対象を指示する用語が、そのまま用いられている。同語反復的な表現であるが、条項に
そのように記載されているため、文字通りに訳出した。 
254 訳注：市・郡・区は、行政単位の一つである。当時の韓国の行政区分は、次のように階
層化されていた。「道（ソウルは特別市）＞【市・区・郡】＞【洞・邑・面】＞統＞班」で
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期日に実施する定期一斉取締と、随時必要に応じて実施する随時取締を実施しなければ
ならない。また常設の浮浪人通報センターを請願室で設置・運営し、全国民的な通報取
締体制を確立する。 
2．浮浪人を取締まった場合、取締りを行った当の機関にて、住民登録票の確認と取り調べ
を通じてかかる浮浪人の身元を徹底的に調査し、犯罪者・不穏分子などを把握しなけれ
ばならない。また、浮浪人取締などに関する第 4 号書式による浮浪人身元記録カードを
作成し、収容・保護にあたる。 
3．収容施設を管轄する市長・郡守・区庁長は、浮浪人収容施設の接対・管理を徹底し、収
容者の脱走を予防し、〔訳注: また、収容者に対し〕十分な救護ができる量の物資を確保・
管理し救護に蹉跌がないようにする。 
4．〔訳注: 身元が〕縁故者が確かな浮浪人を帰郷させるときには、管轄地区の市長・郡守・
区庁長、邑長・面長・洞長、及び警察署長、支・派出所長は、浮浪人取締書式第 3 号に
より一連番号をふった浮浪人名簿を作成することで、引続・引受を明確にする。 
5．管轄地区の市長・郡首・区庁長、邑長・面長・洞長、及び警察署長、支・派出所長は帰
郷浮浪人台帳を作成し、〔訳注: 浮浪人に対して〕常に生活実態を確認し生保護者指定ま
たは就労斡旋などの生計維持を積極的に支援すること、再度の家出を予防すること、善
導・保護することに、共同で責任を負う。 
6．乞食、ガム売りなど浮浪人以外に路辺行商、カツギヤ、成人のガム売りなど社会に悪影
響を及ぼす者に対しても、〔訳注: ここに定める〕浮浪人対策に準じて、漸次的に取締り、
また保護する。 
 
第 2 章 通報 
第 1 節 一般通報 
1．市・郡・区の請願室に浮浪人通報センターを設置する。苦情通報専用回線として 3001
番を活用する。 
2．通報センターでは、受付後すぐに別添書式第 1 号にはる通報受付簿を作成し、浮浪者機
動取締班（市・社会課、軍・内務課）に通報する。 
3．管轄地域の住民、公務員、学生、商人などすべての市民が浮浪人を発見した時には、た
だちに通報するよう指導する。 
4．周知の方策として、浮浪人の通報手続きと通報専用回線を接客業所に配布する。 
 
第 2 節 地域通報責任者通報 
1．浮浪人の徘徊が予想される駅、ターミナル、地下道、陸橋などや、虞犯地域では地域管
理責任者、あるいは隣接した商店主人などを浮浪人通報責任者として指定する。 
2．浮浪人地域通報責任者は発見時にただちに通報できるように市庁、区庁、郡庁の浮浪人
                                                                                                                                                  
ある。また、それぞれの代表の呼称は、市は市長、郡は郡守、区は区庁長であった。 
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通報センターと緊密な連絡体制を維持しなければならない。 
3．住宅街などで徘徊する浮浪人についても、統長、班長を中心にした住民組織255を活用し、
発見時にただちに通報できるようにする。 
 
第 3 節 通報処理の手続き 
1．一般通報および通報責任者からの通報がある時には、速やかに通報受付簿に記載し、機
動取締班長にその内容を報告する。 
2．報告をうけた機動取締班長は、遅滞なく現場に出動し身柄を引取る。 
3．身柄の引取後、住民登録証票などの諸証票の所持確認、および身元に関する綿密な調査
を行い、該当収容機関にて収容する。 
 
通報および処理体系 
接客業所  住民・公務員  
地域通報責
任者 
 ↘ ↓ ↙  
  通報センター  
・通報手続き
簿登載 
  ↓ 報告  
  機動取締班   
  ↓ 引継ぎ  
  収容施設  
・明確な身元
引継ぎ 
 
第 3 章 取締 
第 1 節 機動取締班の編成と運営 
1．市庁・区庁・郡庁は警察署と共同で浮浪人機動取締班を編成する。 
区分 市・区 郡 
計 5 名 3 名 
班長 市・区：社会課長 
警察署：保安課長 
郡：内務課長 
警察署：保安課長 
班員 市区：支援 3 名 
警察官：2 名 
郡：支援 1 名 
警察官：1 名 
 
2．機動取締班用の車両は〔訳注: 管轄機関が〕保有する車両を、優先的に配置・活用する。 
                                                  
255 訳注: もっとも末端の行政単位である統・班には、日本の町内会のように、一か月一回
に「班常会」の開き、町の問題などについて議論する住民主体の集まりもあった。 
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3．機動取締班要員は、市・郡・区においては市長・郡守・区長が、警察署においては警察
署長が業務担当者の中から指定する。 
4．取締は月 1 回以上に、期日を定め、定期的に実施しなければならない。必要に応じて巡
視し、別添書式第 2 号による浮浪人取締日誌を作成し、備え置く。 
5．取締の対象は、物乞い、ガム売り、乞食などすべての浮浪者である。 
6．集中取締地域は、観光、接客業所、駅、ターミナル、地下鉄、地下道、陸橋など、大衆
の集結地、および虞犯地域を対象にする。 
 
第 2 節 身元把握と身柄引取引続 
1．浮浪人機動取締班は、身柄を拘束した浮浪人に対して住民登録票など諸証明書の所持を
確認したうえで、次の手順に基づき身元確認を徹底する。 
第一に、身元に関する事項：本籍、住所、姓名、生年月日、住民登録番号 
第二に、身体に関する事項：身長、体格、頭髪、頭状、健康状態、その他特徴 
第三に、身元に関する事項：職業、経歴、前科有無、特記 
第四に、浮浪の動機に関する事項：浮浪の動機、浮浪期間 
第五に、縁故者に関する事項：縁故者の住所、姓名、関係等 
 
2．身元確認終了後、別添書式第 3 号による身柄引取引続書類を作成し、該当浮浪人収容施
設に引続する。 
 
第 4 章 収容および保護 
第 1 節 一連番号による分類 
収容浮浪人に対しては、年度、市道ごとに一連番号を付与し、〔浮浪人の情報を〕管理する。
市道ごとの番号は機関番号の順番に並べ、市道区分ができない者は 12 番に分類する。 
 
（年度別）  （市道別）  （個人番号） 
75 -------------------- 1 -------------------- 1 
75 -------------------- 2 -------------------- 1 
     
75 -------------------- 12 -------------------- 1 
 
第 2 節 身元記録カードの作成・備え付け 
別添書式第 4 号による収容浮浪人の身元記録カードを個人ごとに作成したうえで、カード
の色によって〔浮浪人の属性を〕区分する。〔身元記録カードの〕保管にあたっては、性別
年齢別に分類する。 
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身元特異者256 -------------------- 赤色 
虞犯者 -------------------- 青色 
患者257 -------------------- 黄色 
そのほか -------------------- 白色 
 
第 3 節 収容者名簿の備付 
1．収容中の者の管理状況を明瞭にするため、別添書式第 5 号による浮浪人収容者名簿を作
成・管理する。 
2．収容者名簿では一連番号、身柄引取の日時、縁故者、領置品などを記録する。 
 
第 4 節 縁故者の確認 
1．収容施設の長は、収容された浮浪人を〔訳注: その収容後〕5 日以内に、身元記録カー
ドに基づき縁故地管轄の邑長・面長・洞長に、別添書式第 5 号（葉書）による縁故者確
認依頼書を発送しなければならない。 
2．管轄の邑長・面長・洞長は、浮浪人収容機関から縁故者確認依頼書が届いた後には当該
地域の支・派出所長と協議し、かかる内容を徹底的に確認し 1 週内以内に収容施設の長
に告知しなければならない。 
3．縁故者が確かな場合には、浮浪人を引取らせる。 
 
第 5 節 身元特異者、虞犯者に対する措置 
1．収容機関の長は、身元特異者および虞犯者として判断された浮浪人がいる際には、遅滞
なく管轄警察署長に通報しなければならない。 
2．管轄警察署長および支・派出所長は、週 1 回、定期的に収容施設を巡察しなければなら
ない。また、身元特異者の台帳・犯罪人名簿と対照・確認し、不穏分子および犯罪者の
検挙に徹底を期しなければならない。 
 
第 6 節 患者に対する措置 
1．市長・郡守は、管轄収容施設に浮浪人の診療業務を担当する医務室を設置するか、ある
いは国公立病院、嘱託医療人、保健所長258の中から責任診療機関を指定しなければなら
ない。 
2．収容施設の長は、生活保護施設設置基準令第 8 条の規定による健康診断を実施し、浮浪
人のうち病人がいるときには指定された医療機関で入院または診療を行うことにする。 
                                                  
256 訳注: おそらく「不穏分子」、つまり思想犯や社会運動勢力を意味していたと推測される。 
257 訳注: 具体的な症状、精神あるいは生理的疾病等の区分など、具体的なかたちでの規定
は一切ない 
258 訳注: 委託医療人と保健所長は個人であるのだが、「機関」としてみなされている 
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3．指定医療機関の長は、浮浪収容施設から移送された患者が脱出しないように、随時、監
督を徹底しなければならない。 
 
第 7 節 収容施設 
1．浮浪収容施設は各市・道単位ごとに成人男子、婦女、児童の区分を設けたうえで、各々
一か所以上を運営しなければならない。さらに、必要な場合は市・郡単位でも設置・運
営する。 
2．収容施設は慈善団体など個人259に運営を委託することが適切であると認められる場合は、
委託経営を実施することができる。この場合も収容と救護に必要となる予算を支援し、
業務監督体制を確立しなければならない。 
3．収容施設の設備および構造は、生活保護施設設置基準令第 3 条の規定に基づく必要があ
る。 
4．収容施設には、生活保護施設設置基準令第 5 条規定に基づき、収容の長、事務員、その
ほか、労務職員をおかなければならない。 
 
第 8 節 収容者の保護 
1．各種機関の長は、浮浪人の年間予想収容数を判断し、管轄収容施設ごとに必要とされる
予算を配分しなければならない。 
2．収容施設の長は生活保護施設設置基準令第 6 条、第 7 条の規定に従い、環境衛生と給食
衛生を徹底し、収容中の浮浪人に対する十分な量の給食、及び被服を支給し保護に支障
がないように努める。 
 
（ソウル市更生院の場合） 
①主・副食費、燃料費――232 ウォン 
○主食 
・白米 596 グラム（4 合）――124.18 ウォン 
・小麦 207 グラム（1.5 合）――28.42 ウォン 
○副食費＋燃料費――79.40 ウォン 
②衣服費（一人当たり、年）――4,000 ウォン 
③医療費（一人当たり、年）――1,800 ウォン 
 
3．労働能力のある者に対しては職業・進路および更生のために就労作業場、簡易手工芸施
設に就労させる。 
                                                  
259 訳注: 社会福祉施設は法人ではなく個人がその「所有者」として運営する場合が多かっ
たので「○○施設は■■さんの施設」のように個人に委託させるという表現であると推測
される。 
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4．就労による各個人の給料は、収容機関の長が領置し指定された金融機関に預け帰郷の際
に支給する。 
5．収容施設の長は収容生活が円滑にできるように浮浪者自治組織を自律的に運営するよう
指導・監督する。 
 
第 5 章 帰郷措置 
第 1 節 帰郷手続 
1．縁故者が確かな者に限って帰郷措置を取る。 
2．帰郷時引続・引受の責任者は以下の通りである。 
 
帰郷段階 
責任者 
引続 引受 
市・道から他の都市まで 取締指導：社会課長、婦女
児童課長 
縁故地の市道： 
社会課長、婦女児童課長 
市・道から管内市郡区まで 市・道：社会課長、 
婦女児童課長 
市・道：社会課長 
郡：内務課長 
市・郡・区から管内邑面洞
まで 
市・郡：社会課長 
郡：内部課長 
副邑面長 
洞事務長 
邑・面・洞から縁故者 内務課長 
洞事務長 
 
 
3．移送による車両費、給食費、宿泊費など所要経費は、 
・市・道から他都市まで: 収容当時の市・道 
・市・道から市・郡・区まで: 市・道 
・市・郡・区から邑・面・里まで: 市・郡・区が負担する。 
4．浮浪人の帰郷移送時には、収容施設の長が作成した身元記録カード写本 1枚を送付する。 
 
第 2 節 帰郷者身上記録カード作成 
1．邑長・面長・洞長は、浮浪人を引受する際には、一連番号に基づき「帰郷浮浪人身元記
録カード」を作成し管理する。 
2．身元記録カード写本は、管轄支・派出所長に対しても各 1 枚送付しなければならない。 
3．支・派出所長は、管内浮浪人の名簿による実態を把握し、管理する。 
 
第 3 節 保護責任者の指定 
1．邑長・面長・洞長は、帰郷浮浪人の縁故者から保護責任者を指定する。 
2．保護責任者は浮浪人の引受時に別添 7 号による「浮浪人保護誓約」を、管轄する邑長・
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面長・洞長に対して行い、善導・保護に対する責任を負う。 
 
第 6 章 事後管理 
第 1 節 生計支援 
1．帰郷浮浪人の中で生活が貧しい者に対しては優先的に生活保護対象者に指定し、救護す
る。 
2．労働能力のある者は、セマウル260労賃作業所に就労させる。 
3．工場・企業体と提携し、就業斡旋を行う。 
4．職業訓練施設にて、技術教育を行う。 
 
第 2 節 再家出防止 
1．浮浪人保護責任者、管轄邑・面・洞長と支・派出所長は、帰郷浮浪者の再度の家出防止
のための保護・善導責任を負う。 
2．統長・班長、セマウル指導者など、住民組織を活用し、自律的な善導を並行して実施す
る。 
3．児童の場合、再家出がある際には管轄支・派出所長は、児童福利法第 15 条に基づき、
その保護者に対して、2 万ウォン以下の罰金または拘留の処分を課す。 
 
  
                                                  
260 セマウル運動というのは、新しい村作りという意味で、韓国の農村を巡って、1970 年
代末から全国的な規模として始まった農村近代化運動である。 
166 
 
【参考資料 2】 
 
保健社会部訓令第 523 号 
 
浮浪人善導施設運営規程を以下の通りに発令する。 
 
1987 年 5 月 4 日 
保健社会部長官 
 
浮浪人善導施設運営規程 
 
第 1 章 総則 
 
第 1 条（目的）この規定は、社会福祉事業法及び同法施行規則で規定する浮浪人善導施設
の運営に必要な事項を定めことで、浮浪人に対する適正な保護を行うことを目的とする。 
第 2 条（定義）浮浪人善導施設（以下「施設」という）とは、浮浪人の善導及び保護を目
的に、社会福祉事業法第 22 条の規定に基づき設置された社会福祉施設をいう。 
第 3 条（入所対象）（1）縁故者がいない、または縁故者がいるが保護する能力がない 65 歳
以上の老衰者 18 歳未満の児童、廃疾・精神疾患及び心身障害などで生活能力がない浮浪
人で、保護機関である市長、郡守、区庁長（以下「市長・郡守守という」）が、保護の必
要性を認めた者。 
（2）一定の住居を持たず物乞いをする浮浪人で本人が施設での保護を求め、市長・郡守が
保護の必要性を認めた者 
（3）第一項または第二項に該当する者で、警察署から施設保護の要請がある者 
 
第 2 章 入退所管理 
 
第 4 条（入所手続き）市長・郡守が浮浪人を施設に入所させようとする際は、第 7 条の規
定による入退所審査委員会の審査を経て、別紙第一号書式に基づき施設に入所依頼をし
なければならない。 
第 5 条（審査待機）（1）市長・郡守は、入退所審査委員会が浮浪人について施設入所を審
査・決定するまで、施設内に設置された審査待機室に浮浪人を委託し保護を実施するが、
その期間は特別な事由がない限り 10 日を超えない。 
（2）市長・郡守は審査待機の期間中に当の浮浪人の縁故者、社会復帰の可能性及び健康状
態等に関する調査・相談を行い、その内容については別紙第 2 号の書式に基づき入所審
査書など関係資料を作成し、入退所審査委員会に提出しなければならない。 
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（3）施設の長は審査待機室で保護中の者に対して健康、食事、環境などあらゆる面におい
て隈なく保護しなければならない。 
（4）審査待機室で保護中の者に対しては、別紙第 3 号書式に基づき身元記録カードを作成
しなければならない。 
第 6 条（関係機関の入所要請）（1）市長・郡守は、施設がない市・郡または警察署など（以
下、「関係機関」という）から別紙第 4 号書式に基づき施設保護要請書を提出された際に
は、縁故者の確認、応急措置事項及び保護要請事由などを検討した上で施設保護が必要
であると認定される場合、これを受け入れる。 
（2）関係機関は管轄市長・郡守の受理を済ました施設保護要請書の写本を施設の長に提出
し、浮浪人の身柄も引き受ける。その場合、施設の長は別紙第 5 号書式に基づき、引き
受け・引継ぎ台帳を作成しなければならない。 
（3）管轄市長・郡守は入退所審査委員会の審査決定による措置を行った上で、その結果を
関係機関に通報しなければならない。 
第 7 条（入退所委員会）（1）浮浪人の入所及び退所の適性の是非を判断するため、施設を
管轄する市長・郡守の下に、入退所審査委員会（以下、「審査委員会」という）を置く。 
（2）審査委員会は委員長を含めた 5～6 名以上の委員で構成し、委員長は市長・郡守が務
め、委員は宗教関係者、社会福祉専門家、医者、教育者及び関係公務員などで構成する。 
（3）審査委員会は特別な理由がない限り第 5 条第 1 項の規定による保護期間内に審査委員
会を開催し、審査決定をしなければならない。 
（4）委員会の組織及び運営に関する必要事項は、市長・郡守が定める。 
第 8 条（入所審査）（1）審査委員会は縁故者、社会復帰の可能性及び健康状態などの関係
資料を検討したうえで、入所について審査・決定しなければならない。 
（2）審査委員会は特別な事由のない限り審査待機中の者を参加させ、必要な場合は施設の
長などの意見を聞くことにする。 
（3）第 1 項の規定により審査決定が行われた際には、市長・郡守は入所または退所措置を
しなければならない。 
第 9 条（退所審査）（1）施設の長は施設に入所した者（以下、「院生」という）に対して月
1 回以上面談を実施し、院生の中に退所を求める者、または社会復帰が可能な者を把握
しなければならない。 
（2）施設の長は、退所を求めるか、社会復帰が可能であると認定された者に対して退所審
査書と医者診断書など関係資料を、毎月審査委員会に提出し、その審査の結果に応じた
処置をとることとする。 
（3）他の専門施設への転院措置の場合でも、第 1 項及び第 2 項の規定を適用する。 
第 10 条（当然退所）（1）市長・郡守または施設の長は、縁故者が院生の引継を要求する際
には、縁故者を確認した上で退所措置をしなければならない。 
（2）第 1 項の場合および院生の死亡または無断退所などの場合には、第 9 条の規定による
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手続を経ず、施設の長はこの事実のみを別紙第 6 号書式に基づき審査委員会に報告しな
ければならない。 
 
第 3 章 収容保護 
 
第 11 条（施設設置基準）（1）廊下、屋根裏など共用面積を除く、居室の実面積は院生一人
当たり 3.3 平方メトール以上、一室の定員は 8 人以下とする。 
（2）男女別、障害別に区分し収容・保護する。 
（3）精神疾患者及び感染病患者などは隔離し収容しなければならない。 
（4）施設は以下のような設備を必ず整えなければならない。 
1．医務室 
診察・健康相談など、治療のための医薬品・衛生設備及び医療器具など 
2．専門相談室 
相談のための設備 
3．図書室及び娯楽室 
院生の情緒涵養のための新聞・雑誌や書籍類と、適当な娯楽用具など 
4．調理室、入浴施設、便所、給排水施設、非常災害用設備など 
5．適当な面積の屋外運動場 
6．主副食及び施設の備品などを保管できる適当な面積の倉庫 
第 12 条（職員）（1）施設には予算の範囲内で、以下の各号の職員をを置かなければならな
い。ただし、浮浪児施設に置く職員については、児童福祉法施行令第 12 条による。 
1．施設長 1 人 
2．総務：1 人 
3．相談要員（社会福祉士 1 級）：1 人 
4．生活指導員（社会福祉士 2 級または 3 級）：院生 50 人あたり 1 人 
5．医者または嘱託医者：1 人以上 
6．看護員または看護補助員：1 人以上 
7．補助員：院生 50 人あたり 1 人以上 
8．栄養士：1 人以上 
9．事務員：1 人以上 
10．警備員：1 人以上 
11．職業訓練教員：職業訓練科目に応じた必要な人員 
（2）相談要員は院生の相談、観察及び縁故者確認に関する事柄、院生の分類（職業補導対
象、転院措置対象、長期保護対象）に関する業務を担当し、月 1 回以上院生に対する相
談を実施し、別紙第 7 号書式に基づき相談日誌を作成・保管する。 
（3）生活指導員は毎日院生の健康及び生活に関する事項を点検し指導する。 
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（4）施設に従事する者は愛と奉仕の精神をもって、施設での家庭的雰囲気の維持に努めな
ければならない。また、院生に対して自由を抑圧したり、強制労役を課してはならない。 
（5）施設職員の総数（単純な労務に従事する者は除く）の 3 分の 1 以上を社会福祉資格所
持者が占めるように採用しなければならない。また社会福祉士資格証所持者総数の 5 分
の 1 以上を社会福祉士 1 級または 2 級によって、充員しなければならない。 
（6）施設の長は専任でなければならない。また法人の代表理事を兼ねることはできない。 
（7）市長・郡守は職員の資質向上のため、毎半期に１回以上の教育を実施しなければなら
ない。また施設の長は月 1 回以上、神父、牧師または師僧などの講師を招聘し、説教ま
たは教養教育などを実施しなければならない。 
第 13 条（院生管理記録）（1）施設の長は別紙第 3 号書式に基づき院生の個人別身元記録カ
ードを作成し管理する。 
（2）院生の管理状況を明確にするため別紙第 8号書式に基づき院生名簿を作成し管理する。 
（3）施設の長は市長・郡守の要請がある際に院生の個人別身元カードと院生名簿を提出し、
閲覧できるようにしなければならない。 
第 14 条（縁故者照会）（1）施設の長は四半期ごとに、以下の各号に基づき縁故者照会をし
なければならない。 
1．施設の長は、別紙第 9 号書式に基づき、縁故者及び縁故者が住む邑・面・洞の各長に縁
故者確認依頼書を書留郵便にて発送し、書面の受け取りが確認できるようにする。 
2．縁故者の邑・面・洞長が施設の長から縁故者確認依頼書をもらった際には徹底的に確認
し 5 日以内にその結果を施設の長に通報しなければならない。 
（2）施設の長は、別紙第 10 号書式に基づき縁故者照会記録簿を作成し備えて置く。 
（3）照会の結果、縁故者が確認され、引取を求める場合は第 10 条の規定による。。 
第 15 条（健康管理）（1）施設の長は施設に入所した者に対して入所時に健康診断を実施し
なければならない。 
（2）施設では院生個人ごとに健康管理の責任者を置き、医者、看護師など資格のある者が、
常時その任務を遂行しなければならない。また、別紙第 11 号書式に基づき個人ごとの健
康記録簿を、また別紙第 12 号書式に基づき医務日誌を作成・備え付する。 
（3）院生及び職員に対しては年 1 回以上健康診断を実施しなければならない。 
（4）院生の健康状態により適切な運動と休息を取るようにし、衛生管理に留意しなければ
ならない。 
第 16 条（給食衛生）（1）食事は必要な栄養が摂取できるよう献立を作成し、実施しなけれ
ばならない。 
（2）献立は栄養士が作成するが、栄養士がいない施設については保健所または保健支所の
指導のもと、献立を作成しなければならない。 
（3）感染性または化膿性などの疾患を持つ者は食事を調理してはならない。 
（4）上水道ではない飲料水を使用する場合は月 1回以上水質検査を受けなければならない。 
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第 17 条（厚生福祉の増進）（1）市長・郡守は院生が自由な電話連絡または郵便による連絡
ができるよう、公衆電話と郵便箱を院生の使用が便利なところに設置する。 
（2）院内では構内売店などを設置する。 
（3）院生の自立的社会適応の能力を育むため対象者を選定し定期的外出を実施する。 
第 18 条（転院処置など）（1）院生の性別、年齢別、職業別特性を参酌し考慮し、面談や直
接指導を随時行い、特異事項は記録・保管し、保護の経過によって帰宅させる、あるい
は他の社会福祉施設への転院など必要な処置をとらなければならない。 
（2）施設であまりに長時間収容することで、社会復帰への意欲や社会適応に支障がでない
ようにしなければならない。 
第 19 条（児童に対する教育保護）施設の長は教育法が定める保護者に準じるため、収容保
護中の児童を就学させなければならない。 
第 20 条（死亡者の処理）（1）施設の長は院生が死亡した場合、医療法第 18 条に基づき、
医者から診断書または検案書を交付してもらい、埋葬及び墓地に関する法令の規定に基
づき埋蔵等に関する申告を済ませた後、火葬または埋葬をする。 
（2）市長・郡守は第 1 項の規定に基づき死亡手続きを徹底的にするよう指導・監督を徹底
的に行う。 
（3）施設の長は別紙第 13 号書式に基づく報告書に応じて、死亡手続き事である死亡日時、
死因、死体処理の内容などを、1 か月に 1 度、市長・郡守に報告しなければならない。 
第 21 条（帳簿などの保管）施設では、次の帳簿及び書類を保管しなければならない。 
1．施設沿革に関する記録簿 
2．財産目録とその所有権証明書 
3．施設運営日誌 
4．施設の長及び職員の人事記録簿（履歴書及び写真を含む） 
5．予算書及び決算書 
6．決算報告書及び収入支払い補助簿 
7．金銭及び物品の出納簿及びその証憑書類 
8．報告書綴及び関係行政機関による文書綴 
9．所得法人の定款及び関係決議書類 
10．入所者の入退所名簿、保護の経過及び指導と身元に関する書類 
11．職員の人事、服務及び施設運営に関する規定など 
 
第 4 章 職業補導管理 
 
第 22 条（職業補導）（1）ソウル特別市長、直轄市長または道知事（以下、「市道知事」と
いう）は、地域的条件、院生の状態及び施設運営などの事項全般を考慮し、必要な職業
補導を実施する施設を選定する。 
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（2）施設の長は院生に対して、無理な作業や適性にあわない作業に従事させてはならない。 
（3）施設の長は院生が自立・自活を送れるよう、職業補導教育を実施し、早期に社会に復
帰できるようにする。 
第 23 条（職種）（1）施設の長は地域社会の与件、院生の適性及び就業可能性などを勘案し、
自立・自活を可能とする職種を選択する。 
（2）施設の長は関連業種の企業と連携し、実質のある職業補導を行うよう努める。 
第 24 条（作業時間）職業補導による作業時間は 1 日 8 時間、1 週当たり 44 時間を超過し
てはならない。 
第 25 条（収益金管理）（1）職業補導の結果発生した収益に対しては、その職業補導の原材
料費など必要経費を除き収益全額は、給与として院生に適正・支給しなければならない。 
（2）第 1 項の給与に対しては各個人ごとに預金口座を設置し、これを院生に公開しなけれ
ばならず、院生の要請がある場合には退所後に自立・自活生活に支障がない範囲でその
一部を支給するか、または院生の退所時に支給しなければならない。 
第 26 条（作業環境）（1）施設の長は作業上の災害予防のため適正設備を備え、快適な作業
環境を造成し、職業補導の際の安全と健康が維持できるようにする。 
（2）施設の長は院生を有害・危険な作業に従事させてはならない。 
第 27 条（実績報告）（1）施設の長は毎月に市長・郡守に、市長・郡守は四半期ごとに、別
紙第 14 号書式に基づき市道知事に職業補導実績を報告しなければならない。 
（2）市道知事または市長・郡守は、実績報告に基づいた分析の結果、職業補導が不振であ
ると認定できる場合には職種の変更など必要な措置を取ることができる。 
 
第 5 章 補則 
 
第 28 条（施設の運営管理）（1）法人の理事会は宗教関係者、医者、社会福祉専門家、教育
系者及び地域社会有志などで構成する。 
（2）法人の監査は会計管理に関する専門知識と経験が豊かな者から市長・郡守が推薦する
者に依頼する。 
（3）民法第 777 条の規定による親族は役人総数の 3 分の 1 を超えない。 
第 29 条（報告）（1）施設の長及び市長・郡守は院生の変更などに関して常に記録し、また
管理しなければならなく、施設の長は毎週 1 回、別紙第 15 号書式に基づき院生の変動
状況を市長・郡守に報告しなければならない。 
（2）市長・郡守は月 1 回第 15 号書式に基づき施設別に院生の変動状況を市道知事に報告
しなければならない。 
（3）市道知事は職業補導ごとに第 15 号書式に基づき施設での院生の変動状況を保健社会
部長官に報告しなければならない。 
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第 30 条（指導・監督）（1）市・郡・区は四半期に 1 回以上、市・道は半期に 1 回以上に施
設に対して社会福祉事業法令などに基づき定期的な指導・監督を実施しなければならな
い。 
（2）市長・郡守は年 1 回以上に施設運営の全般に関する定期監査を実施し、その結果につ
いて、市道知事を経たうえで保健社会部長に報告しなければならない。 
 
付則 
 
（1）（施行日）この規定は公布された日から施行する。 
（2）（経過措置）この規定の施行以前に設置・運営されていた審査委員会は、施設に収容
中の院生に対する審査が完了するまでは、この規定に基づく審査委員会と見做す。 
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【参考資料 3】 
 
露宿人等の福祉及び自立に関する法律 
 
（施行 2012 年 6 月 8 日、法律第 10784 号、2011 年 6 月 7 日制定）261 
 
第 1 章 総則 
第 1 条（目的）本法は露宿人等の人間らしい生活をする権利を保護し、リハビリ及び自立
のための基盤を確立することで、彼ら（彼女ら）の健全な社会復帰と福祉向上に資する
ことを目的とする。 
 
第 2 条（定義）この法律で用いる用語の定義は次のとおりである。 
1．「露宿人等」とは次の一つに該当する者のうち、保健福祉部令で定める者をいう。 
ア．相当な期間、一定の住居なく生活する者 
イ．露宿人施設を利用する、または相当な期間露宿人施設で生活する者 
ウ．相当な期間、住居として適切性がきわめて低いところで生活する者 
2．「露宿人施設」とは本法によって設置される、露宿人等のための露宿人福祉施設、露宿
人総合支援センターをいう。 
3．「露宿人施設の従事者」とは、露宿人施設で露宿人等の保護、相談福祉サービスの連携、
及び露宿人等の福祉に関する業務を担当する者であり、露宿人施設の長及びその従事者
をいう。 
第 3 条（国及び地方自治体の責任）①国と地方地自体は、露宿等を予防し、露宿人等の権
益を保障し、リハビリ及び自立を支援するための施策を用意し、露宿人等の社会復帰及
び福祉を向上させる責任を持つ。 
②国と地方自治体は露宿人等のための支援事業を円滑に推進するために、関連民間団体
と協力しなければならない。 
 
第 4 条（露宿人等の権利と責任）①露宿人等は、国と地方自治体より適切な住居と保護等
の提供を受けることができるが、併せて自ら生活水準を向上させるために誠実に努力し
なければならない。 
②露宿人等は、第 14 条による応急事態の発生の際に、警察または露宿人等の関連業務従
事者の応急措置に応じなければならない。 
 
第 5 条（重複支援の制限）他の法律により本法で定められている福祉サービスの内容類似
                                                  
261 訳注：この法律の翻訳は、全泓奎の「法律案」の翻訳(全泓奎，2012「資料」『ホームレ
スと社会』5: 88-90.)に一部修正を行ったものである。 
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した保護または支援を受けている露宿人等に対しては、大統領令で定めるところにより
本法による福祉サービスを制限することができる。 
 
第 6 条（ほかの法律との関係）本法において特別な規定のない事項については、「社会福祉
事業法」を準用する。 
 
第 2 章 露宿人等のための総合計画の作成等 
第 7 条（露宿人等の福祉及び自立支援総合計画の作成等）①保健福祉部長官は、露宿人等
の保護及び自立等を支援するために、5 年ごとに次の各号の事項を含む露宿人等の福祉
及び自立支援総合計画（以下、「総合計画」という）を作成・施行しなければならない。 
1．露宿人等に対する政策の目標と指針 
2．露宿人等の発生予防・事項管理及び減少のための方策 
3．政策成果の指標と財政計画 
4．露宿人施設の設置・確保及び住居支援・福祉サービス等に関する事項 
5．民間協力に関する事項 
6．露宿人等の保護と自立のための関係中央行政機関の長との協力に関する事項 
7．その他大統領令で定める露宿人等の政策に関する事項 
②保険福祉部長官は総合計画の作成にあたって、事前に関係中央行政機関の長と協議し
なければならない。 
③総合計画は「社会保障基本法」第 16 条による社会保障審議委員会の審議を経て確定さ
れる。総合計画を変更する場合も同様である。 
④保健福祉部長官は、確定・変更された総合計画を関係中央行政機関の長及び特別市長・
広域市長・道知事・特別自治道知事（以下、「市・道知事」とする）に知らせなければな
らない。 
⑤保健福祉部長官、関係中央行政機関の長及び市・道知事は、総合計画及び第 8 条による
施行計画を作成・施行するために、必要な場合は関係公共機関・社会団体及びその他の
民間企業の長に必要な資料の提出等協力を要請することができる。 
⑥第 5 項により協力要請を受けた者は、正当な事由がない限りこれに応じなければならな
い。 
 
第 8 条（施行計画の作成・施行等）①保健福祉部長官、関係中央行政機関の長及び市・道
知事は、総合計画により露宿人等の政策に関する施行計画（以下、「施行計画」とする）
を毎年作成・施行しなければならない。 
②関係中央行政機関の長及び市・道知事は、次年度計画及び前年度施行計画による推進実
績を、大統領令で定めるところにより毎年保健福祉部長官に提出しなければならない。 
③保健福祉部長官は、毎年施行計画による推進実績を評価しなければならない。 
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④施行計画の作成・施行及び推進実績の評価等に必要な事項については、大統領令で定め
る。 
 
第 9 条（実態調査）①保健福祉部長官は、本法の適切な施行のため、露宿人等の現状と公
共及び民間からの支援状況について 5 年ごとに実態調査を実施しなければならない。 
②第 1 項の規定による実態調査の時期・方法と内容等に関して必要な事項については、保
険福祉部令で定める。 
 
第 3 章 福祉サービスの提供 
第 10 条（住居支援）①国と地方自治体は、露宿人等の適切な居住生活のため次号のいずれ
か一つに該当する居住支援を行うことができる。 
1．第 16 条による露宿人福祉施設による保護 
2．「社会福祉事業法」第 2 条による社会福祉施設及び他の法律による保護施設による保護 
3．賃貸住宅の供給 
4．臨時居住費支援 
5．その他大統領令で定める住居支援 
②第 1 項による住居支援の基準・方法・手続等に必要な事項については、大統領令で定め
る。 
 
第 11 条（炊き出し支援）①国と地方自治体は、露宿人等に必要な炊き出しサービスを提供
するため露宿人等炊き出し施設を設置・運営することができる。 
②国と地方自治体外の者が露宿人炊き出し施設を設置・運営する際は、保健福祉部令で定
めるところにより市長・群守・区庁長（自治区の区庁長をいう。以下、同様）に届け出
を出さなければならない。 
③露宿人炊き出し施設の設置・運営・支援基準等炊き出し支援に関して必要な事項につい
ては、保健社会部令で定める。 
 
第 12 条（医療支援）①国と地方自治体は、露宿人等に必要な医療サービスを提供するため
に露宿人診療施設を設置・運営することができる。 
②国家と地方自治体は、国公立病院、保健所または民間の医療機関を露宿人診療施設に指
定することができる。 
③国と地方自治体は、専門的な処置と手術等を必要とする露宿人等に対する専門医療サー
ビスの提供を国公立病院、保健所、または民間医療機関に依頼するか委託することがで
きる。④国と地方自治体以外の者は、保健福祉部令で定めるところにより露宿人診療施
設を設置・運営することができる。 
⑤露宿人診療施設の設置・運営及び指定基準等に対する医療支援に必要な事項については、
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保健福祉部令で定める。 
 
第 13 条（雇用支援）①国と地方自治体は、露宿人等の就労を支援しかつ促進するため雇用
情報の提供、職業支援、就労斡旋、職業能力開発等必要な措置を行うことができる。 
②国と地方自治体は、露宿人等の雇用を促進するため公共的な仕事の提供等自立支援事業
を実施することができる。 
③国と地方自治体以外の者が自立支援事業を実施しようとする際には、保健福祉部令で定
めるところにより市長・郡守・区庁長に届け出を出さなければならない。 
④第 1 項及び第 2 項による露宿人等に対する就労支援に必要な事項については、大統領令
で定める。 
 
第 14 条（応急措置の義務）①警察または露宿人等関連業務従事者は重大な疾病、凍死等露
宿人等に関する応急事態の連絡を受けたり発見した際には、怠ることなく必要な措置を
施すべきである。 
②第 1 項による応急状況、必要な措置の内容及び露宿人等関連教務従事者の範囲等を定め
るのに必要な事項については、大統領令で定める。 
 
第 4 章 露宿人施設 
第 15 条（露宿人施設の設置・運営等）①国と地方自治体は、露宿人等の自立と社会復帰等
を支援するために、露宿人施設を設置・運営したり社会福祉法人または非営利法人に委
託し運営することができる。 
②国と地方自治体以外の者が露宿人福祉施設を設置・運営しようとする際には、保健福祉
部令で定めるところにより市長・郡守・区庁長に届け出を出さなければならない。 
③露宿人施設の設置・運営基準等に必要な事項については、保健福祉部令で定める。 
 
第 16 条（露宿人福祉施設の種類）①露宿人福祉施設の種類は次の各号のとおりである。 
1．露宿人一時保護施設：露宿人等に一時保護及び福祉サービスの連携等を提供する施設 
2．露宿人自活施設：露宿人等の自立を支援するために専門的な職業相談・訓練等の福祉サ
ービスを提供する施設 
3．露宿人再活施設：身体及び精神障害等で自立が困難な露宿人等に治療及びリハビリサー
ビスを提供する施設 
4．露宿人療養施設：健康上の問題等で短期間内に家庭及び社会復帰が困難な露宿人等に療
養サービスを提供する施設 
5．露宿人炊き出し施設：第 11 条による炊き出し施設 
6．露宿人診療施設：第 12 条による診療施設 
7．その他保健福祉部令で定める施設 
177 
 
②第 1 項による露宿人施設の具体的な事業内容及び基準に関し必要な事項については、社
会福祉部令で定める。 
 
第 17 条（露宿人福祉施設の入・退所等）①露宿人福祉施設に入所または退所しようとする
露宿人等は、露宿人福祉施設の長に入所を申請するか退所を要請することができる。 
②市長・郡守・区庁長及び警察官署の長（地区隊・派出所及び出張所を含む）は、保健社
会部令で定めるところにより露宿人等の入所を依頼することができる。 
③市長・群守・区庁長は、露宿人等の入・退所決定及び他の社会福祉施設への転院等必要
な措置のために入・退所審査委員会を設けることができる。 
④第 1 項と第 2 項による露宿人福祉施設の入・退所の基準・方法・手続等に必要な事項と
第 3 項による入・退所審査委員会の構成と運営等に必要な事項については、保健福祉部
令で定める。 
 
第 18 条（露宿人福祉施設んぼサービス）①露宿人福祉施設の長は、入所者に対して自立及
びリハビリに必要なプログラムを提供し入所者の健康管理等のために必要な措置を取ら
なければならない。 
②第 1 項によるリハビリ及び自立及びリハビリプログラム運営、健康管理等に必要な事項
については、保健福祉部令で定める。 
 
第 19 条（露宿人総合支援センター）露宿人総合支援センターは、次の各号の業務を遂行す
る。 
1．第 10 条、第 12 条及び第 13 条による住居・医療・就労支援のための相談及び福祉サー
ビスの連携 
2．第 14 条による応急措置 
3．福祉サービスの利用歴管理 
4．心理相談 
5．その他に保健福祉部令で定める事項 
 
第 20 条（人権教育）①露宿人施設の従事者は、露宿人等に対する人権侵害を予防するため
の教育を履修しなければならない。 
②第 1 項による教育の実施に必要な事項については、保健社会部例で定める。 
 
第 21 条（禁止行為）露宿人施設の従事者は、次の各号のいずれかの一つに該当する行為を
してはならない。 
1．露宿人等を放置したり衣食住を含む基本的保護及び治療を怠ったりする放任行為 
2．露宿人等に物乞いをさせたり営利を目的に露宿人等また露宿人施設を利用し不当な利益
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を得る行為 
3．露宿人等のため贈与または給与で支給された金品をその目的以外の用途で転用する行為 
4．正当な理由なしに露宿人等の入所・退所及び転院措置を遅延させたり露宿人等を強制的
に施設に入所・退所させる行為 
 
第 5 章 補則 
第 22 条（費用の補助）国と地方自治体は、大統領令で定めるところにより露宿人施設の設
置・運営に必要な費用を補助することができる。 
 
第 23 条（秘密漏えいの禁止）露宿人施設に従事したことのある・従事している者は、職務
上知った他人の秘密を漏らしてはならない。 
 
第 24 条（類似名称の使用禁止）本法による露宿人施設以外は、露宿人施設またはこれに類
似した名称を使用してはならない。 
 
第 25 条（権限の委任・委託）①本法による保健福祉長官の権限は、その一部を大統領令で
定めるところにより市・道知事または市長・郡守・区庁長に委任することができる。 
②保健福祉部長官、市・道知事または市長・郡守・区庁長は、本法による業務の一部を大
統領令で定めるところにより関連団体または法人に委託することができる。 
 
第 6 章 罰則 
第 26 条（罰則）①第 21 条に違反し禁止行為を行った者は、3 年以下の懲役または 1 千 500
万ウォン以下の罰金に処する。 
②第 23 条を違反し職務上知った秘密を漏らした者は、2 年以下の懲役または 1 千万ウォン
以下の罰金に処する。 
③第 15 条第 2 項を違反し届け出なしに露宿人施設（露宿人炊き出し施設を除く）を設置・
運営した者は、1 年以下の懲役または 1 千万ウォン以下の罰金に処する。 
 
第 27 条（両罰規定）法人の代表者や法人または個人の代理人、使用人、その他の従業員が
その法人または個人の業務に関し第 26 条の違反行為をした場合、この行為者を罰する他
に、その法人または個人にも当該条文の罰金刑を科する。但し、法人または個人がその
違反行為を防ぐために当該業務に関して相当な注意と監督を怠っていない場合は除く。 
 
第 28 条（過料）①第 11 条第 2 項または第 13 条第 3 項による届け出義務を違反した者や第
24 条による類似名称を使用した者は、500 万ウォンの過料を科する。 
②第 1 項による過料は、大統領令で定めるところにより保健福祉部長官、市・道知事また
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は市長・郡守・区庁長が賦課・徴収する。 
 
付則＜第 10784 号、2011 年 6 月 7 日＞ 
 
第 1 条（施行日）本法は公布後 1 年が経過した日より施行する。 
第 2 条（浮浪人及び露宿人保護のための施設に関する経過措置）本法施行前に「社会福祉
事業法」により設置された浮浪人福祉施設及び露宿人シェルターは、本法によって設置
された露宿人施設とし、相談保護センターは露宿人総合支援センターとする。但し、国
と地方自治体以外の者が運営する露宿人施設は本法の施行後 1 年以内に第 15 条第 3 号
による設置・運営基準を備え再び届け出を出さなければならない。 
 
第 3 条（他の法律の改正）①社会福祉事業法の一部を次のように改正する。 
第 2 条第 1 号各目外の部分中「浮浪人及び露宿人保護」を「露宿人等保護」にし、同条に
以下の項目を新設する。 
「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」 
 
第 34 条第 4 項の中の「社会福祉館、浮浪人及び露宿人保護のための施設の設置・運営に関
する事項と浮浪人及び露宿人保護のための施設の入・退所の基準・手続及び職業輔導等
に関して必要な事項」を「社会福祉館の設置・運営に必要な事項」にする。 
 
②医療給与法の一部を次のように改正する。 
第 3 条第 1 項第 9 項を第 10 号にし、同じ項に第 9 号を次のように新設する。 
9．「露宿人等の福祉及び自立支援に関する法律」による露宿人等 
 
 
 
 
